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第１ 社会福祉法人とは

社会福祉法人とは、社会福祉事業を行うことを目的として、社会福祉法（以下「法」

といいます。）の定めるところにより設立された法人をいいます。（法第２２条）

１ 社会福祉事業

（１） 社会福祉事業とは、法第２条第２項（第１種社会福祉事業）及び第３項（第

２種社会福祉事業）に掲げられた事業をいいます。（別表１・３頁～）

（２） 社会福祉事業を行うことを主たる目的としない法人は、社会福祉法人となり

得ず、また、第１種社会福祉事業は、公共性の特に高い事業であり、その対象

は、社会的弱者ともいうべき人々であることから、国、地方公共団体又は社会

福祉法人が経営することが原則とされています。（法第６０条）

（３） ただし、第２種社会福祉事業は、これにより社会福祉の増進を図ることを主

な目的とする事業であり、これに伴う弊害のおそれが比較的少ないことから、

その経営主体には、特に制限は設けられていません。

（４） 社会福祉法人は、上記以外にその経営する社会福祉事業に支障がない限り、

公益事業又はその収益を社会福祉事業若しくは公益事業の経営に充てることを

目的とする収益事業を行うことができます。（法第２６条）

（５） 社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、効果的かつ適正

に行うため、自主的に経営基盤の強化を図るとともに、その提供する福祉サー

ビスの質の向上及び事業経営の透明性の確保を図らなければならないことを社

会福祉法人の経営の原則としています。（法第２４条第１項）

（６） また、社会福祉法人は、社会福祉事業及び公益事業を行うに当たっては、日

常生活又は社会生活上の支援を必要とする者に対して、無料又は低額な料金

で、福祉サービスを積極的に提供するよう努めなければならないとされていま

す。（法第２４条第２項）

●社会福祉事業と社会福祉を目的とする事業

【社会福祉に関する活動】

必ずしも反復的・継続的に行われる
ものではありません。
特段の規制はなく、個人や団体によ
るボランティア等の任意の活動で、住
民の参加が重要です。

【社会福祉を目的とする事業】

地域社会の一員として、自立した日常生
活を営むことを支援する事業です。
経営主体等の規制はなく、行政の関与は
最小限です。

【社会福祉事業】

「社会福祉を目的とする事業」のう
ち、規制と助成を通じて、公明かつ適正
な実施の確保が図られなければならない
ものとして、法律上列挙されています。
第１種社会福祉事業と第２種社会福祉
事業に分類されています。
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２ 社会福祉法の定めるところにより設立された法人

（１） 法人とは、一定の人の集まり又は財産の集まりが、それ自体（具体的には、

法人代表者の名前）で、あたかも個人と同様に法律上の権利を取得したり、義

務を負担したりすることのできる制度をいいます。したがって、法人代表者名

で行った契約の効果は、代表者個人とは関係なく、その法人自体に帰属しま

す。

これにより、事業経営の健全化及び安定化を図ることができます。

（２） 社会福祉法人を設立するには、その公共性の強さから一定の事項を定め、所

轄庁の認可を受けることが必要とされています。（法第３１条第１項）

所轄庁は、その法人の行う事業の及ぶ区域により、次のように区分されてい

ます。（法第３０条）

（３） 社会福祉法人は、この設立の認可後、その主たる事務所の所在地において設

立の登記をすることにより成立することになります。（法第３４条）

（４） 社会福祉法人は、社会福祉事業を行うことを目的として設立するので、社会

福祉事業の計画が固まらずに「とりあえず社会福祉法人の設立」を行うことは

できません。

３ 社会福祉法人に求められる公共性・公益性

社会福祉法人は、公益性が高く、非営利事業を行うため、法人税や事業税等が原則

非課税となっており、税制面で厚い優遇を受けています。

また、高い公益性を求められることから、適正な運営を確保するために、所轄庁か

ら厳格な監督を受けることとなっています。

４ その他

法人の行う事業については、「最低基準その他の要件を現に満たして事業を行って

いるか、又は近い将来それらの要件を満たす見込みが確実である」場合のみ認可され

ることになっています。将来行うとする事業（即ち、社会福祉法人が設立された場

合、直ちに行うことのできない事業）を、定款に列挙することは許されません。

このような事業については、将来必要な要件を具備し、着実な計画のもとに確実に

事業を行い得る段階に至った時、定款変更の認可申請をし、その法人の事業の中に当

該事業を加えることになります。このことは、公益事業及び収益事業についても同じ

です。

要するに、定款に掲げる事業は、それが社会福祉事業であると否とを問わず、その

事業の裏付けとなる資産を備えることを要し、それがまた法人の事業計画、収支予算

書等と一体となり、さらに、法令その他で定められた必要な要件を具備していること

が要求されています。

なお、社会福祉事業のために使用する土地及び建物について、都市計画法、建築基

準法等により制限を受ける場合や許可、届出等が必要になる場合があるので、事前に

関係機関（三重県や当市）に確認が必要です。

所 轄 庁 範 囲

市 長
主たる事務所が市の区域内にある社会福祉法人であって、

その行う事業が当該市の区域を越えないもの

都道府県知事 所轄庁が市長又は厚生労働大臣でないもの

厚生労働大臣
２以上の地方厚生局の管轄区域にわたるものであって、厚

生労働省令で定めたもの
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別表１

主な第１種社会福祉事業（法第２条第２項）

根 拠 法 事 業 市役所担当課 県庁担当課

生 活 保 護 法

・救護施設の経営

・更生施設の経営
生 活 支 援 課

地 域 福 祉 課・その他生計困難者を無料又は低額な料

金で入所させて生活の扶助を行うこと

を目的とする施設の経営

・生計困難者に対して助葬を行う事業

生 活 支 援 課

児 童 福 祉 法

・乳児院の経営

子育て応援課

児童相談支援課

・母子生活支援施設の経営 家庭福祉・施設整備課

・児童養護施設の経営 児童相談支援課

・障害児入所施設の経営 高齢・障がい福祉課 障がい福祉課

・児童心理治療施設の経営

・児童自立支援施設の経営
子育て応援課 児童相談支援課

老 人 福 祉 法

※（注）３

・特別養護老人ホームの経営

・軽費老人ホームの経営

・養護老人ホームの経営

介 護 保 険 課

高齢・障がい福祉課
長 寿 介 護 課

障害者の日常生

活及び社会生活

を総合的に支援

するための法律

・障害者支援施設の経営 高齢・障がい福祉課 障がい福祉課

困難な問題を抱

かえる女性への

支援に関する法

律

・女性自立支援施設の経営 福祉総合支援センター 家庭福祉・施設整備課

社 会 福 祉 法

・生計困難者に対して無利子又は低利で

資金を融通する事業
生 活 支 援 課

地 域 福 祉 課

・授産施設の経営 高齢・障がい福祉課
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第１種社会福祉事業は、利用者への影響が大きいため、経営安定を通じた利用者の保

護の必要性が高い事業（主として入所施設サービス）で、経営主体は、行政及び社会福

祉法人が原則です。施設を設置して第１種社会福祉事業を経営しようとするときは、三

重県知事等への届け出が必要です。

また、その他の者が第１種社会福祉事業を経営しようとするときは、三重県知事等の

許可を得ることが必要です。

個別法により、保護施設並びに養護老人ホーム及び特別養護老人ホームは、行政及び

社会福祉法人に限定されています。
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主な第２種社会福祉事業（法第２条第３項）

根 拠 法 事 業 市役所担当課 県庁担当課

児 童 福 祉 法

・障害児通所支援事業

・障害児相談支援事業
高齢・障がい福祉課 障がい福祉課

・児童自立生活援助事業

子育て応援課

児童相談支援課

・放課後児童健全育成事業

・子育て短期支援事業

子どもの育ち支援課
・乳児家庭全戸訪問事業 健 康 課

・養育支援訪問事業 子育て応援課

・地域子育て支援拠点事業

・一時預かり事業
保 育 課

・小規模住居型児童養育事業 子育て応援課 児童相談支援課

・小規模保育事業 保 育 課

子どもの育ち支援課・病児保育事業

・子育て援助活動支援事業

(ファミリーサポート事業)

子育て応援課

・親子再統合支援事業

・社会的養護自立支援拠点事業

・意見表明等支援事業

福祉総合支援センター

児童相談支援課

・妊産婦等生活援助事業 家庭福祉・施設整備課

・子育て世帯訪問支援事業 子どもの育ち支援課

・児童育成支援拠点事業 少子化対策課

・親子関係形成支援事業 子どもの育ち支援課

・助産施設の経営 児童相談支援課

・保育所の経営 保 育 課 子どもの育ち支援課

・児童厚生施設の経営 子育て応援課 少子化対策課

・児童家庭支援センターの経営

・里親支援センターの経営
福祉総合支援センター 児童相談支援課

・児童の福祉の増進について相談に応

ずる事業 ※（注）１

福祉総合支援センター

子育て応援課

少子化対策課

子どもの育ち支援課

児童相談支援課

家庭福祉・施設整備課

就学前の子ども
に関する教育、
保育等の総合的
な提供の推進に
関する法律

・幼保連携型認定こども園の経営 保 育 課 子どもの育ち支援課

民間あっせん機
関による養子縁
組のあっせんに
係る児童の保護
等に関する法律

・養子縁組あっせん事業 子育て応援課 児童相談支援課
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根 拠 法 事 業 市役所担当課 県庁担当課

母子及び父子並

びに寡婦福祉法

・母子家庭日常生活支援事業

・父子家庭日常生活支援事業

・寡婦日常生活支援事業

・母子・父子福祉施設の経営

子育て応援課 家庭福祉・施設整備課

老人福祉法

※（注）３

・老人居宅介護等事業

・老人デイサービス事業

・老人短期入所事業

・小規模多機能型居宅介護事業

・認知症対応型老人共同生活援助事業

・複合型サービス福祉事業

・老人デイサービスセンターの経営

・老人短期入所施設の経営

介 護 保 険 課

長 寿 介 護 課

・老人福祉センターの経営 高齢・障がい福祉課

・老人介護支援センターの経営

（在宅介護支援センター）
福祉総合支援センター

障害者の日常生

活及び社会生活

を総合的に支援

するための法律

・障害福祉サービス事業

・一般相談支援事業

・特定相談支援事業

・移動支援事業

・地域活動支援センターの経営

・福祉ホームの経営

高齢・障がい福祉課 障がい福祉課

身体障害者福祉

法

・身体障害者生活訓練等事業

・手話通訳事業

・介助犬訓練事業

・聴導犬訓練事業

・身体障害者福祉センターの経営

・補装具製作施設の経営

・盲導犬訓練施設の経営

・視聴覚障害者情報提供施設の経営

点字図書館、点字出版施設、

聴覚障害者情報提供施設

・身体障害者の更生相談に応ずる事業

※（注）１

高齢・障がい福祉課 障がい福祉課

知的障害者福祉

法

・知的障害者の更生相談に応ずる事業

※（注）１
高齢・障がい福祉課 障がい福祉課

生活困窮者自立

支援法
・認定生活困窮者就労訓練事業 生 活 支 援 課 地 域 福 祉 課

（例）療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、
就労継続支援 共同生活援助 ※事業と施設が混在

設置主体は原則地方自治体

１つの施設で、デイサービス事業（短期入所事業）のみを行っている場合はデイサービスセンター（短期入所施設）

デイサービス（短期入所）と他の事業を行っている場合はデイサービス事業（短期入所事業）
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第２種社会福祉事業は、利用者への影響が比較的小さいため、公的規制の必要性

が低い事業（主として在宅サービス）で、経営主体に制限はありません。全ての主体が

届け出をすることにより、事業経営が可能となります。

（注）１ 相談事業は、各種法制度に対する正しい理解、施設の状況等の的確な把握

ができている者が行うことが適当と考えられており、現在、地方公共団体が

広汎に実施するようになってきています。

そのため、社会福祉法人審査基準（「社会福祉法人の認可について」（平

成１２年１２月１日付厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・援護局長、

老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知）においても、「公的相談機関の

整備充実の状況を考慮しつつ、財政基盤、事業従事者の資質、事業実績等を

充分に審査し、慎重に取り扱う」とされており、公的相談機関との重複を避

け、かつ、主に従来からの実績を判断し、永続性及び安定性のあるものに

ついてのみ社会福祉法人の設立が認められます。

（注）２ 無料又は低額な費用で介護保険法に規定する介護老人保健施設又は介護医

療院を利用させる事業についての基準は、それぞれ厚生労働省社会・援護局、

老健局長連名通知において示されています。

根 拠 法 事 業 市役所担当課 県庁担当課

社会福祉法

・生計困難者に対して、その住居で衣

食その他日常の生活必需品若しくは

これに要する金銭を与え、又は生活

に関する相談に応ずる事業

・生計困難者のために、無料又は低額

な料金で、簡易住宅を貸し付け、又

は宿泊所その他の施設を利用させる

事業

・生計困難者のために、無料又は低額な

料金で診療を行う事業

生 活 支 援 課 地 域 福 祉 課

・生計困難者に対して、無料又は低額な

費用で介護保険法に規定する介護老人

保健施設又は介護医療院を利用させる

事業

※（注）２

介 護 保 険 課 長 寿 介 護 課

・隣保事業（隣保館） 人 権 政 策 課 人 権 課

・福祉サービス利用援助事業

・第１種及び第２種社会福祉事業に関

する連絡又は助成を行う事業

※社会福祉協議会の主たる事業にあたる。

福祉総合支援センター 地 域 福 祉 課
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（注）３ 介護保険の事業については、老人福祉法で規定される事業のみが社会福祉

事業となり、老人福祉法で規定されていない事業は、公益事業です。定款の

社会福祉事業には、介護保険の事業名は用いません。老人福祉法上の事業名

と介護保険法上の事業名との比較は、次のとおりです。

◆老人福祉法上の事業名と介護保険法上の事業名との比較

「介護老人保健施設」については、無料又は低額介護老人保健施設利用事

業のみが社会福祉事業です。それ以外の「介護老人保健施設」は、公益事業

です。公益事業の主なものは、次のとおりです。

老人福祉法 介護保険法

特別養護老人ホーム
介護老人福祉施設

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

老人デイサービスセンター

通所介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型通所介護

第１号通所事業

老人短期入所施設
短期入所生活介護

介護予防短期入所生活介護

老人居宅介護等事業

訪問介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

第１号訪問事業

老人デイサービス事業

通所介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型通所介護

第１号通所事業

老人短期入所事業
短期入所生活介護

介護予防短期入所生活介護

小規模多機能型居宅介護事業
小規模多機能型居宅介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

認知症対応型老人共同生活援助

事業

認知症対応型共同生活介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

複合型サービス福祉事業 複合型サービス

利用定員１８人以下
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◇主な公益事業

（※１）サービス付き高齢者向け住宅には、有料老人ホームに該当する場合もある

ため、定款への事業名記載の際は、事前に確認を行う必要があります。

個 別 法 個別法上の事業名

老人福祉法 有料老人ホーム

介護保険法

訪 問

訪問入浴介護事業

訪問看護事業

訪問リハビリテーション事業

居 宅
居宅療養管理指導事業

居宅介護支援事業

介護予防

介護予防訪問入浴介護事業

介護予防訪問看護事業

介護予防訪問リハビリテーション事業

介護予防居宅療養管理指導事業

介護予防通所リハビリテーション事業

介護予防短期入所療養介護事業

介護予防福祉用具貸与事業

介護予防支援事業

通所リハビリテーション事業

短期入所療養介護事業

福祉用具貸与事業

特定福祉用具販売事業

地域支援事業

地域包括支援センター

高齢者の住居の安定確保

に関する法律
サービス付き高齢者向け住宅事業（※１）

住宅確保要配慮者に対す

る賃貸住宅の供給の促進

に関する法律

住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業

児童福祉法

家庭的保育事業

里親

養育里親

事業所内保育事業

居宅訪問型保育事業

障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援す

るための法律

（障害者総合支援法）

自立支援医療

補装具

地域生活支援事業

基幹相談支援センター

県への届出の有無により、有料老人
ホームに該当する場合もある
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第２ 社会福祉法人の機関

社会福祉法人には、評議員、評議員会、理事、理事会及び監事を置かなければならな

いとされています。（法第３６条）

１ 評議員及び役員（理事及び監事）

（１） 関係行政庁の職員が法人の評議員又は役員となることは、法第６１条に規定

する公私分離の原則に照らし適当でないので、差し控えることとなります。た

だし、社会福祉協議会にあっては、評議員又は役員の総数の５分の１の範囲内

で関係行政庁の職員が、その評議員又は役員となっても差し支えありません。

（２） 所轄庁退職者が評議員又は役員に就任する場合においては、法人における評

議員又は役員の選任の自主性が尊重され、不当に関与することがないよう、所

轄庁においては、法人との関係において適正な退職管理を確保することとなり

ます。

（３） 実際に法人運営に参画できない者を、評議員又は役員として名目的に選任す

ることは適当ではありません。

（４） 地方公共団体の長等特定の公職にある者が慣例的に、理事長に就任したり、

評議員又は役員として参加したりすることは適当ではありません。

（５） 次に掲げる者は、評議員又は役員となることはできません。

ア 法人

イ 精神の機能の障害により職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判

断及び意思疎通を適切に行うことができない者

ウ 生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又は法の規定に

違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

るまでの者

エ ウに該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなるまでの者

オ 所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員

（６） 暴力団員等の反社会的勢力の者は、評議員又は役員となることはできませ

ん。

２ 評議員

（１） 評議員の選任及び解任の方法については、法第３１条第１項第５号において

法人が定款で定めることとしていますが、同条第５項において、理事又は理事

会が評議員を選任・解任する旨の定めは無効とされています。

定款で定める方法としては、外部委員が参加する機関を設置し、この機関の

決定に従って行う方法等があります。

（２） 評議員については、法第３９条において「社会福祉法人の適正な運営に必要

な識見を有する者」のうちから選任することとしており、法人において「社会

福祉法人の適正な運営に必要な識見を有する者」として適正な手続により選任

されている限り、制限を受けるものではありません。（注３・１８頁）

（３） 評議員は、法人の理事及び監事の選任・解任を通じて、理事等の業務執行を

監督する立場にあるため、自らが評議員を務める法人の理事、監事又は職員を

兼ねることはできません。（法第４０条第２項）
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（４） 評議員には、各評議員又は各役員の配偶者又は三親等以内の親族が含まれて

はならないことに加え、各評議員又は各役員と特殊の関係がある者も含まれて

はなりません。（注１・１５頁）

（５） 評議員の数は、理事の員数を超える数です。理事の数は６名以上となります

ので、評議員は７名以上となります。（法第４０条第３項）

３ 理事

（１） 理事は、社会福祉事業について熱意と理解を有し、かつ、実際に法人運営の

職責を果たし得る者です。（法第４４条第４項）

理事の選任・解任の決議は、評議員会で行うこととなります。（法第４５条

の４第１項）

なお、解任については、次のいずれかに該当する場合に限り、評議員会の決

議によって、解任することができることとしています。

ア 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき

イ 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき

（２） 理事のうちには、次に掲げる者が含まれなければなりません。

ア 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者（注４・１８頁）

イ 当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じてい

る者（注５・１８頁）

ウ 当該社会福祉法人が施設を設置している場合にあっては、当該施設の管理

者

（３） 理事は、６人以上でなければなりません。（法第４４条第３項）

（４） 理事には、理事本人を含め、その配偶者及び三親等以内の親族その他各理事

と特殊の関係のある者（以下この（４）において「理事の親族等特殊関係者」

といいます。）が理事の総数の３分の１を超えて含まれてはなりません。ただ

し、理事の親族等特殊関係者の上限は３人です。（注１・１５頁）

（５） 理事長は、理事会の決定に基づき、法人の内部的・対外的な業務執行権限を

有します。

具体的には、理事会で決定した事項を執行するほか、法第４５条の１３第４

項に掲げる事項以外の理事会から委譲された範囲内で自ら意思決定をし、執行

します。そして、対外的な業務執行をするため、法人の代表権を有します。

理事長は、３か月に１回以上（定款で毎会計年度に４か月を超える間隔で２

回以上とすることも可）、自己の職務の執行状況を理事会に報告しなければな

りません。

（６） 理事長以外にも社会福祉法人の業務を執行する理事（以下「業務執行理事」

といいます。）を理事会で選定することができます。

（７） 社会福祉協議会は、地域福祉の推進役として、社会福祉事業経営者、ボラン

ティア活動を行う者等との連携を十分に図っていく必要があることから、当該

社会福祉協議会の区域において社会福祉事業を経営する団体の役職員及びボラ

ンティア活動を行う団体の代表者を理事として加えることとされています。

４ 監事

（１） 監事は、当該社会福祉法人の理事又は職員を兼ねることができません。

監事の選任及び解任方法は、理事と同様ですが、監事の選任に関する議案の

評議員会への提出は、監事の同意が必要です。
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（２） 監事には、次に掲げる者が含まれなければなりません。

ア 社会福祉事業について識見を有する者（注６・１８頁）

イ 財務管理について識見を有する者（注７・１８頁）

（３） 監事は、２人以上でなければなりません。（法第４４条第３項）

（４） 監事には、各役員の配偶者又は三親等以内の親族が含まれてはならないこと

に加え、各役員と特殊の関係がある者も含まれてはなりません。（注１・１５

頁）

（５） 監事には、公認会計士又は税理士を登用することが望ましいとされていま

す。

５ 会計監査人

（１） 会計監査人は、公認会計士又は監査法人でなければなりません。

また、公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号）の規定により、計算書類

について監査することができない者は、会計監査人となることができません。

具体的には、公認会計士法第２４条又は第３４条の１１の規定により、公認会

計士又は監査法人が当該社会福祉法人の役員等となっている場合等について

は、会計監査人となることができません。

（２） 会計監査人の設置が義務付けられる法人は、前年度の決算における法人単位

事業活動計算書（第２号第１様式）中の「サービス活動増減の部」の「サービ

ス活動収益計」が３０億円を超える法人又は法人単位貸借対照表（第３号第１

様式）中の「負債の部」の「負債の部合計」が６０億円を超える法人です。

６ その他

（１） 評議員の任期は、原則として、選任後４年以内に終了する会計年度のうち最

終のものに関する定時評議員会の終結の時までです。

また、定款で「４年」を「６年」まで伸長することができます。ただし、定

款によって、任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の

任期を、退任した評議員の任期の満了する時までとすることは可能です。

（２） 評議員に欠員が生じた場合には、任期の満了又は辞任により退任した評議員

は、新たに選任された評議員が就任するまで、なお、評議員としての権利義務

を有します。

また、評議員に欠員が生じ、事務が遅滞することにより損害を生ずるおそれ

があるときは、所轄庁は利害関係人の請求により又は職権で、一時評議員の職

務を行うべき者を選任することができます。

（３） 役員の任期は、選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関す

る定時評議員会の終結の時までです。ただし、定款によって、その任期を短縮

することも可能です。

また、役員を再任することは差し支えなく、期間的な制限はありません。

（４） 役員に欠員が生じた場合には、任期の満了又は辞任により退任した役員は、

新たに選任された役員が就任するまで、なお、役員としての権利義務を有しま

す。

また、役員に欠員が生じ、事務が遅滞することにより損害を生ずるおそれが

あるときは、所轄庁は利害関係人の請求により又は職権で、一時役員の職務を

行うべき者を選任することができます。

（５） 評議員会に提出された監事の選任に関する議案は、監事の過半数の同意を得
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なければなりません。

なお、監事の過半数の同意を得ていたことを証する書類は、監事の連名によ

る監事同意書（様式例２４・６２頁）、監事の選任に関する議案を決定した理

事会の議事録（当該議案に同意した監事の氏名の記載及び当該監事の署名又は

記名押印があるもの。）でも差し支えありません。

（６） 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する会計年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までです。

また、定時評議員会において別段の決議がされなかったときは、再任された

ものとみなされます。

（７） 会計監査人に欠員が生じた場合において、遅滞なく会計監査人が選任されな

いときは、監事は、一時会計監査人の職務を行うべき者を選任しなければなり

ません。この場合、一時会計監査人の職務を行うべき者の資格は会計監査人と

同様です。

なお、法人の責めによらない理由（監査法人の倒産等）により、会計監査人

による会計監査報告を所轄庁に届け出ることができない場合においては、所轄

庁は届出の猶予等を行うことが必要となります。

参考

評議員の改選に係る留意事項について

「評議員の改選（評議員選任・解任委員会の開催時期の取扱い等）に係る留意事項

について（令和３年１月２７日付厚生労働省社会・援護局福祉基盤課通知）」より。

１．基本的な考え方

（１） 評議員の選任に当たっては、社会福祉法人定款例等に定めるとおり、評

議員選任・解任委員会において議決を行うことが一般的とされていること

から、以下、評議員選任・解任委員会を開催する方法により、評議員の改

選を行う場合の留意事項についてお示しをするものであること。

（２） 社会福祉法第４１条第１項の規定により、評議員の任期満了日は「選任

後４年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の

終結の時まで」であること。

（３） （２）の任期満了日の算定に当たっては、評議員選任・解任委員会の議

決のあった日を起算点とすること。

（４） （３）に関わらず、法人と評議員の委任関係については、評議員の就任

承諾をもって開始されるものであること。

（５） このため、定時評議員会と同日のうちに、評議員選任・解任委員会を開

催し、新評議員選任の議決を行い、かつ新評議員が同日付で、就任承諾を

行う場合には、新旧評議員が切れ目なく選任されるものであること。

（６） ただし、定時評議員会と同日のうちに、評議員選任・解任委員会を開催

し、新評議員選任の議決を行うことが困難な場合には、次のような取扱い

が考えられ、法人の実情に応じていずれを選択することも可能であるこ

と。

① 定時評議員会よりも前の日に評議員選任・解任委員会を開催し、新評

議員選任を議決
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② 定時評議員会よりも後の日に評議員選任・解任委員会を開催し、新評

議員選任を議決

２．定時評議員会よりも前の日に評議員選任・解任委員会を開催する場合の留意事項

（１） 定時評議員会よりも前の日に評議員選任・解任委員会を開催し、新評議

員選任の議決を行う場合、新評議員の任期については、当該議決のあった

日を起算点として任期満了日を算定する一方、法人と新評議員との委任関

係の始期となるその就任承諾のあった日から開始されるものであること。

（２） 新評議員を切れ目なく選任する観点から、その就任承諾書等の日付け

は、当該定時評議員会の日とすることが望ましいが、やむを得ずこれが定

時評議員会よりも後の日となる場合は、３のとおり取り扱うこと。

（３） なお、３月中に評議員選任・解任委員会を開催し、新評議員選任の議決

を行った場合には、定時評議員会の前年度から任期を起算することとな

り、通常よりも任期が１年短くなってしまうことに留意のこと。

３．定時評議員会よりも後の日に評議員選任・解任委員会を開催する場合の留意事項

（１） 定時評議員会よりも後の日に評議員選任・解任委員会を開催し、新評議

員選任の議決を行う場合、定時評議員会終了から新評議員が就任するまで

の期間については、社会福祉法第４２条第１項の規定により、「評議員の員

数が欠けた場合には、任期の満了又は辞任により退任した評議員は、新た

に選任された評議員が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有す

る」とされていることから、当該期間は、旧評議員が暫定的に職務を担う

ものであること。

（２） ただし、長期間、旧評議員に法人運営に係る責任を負わせることは適当

ではないことから、定時評議員会終了後、速やかに評議員選任・解任委員

会を開催し、新評議員選任の議決を行うとともに、その就任承諾を得るこ

と。
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※
注
１

理
事
の
親
族
等
の
人
数
は
、
理
事
の
定
数
に
応
じ
て
、
次
表
の
人
数
ま
で
と
し
て
く
だ

さ
い
。（
親
族
等
の
人
数
は
、
理
事
本
人
を
含
み
ま
せ
ん
。）

租
税
特
別
措
置
法
第
４
０
条
の
適
用
を
受
け
る
法
人
は
、
６
親
等
以
内
の
親
族
ま
で
の

範
囲
で
、
こ
の
人
数
ま
で
が
適
正
な
範
囲
で
す
。

親
族
に
つ
い
て
は
、
親
族
の
範
囲
（
注
２
・
１
５
頁
）
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

例
え
ば
、
理
事
６
名
の
場
合
は
、
２
名
ず
つ
３
組
の
親
族
等
の
組
合
せ
が
あ
っ
て
も
よ

い
と
い
う
こ
と
で
す
。

「
親
族
等
の
特
殊
の
関
係
に
あ
る
者
」
は
次
の
と
お
り
で
す
。
親
族
等
の
詳
細
は
、
親

族
の
範
囲
（
注
２
・
１
５
頁
）
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

＜
特
殊
の
関
係
の
あ
る
者
（
図
式
）
＞

〈
特
殊
関
係
の
例
〉

※
理
事
総
数
の
１
／
３
を
超
え
て
含
ま
れ
る
場
合

（
例
）
1

Ａ
、
Ｂ
は
Ｘ
株
式
会
社
に
お
い
て
雇
用
関
係
に
あ
り
、
そ
の
者
が
Ｙ
社
会
福
祉
法
人
の
役
員

に
就
任
す
る
場
合
、
特
殊
関
係
に
な
り
ま
す
。

（
例
）
２

雇
用
関
係
に
あ
た
ら
な
い
同
じ
法
人
の
役
員
同
士
又
は
役
員
と
使
用
人
の
関
係
に
つ
い
て
も

そ
れ
ぞ
れ
特
殊
関
係
に
な
る
。
こ
の
法
人
に
は
、
株
式
会
社
に
限
ら
ず
、
社
会
福
祉
法
人
、
公

益
法
人
、
医
療
法
人
、
宗
教
法
人
等
が
含
ま
れ
る
の
で
、
そ
の
役
員
や
使
用
人
に
つ
い
て
も
特

殊
関
係
に
な
り
ま
す
。

理
事
定
数

親
族
等
の
人
数

６
名
～
８
名

１
名

９
名
～
１
１
名

２
名

１
２
名
以
上

３
名

※
同
じ
グ
ル
ー
プ
で
１
／
３
を
超
え
な
い
構
成
。
当
事
者
１

名
に
つ
き
、
左
記
の
人
数
ま
で
が
適
正
な
範
囲

※
役
員
（
理
事
及
び
監
事
）
が
医
師
の
場
合
、
医
師
会
で
の

役
員
就
任
状
況
（
特
殊
関
係
）
を
確
認
し
ま
す
。

Ｘ
社
会
福
祉
法
人
等

役
員
（
理
事
長
）
Ａ

役
員
（
理
事
）
Ｂ

使
用
人
（
職
員
）
Ｃ

Ｙ
社
会
福
祉
法
人

役
員
（
理
事
）
Ａ

役
員
（
理
事
）
Ｂ

役
員
（
理
事
）
Ｃ

Ｘ
株
式
会
社

役
員
（
社
長
）
Ａ

使
用
人
（
課
長
）
Ｂ

Ｙ
社
会
福
祉
法
人

役
員
（
理
事
）
Ａ

役
員
（
理
事
）
Ｂ

本
人

配
偶
者

３
親
等
以
内
親
族

事
実
上
婚
姻
関
係

に
あ
る
者

３
親
等
以
内

生
計
同
一
の
親
族

３
親
等
以
内

生
計
同
一
の
親
族

３
親
等
以
内

生
計
同
一
の
親
族

本
人
が
役
員
・
業
務
執

行
社
員
・
職
員
等
に
な

っ
て
い
る
団
体
等

職
員

役
員
等

生
計

維
持
者

配
偶
者

使
用
人

配
偶
者

※
注
２
親
族
の
範
囲
（
６
親
等
内
の
血
族
、
配
偶
者
、
３
親
等
内
の
姻
族
）

破
線
は
姻
族
を
示
す

破
線
網
掛
け
は
姻
族
・
配
偶
者
を
示
す

四
角
内
の
数
字
（
１
～
６
）
は
親
等
数
を
示
す

実
線
網
掛
け
は
血
族
を
示
す

直
系
⇒
父
祖
か
ら
子
孫
へ
一
直
線
に
つ
な
が
る
系
統

傍
系
⇒
直
系
か
ら
分
か
れ
た
系
統

尊
属
⇒
自
分
よ
り
前
の
世
代
に
属
す
る
者

卑
属
⇒
自
分
よ
り
後
の
世
代
に
属
す
る
者

※
民
法
第
７
２
５
条

４

い
と
こ

従
兄
弟
姉
妹

５
従
兄
弟
姉
妹
の
子

従
甥
姪

(じ
ゅ
う
せ
い
て
つ
)

３
３

伯
叔
父
母
（は
く
し
ゅ
く
ふ
ぼ
、
お
じ
/お
ば
）

父
母
の
兄
弟
姉

６
従
兄
弟
姉
妹
の
孫

従
姪
孫

（
じ
ゅ
う
て
っ
そ
ん
）

４
兄
弟
姉
妹
の
孫

姪
孫
（て
っ
そ
ん
）

５
兄
弟
姉
妹
の
曾
孫

曾
姪
孫
（そ
う
て
っ
そ
ん
）

６
兄
弟
姉
妹
の
玄
孫

玄
姪
孫
（げ
ん
て
っ
そ
ん
）

２
２

兄
弟
姉
妹

３
３

兄
弟
姉
妹
の
子

甥
姪
（
お
い
・
め

い
/せ
い
て
つ
）

６

従
伯
叔

祖
父
母

６
高
祖
父
母
の
兄
弟
姉
妹

高
祖
伯
叔
父
母

５
曾
祖
父
母
の
兄
弟
姉
妹

曾
祖
伯
叔
父
母

５
従
伯
叔
父
母

６
は
と
こ

再
従
兄
弟
姉
妹

４
祖
父
母
の
兄
弟
姉
妹

伯
叔
祖
父
母

傍
系

傍
系

３
伯
叔
父
母

２
兄
弟
姉
妹

３
兄
弟
姉
妹

の
子

（甥
姪
）

直
系

６
高
祖
父
母
の
祖
父
母

６
世
の
祖

５
高
祖
父
母
の
父
母

５
世
の
祖

４
高
祖
父
母 ３

３
曾 祖 父 母

２
２

祖 父 母

本 人

配 偶 者１
１

父 母 ４
玄
孫

（や
し
ゃ
ご
/げ
ん
そ
ん
）

５
玄
孫
の
子

５
世
の
孫

来
孫
（ら
い
そ
ん
）

６
玄
孫
の
孫

６
世
の
孫

昆
孫
（こ
ん
そ
ん
）

子
１

１

孫
２

２

曾
孫

（ひ
ま
ご
/そ
う
そ
ん
）

３
３
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＜
役
員
等
の
兼
務
関
係
＞

●
法
人
の
役
員
（
理
事
及
び
監
事
）、
評
議
員
、
会
計
監
査
人
、
職
員
と
の
兼
務

●
評
議
員
、
監
事
、
会
計
監
査
人
と
顧
問
会
計
士
等
と
の
兼
務

（
参
考
）

●
評
議
員
会
・
理
事
会
に
お
け
る
会
議
成
立
数
及
び
議
決
に
必
要
な
数

会
計
監
査
人

監
事

理
事

評
議
員

職
員

会
計
監
査
人

×
(公
認
会
計
士
法
）

×
(公
認
会
計
士
法
）

×
(公
認
会
計
士
法
）

×
(公
認
会
計
士
法
）

監
事

×
(公
認
会
計
士
法
）

×
(社
福
法
第
４
４
条
第
２
項
)

×
(社
福
法
第
４
０
条
第
２
項
)

×
(社
福
法
第
４
４
条
第
２
項
)

理
事

×
(公
認
会
計
士
法
）

×
(社
福
法
第
４
４
条
第
２
項
)

×
(社
福
法
第
４
０
条
第
２
項
)

〇

評
議

員
×

(公
認
会
計
士
法
）

×
(社
福
法
第
４
０
条
第
２
項
)

×
(社
福
法
第
４
０
条
第
２
項
)

×
(社
福
法
第
４
０
条
第
２
項
)

職
員

×
(公
認
会
計
士
法
）

×
(社
福
法
第
４
４
条
第
２
項
)

〇
×

(社
福
法
第
４
０
条
第
２
項
)

評
議
員
監
事
会
計
監
査
人

顧
問
会
計
士

顧
問
税
理
士

顧
問
弁
護
士

法
律
面
、
経
営
面
の
ア

ド
バ
イ
ス
の
み

〇
〇

記
帳
代
行
業
務
、
税
理

士
業
務

×
×

×

議
決
に
加
わ
る

こ
と
が
で
き
る

評
議
員
・
理
事
の
数

過
半
数
議
決
議
案

３
分
の
２
以
上
議
決
議
案

会
議
成
立
数

議
決
に
必
要
な
数

（
左
記
出
席
者
の
過
半
数
）

会
議
成
立
数

（
＝
議
決
に
必
要
な
数
）

４
名

３
名

２
名

３
名

５
名

３
名

２
名

４
名

６
名

４
名

３
名

４
名

７
名

４
名

３
名

５
名

８
名

５
名

３
名

６
名

９
名

５
名

３
名

６
名

10
名

６
名

４
名

７
名

11
名

６
名

４
名

８
名

（
注
）
１

過
半
数
議
決
議
案
の
決
議
は
、
議
決
に
加
わ
る
こ

と
が
で
き
る
評
議
員
・
理
事
（
特
別
の
利
害
関
係
を

有
す
る
評
議
員
・
理
事
を
除
い
た
も
の
）
の
過
半
数

が
出
席
し
、
そ
の
過
半
数
を
も
っ
て
行
い
ま
す
。

２
特
別
議
決
議
案
は
、
議
決
に
加
わ
る
こ
と
が
で
き

る
評
議
員
（
特
別
の
利
害
関
係
を
有
す
る
評
議
員
を

除
い
た
も
の
）
の
３
分
の
２
以
上
に
当
た
る
多
数
を

も
っ
て
行
い
ま
す
。

３
単
純
多
数
決
（
過
半
数
で
決
定
）
の
場
合
、
議
長

は
出
席
者
に
数
え
ま
す
が
、
議
決
権
は
可
否
同
数
の

と
き
に
の
み
行
使
で
き
ま
す
。
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評
議
員
、
理
事
及
び
監
事
の
親
族
等
の
特
殊
関
係
者
の
制
限
（
１
８
頁
参
照
）

１
評
議
員
の
特
殊
関
係
者

評
議
員
は
、
評
議
員
会
を
通
じ
て
役
員
を
監
督
す
る
役
割
を
担
う
こ
と
か
ら
、
役
員
や
他
の
評

議
員
か
ら
独
立
し
た
地
位
を
確
保
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
評
議
員
に
は
、
各
評
議
員
又
は
各
役

員
の
配
偶
者
又
は
三
親
等
以
内
の
親
族
の
ほ
か
、
以
下
の
特
殊
関
係
者
が
含
ま
れ
て
は
な
り
ま
せ

ん
。
（
法
第
４
０
条
第
４
項
及
び
第
５
項
、
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
（
以
下
「
規
則
」
と
い
い
ま

す
。）
第
２
条
の
７
及
び
第
２
条
の
８
）

（
１
）
各
評
議
員
と
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者

①
評
議
員
と
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者

②
当
該
評
議
員
の
使
用
人
（
秘
書
、
執
事
等
、
評
議
員
が
個
人
的
に
雇
っ
て
い
る
者
）

③
当
該
評
議
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

④
②
及
び
③
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

⑤
①
か
ら
③
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
三
親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
、
こ
れ
ら
の
者
と
生
計

を
一
に
す
る
者

⑥
当
該
評
議
員
が
役
員
・
業
務
を
執
行
す
る
社
員
（
主
に
社
団
の
社
員
を
指
し
ま
す
。）
で

あ
る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
き
ま
す
。）
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社

員
又
は
職
員
（「
当
該
評
議
員
」
及
び
「
当
該
他
の
同
一
の
団
体
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す

る
社
員
又
は
職
員
で
あ
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
」
の
合
計
数
が
、
当
該
社
会
福

祉
法
人
の
評
議
員
の
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。）

⑦
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
役
員
又
は
職
員
（
当
該
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
と
な
っ

て
い
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
「
評
議
員
」
及
び
「
役
員
」
の
合
計
数
が
、
当
該
他
の
社

会
福
祉
法
人
の
評
議
員
の
総
数
の
半
数
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。）

⑧
次
に
掲
げ
る
団
体
の
職
員
の
う
ち
国
会
議
員
又
は
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員
で
な

い
者
（
「
当
該
団
体
の
職
員
で
あ
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
」
の
総
数
が
、
「
当

該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
」
の
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。）

ア
国
の
機
関

イ
地
方
公
共
団
体

ウ
独
立
行
政
法
人

エ
国
立
大
学
法
人
又
は
大
学
共
同
利
用
機
関
法
人

オ
地
方
独
立
行
政
法
人

カ
特
殊
法
人
（
特
別
の
法
律
に
よ
り
特
別
の
設
立
行
為
を
も
っ
て
設
立
さ
れ
た
法
人
で

あ
っ
て
、
総
務
省
設
置
法
（
平
成
１
１
年
法
律
第
９
１
号
）
第
４
条
第
１
項
第
９
号
の

規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の
を
い
い
ま
す
。）
又
は
認
可
法
人
（
特
別
の
法
律
に
よ
り
設

立
さ
れ
、
か
つ
、
そ
の
設
立
に
関
し
行
政
官
庁
の
認
可
を
要
す
る
法
人
を
い
い
ま
す
。）

（
２
）
各
役
員
と
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者

①
当
該
役
員
と
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者

②
当
該
役
員
の
使
用
人
（
秘
書
、
執
事
な
ど
、
役
員
が
個
人
的
に
雇
っ
て
い
る
者
）

③
当
該
役
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

④
②
及
び
③
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

⑤
①
か
ら
③
に
掲
げ
る
者
の
３
親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
、
こ
れ
ら
の
者
と
生
計
を
一

に
す
る
者

⑥
当
該
役
員
が
役
員
・
業
務
を
執
行
す
る
社
員
（
主
に
社
団
の
社
員
を
指
し
ま
す
。）
で
あ

る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
く
。）
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は

租
税
特
別
措
置
法
第
４
０
条
適
用
法
人
は
、
４
親
等
か

ら
６
親
等
の
血
族
が
１
／
３
を
超
え
て
は
い
け
な
い
。

職
員
（「
当
該
他
の
同
一
の
団
体
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
職
員
で
あ
る
当

該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
」
の
総
数
が
、
「
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
」
の
総
数

の
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。）

⑦
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
役
員
又
は
職
員
（
当
該
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
と
な
っ

て
い
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
「
評
議
員
」
及
び
「
役
員
」
の
合
計
数
が
、
「
当
該
他
の

社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
」
の
総
数
の
２
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。）

※
同
一
法
人
に
お
け
る
雇
用
関
係
の
者
（
職
員
、
契
約
関
係
に
あ
る
業
者
等
）
が
、
当
該

法
人
の
役
員
に
就
任
す
る
こ
と
は
特
殊
関
係
に
あ
た
り
ま
せ
ん
が
、
関
係
者
が
多
く
な
る

こ
と
は
好
ま
し
く
あ
り
ま
せ
ん
。

２
理
事
の
特
殊
関
係
者

理
事
に
は
、
理
事
本
人
を
含
め
、
そ
の
配
偶
者
及
び
３
親
等
以
内
の
親
族
そ
の
他
以
下
の
各
理

事
と
特
殊
の
関
係
に
あ
る
者
が
理
事
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
て
含
ま
れ
て
は
な
り
ま
せ
ん
。
た

だ
し
、
各
理
事
の
配
偶
者
及
び
３
親
等
以
内
の
親
族
そ
の
他
以
下
の
各
理
事
と
特
殊
の
関
係
に
あ

る
者
の
上
限
は
、
３
人
で
す
。（
法
第
４
４
条
第
６
項
及
び
規
則
第
２
条
の
１
０
）

①
当
該
理
事
と
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者

②
当
該
理
事
の
使
用
人
（
秘
書
、
執
事
等
、
理
事
が
個
人
的
に
雇
っ
て
い
る
者
）

③
当
該
理
事
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

④
②
及
び
③
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

⑤
①
か
ら
③
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
三
親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
、
こ
れ
ら
の
者
と
生
計
を
一

に
す
る
者

⑥
当
該
理
事
が
役
員
・
業
務
を
執
行
す
る
社
員
（
主
に
社
団
の
社
員
を
指
し
ま
す
。
）
で
あ
る

他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
く
。
）
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
職
員

（
「
当
該
他
の
同
一
の
団
体
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
職
員
で
あ
る
当
該
社
会
福

祉
法
人
の
理
事
」
の
総
数
が
、
「
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
理
事
」
の
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え

る
場
合
に
限
り
ま
す
。）

⑦
１
(１
)⑧
の
団
体
の
職
員
の
う
ち
国
会
議
員
又
は
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員
で
な
い
者

※
「
当
該
団
体
の
職
員
で
あ
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
理
事
」
の
総
数
が
、「
当
該
社
会
福
祉
法

人
の
理
事
」
の
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。

３
監
事
に
つ
い
て

監
事
は
、
そ
の
業
務
の
性
質
上
、
法
人
の
業
務
執
行
か
ら
独
立
し
た
地
位
を
保
証
す
る
必
要
が

あ
る
こ
と
か
ら
、
各
役
員
の
配
偶
者
又
は
３
親
等
以
内
の
親
族
そ
の
他
以
下
の
各
役
員
と
特
殊
の

関
係
が
あ
る
者
が
含
ま
れ
て
は
な
り
ま
せ
ん
。（
法
第
４
４
条
第
７
項
及
び
規
則
第
２
条
の
１
１
）

①
当
該
役
員
と
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者

②
当
該
役
員
の
使
用
人
（
秘
書
、
執
事
等
、
役
員
が
個
人
的
に
雇
っ
て
い
る
者
）

③
当
該
役
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

④
②
及
び
③
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

⑤
①
か
ら
③
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
三
親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
、
こ
れ
ら
の
者
と
生
計
を
一

に
す
る
者

⑥
当
該
理
事
が
役
員
・
業
務
を
執
行
す
る
社
員
（
主
に
社
団
の
社
員
を
指
す
。）
で
あ
る
他
の
同

一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
き
ま
す
。
）
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
職
員

（
「
当
該
他
の
同
一
の
団
体
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
職
員
で
あ
る
当
該
社
会

福
祉
法
人
の
監
事
」
の
総
数
が
、「
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
監
事
」
の
総
数
の
３
分
の
１
を
超

え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。）
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（
評
議
員
）

（
理
事
）

（
監
事
）

⑦
当
該
監
事
が
役
員
若
し
く
は
業
務
を
執
行
す
る
社
員
（
主
に
社
団
の
社
員
を
指
し
ま
す
。
）
で

あ
る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
き
ま
す
。）
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員

又
は
職
員
（「
当
該
監
事
」
及
び
「
当
該
他
の
同
一
の
団
体
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員

又
は
職
員
で
あ
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
監
事
」
の
合
計
数
が
、「
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
監

事
」
の
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。）

⑧
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
理
事
又
は
職
員
（
当
該
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
と
な
っ
て
い

る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
「
評
議
員
」
及
び
「
役
員
」
の
合
計
数
が
、「
当
該
他
の
社
会
福
祉

法
人
の
評
議
員
」
の
総
数
の
半
数
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。）

⑨
１
（
１
）
⑧
の
団
体
の
職
員
の
う
ち
国
会
議
員
又
は
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員
で
な
い

者
（「
当
該
団
体
の
職
員
で
あ
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
監
事
」
の
総
数
が
、
「
当
該
社
会
福

祉
法
人
の
監
事
」
の
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。）

※
注
４
「
社
会
福
祉
事
業
の
経
営
に
関
す
る
識
見
を
有
す
る
者
」
と
は
、
例
え
ば
、
次
の
よ
う
な

者
が
該
当
し
ま
す
。

（
１
）
社
会
福
祉
事
業
等
の
事
業
の
経
営
者

（
２
）
社
会
福
祉
事
業
に
関
す
る
学
識
経
験
者
（
大
学
教
員
等
）

（
３
）
社
会
福
祉
法
人
の
職
員
経
験
者
（
退
職
後
一
定
期
間
が
経
過
し
た
者
）

※
注
５
「
法
人
が
行
う
事
業
の
区
域
に
お
け
る
福
祉
に
関
す
る
実
情
に
通
じ
て
い
る
者
」
は
、
例

え
ば
、
次
の
よ
う
な
者
が
該
当
し
ま
す
。

（
１
）
社
会
福
祉
協
議
会
等
社
会
福
祉
事
業
を
行
う
団
体
の
役
職
員

（
２
）
民
生
委
員
・
児
童
委
員

（
３
）
社
会
福
祉
に
関
す
る
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
、
親
の
会
等
の
民
間
社
会
福
祉
団
体
の

代
表
者
等

（
４
）
医
師
、
保
健
師
、
看
護
師
等
保
健
医
療
関
係
者

（
５
）
自
治
会
、
町
内
会
、
婦
人
会
及
び
商
店
会
等
の
役
員
そ
の
他
そ
の
者
の
参
画
に
よ

り
、
施
設
運
営
や
在
宅
福
祉
事
業
の
円
滑
な
遂
行
が
期
待
で
き
る
者

※
注
６
「
社
会
福
祉
事
業
に
つ
い
て
識
見
を
有
す
る
者
」
は
、
例
え
ば
、
次
の
よ
う
な
者
が
該
当

し
ま
す
。

（
１
）
社
会
福
祉
に
関
す
る
教
育
を
行
う
者

（
２
）
社
会
福
祉
に
関
す
る
研
究
を
行
う
者

（
３
）
社
会
福
祉
事
業
又
は
社
会
福
祉
関
係
の
行
政
に
従
事
し
た
経
験
を
有
す
る
者

※
注
７

「
財
務
管
理
に
つ
い
て
識
見
を
有
す
る
者
」
は
、
例
え
ば
次
の
よ
う
な
者
が
該
当
し
ま

す
。 公
認
会
計
士
、
税
理
士
、
弁
護
士
等
、
社
会
福
祉
事
業
の
経
営
を
行
う
上
で
必
要
か
つ
有

益
な
専
門
知
識
を
有
す
る
者

※
注
３
「
社
会
福
祉
法
人
の
適
正
な
運
営
に
必
要
な
識
見
を
有
す
る
者
」
と
は
、
例
え
ば
、
次
の

よ
う
な
者
が
該
当
し
ま
す
。

（
１
）
社
会
福
祉
事
業
等
の
事
業
の
経
営
者

（
２
）
社
会
福
祉
に
関
す
る
学
識
経
験
者
（
大
学
教
員
等
）

（
３
）
社
会
福
祉
法
人
に
関
与
し
た
こ
と
の
あ
る
弁
護
士
、
公
認
会
計
士
、
税
理
士
等

（
４
）
地
域
の
福
祉
関
係
者

（
５
）
社
会
福
祉
法
人
の
職
員
経
験
者
（
退
職
後
一
定
期
間
が
経
過
し
た
者
）

●
社
会
福
祉
法
（
抜
粋
）

●
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
（
抜
粋
）

（
評
議
員
の
資
格
等
）

第
４
０
条

１
～
３
（
略
）

４
評
議
員
の
う
ち
に
は
、
各
評
議
員
に
つ
い
て
、
そ
の
配
偶
者
又
は
三
親
等
以
内
の
親
族
そ
の

他
各
評
議
員
と
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
が
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ
て

は
な
ら
な
い
。

５
評
議
員
の
う
ち
に
は
、
各
役
員
に
つ
い
て
、
そ
の
配
偶
者
又
は
三
親
等
以
内
の
親
族
そ
の
他

各
役
員
と
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
が
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
は
な

ら
な
い
。

（
役
員
の
資
格
等
）

第
４
４
条

１
～
５
（
略
）

６
理
事
の
う
ち
に
は
、
各
理
事
に
つ
い
て
、
そ
の
配
偶
者
若
し
く
は
三
親
等
以
内
の
親
族
そ
の
他

各
理
事
と
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
が
三
人
を
超
え
て
含
ま
れ
、
又
は
当

該
理
事
並
び
に
そ
の
配
偶
者
及
び
三
親
等
以
内
の
親
族
そ
の
他
各
理
事
と
厚
生
労
働
省
令
で
定
め

る
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
が
理
事
の
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
て
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
は
な

ら
な
い
。

７
監
事
の
う
ち
に
は
、
各
役
員
に
つ
い
て
、
そ
の
配
偶
者
又
は
三
親
等
以
内
の
親
族
そ
の
他
各
役

員
と
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
が
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
は
な
ら
な

い
。

（
評
議
員
の
う
ち
の
各
評
議
員
と
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
）

第
２
条
の
７
法
第
４
０
条
第
４
項
に
規
定
す
る
各
評
議
員
と
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
特
殊
の
関

係
が
あ
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

（
１
）
当
該
評
議
員
と
婚
姻
の
届
出
を
し
て
い
な
い
が
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ

る
者

（
２
）
当
該
評
議
員
の
使
用
人

（
３
）
当
該
評
議
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

（
４
）
前
２
号
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

（
５
）
第
１
号
か
ら
第
３
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
三
親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
、
こ
れ
ら
の

者
と
生
計
を
一
に
す
る
も
の

（
６
）
当
該
評
議
員
が
役
員
（
法
人
で
な
い
団
体
で
代
表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る
も
の

に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
又
は
管
理
人
。
以
下
こ
の
号
及
び
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）

若
し
く
は
業
務
を
執
行
す
る
社
員
で
あ
る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法
人
を
除

く
。
）
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
職
員
（
当
該
評
議
員
及
び
当
該
他
の
同
一

の
団
体
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
職
員
で
あ
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議

員
の
合
計
数
の
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
の
総
数
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
が
、
３
分

の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

（
７
）
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
役
員
又
は
職
員
（
当
該
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
と
な
っ

て
い
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
及
び
役
員
の
合
計
数
が
、
当
該
他
の
社
会
福
祉
法

人
の
評
議
員
の
総
数
の
半
数
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

（
８
）
次
に
掲
げ
る
団
体
の
職
員
の
う
ち
国
会
議
員
又
は
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員
で
な
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い
者
（
当
該
団
体
の
職
員
（
国
会
議
員
又
は
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員
で
あ
る
者
を

除
く
。）
で
あ
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
の
総
数
の
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員

の
総
数
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
が
、
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

イ
国
の
機
関

ロ
地
方
公
共
団
体

ハ
独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
平
成
１
１
年
法
律
第
１
０
３
号
）
第
２
条
第
１
項
に
規

定
す
る
独
立
行
政
法
人

ニ
国
立
大
学
法
人
法
（
平
成
１
５
年
法
律
第
１
１
２
号
）
第
２
条
第
１
項
に
規
定
す

る
国
立
大
学
法
人
又
は
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
大
学
共
同
利
用
機
関
法
人

ホ
地
方
独
立
行
政
法
人
法
（
平
成
１
５
年
法
律
第
１
１
８
号
）
第
２
条
第
１
項
に
規

定
す
る
地
方
独
立
行
政
法
人

ヘ
特
殊
法
人
（
特
別
の
法
律
に
よ
り
特
別
の
設
立
行
為
を
も
つ
て
設
立
さ
れ
た
法
人

で
あ
っ
て
、
総
務
省
設
置
法
（
平
成
１
１
年
法
律
第
９
１
号
）
第
４
条
第
１
項
第
９

号
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の
を
い
う
。）
又
は
認
可
法
人
（
特
別
の
法
律
に
よ
り

設
立
さ
れ
、
か
つ
、
そ
の
設
立
に
関
し
行
政
官
庁
の
認
可
を
要
す
る
法
人
を
い
う
。）

（
評
議
員
の
う
ち
の
各
役
員
と
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
）

第
２
条
の
８
法
第
４
０
条
第
５
項
に
規
定
す
る
各
役
員
と
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
特
殊
の
関
係

が
あ
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

（
１
）
当
該
役
員
と
婚
姻
の
届
出
を
し
て
い
な
い
が
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る

者

（
２
）
当
該
役
員
の
使
用
人

（
３
）
当
該
役
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

（
４
）
前
２
号
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

（
５
）
第
１
号
か
ら
第
３
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
三
親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
、
こ
れ
ら
の

者
と
生
計
を
一
に
す
る
も
の

（
６
）
当
該
役
員
が
役
員
（
法
人
で
な
い
団
体
で
代
表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る
も
の
に

あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
又
は
管
理
人
。
以
下
こ
の
号
及
び
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
若

し
く
は
業
務
を
執
行
す
る
社
員
で
あ
る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
く
。
）

の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
職
員
（
当
該
他
の
同
一
の
団
体
の
役
員
、
業
務
を

執
行
す
る
社
員
又
は
職
員
で
あ
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
の
総
数
の
当
該
社
会
福

祉
法
人
の
評
議
員
の
総
数
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
が
、
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限

る
。）

（
７
）
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
役
員
又
は
職
員
（
当
該
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
と
な
っ

て
い
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
及
び
役
員
の
合
計
数
が
、
当
該
他
の
社
会
福
祉
法

人
の
評
議
員
の
総
数
の
半
数
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

（
理
事
の
う
ち
の
各
理
事
と
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
）

第
２
条
の
１
０
法
第
４
４
条
第
６
項
に
規
定
す
る
各
理
事
と
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
特
殊
の
関

係
が
あ
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

（
１
）
当
該
理
事
と
婚
姻
の
届
出
を
し
て
い
な
い
が
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る

者

（
２
）
当
該
理
事
の
使
用
人

（
３
）
当
該
理
事
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

（
４
）
前
２
号
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

（
５
）
第
１
号
か
ら
第
３
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
三
親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
、
こ
れ
ら
の

者
と
生
計
を
一
に
す
る
も
の

（
６
）
当
該
理
事
が
役
員
（
法
人
で
な
い
団
体
で
代
表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る
も
の
に

あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
又
は
管
理
人
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
若
し
く
は
業

務
を
執
行
す
る
社
員
で
あ
る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
く
。
）
の
役
員
、

業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
職
員
（
当
該
他
の
同
一
の
団
体
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る

社
員
又
は
職
員
で
あ
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
理
事
の
総
数
の
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
理

事
の
総
数
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
が
、
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

（
７
）
第
２
条
の
７
第
８
号
に
掲
げ
る
団
体
の
職
員
の
う
ち
国
会
議
員
又
は
地
方
公
共
団
体
の

議
会
の
議
員
で
な
い
者
（
当
該
団
体
の
職
員
（
国
会
議
員
又
は
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の

議
員
で
あ
る
者
を
除
く
。
）
で
あ
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
理
事
の
総
数
の
当
該
社
会
福

祉
法
人
の
理
事
の
総
数
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
が
、
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限

る
。）

（
監
事
の
う
ち
の
各
役
員
と
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
）

第
２
条
の
１
１
法
第
４
４
条
第
７
項
に
規
定
す
る
各
役
員
と
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
特
殊
の
関

係
が
あ
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

（
１
）
当
該
役
員
と
婚
姻
の
届
出
を
し
て
い
な
い
が
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る

者

（
２
）
当
該
役
員
の
使
用
人

（
３
）
当
該
役
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

（
４
）
前
２
号
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

（
５
）
第
１
号
か
ら
第
３
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
三
親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
、
こ
れ
ら
の

者
と
生
計
を
一
に
す
る
も
の

（
６
）
当
該
理
事
が
役
員
（
法
人
で
な
い
団
体
で
代
表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る
も
の
に

あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
又
は
管
理
人
。
以
下
こ
の
号
及
び
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
若

し
く
は
業
務
を
執
行
す
る
社
員
で
あ
る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
く
。
）

の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
職
員
（
当
該
他
の
同
一
の
団
体
の
役
員
、
業
務
を

執
行
す
る
社
員
又
は
職
員
で
あ
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
監
事
の
総
数
の
当
該
社
会
福
祉

法
人
の
監
事
の
総
数
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
が
、
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

（
７
）
当
該
監
事
が
役
員
若
し
く
は
業
務
を
執
行
す
る
社
員
で
あ
る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会

福
祉
法
人
を
除
く
。
）
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
職
員
（
当
該
監
事
及
び
当

該
他
の
同
一
の
団
体
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
職
員
で
あ
る
当
該
社
会
福
祉

法
人
の
監
事
の
合
計
数
の
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
監
事
の
総
数
の
う
ち
に
占
め
る
割
合

が
、
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

（
８
）
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
理
事
又
は
職
員
（
当
該
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
と
な
っ

て
い
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
及
び
役
員
の
合
計
数
が
、
当
該
他
の
社
会
福
祉
法

人
の
評
議
員
の
総
数
の
半
数
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

（
９
）
第
２
条
の
７
第
８
号
に
掲
げ
る
団
体
の
職
員
の
う
ち
国
会
議
員
又
は
地
方
公
共
団
体
の

議
会
の
議
員
で
な
い
者
（
当
該
団
体
の
職
員
（
国
会
議
員
又
は
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の

議
員
で
あ
る
者
を
除
く
。
）
で
あ
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
監
事
の
総
数
の
当
該
社
会
福

祉
法
人
の
監
事
の
総
数
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
が
、
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限

る
。）
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第３ 社会福祉法人の資産

社会福祉法人は、社会福祉事業を行うに必要な資産を備えなければなりません。

（法第２５条）

１ 資産の所有等

法人は、社会福祉事業を行うのに直接必要な全ての物件（土地や建物等）について、

所有権を有することが必要とされています。

社会福祉事業を行うのに必要な土地は、多くの場合、設立者等からの寄附によって

提供され、建物については、整備費用を補助金として受領できるなど、公的資金の援

助を受けることができます。もっとも、これにより難い場合は、例外的に国又は地方

公共団体からの貸与又は使用許可を受けることにより、これに替えることができます。

なお、都市部等土地の取得が極めて困難な地域においては、不動産の一部（社会福

祉施設を経営する法人の場合には土地）に限り、国又は地方公共団体以外の者から貸

与を受けることとしても差し支えありません。

ただし、この場合には、事業の存続に必要な期間の地上権又は賃借権を設定し、か

つ、これを登記しなければなりません。

※ 資産の所有の特例については、社会福祉法人審査基準（資料編１頁）を参照して

ください。

２ 資産の区分

社会福祉法人の資産は、基本財産、その他財産、公益事業用財産及び収益事業用財

産に区分されます。

（１）基本財産

ア 基本財産は、法人存立の基礎となるものであるから、これを処分し、又は

担保に供する場合には、伊勢市長等（法第３０条に規定する所轄庁）の承認

を受けなければならない旨を定款に明記します。

イ 社会福祉施設を経営する法人は、全ての施設についてその施設の用に供す

る不動産は基本財産としなければなりません。ただし、全ての社会福祉施設

の用に供する不動産が国又は地方公共団体から貸与又は使用許可を受けてい

る場合にあっては、１，０００万円（平成１２年１２月１日より前に設立さ

れた法人の場合は、１００万円）以上に相当する資産（現金、預金、確実な

有価証券又は不動産に限る。）を基本財産として有していなければなりませ

ん。

また、設立当初完成していない建物については、定款への記載はできない

ため、竣工後に所有権の登記を行った後、速やかに定款変更を行う必要があ

ります。

ウ 社会福祉施設を経営しない（社会福祉法第２条において、「○○施設を経

営する事業」とされないもの。）法人（社会福祉協議会及び共同募金会を除

く。）は、一般に設立後の収入に安定性を欠くおそれがあり、設立において

事業継続を可能とする財政基盤を有することが必要であるため、原則として

１億円以上の資産を基本財産として有していなければなりません。ただし、

委託費等で事業継続に必要な収入が安定的に見込める場合については、当該

法人の基本財産は、当該法人の安定的運営が図れるものとして伊勢市長等

（所轄庁）が認める額の資産とすることができます。
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エ 居宅介護等事業（母子家庭居宅介護等事業、寡婦居宅介護等事業、父子家

庭居宅介護等事業、老人居宅介護等事業又は障害福祉サービス事業（居宅介

護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護に限ります。））の経営を目的とし

て法人を設立する場合については、「居宅介護等事業の経営を目的として社

会福祉法人を設立する場合の資産要件等について」（厚生省大臣官房障害保

健福祉部長、社会・援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知）

に定めるとおりの取扱いとして差し支えありません。

オ 共同生活援助事業等の経営を目的として法人を設立する場合については、

「共同生活援助事業等の経営を目的として社会福祉法人を設立する場合の資

産要件等について」（厚生労働省社会・援護局長、老健局長連名通知）に定

めるとおりの取扱いとして差し支えありません。

カ 介助犬訓練事業又は聴導犬訓練事業の経営を目的として法人を設立する場

合については、「介助犬訓練事業又は聴導犬訓練事業の経営を目的として社

会福祉法人を設立する場合の資産要件の緩和等について」（厚生労働省社

会・援護局長通知）に定めるとおりの取扱いとして差し支えありません。

キ 社会福祉協議会（社会福祉施設を経営するものを除きます。）及び共同募

金会にあっては、３００万円以上に相当する資産を基本財産として有しなけ

ればなりません。

ただし、市町社会福祉協議会にあっては、３００万円と１０円に当該市町

の人口を乗じて得た額（１００万円以下のときは１００万円とします。）と

のいずれか少ない方の額以上に相当する資産で差し支えありません。

ク イからキまで以外の財産であっても、法人が重要と認める財産は基本財産

として差し支えありません。

（２）その他財産

ア 基本財産、公益事業用財産及び収益事業用財産以外の財産は、全てその他

財産となります。

イ 法人を設立する場合にあっては、必要な資産として、その他財産のうちに

当該法人の年間事業費の１２分の１以上に相当する現金、普通預金又は当座

預金等を有していなければなりません。

なお、介護保険法上の事業、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律上の障害福祉サービス又は児童福祉法上の障害児通所支援

若しくは障害児入所支援にも該当する社会福祉事業を主として行う法人を設

立する場合にあっては、１２分の２以上に相当する現金、普通預金又は当座

預金等を有していることが望ましいとされています。

ウ その他財産の処分等に特別の制限はありませんが、社会福祉事業の存続要

件となるものは、みだりに処分しないよう留意する必要があります。

（３）公益事業用財産及び収益事業用財産

公益事業及び収益事業の用に供する財産は、他の財産と明確に区分して管理

する必要があります。

ただし、事業規模が小さい公益事業については、当該法人の行う社会福祉事

業の円滑な遂行を妨げるおそれのない限りで、他の財産を活用して差し支えあ

りません。

療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援の事業は、

社会福祉施設の扱い。この施設の経営を行う法人は、資産が１億円に達し

ていなくても構わない。（県に事前連絡及び事前協議が必要）
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３ 資産の管理

（１） 基本財産（社会福祉施設を経営する法人にあっては、社会福祉施設の用に供

する不動産を除きます。）の管理運用は、安全、確実な方法、すなわち元本が

確実に回収できるほか、固定資産として常識的な運用益が得られ、又は利用価

値を生ずる方法で行う必要があり、次のような財産又は方法で管理運用するこ

とは、原則として適当ではありません。

ア 価格の変動が著しい財産（株式、株式投資信託、金、外貨建債券等）

イ 客観的評価が困難な財産（美術品、骨董品等）

ウ 減価する財産（建築物、建造物等減価償却資産）

エ 回収が困難になるおそれのある方法（融資）

（２） 基本財産以外の資産（その他財産、公益事業用財産及び収益事業用財産）の

管理運用にあたっても、安全、確実な方法で行うことが望ましいとされていま

す。

また、株式投資又は株式を含む投資信託等による管理運用も認められていま

す。

なお、子会社の保有のための株式の保有等は認められないものであり、株式

の取得は、公開市場を通してのもの等に限られています。ただし、上記にかか

わらず、以下の要件を満たす場合には、保有割合が２分の１を超えない範囲で、

未公開株を保有することが可能です。

ア 社会福祉に関する調査研究を行う企業の未公開株であること。

イ 法人において、実証実験の場を提供する等、企業が行う社会福祉に関する

調査研究に参画していること。

ウ 未公開株への拠出（額）が法人全体の経営に与える影響が少ないことにつ

いて公認会計士又は税理士による確認を受けていること。

（３） 法人の財産（基本財産、基本財産以外の財産双方）については、価値の変動

の激しい財産、客観的評価が困難な財産等価値の不安定な財産又は過大な負担

付財産が財産の相当部分を占めないようにする必要があります。

４ その他

（１） 社会福祉法人の設立に際して、寄附が予定されている場合には、法人設立後

にその履行がなされないときに法人運営に著しく支障をきたすことから、次の

要件を満たさなければなりません。

ア 書面による贈与契約が締結されていることについて、契約書の写し等によ

り、確認できること。

イ 寄附者の所得能力、営業実績、資産状況等から、当該寄附が確実に行われ

ることについて、所得証明書、納税証明書、残高証明書、資産証明書等によ

り確認できること。

（２） 独立行政法人福祉医療機構等からの借入金に対する償還財源、不動産の賃貸

料その他必要とされる経常経費について、寄附金を予定する場合には、次の要

件を満たさなければなりません。

ア 前記（１）ア及びイの要件が満たされていること。

イ 個人の寄附については、年間の寄附額をその者の年間所得から控除した後

の所得額が社会通念上その者の生活を維持できると認められる額を上回って

いなければならないこと。（年間の寄附額が概ね課税所得の２５％以下）

ウ 完済時（１０～２０年後）まで寄附できる年齢であること。
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第４ 社会福祉法人設立認可申請手続き

１ 概要

（１） 第１で述べたとおり、伊勢市内（主たる事務所が市の区域内にあって、その

行う事業が当該市の区域を越える場合を除きます。）において社会福祉法人を

設立する場合には、設立代表者等が伊勢市長に設立認可の申請を行い、その認

可を受けることが必要です。

また、施設を経営する法人を設立する場合には、その建設に係る補助金等の

関係及び施設の認可等を受ける必要があるため、事前に三重県の各施設担当課

又は所轄する三重県各福祉事務所（保健所）及び当市と十分に協議をしてくだ

さい。（図１・２３頁参照）

（２）申請書提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（３）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は認可後、認可書として交付します。

（４）提出書類

ア 社会福祉法人設立認可申請書（様式第１・２９頁）

イ 添付書類（別紙「社会福祉法人設立認可申請書一覧表」（２６頁参照）
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２ 設立認可申請書類作成にあたって留意すべき事項

（１） 提出書類一覧表（第５社会福祉法人設立認可申請書一覧表・２６頁参照）の

うち、適宜必要な書類を一覧表の順に、２穴の紐綴じとし、横見出し（インデ

ックス）を付けて提出してください。

（２） 履歴書等添付書類が重複する場合は、先に添付する１部のみで構いません

が、後の添付箇所には、省略した旨記載してください。

（３） 書類中、関係者から設立代表者あてに提出される書類等（贈与契約書等）に

ついては、法人が原本を保管し、申請時には写しを提出してください。

（４） 財産目録は、日付を設立当初とし、土地、建設資金、運転資金等が、贈与さ

れた後の形態としてください。

（５） 土地、建物等の表示は、不動産の登記事項証明書上の表示と一致させてくださ

い。

（６） 農地転用等が必要な場合は、手続きに長期間を要することがありますので、

早めに手続きを行うよう留意してください。

（７） 土地の評価書は、不動産鑑定士の鑑定書又は金融機関の発行する評価証明書

等としてください。

（８） 預貯金等残高証明書の日付は、全て同一日付としてください。

（９） 身分証明書、登記されていないことの証明書、不動産登記事項証明書等は、

申請前３か月以内のものとしてください。

（10） 事業計画書、収支予算書は、最低基準等に適合しなければなりませんので、

事前に県の各施設、事業担当課及び所轄する三重県各福祉事務所（保健所）に

相談してください。

なお、事業計画書には、予定している全ての事業、事業所について記載して

ください。

また、設立認可されるまでの間に、事業計画に変更が生じた場合は、速やか

に協議を行ってください。

（11） 設立発起人及び役員の履歴書には、現職、社会福祉経験の有無について明記

してください。

（12） 申請書類の原案ができた時点で、予め、当市の健康福祉部福祉監査室に協議

してください。
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図１

社会福祉法人設立手続概要（施設を経営する法人、単年度整備の場合）

「

第 １ 年 度 第 ２ 年 度

６月 ７月 ８月 ９月 12 月 ２月 ３月 ４月 ６月５月 ７月 ８月 ９月 12 月 ３月 ４月

・設 立 登 記

・評議員選任
解任委員選任

・評議員選任

・役 員 選 任

・財 産 移 転

福祉医療機構

借 入 申 請

機 構 受 付

貸付内定通知

＝暫定理事

諸 準 備

工
事
着
工

入
札
等

県
（
市
町
）
補
助
申
請

職員募集等

諸準備

施
設
認
可
・
施
設
開
設
・
事
業
開
始

施
設
認
可
申
請
・
届
出

竣
工
（
３
月
末
日
ま
で
）

法

人

設

立

・設 立 趣 意 書

・名 称

・定 款

・基 本 財 産

・そ の 他 財 産

・評議員、役員構成

・施設の建設計画

・設立代表者選任

・諸 規 程

等々

検 討 決 定

計 画

・用 地

・構造、規模

・地元の同意

・資 金 計 画

・基 本 設 計

・職 員 数

・処 遇 方 針

・設 備 計 画

等々

施

設

設

備

市 町

整 備

計画書

整備計画書

（聴取り）

県各福祉事務所（保健所）

県 各 施 設 担 当 課

整備計画書

（聴取り）

民
間
補
助
申
請

計
画
書
提
出

国
―
県
（
市
町
）

いずれか一方

協 議

評議員選任解任委員選任

評議員選任

設 立 発 起 人 会 ・設立認可申請

・設立計画概要書

提出

設立認可

補
助
対
象
施
設
等
選
定

県
（
市
町
）
補
助
内
示

法人認可

審 査 会

建物基本財産編入

（定款変更届）

（例１） 国・県の補助金を受けて、法人を設立する場合 （例２） 自己資金（補助金を受けず）で法人を設立する場合 （例３） 既存の事業の譲渡を受けて、法人を設立する場合

・評議員選任解任委員の選任

・評議員選任

・法人設立認可申請書の提出

・法人設立計画概要書の提出

民 間補 助申請 書の提 出

又は

計画書の提出（国、県、（市））

法人設立発起人会（設立準備会）の開催

・設立登記

・評議員選任解任委員選任

・評議員選任

・役員選任

福祉医療機構、民間金融機関等へ

の借入申請

・職員募集

・補助金申請（県）

・財産移転

・定款変更 等々

・入札（設計、工事）（市立会い）

・設計契約、工事契約

・工事着工

・竣工検査（３月末日まで）

施設認可申請・届出、事業開始 施設認可・施設開設、事業開始

・社会福祉法人審査会の開催

・設立認可（補助内示までに）

・設立認可書の交付

市

・補助対象施設等選定

・補助内示

市

・評議員選任解任委員の選任

・評議員選任

・法人設立認可申請書の提出

・法人設立計画概要書の提出

・設立登記

・評議員選任解任委員選任

・評議員選任

・役員選任

・職員募集

・財産移転

・定款変更 等々

・譲渡元法人との引継完了

・譲渡完了

施設認可申請・届出、事業開始 事 業 開 始

・事業関係課との事前協議

開始時期の確認

・伊勢市との法人設立の事前調整

法人設立要件（事業、資産等）、

設立スケジュールの確認

・設立趣意書
・法人名称

・定款

・基本財産、その他財産

・評議員、役員構成

・施設の建設計画

・設立代表者の選任

・諸規程の作成 等々

法人設立、事業認可

譲渡元法人との引継開始

・伊勢市、三重県との調整

・関係機関との調整

・事業運営の確認

・財務状況の確認

・利用者、利用者家族への説明

・職員への説明

・処遇方針

・譲渡元法人との調整 等々

事 業 譲 渡

・評議員選任解任委員の選任

・評議員選任

・法人設立認可申請書の提出
・法人設立計画概要書の提出

・設立登記

・評議員選任解任委員選任

・評議員選任

・役員選任

福祉医療機構、民間金融機関

等への借入申請

・職員募集

・財産移転

・定款変更 等々

・設計入札、工事入札

・設計契約、工事契約

・工事着工

・竣工検査

施設認可申請・届出、事業開始 施設認可・施設開設、事業開始

・事業関係課との事前協議

事業開始の可否、開始時期の確認

・伊勢市との法人設立の事前調整

法人設立要件（事業、資産等）、

設立スケジュールの確認

・設立趣意書

・法人名称
・定款

・基本財産、その他財産

・評議員、役員構成

・施設の建設計画

・設立代表者の選任

・諸規程の作成 等々

法人設立、事業認可

・伊勢市、三重県との調整

・用地の確保

・構造、規模

・地元の同意

・資金計画

・基本設計

・開発許可、農地転用許可等

・職員数

・処遇方針

・設備計画

・整備計画書の作成 等々

施 設 整 備

法人設立発起人会（設立準備会）の設置

・事業関係課との事前協議
事業開始の可否、開始時期の確認

・伊勢市との法人設立の事前調整

法人設立要件（事業、資産等）、

設立スケジュールの確認

・設立趣意書

・法人名称

・定款
・基本財産、その他財産

・評議員、役員構成

・施設の建設計画

・設立代表者の選任

・諸規程の作成 等々

法人設立、事業認可

・伊勢市、三重県との調整

・用地の確保

・構造、規模

・地元の同意

・資金計画

・基本設計

・開発許可、農地転用許可等

・職員数

・処遇方針

・設備計画

・整備計画書の作成 等々

施 設 整 備

法人設立発起人会（設立準備会）の設置

・社会福祉法人審査会の開催
・設立認可

・設立認可書の交付

市

法人設立発起人会（設立準備会）の開催

法人設立発起人会（設立準備会）の設置

・社会福祉法人審査会の開催

・設立認可

・設立認可書の交付

市

法人設立発起人会（設立準備会）の開催
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第５ 社会福祉法人設立認可申請書一覧表

１ 添付書類に漏れのないように確認してください。

２ 添付書類はこの順序で編綴してください。

添 付 書 類 様式及び記載例

１ 社会福祉法人設立認可申請書 様式第1・29頁

２ 定款（社会福祉法人定款例参照） 様式例1・30頁

３ 設立発起人会議事録（写）（設立趣意書含む） 様式例2・43頁

４ 添付書類目録 様式例3・44頁

５ 財産目録 様式例4・46頁

６

財
産
目
録
記
載
の
財
産
が
法
人
に
帰
属
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

(1) 贈与契約書（写） 様式例5・47頁

(2)
確約書（写）

又は補助予定通知書（写）(贈与者が地方公共団体の場合)
様式例6・48頁

(3)
贈与者の身分証明書（写） 様式例7・49頁

贈与者の登記されていないことの証明書（写） 様式例8・49頁

(4) ア 定款（写） -

贈与者

が法人

の場合

イ 法人の登記事項証明書（現在事項全部証明書）（写） -

ウ 社員総会等議事録（写）及び決算書（写） 様式例9・50頁

(5) 預貯金等残高証明書（写）、所得証明書（写）等 -

(6)
不動産の登記事項証明書（写）及び地図又は地図に準

ずる図面
-

(7) 不動産の価格評価書（写） -

(8) 所有権移転登記確約書（写） 様式例10・50頁

(9) （農地転用許可書（写）） -

(10)
免責的債務引受契約証書
（寄附物件に付随する負債の引き受けを証する書類（写））

様式例11・51頁

７
（
借
地
の
場
合
）

(1) 地方公共団体からの無償貸与確約書（写） 様式例12・51頁

(2) 地上権設定契約書（写） 様式例13・52頁

(3) 地上権設定登記確約書（写） 様式例14・52頁

(4) 土地賃貸借契約書（写） 様式例15・53頁

(5) 賃借権登記確約書（写） 様式例16・54頁

(6)
地主の身分証明書（写） 様式例7・49頁

地主の登記されていないことの証明書（写） 様式例8・49頁

(7)
不動産の登記事項証明書（写）及び地図又は地図に準

ずる図面
-
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添 付 書 類 様式及び記載例

７
（
借
地
の
場
合
）

(8) 地代贈与契約書（写） 様式例28・64頁

(9)

地代寄附者の身分証明書（写） 様式例7・49頁

地代寄附者の登記されていないことの証明書（写） 様式例8・49頁

地代寄附者の所得証明書（写） -

(10) （農地転用許可書（写））

８

事

業

計

画

等

(1)
建設年度収支予算書

（資金収支予算書・資金収支予算内訳書）
様式例18・56頁

(2) 第１年度事業計画書 様式例17・55頁

(3)
第１年度収支予算書

（資金収支予算書・資金収支予算内訳書）
様式例18・56頁

(4) 第２年度事業計画書 様式例17・55頁

(5)
第２年度収支予算書

（資金収支予算書・資金収支予算内訳書）
様式例18・56頁

(6) 事業計画に係る確約書 -

９

設
立
者
、
設
立
後
の
評
議
員
及
び
役
員
に
関
す
る
書
類

(1) 設立代表者の履歴書（写） 様式例19・57頁

(2) 設立代表者の権限を証する書類（委任状）（写） 様式例20・57頁

(3) 評議員及び役員就任承諾書（写） 様式例21・58頁

(4) 評議員及び役員就任予定者の履歴書（写） 様式例19・57頁

(5) 欠格事由に該当しないことの申立書（写） 様式例22・59頁

(6)
特殊関係申立書（写）

（親族等の特殊の関係にある者に関する申立書）
様式例23・60頁

様式例23・61頁

10

施

設

建

設

関

係

書

類

(1) 施設建設計画書 様式例25・62頁

(2) 建設図面（付近見取図・配置図・平面図・立面図）（写） -

(3) 施設建設費見積書（写） -

(4) 設計監理費見積書（写） -

(5) 建築確認書（写） -

(6) 設備整備（初度調弁）計画書 様式例26・63頁

(7) 設備整備費見積書（写） -

(8) 補助金交付決定内定書（写） -

(9) 助成金等の交付決定内定書（写） -
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添 付 書 類 様式及び記載例

10

施

設

建

設

関

係

書

類

(10) 建設自己資金贈与契約書（写） -

(11) 贈与者の身分証明書（写） 様式例7・49頁

(12) 贈与者の登記されていないことの証明書（写） 様式例8・49頁

(13)
贈与者の預貯金等残高証明書（写）、所得証明書

（写）等
-

(14)

借

入

金

関

係

書

類

ア 貸付内定書（写） -

イ 償還計画（写） 様式例27・63頁

ウ 償還金贈与契約書（写） 様式例28・64頁

エ 寄附者及び保証人の身分証明書（写） 様式例7・49頁

オ
寄附者及び保証人の登記されていないことの証

明書（写）
様式例8・49頁

カ
寄附者及び保証人の所得証明書（写）又は納税

証明書（写）
－

キ
確約書（写）又は補助予定通知書（写）

（寄附者が地方公共団体の場合）
－

ク

定款（写）、登記事項証明書（写）、議事録

（写）及び決算書（写）

（寄附者が団体の場合）

－

ケ

規約（写）、会員名簿（写）、議事録（写）、

後援会の過去３～５年寄附実績（写）

（寄附者が後援会の場合）

－

施
設
長
関
係

11 (1) 施設長就任承諾書（写） 様式例29・65頁

(2) 施設長就任予定者の履歴書（写） 様式例19・57頁

(3) 施設長の資格を証する書類（写） －

12 基本財産編入誓約書 様式例30・65頁

13 諸規程（管理、就業、給与、経理等） －
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様
式
第
１
設
立
認
可
申
請
書

（
表
面
）

社
会
福
祉
法
人
設
立
認
可
申
請
書

設
立
者
又
は

設
立
代
表
者

ふ
り
が
な

住
所

〒
○
○
○
―
○
○
○
○
三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
番
地

ふ
り
が
な

氏
名

○
○

○
○

申
請
年
月
日

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

社 会 福 祉 法 人 設 立 の 趣 意

本
社
会
福
祉
法
人
の
設
立
を
求
め
る
、
福
祉
作
業
所
○
○
（
令
和
○
年
開
所
）
は
、
障

が
い
の
あ
る
人
た
ち
が
、
地
域
の
中
で
い
き
い
き
と
豊
か
に
暮
ら
す
た
め
の
福
祉
就
労
の

場
と
し
て
、
多
く
の
市
民
の
支
援
を
受
け
て
長
年
活
動
し
て
き
ま
し
た
。

（
中
略
）

そ
こ
で
、
社
会
的
信
用
が
高
く
、
共
同
生
活
援
助
な
ど
新
し
い
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の

展
開
が
認
め
ら
れ
て
い
る
社
会
福
祉
法
人
の
設
立
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
ま
た
、
○
○
市

内
に
お
け
る
、
本
社
会
福
祉
法
人
の
設
立
が
及
ぼ
す
影
響
は
大
き
く
、
地
域
福
祉
向
上
へ

大
き
く
寄
与
す
る
も
の
と
考
え
ま
す
。
以
上
の
こ
と
か
ら
、
○
○
市
の
協
力
、
指
導
を
得

な
が
ら
、
障
が
い
の
あ
る
人
た
ち
の
地
域
に
お
け
る
自
己
実
現
を
目
指
し
て
、
障
害
者
総

合
支
援
法
に
基
づ
く
多
機
能
型
（
生
活
介
護
、
就
労
継
続
支
援
Ｂ
型
）
を
行
な
う
こ
と
を

目
的
と
し
て
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
設
立
を
計
画
す
る
も
の
で
す
。

ふ
り
が
な

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

〒
○
○
○
―
○
○
○
○
三
重
県
伊
勢
市
△
△
町
△
番
地

ふ
り
が
な

法
人

の
名

称
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

事 業 の 種 類

社
会
福
祉

事
業

第
１
種

第
２
種

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
経
営

公
益

事
業

収
益

事
業

設
立
の
経
緯
又
は
動
機
、
事
業
内
容
等
を
で
き
る
限
り

詳
し
く
記
載
す
る
こ
と
。
こ
の
欄
に
書
き
切
れ
な
い
場

合
は
、
別
紙
に
記
載
し
て
も
構
い
ま
せ
ん
。

法
人
本
部
の
所
在
地
（
原
則
と
し
て
施
設
の
所
在
地
と
同
一
）
と
な
る
住
所
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。（
準
備
室
等
を
設

置
し
て
い
る
場
合
は
そ
の
住
所
と
し
、
設
立
後
に
定
款
変
更
を
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。）

住
居
表
示
地
区
（
住
所
に
「
伊
勢
市
△
△
□
丁
目
△
△
番
△
△
号
」
と
表
示
さ
れ
る
地
区
）
の
場
合
は
、
設
立
法
人
の
所

在
地
を
建
物
の
住
居
表
示
と
す
る
か
地
番
表
示
と
す
る
か
を
検
討
し
て
く
だ
さ
い
。

将
来
経
営
し
よ
う
と
す
る
事
業
を
列
挙

す
る
こ
と
は
許
さ
れ
ま
せ
ん
。

社
会
福
祉
法
人
の
名
称
や
施
設
の
名
称
に
は
、

個
人
名
等
か
ら
引
用
し
た
も
の
は
好
ま
し
く
あ

り
ま
せ
ん
。
県
内
に
既
に
あ
る
法
人
と
同
一
の

名
称
を
用
い
る
こ
と
は
避
け
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、
法
人
名
と
施
設
名
は
、
区
別
で
き
る
名

称
を
用
い
て
く
だ
さ
い
。
た
だ
し
○
○
会
（
法

人
名
）
○
○
園
と
す
る
こ
と
は
で
き
ま
す
。

申
請
書
を
提
出
す
る
日
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

（
裏
面
）

（
注
）
１
用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
と
し
て
く
だ
さ
い
。

２
記
載
事
項
が
多
い
た
め
、
こ
の
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
適
宜
用
紙
（
大

き
さ
は
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
と
し
ま
す
。
）
の
枚
数
を
増
し
、
こ
の
様
式
に
準
じ
た
申

請
書
を
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

３
こ
の
申
請
書
に
は
、
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
２
条
第
２
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付

し
て
く
だ
さ
い
。

資 産

純
資
産

⑤
－
⑥

内
訳

社
会
福
祉
事
業
用
財
産
③
公
益
事
業

用
財
産

④
収
益
事
業

用
財
産

⑤
財
産
計

①
+②
+③
+④

⑥
負
債

円
①
基
本
財
産

②
そ
の
他
財
産

円
円

円
円

円
円

役 員 等 と な る べ き 者

理 事 監 事 評 議 員 の 別

氏
名

親 族 等 の 特 殊 関 係 の 有 無

役
員
の
資
格
等

（
該
当
に
○
）

他
の
社
会
福
祉
法
人
の

理
事
長
へ
の
就
任
状
況

事 業 経 営 識 見

地 域 福 祉 関 係

管 理 者

事 業 識 見

財 務 管 理 識 見

有 無
法
人
名

理
事

監
事

評
議
員
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＜
様
式
例
１
社
会
福
祉
法
人
定
款
例
に
つ
い
て
の
説
明
＞

１
．
定
款
例
に
つ
い
て

・
各
法
人
の
定
款
に
記
載
さ
れ
る
こ
と
が
一
般
的
に
多
い
と
思
わ
れ
る
事
項
に
つ
い
て
、
定
款
の
定

め
方
の
一
例
を
記
載
し
て
い
ま
す
。

・
各
法
人
の
定
款
の
記
載
内
容
に
つ
い
て
は
、
当
該
定
款
例
の
文
言
に
拘
束
さ
れ
る
も
の
で
は
あ
り

ま
せ
ん
が
、
定
款
に
お
い
て
定
め
る
こ
と
が
必
要
な
事
項
が
入
っ
て
い
る
か
、
そ
の
内
容
が
法
令
に

沿
っ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

２
．
記
載
事
項
の
種
類

・
必
要
的
記
載
事
項
（
実
線
）
→
必
ず
定
款
に
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
で
あ
り
、
そ
の
一

つ
で
も
記
載
が
欠
け
る
と
、
定
款
の
効
力
が
生
じ
な
い
事
項
（
法
第

３
１
条
第
１
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
等
）

※
内
容
に
つ
い
て
は
、
法
令
に
沿
っ
た
も
の
で
あ
れ
ば
よ
く
、
当

該
定
款
例
の
文
言
に
拘
束
さ
れ
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

・
相
対
的
記
載
事
項
（
点
線
）
→
必
要
的
記
載
事
項
と
異
な
り
、
記
載
が
な
く
て
も
定
款
の
効
力
に

影
響
は
な
い
が
、
法
令
上
、
定
款
の
定
め
が
な
け
れ
ば
そ
の
効
力
を

生
じ
な
い
事
項

・
任
意
的
記
載
事
項

→
法
令
に
違
反
し
な
い
範
囲
で
任
意
に
記
載
す
る
こ
と
が
で
き
る
事
項

３
．
評
議
員
会
及
び
理
事
会
に
お
け
る
法
定
決
議
事
項

理
事

会
評
議
員
会

決 議 事 項

・
評
議
員
会
の
日
時
及
び
場
所
並
び
に
議
題
・
議
案
の

決
定
（
法
第
45
条
の
9
第
10
項
で
準
用
す
る
一
般
社
団
法
人
及
び

一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
一
般
法
人
法
」
と
い
う
。）

第
18
1
条
）

・
理
事
長
及
び
業
務
執
行
理
事
の
選
定
及
び
解
職
（
理

事
長
：
法
第
45
条
の
13
第
2
項
第
3
号
、
業
務
執
行
理
事
：
法
第
45

条
の
16
第
2
項
第
2
号
）

・
重
要
な
財
産
の
処
分
及
び
譲
受
け
（
法
第
45
条
の
13
第

4
項
第
1
号
）

・
多
額
の
借
財
（
法
第
45
条
の
13
第
4
項
第
2
号
）

・
重
要
な
役
割
を
担
う
職
員
の
選
任
及
び
解
任
（
法
第

45
条
の
13
第
4
項
第
3
号
）

・
従
た
る
事
務
所
そ
の
他
の
重
要
な
組
織
の
設
置
、
変

更
及
び
廃
止
（
法
第
45
条
の
13
第
4
項
第
4
号
）

・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
(法
令
遵
守
等
)の
体
制
の
整
備

（
法
第
45
条
の
13
第
4
項
第
5
号
）
※
一
定
規
模
を
超
え
る
法
人

の
み

・
競
業
及
び
利
益
相
反
取
引
（
法
第
45
条
の
16
第
4
項
に
お

い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第
第
84
条
第
1
項
）

・
計
算
書
類
及
び
事
業
報
告
等
の
承
認
（
法
第
45
条
の
28

第
3
項
）

・
理
事
会
に
よ
る
役
員
、
会
計
監
査
人
の
責
任
の
一
部

免
除
（
法
第
45
条
の
20
第
4
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法

第
11
4
条
第
1
項
）

・
そ
の
他
の
重
要
な
業
務
執
行
の
決
定

・
理
事
、
監
事
、
会
計
監
査
人
の
選
任
（
法
第
43
条
）

・
理
事
、
監
事
、
会
計
監
査
人
の
解
任
（
法
第
45
条
の
4
第

1
項
及
び
第
2
項
）
★

・
理
事
、
監
事
の
報
酬
等
の
決
議
（
理
事
：
法
第
45
条
の
16

第
4
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第
89
条
、
監
事
：
法
第
45

条
の
18
第
3
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第
10
5
条
）

・
理
事
等
の
責
任
の
免
除
（
全
て
の
免
除
：
法
第
45
条
の
20
第

4
項
で
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第
11
2
条
（
※
総
評
議
員
の
同
意
が
必

要
）、
一
部
の
免
除
：
第
11
3
条
第
1
項
）
★

・
役
員
報
酬
等
基
準
の
承
認
（
法
第
45
条
の
35
第
2
項
）

・
計
算
書
類
の
承
認
（
法
第
45
条
の
30
第
2
項
）

・
定
款
の
変
更
（
法
第
45
条
の
36
第
1
項
）
★

・
解
散
の
決
議
（
法
第
46
条
第
1
項
第
1
号
）
★

・
合
併
の
承
認
（
吸
収
合
併
消
滅
法
人
：
法
第
52
条
、
吸
収
合
併

存
続
法
人
：
法
第
54
条
の
2
第
1
項
、
法
人
新
設
合
併
：
法
第
54
条

の
8）
★

・
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
承
認
（
法
第
55
条
の
2
第
7

項
）

・
そ
の
他
定
款
で
定
め
た
事
項

★
：
法
第
45
条
の
9
第
7
項
の
規
定
に
よ
り
、
議
決
に
加
わ
る
こ
と
が

で
き
る
評
議
員
の
三
分
の
二
（
こ
れ
を
上
回
る
割
合
を
定
款
で
定
め
た

場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
割
合
）
以
上
に
当
た
る
多
数
を
も
つ
て
決
議

を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項

様
式
例
１
社
会
福
祉
法
人
定
款
例

社
会
福
祉
法
人
〇
〇
〇
会
定
款

第
１
章

総
則

（
目
的
）

第
１
条
こ
の
社
会
福
祉
法
人
〇
〇
〇
会
（
以
下
「
法
人
」
と
い
う
。
）
は
、
多
様
な
福
祉
サ
ー
ビ
ス

が
そ
の
利
用
者
の
意
向
を
尊
重
し
て
総
合
的
に
提
供
さ
れ
る
よ
う
創
意
工
夫
す
る
こ
と
に
よ
り
、
利

用
者
が
個
人
の
尊
厳
を
保
持
し
つ
つ
、
自
立
し
た
生
活
を
地
域
社
会
に
お
い
て
営
む
こ
と
が
で
き
る

よ
う
支
援
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
次
の
社
会
福
祉
事
業
を
行
う
。

（
１
）
第
１
種
社
会
福
祉
事
業

（
イ
）
障
害
児
入
所
施
設
の
経
営

（
ロ
）
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
経
営

（
ハ
）
障
害
者
支
援
施
設
の
経
営

（
２
）
第
２
種
社
会
福
祉
事
業

（
イ
）
老
人
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
経
営

（
ロ
）
老
人
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
の
経
営

（
ハ
）
保
育
所
の
経
営

（
ニ
）
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
経
営

（
ホ
）
一
般
相
談
支
援
事
業
の
経
営

（
ヘ
）
移
動
支
援
事
業
の
経
営

（
ト
）
地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー
の
経
営

（
チ
）
福
祉
ホ
ー
ム
の
経
営

（
備
考
）

①
具
体
的
な
記
載
は
、
社
会
福
祉
法
の
基
本
的
理
念
に
合
致
す
る
も
の
で
あ
る
と
と
も
に
、
そ
れ
ぞ
れ
の
法
人
の
設

立
の
理
念
を
体
現
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

②
児
童
福
祉
に
関
す
る
事
業
を
行
う
法
人
に
お
い
て
は
、「
心
身
と
も
に
健
や
か
に
育
成
さ
れ
る
」
と
の
趣
旨
に
合

致
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

③
上
記
の
記
載
は
、
あ
く
ま
で
一
例
で
あ
る
の
で
、
①
及
び
②
を
踏
ま
え
、
法
人
の
実
態
に
即
し
た
記
述
と
す
る
こ

と
。

④
社
会
福
祉
法
上
の
事
業
名
を
記
載
し
、
施
設
の
名
称
は
記
載
し
な
い
こ
と
。

⑤
市
町
村
社
会
福
祉
協
議
会
に
あ
っ
て
は
、
次
の
例
に
な
ら
っ
て
記
載
す
る
こ
と
。

（
目
的
）

第
１
条
こ
の
社
会
福
祉
法
人
〇
〇
〇
会
（
以
下
「
法
人
」
と
い
う
。）
は
、
○
○
市
（
区
町
村
）
に
お
け
る
社
会

福
祉
事
業
そ
の
他
の
社
会
福
祉
を
目
的
と
す
る
事
業
の
健
全
な
発
達
及
び
社
会
福
祉
に
関
す
る
活
動
の
活
性
化
に

よ
り
、
地
域
福
祉
の
推
進
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
次
の
事
業
を
行
う
。

（
１
）
社
会
福
祉
を
目
的
と
す
る
事
業
の
企
画
及
び
実
施

（
２
）
社
会
福
祉
に
関
す
る
活
動
へ
の
住
民
の
参
加
の
た
め
の
援
助

（
３
）
社
会
福
祉
を
目
的
と
す
る
事
業
に
関
す
る
調
査
、
普
及
、
宣
伝
、
連
絡
、
調
整
及
び
助
成

（
４
）
（
１
）
か
ら
（
３
）
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
社
会
福
祉
を
目
的
と
す
る
事
業
の
健
全
な
発
達

を
図
る
た
め
に
必
要
な
事
業

（
５
）
地
区
社
会
福
祉
協
議
会
の
相
互
の
連
絡
及
び
事
業
の
調
整
の
事
業
（
指
定
都
市
社
会
福
祉
協
議
会
に

限
る
。）

相
談
事
業
に
は
、
一
般
、
特
定
、
障
碍
児
の
３
種
類
が
あ
る
。
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（
６
）
共
同
募
金
事
業
へ
の
協
力

（
７
）
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
援
助
事
業

（
８
）
福
祉
関
係
各
法
に
基
づ
き
実
施
さ
れ
る
事
業
の
経
営

（
注
）
記
載
に
当
た
っ
て
は
、
第
１
条
の
（
１
）
及
び
（
２
）
の
例
に
よ
る
こ
と
。

（
９
）
そ
の
他
本
会
の
目
的
達
成
の
た
め
必
要
な
事
業

（
名
称
）

第
２
条
こ
の
法
人
は
、
社
会
福
祉
法
人
〇
〇
〇
会
と
い
う
。

（
経
営
の
原
則
等
）

第
３
条
こ
の
法
人
は
、
社
会
福
祉
事
業
の
主
た
る
担
い
手
と
し
て
ふ
さ
わ
し
い
事
業
を
確
実
、
効
果

的
か
つ
適
正
に
行
う
た
め
、
自
主
的
に
そ
の
経
営
基
盤
の
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
そ
の
提
供
す
る

福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
並
び
に
事
業
経
営
の
透
明
性
の
確
保
を
図
り
、
も
っ
て
地
域
福
祉
の
推

進
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

２
こ
の
法
人
は
、
地
域
社
会
に
貢
献
す
る
取
組
み
と
し
て
、
○
○
○
○
を
支
援
す
る
た
め
、
無
料
又

は
低
額
な
料
金
で
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
積
極
的
に
提
供
す
る
も
の
と
す
る
。

（
備
考
）

具
体
的
な
記
載
は
、
地
域
の
独
居
高
齢
者
、
子
育
て
世
帯
、
経
済
的
に
困
窮
す
る
者
等
を
記
載
す
る
こ
と
。

（
事
務
所
の
所
在
地
）

第
４
条
こ
の
法
人
の
事
務
所
を
三
重
県
伊
勢
市
〇
○
町
〇
〇
番
地
に
置
く
。

２
前
項
の
ほ
か
、
従
た
る
事
務
所
を
三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号
に
置
く
。

（
備
考
）

①
住
居
表
示
地
区
（
○
丁
目
○
番
○
号
の
地
区
）
に
あ
っ
て
は
、
事
務
所
の
所
在
地
に
つ
い
て
、
住
居
表
示
と
す
る

か
、
地
番
（
○
○
町
○
○
番
地
）
と
す
る
か
事
前
に
検
討
し
て
お
く
こ
と
。

②
法
務
局
の
登
記
簿
と
同
一
と
す
る
こ
と
。

③
従
た
る
事
務
所
を
置
か
な
い
場
合
は
、
第
２
項
を
削
る
。

④
集
合
住
宅
に
事
務
所
を
置
く
場
合
、
特
定
を
容
易
に
す
る
た
め
、
室
番
号
ま
で
登
記
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

第
２
章

評
議
員

（
評
議
員
の
定
数
）

第
５
条
こ
の
法
人
に
評
議
員
７
名
を
置
く
。

（
備
考
）

①
評
議
員
の
定
数
は
、「
評
議
員
○
○
名
以
上
○
○
名
以
内
」
と
不
確
定
数
と
す
る
こ
と
も
可
能
。

②
法
第
４
０
条
第
３
項
の
規
定
に
よ
り
、
在
任
す
る
評
議
員
の
人
数
は
理
事
の
人
数
を
超
え
る
必
要
が
あ
る
。

（
評
議
員
の
選
任
及
び
解
任
）

第
６
条
こ
の
法
人
に
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
を
置
き
、
評
議
員
の
選
任
及
び
解
任
は
、
評
議
員

選
任
・
解
任
委
員
会
に
お
い
て
行
う
。

２
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
は
、
監
事
○
名
、
事
務
局
員
○
名
、
外
部
委
員
○
名
の
合
計
○
名
で

構
成
す
る
。

３
選
任
候
補
者
の
推
薦
及
び
解
任
の
提
案
は
、
理
事
会
が
行
う
。
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
の
運

営
に
つ
い
て
の
細
則
は
、
理
事
会
に
お
い
て
定
め
る
。

４
選
任
候
補
者
の
推
薦
及
び
解
任
の
提
案
を
行
う
場
合
に
は
、
当
該
者
が
評
議
員
と
し
て
適
任
及
び

不
適
任
と
判
断
し
た
理
由
を
委
員
に
説
明
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
の
決
議
は
、
委
員
の
過
半
数
が
出
席
し
、
そ
の
過
半
数
を
も
っ
て
行

う
。
た
だ
し
、
外
部
委
員
の
○
名
以
上
が
出
席
し
、
か
つ
、
外
部
委
員
の
○
名
以
上
が
賛
成
す
る
こ

と
を
要
す
る
。

（
備
考
）

①
評
議
員
の
選
任
及
び
解
任
は
、
上
記
の
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
以
外
の
中
立
性
が
確
保
さ
れ
た
方
法
に
よ
る

こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

な
お
、
理
事
又
は
理
事
会
が
評
議
員
を
選
任
し
、
又
は
解
任
す
る
旨
の
定
款
の
定
め
は
効
力
を
有
し
な
い
。（
法

第
３
１
条
第
５
項
）

②
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
の
構
成
の
う
ち
、「
事
務
局
員
」
は
「
職
員
」
と
定
め
て
も
よ
い
。

（
評
議
員
の
資
格
）

第
７
条
社
会
福
祉
法
第
４
０
条
第
４
項
及
び
第
５
項
を
遵
守
す
る
と
と
も
に
、
こ
の
法
人
の
評
議
員

の
う
ち
に
は
、
評
議
員
の
い
ず
れ
か
１
名
及
び
そ
の
親
族
そ
の
他
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
（
租
税
特

別
措
置
法
施
行
令
第
２
５
条
の
１
７
第
６
項
第
１
号
に
規
定
す
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の

合
計
数
が
、
評
議
員
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
て
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
は
な
ら
な
い
。

（
備
考
）

租
税
特
別
措
置
法
第
４
０
条
の
適
用
を
受
け
な
い
こ
と
と
す
る
場
合
は
、
こ
の
条
を
削
る
。

（
評
議
員
の
任
期
）

第
８
条
評
議
員
の
任
期
は
、
選
任
後
４
年
以
内
に
終
了
す
る
会
計
年
度
の
う
ち
最
終
の
も
の
に
関
す

る
定
時
評
議
員
会
の
終
結
の
時
ま
で
と
し
、
再
任
を
妨
げ
な
い
。

２
任
期
の
満
了
前
に
退
任
し
た
評
議
員
の
補
欠
と
し
て
選
任
さ
れ
た
評
議
員
の
任
期
は
、
退
任
し
た

評
議
員
の
任
期
の
満
了
す
る
時
ま
で
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
評
議
員
は
、
第
５
条
に
定
め
る
定
数
に
足
り
な
く
な
る
と
き
は
、
任
期
の
満
了
又
は
辞
任
に
よ
り

退
任
し
た
後
も
、
新
た
に
選
任
さ
れ
た
者
が
就
任
す
る
ま
で
、
な
お
評
議
員
と
し
て
の
権
利
義
務
を

有
す
る
。

（
備
考
）

①
法
第
４
１
条
第
１
項
に
基
づ
き
、
評
議
員
の
任
期
は
、
定
款
に
よ
っ
て
選
任
後
６
年
以
内
に
終
了
す
る
会
計
年
度

の
う
ち
最
終
の
も
の
に
関
す
る
定
時
評
議
員
会
の
終
結
の
時
ま
で
伸
長
す
る
こ
と
も
で
き
る
。

②
評
議
員
の
任
期
は
、
定
款
に
よ
っ
て
短
縮
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
、
増
員
と
し
て
選
任
さ
れ
た
評
議
員
の
任

期
は
、
他
の
評
議
員
の
任
期
満
了
日
と
異
な
り
ま
す
。

③
法
第
４
１
条
第
２
項
に
基
づ
き
、
補
欠
評
議
員
の
任
期
を
退
任
し
た
評
議
員
の
任
期
満
了
時
ま
で
と
し
な
い
場
合

は
、
第
２
項
を
削
り
、
第
３
項
を
繰
り
上
げ
る
こ
と
。

（
評
議
員
の
報
酬
等
）

第
９
条
評
議
員
に
対
し
て
、
各
年
度
の
総
額
が
○
○
○
○
○
○
円
を
超
え
な
い
範
囲
で
、
評
議
員
会

に
お
い
て
別
に
定
め
る
報
酬
等
の
支
給
の
基
準
に
従
っ
て
算
定
し
た
額
を
報
酬
と
し
て
支
給
す
る
こ

と
が
で
き
る
。

（
備
考
）

①
無
報
酬
の
場
合
は
、
そ
の
旨
を
定
め
る
こ
と
。
費
用
弁
償
分
に
つ
い
て
は
報
酬
等
に
含
ま
れ
な
い
。

②
民
間
事
業
者
の
役
員
の
報
酬
等
及
び
従
業
員
の
給
与
、
当
該
法
人
の
経
理
の
状
況
そ
の
他
の
事
情
を
考
慮
し
て
、

不
当
に
高
額
な
も
の
と
な
ら
な
い
よ
う
、
理
事
及
び
監
事
並
び
に
評
議
員
の
勤
務
形
態
に
応
じ
た
報
酬
等
の
区
分
及

び
そ
の
額
の
算
定
方
法
並
び
に
支
給
の
方
法
及
び
形
態
に
関
す
る
事
項
を
定
め
た
報
酬
等
の
支
給
の
基
準
を
定
め
、
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公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。（
法
第
４
５
条
の
３
５
、
第
５
９
条
の
２
第
１
項
第
２
号
）

第
３
章

評
議
員
会

（
構
成
）

第
１
０
条
評
議
員
会
は
、
全
て
の
評
議
員
を
も
っ
て
構
成
す
る
。

（
権
限
）

第
１
１
条
評
議
員
会
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
決
議
す
る
。

（
１
）
理
事
及
び
監
事
の
選
任
又
は
解
任

（
２
）
理
事
及
び
監
事
の
報
酬
等
の
額

（
３
）
理
事
及
び
監
事
並
び
に
評
議
員
に
対
す
る
報
酬
等
の
支
給
の
基
準

（
４
）
事
業
計
画
及
び
収
支
予
算

（
５
）
臨
機
の
措
置
（
予
算
外
の
新
た
な
義
務
の
負
担
及
び
権
利
の
放
棄
）

（
６
）
計
算
書
類
（
貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計
算
書
）
及
び
財
産
目
録
の
承
認

（
７
）
公
益
事
業
・
収
益
事
業
に
関
す
る
重
要
な
事
項

（
８
）
定
款
の
変
更

（
９
）
解
散
（
合
併
又
は
破
産
に
よ
る
解
散
を
除
く
）
の
決
議

（
10
）
解
散
し
た
場
合
に
お
け
る
残
余
財
産
の
処
分

（
11
）
合
併
の
承
認

（
12
）
基
本
財
産
の
処
分

（
13
）
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
承
認

（
14
）
そ
の
他
評
議
員
会
で
決
議
す
る
も
の
と
し
て
法
令
又
は
こ
の
定
款
で
定
め
ら
れ
た
事
項

（
備
考
）

①
会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、（
１
）
を
次
の
と
お
り
記
載
す
る
。

（
１
）
理
事
及
び
監
事
並
び
に
会
計
監
査
人
の
選
任
又
は
解
任

②
（
２
）
に
つ
い
て
は
、
本
定
款
で
報
酬
等
の
額
を
定
め
な
い
場
合
に
は
、
評
議
員
会
に
お
い
て
決
定
す
る
必
要
が

あ
る
。（
法
第
４
５
条
の
１
６
第
４
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第
８
９
条
、
法
第
４
５
条
の
１
８
第
３
項

に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第
１
０
５
条
第
１
項
）

③
租
税
特
別
措
置
法
第
４
０
条
の
適
用
を
受
け
な
い
こ
と
と
す
る
場
合
は
、
こ
の
条
の
（
４
）、
（
５
）、
（
７
）、
（
9
）

を
削
る
。

（
開
催
）

第
１
２
条
評
議
員
会
は
、
定
時
評
議
員
会
と
し
て
毎
年
度
○
月
に
１
回
開
催
す
る
ほ
か
、
○
月
及
び

必
要
が
あ
る
場
合
に
開
催
す
る
。

（
備
考
）

定
時
評
議
員
会
は
、
年
に
１
回
、
毎
会
計
年
度
の
終
了
後
一
定
の
時
期
に
招
集
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第
４
５

条
の
９
第
１
項
）
の
で
、
開
催
時
期
を
定
め
て
お
く
こ
と
が
望
ま
し
い
。

な
お
、
「
毎
年
度
○
月
」
に
つ
い
て
は
、
４
月
か
ら
６
月
ま
で
の
範
囲
と
な
る
。
開
催
月
を
指
定
し
な
い
場
合
は

「
毎
年
度
○
月
」
を
「
毎
会
計
年
度
終
了
後
３
箇
月
以
内
」
と
す
る
こ
と
も
差
し
支
え
な
い
。
他
方
、
臨
時
評
議
員
会

は
、
必
要
が
あ
る
場
合
に
は
、
い
つ
で
も
招
集
す
る
こ
と
が
で
き
る
。（
法
第
４
５
条
の
９
第
２
項
）

（
招
集
）

第
１
３
条
評
議
員
会
は
、
法
令
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
理
事
会
の
決
議
に
基
づ
き
理

事
長
が
招
集
す
る
。

２
評
議
員
は
、
理
事
長
に
対
し
、
評
議
員
会
の
目
的
で
あ
る
事
項
及
び
招
集
の
理
由
を
示
し
て
、
評

議
員
会
の
招
集
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
決
議
）

第
１
４
条
評
議
員
会
の
決
議
は
、
決
議
に
つ
い
て
特
別
の
利
害
関
係
を
有
す
る
評
議
員
を
除
く
評
議

員
の
過
半
数
が
出
席
し
、
そ
の
過
半
数
を
も
っ
て
行
う
。

２
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
決
議
は
、
決
議
に
つ
い
て
特
別
の
利
害
関
係
を
有
す
る
評
議

員
を
除
く
評
議
員
の
３
分
の
２
以
上
に
当
た
る
多
数
を
も
っ
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
１
）
監
事
の
解
任

（
２
）
定
款
の
変
更

（
３
）
そ
の
他
法
令
で
定
め
ら
れ
た
事
項

３
理
事
又
は
監
事
を
選
任
す
る
議
案
を
決
議
す
る
に
際
し
て
は
、
候
補
者
ご
と
に
第
１
項
の
決
議
を

行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
理
事
又
は
監
事
の
候
補
者
の
合
計
数
が
第
１
６
条
に
定
め
る
定
数
を
上

回
る
場
合
に
は
、
過
半
数
の
賛
成
を
得
た
候
補
者
の
中
か
ら
得
票
数
の
多
い
順
に
定
数
の
枠
に
達
す

る
ま
で
の
者
を
選
任
す
る
こ
と
と
す
る
。

４
第
１
項
及
び
第
２
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
評
議
員
（
当
該
事
項
に
つ
い
て
議
決
に
加
わ
る
こ

と
が
で
き
る
も
の
に
限
る
。
）
の
全
員
が
書
面
又
は
電
磁
的
記
録
に
よ
り
同
意
の
意
思
表
示
を
し
た

と
き
は
、
評
議
員
会
の
決
議
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
す
。

（
備
考
）

①
第
１
項
に
つ
い
て
は
、
法
第
４
５
条
の
９
第
６
項
に
基
づ
き
、
過
半
数
に
代
え
て
、
こ
れ
を
上
回
る
割
合
を
定
款

で
定
め
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。（
例
：
理
事
の
解
任
等
）

②
第
２
項
に
つ
い
て
は
、
法
第
４
５
条
の
９
第
７
項
に
基
づ
き
、
３
分
の
２
以
上
に
代
え
て
、
こ
れ
を
上
回
る
割
合

を
定
め
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

（
議
事
録
）

第
１
５
条
評
議
員
会
の
議
事
に
つ
い
て
は
、
法
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
議
事
録
を
作
成
す
る
。

２
出
席
し
た
評
議
員
及
び
理
事
は
、
前
項
の
議
事
録
に
署
名
押
印
又
は
記
名
押
印
す
る
。

（
備
考
）

①
署
名
の
場
合
の
押
印
は
認
印
、
記
名
の
場
合
の
押
印
は
実
印
と
す
る
こ
と
。

②
第
２
項
に
関
わ
ら
ず
、
議
長
及
び
会
議
に
出
席
し
た
評
議
員
の
う
ち
か
ら
選
出
さ
れ
た
議
事
録
署
名
人
２
名
が
こ

れ
に
署
名
押
印
し
、
又
は
記
名
押
印
す
る
こ
と
と
し
て
も
差
し
支
え
な
い
こ
と
。

第
４
章

役
員
及
び
職
員

（
役
員
の
定
数
）

第
１
６
条
こ
の
法
人
に
は
、
次
の
役
員
を
置
く
。

（
１
）
理
事
６
名

（
２
）
監
事
２
名

２
理
事
の
う
ち
１
名
を
理
事
長
と
す
る
。

３
理
事
長
以
外
の
理
事
の
う
ち
、
○
名
を
業
務
執
行
理
事
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
備
考
）

①
理
事
は
６
名
以
上
、
監
事
は
２
名
以
上
と
す
る
こ
と
。

②
理
事
及
び
監
事
の
定
数
は
、
次
の
と
お
り
不
確
定
数
と
す
る
こ
と
も
可
能
。

32



（
１
）
理
事
〇
〇
名
以
上
○
○
名
以
内

（
２
）
監
事
〇
〇
名
以
内

③
会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、「
第
４
章
役
員
及
び
会
計
監
査
人
並
び
に
職
員
」
と
し
、
第
１
６
条
の
見
出
し

を
「（
役
員
及
び
会
計
監
査
人
の
定
数
）」
と
す
る
こ
と
。
ま
た
、
第
３
項
の
次
に
、
次
の
１
項
を
加
え
る
こ
と
。

４
こ
の
法
人
に
会
計
監
査
人
を
置
く
。

⑤
社
会
福
祉
法
の
名
称
と
は
異
な
る
通
称
名
や
略
称
を
定
款
に
使
用
す
る
場
合
（
例
え
ば
、
理
事
長
を
「
会
長
」
と

表
記
す
る
よ
う
な
場
合
）
に
は
、「
法
律
上
の
名
称
」
と
定
款
で
使
用
す
る
名
称
が
ど
の
よ
う
な
関
係
に
あ
る
の
か

を
、
定
款
上
、
明
確
に
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
。

理
事
長
、
業
務
執
行
理
事
の
役
職
名
を
、
会
長
、
常
務
理
事
と
す
る
場
合
の
例
を
次
に
示
す
。

２
理
事
の
う
ち
１
名
を
会
長
、
○
名
を
常
務
理
事
と
す
る
。

３
前
項
の
会
長
を
も
っ
て
社
会
福
祉
法
の
理
事
長
と
し
、
常
務
理
事
を
も
っ
て
同
法
第
４
５
条
の
１
６
第
２
項

第
２
号
の
業
務
執
行
理
事
と
す
る
。

（
役
員
の
選
任
）

第
１
７
条
理
事
及
び
監
事
は
、
評
議
員
会
の
決
議
に
よ
っ
て
選
任
す
る
。

２
理
事
長
及
び
業
務
執
行
理
事
は
、
理
事
会
の
決
議
に
よ
っ
て
理
事
の
中
か
ら
選
定
す
る
。

（
備
考
）

会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
第
１
７
条
の
見
出
し
を
「（
役
員
及
び
会
計
監
査
人
の
選
任
）」
と
し
、
監
事
の
次
に

「
並
び
に
会
計
監
査
人
」
を
加
え
る
こ
と
。

（
役
員
の
資
格
）

第
１
８
条
社
会
福
祉
法
第
４
４
条
第
６
項
を
遵
守
す
る
と
と
も
に
、
こ
の
法
人
の
理
事
の
う
ち
に
は
、

理
事
の
い
ず
れ
か
１
名
及
び
そ
の
親
族
そ
の
他
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
の
合
計
数
が
、
理
事
総
数
の

３
分
の
１
を
超
え
て
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
は
な
ら
な
い
。

２
社
会
福
祉
法
第
４
４
条
第
７
項
を
遵
守
す
る
と
と
も
に
、
こ
の
法
人
の
監
事
に
は
、
こ
の
法
人
の

理
事
（
そ
の
親
族
そ
の
他
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
を
含
む
。
）
及
び
評
議
員
（
そ
の
親
族
そ
の
他
特

殊
の
関
係
が
あ
る
者
を
含
む
。
）
並
び
に
、
こ
の
法
人
の
職
員
が
含
ま
れ
て
は
な
ら
な
い
。
ま
た
、

各
監
事
は
、
相
互
に
親
族
そ
の
他
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。

（
備
考
）

①
監
事
の
人
数
が
６
名
以
上
で
あ
る
場
合
に
は
、
第
２
項
を
次
の
よ
う
に
記
載
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

２
社
会
福
祉
法
第
４
４
条
第
７
項
を
遵
守
す
る
と
と
も
に
、
こ
の
法
人
の
監
事
に
は
、
こ
の
法
人
の
理
事
（
そ

の
親
族
そ
の
他
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
を
含
む
。）
及
び
評
議
員
（
そ
の
親
族
そ
の
他
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者

を
含
む
。）
並
び
に
、
こ
の
法
人
の
職
員
が
含
ま
れ
て
は
な
ら
な
い
。
監
事
の
う
ち
に
は
、
監
事
の
い
ず
れ
か

１
名
及
び
そ
の
親
族
そ
の
他
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
の
合
計
数
が
監
事
総
数
（
現
在
数
）
の
３
分
の
１
を
超
え

て
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
は
な
ら
な
い
。

②
租
税
特
別
措
置
法
第
４
０
条
の
適
用
を
受
け
な
い
こ
と
と
す
る
場
合
は
、
こ
の
条
を
削
る
。

（
理
事
の
職
務
及
び
権
限
）

第
１
９
条
理
事
は
、
理
事
会
を
構
成
し
、
法
令
及
び
こ
の
定
款
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
職
務
を

執
行
す
る
。

２
理
事
長
は
、
法
令
及
び
こ
の
定
款
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
こ
の
法
人
を
代
表
し
、
そ
の
業
務

を
執
行
し
、
業
務
執
行
理
事
は
、
理
事
会
に
お
い
て
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
こ
の
法
人
の
業

務
を
分
担
執
行
す
る
。

３
理
事
長
及
び
業
務
執
行
理
事
は
、
３
箇
月
に
１
回
以
上
、
自
己
の
職
務
の
執
行
の
状
況
を
理
事
会

に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
般
理
事
と
の
職
務
権
限
を
明
確
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

（
備
考
）

理
事
長
及
び
業
務
執
行
理
事
の
自
己
の
職
務
の
執
行
の
状
況
を
理
事
会
に
報
告
す
る
頻
度
に
つ
い
て
は
、
定
款
で
、

毎
会
計
年
度
に
４
月
を
超
え
る
間
隔
で
２
回
以
上
と
す
る
こ
と
も
可
能
（
法
第
４
５
条
の
１
６
第
３
項
）
で
あ
る
。
そ

の
場
合
は
、
第
３
項
を
次
の
と
お
り
記
載
す
る
。

３
理
事
長
及
び
業
務
執
行
理
事
は
、
毎
会
計
年
度
に
４
箇
月
を
超
え
る
間
隔
で
２
回
以
上
、
自
己
の
職
務
の
執
行

の
状
況
を
理
事
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
監
事
の
職
務
及
び
権
限
）

第
２
０
条
監
事
は
、
理
事
の
職
務
の
執
行
を
監
査
し
、
法
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
監
査
報
告

を
作
成
す
る
。

２
監
事
は
、
い
つ
で
も
、
理
事
及
び
職
員
に
対
し
て
事
業
の
報
告
を
求
め
、
こ
の
法
人
の
業
務
及
び

財
産
の
状
況
の
調
査
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
備
考
）

会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
次
の
条
を
追
加
す
る
こ
と
。

（
会
計
監
査
人
の
職
務
及
び
権
限
）

第
○
条
会
計
監
査
人
は
、
法
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
こ
の
法
人
の
計
算
書
類
（
貸
借
対
照
表
、
資
金
収
支

計
算
書
及
び
事
業
活
動
計
算
書
）
並
び
に
こ
れ
ら
の
附
属
明
細
書
及
び
財
産
目
録
を
監
査
し
、
会
計
監
査
報
告
を

作
成
す
る
。

２
会
計
監
査
人
は
、
い
つ
で
も
、
次
に
掲
げ
る
も
の
の
閲
覧
及
び
謄
写
を
し
、
又
は
理
事
及
び
職
員
に
対
し
、
会

計
に
関
す
る
報
告
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
１
）
会
計
帳
簿
又
は
こ
れ
に
関
す
る
資
料
が
書
面
を
も
っ
て
作
成
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
書
面

（
２
）
会
計
帳
簿
又
は
こ
れ
に
関
す
る
資
料
が
電
磁
的
記
録
を
も
っ
て
作
成
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
電
磁

的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項
を
法
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
表
示
し
た
も
の

（
役
員
の
任
期
）

第
２
１
条
理
事
又
は
監
事
の
任
期
は
、
選
任
後
２
年
以
内
に
終
了
す
る
会
計
年
度
の
う
ち
最
終
の
も

の
に
関
す
る
定
時
評
議
員
会
の
終
結
の
時
ま
で
と
し
、
再
任
を
妨
げ
な
い
。

２
補
欠
又
は
増
員
と
し
て
選
任
さ
れ
た
役
員
（
理
事
又
は
監
事
）
の
任
期
は
、
前
任
者
又
は
他
の
役

員
（
理
事
又
は
監
事
）
の
任
期
の
満
了
す
る
時
ま
で
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
理
事
又
は
監
事
は
、
第
１
６
条
に
定
め
る
定
数
に
足
り
な
く
な
る
と
き
は
、
任
期
の
満
了
又
は
辞

任
に
よ
り
退
任
し
た
後
も
、
新
た
に
選
任
さ
れ
た
者
が
就
任
す
る
ま
で
、
な
お
理
事
又
は
監
事
と
し

て
の
権
利
義
務
を
有
す
る
。

（
備
考
）

①
会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
第
２
１
条
の
見
出
し
を
「（
役
員
及
び
会
計
監
査
人
の
任
期
）」
と
す
る
こ
と
。
ま

た
、
第
３
項
の
次
に
次
の
１
項
を
加
え
る
こ
と
。

４
会
計
監
査
人
の
任
期
は
、
選
任
後
１
年
以
内
に
終
了
す
る
会
計
年
度
の
う
ち
、
最
終
の
も
の
に
関
す
る
定
時
評

議
員
会
の
終
結
の
時
ま
で
と
す
る
。
た
だ
し
、
そ
の
定
時
評
議
員
会
に
お
い
て
別
段
の
決
議
が
さ
れ
な
か
っ
た
と

き
は
、
再
任
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。

②
役
員
（
理
事
又
は
監
事
）
の
任
期
は
、
定
款
に
よ
っ
て
短
縮
す
る
こ
と
も
で
き
る
。（
法
第
４
５
条
）

③
法
第
４
５
条
に
基
づ
き
、
補
欠
理
事
又
は
監
事
の
任
期
を
退
任
し
た
理
事
又
は
監
事
の
任
期
満
了
時
ま
で
と
し
な

い
場
合
は
、
第
２
項
を
削
り
、
第
３
項
を
繰
り
上
げ
る
こ
と
。

（
役
員
の
解
任
）

第
２
２
条
理
事
又
は
監
事
が
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
評
議
員
会
の
決
議
に
よ
っ
て

解
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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（
１
）
職
務
上
の
義
務
に
違
反
し
、
又
は
職
務
を
怠
っ
た
と
き
。

（
２
）
心
身
の
故
障
の
た
め
、
職
務
の
執
行
に
支
障
が
あ
り
、
又
は
こ
れ
に
堪
え
な
い
と
き
。

（
備
考
）

会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
第
２
２
条
の
見
出
し
を
「（
役
員
及
び
会
計
監
査
人
の
解
任
）」
と
す
る
こ
と
。
ま
た
、

第
１
項
の
次
に
次
の
１
項
を
加
え
る
こ
と
。

２
会
計
監
査
人
が
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
評
議
員
会
の
決
議
に
よ
っ
て
解
任
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

（
１
）
職
務
上
の
義
務
に
違
反
し
、
又
は
職
務
を
怠
っ
た
と
き
。

（
２
）
会
計
監
査
人
と
し
て
ふ
さ
わ
し
く
な
い
非
行
が
あ
っ
た
と
き
。

（
３
）
心
身
の
故
障
の
た
め
、
職
務
の
執
行
に
支
障
が
あ
り
、
又
は
こ
れ
に
堪
え
な
い
と
き
。

３
監
事
は
、
会
計
監
査
人
が
、
前
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
監
事
全
員
の
同
意
に
よ
り
、
会
計

監
査
人
を
解
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
、
監
事
は
、
解
任
し
た
旨
及
び
解
任
の
理
由
を
、
解
任
後
最
初

に
招
集
さ
れ
る
評
議
員
会
に
報
告
す
る
も
の
と
す
る
。

（
役
員
の
報
酬
等
）

第
２
３
条
理
事
及
び
監
事
に
対
し
て
、
評
議
員
会
に
お
い
て
別
に
定
め
る
総
額
の
範
囲
内
で
、
評
議

員
会
に
お
い
て
別
に
定
め
る
報
酬
等
の
支
給
の
基
準
に
従
っ
て
算
定
し
た
額
を
報
酬
等
と
し
て
支
給

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
備
考
）

①
会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
第
２
３
条
の
見
出
し
を
「（
役
員
及
び
会
計
監
査
人
の
報
酬
等
）」
と
す
る
こ
と
。

ま
た
、
第
１
項
の
次
に
次
の
１
項
を
加
え
る
。

２
会
計
監
査
人
に
対
す
る
報
酬
等
は
、
監
事
の
過
半
数
の
同
意
を
得
て
、
理
事
会
に
お
い
て
定
め
る
。

②
理
事
及
び
監
事
の
報
酬
等
の
額
を
定
款
に
定
め
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。
記
載
は
、
あ
く
ま
で
一
例
で
あ
る
の
で
、

法
人
の
実
態
に
即
し
た
記
述
と
す
る
こ
と
。

③
無
報
酬
の
場
合
は
、
そ
の
旨
を
定
め
る
こ
と
。
費
用
弁
償
分
に
つ
い
て
は
報
酬
等
に
含
ま
れ
な
い
。

④
民
間
事
業
者
の
役
員
の
報
酬
等
及
び
従
業
員
の
給
与
、
当
該
法
人
の
経
理
の
状
況
そ
の
他
の
事
情
を
考
慮
し
て
、

不
当
に
高
額
な
も
の
と
な
ら
な
い
よ
う
、
理
事
及
び
監
事
並
び
に
評
議
員
の
勤
務
形
態
に
応
じ
た
報
酬
等
の
区
分
及

び
そ
の
額
の
算
定
方
法
並
び
に
支
給
の
方
法
及
び
形
態
に
関
す
る
事
項
を
定
め
た
報
酬
等
の
支
給
の
基
準
を
定
め
、

公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。（
法
第
４
５
条
の
３
５
、
第
５
９
条
の
２
第
１
項
第
２
号
）

（
職
員
）

第
２
４
条
こ
の
法
人
に
、
職
員
を
置
く
。

２
こ
の
法
人
の
設
置
経
営
す
る
施
設
の
長
、
他
の
重
要
な
職
員
（
以
下
「
施
設
長
等
」
と
い
う
。
）

は
、
理
事
会
に
お
い
て
、
選
任
及
び
解
任
す
る
。

３
施
設
長
等
以
外
の
職
員
は
、
理
事
長
が
任
免
す
る
。

（
備
考
）

運
営
協
議
会
（
地
域
や
利
用
者
の
意
見
を
法
人
運
営
に
反
映
さ
せ
る
べ
く
、
地
域
の
代
表
者
や
利
用
者
又
は
利
用
者

の
家
族
の
代
表
者
等
を
構
成
員
と
し
て
社
会
福
祉
法
人
が
任
意
で
設
置
す
る
も
の
）
を
設
け
る
場
合
に
は
、
定
款
に
次

の
章
を
加
え
る
こ
と
。

第
〇
章
運
営
協
議
会

（
運
営
協
議
会
の
設
置
）

第
〇
条
こ
の
法
人
に
、
運
営
協
議
会
を
置
く
。

（
運
営
協
議
会
の
委
員
の
定
数
）

第
○
条
運
営
協
議
会
の
委
員
は
○
名
と
す
る
。

（
運
営
協
議
会
の
委
員
の
選
任
）

第
○
条
運
営
協
議
会
の
委
員
は
、
各
号
に
掲
げ
る
者
か
ら
理
事
長
が
選
任
す
る
。

（
１
）
地
域
の
代
表
者

（
２
）
利
用
者
又
は
利
用
者
の
家
族
の
代
表
者

（
３
）
そ
の
他
理
事
長
が
適
当
と
認
め
る
者

（
運
営
協
議
会
の
委
員
の
定
数
の
変
更
）

第
○
条
法
人
が
前
々
条
に
定
め
る
定
数
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
運
営
協
議
会
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

（
意
見
の
聴
取
）

第
○
条
理
事
長
は
、
必
要
に
応
じ
て
、
運
営
協
議
会
か
ら
、
地
域
や
利
用
者
の
意
見
を
聴
取
す
る
も
の
と
す
る
。

（
そ
の
他
）

第
〇
条
運
営
協
議
会
に
つ
い
て
は
、
こ
の
定
款
に
定
め
の
あ
る
も
の
の
ほ
か
、
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の

と
す
る
。

（
備
考
）

社
会
福
祉
協
議
会
及
び
社
団
的
な
法
人
で
、
会
員
制
度
を
設
け
る
社
会
福
祉
法
人
は
、
定
款
に
次
の
章
を
加
え
る
こ

と
。 第
〇
章
会
員

（
会
員
）

第
〇
条
こ
の
法
人
に
会
員
を
置
く
。

２
会
員
は
、
こ
の
法
人
の
目
的
に
賛
同
し
、
目
的
達
成
の
た
め
必
要
な
援
助
を
行
う
も
の
と
す
る
。

３
会
員
に
関
す
る
規
程
は
、
別
に
定
め
る
。

第
５
章

理
事
会

（
構
成
）

第
２
５
条
理
事
会
は
、
全
て
の
理
事
を
も
っ
て
構
成
す
る
。

（
権
限
）

第
２
６
条
理
事
会
は
、
次
の
職
務
を
行
う
。
た
だ
し
、
日
常
の
業
務
と
し
て
理
事
会
が
定
め
る
も
の

に
つ
い
て
は
理
事
長
が
専
決
し
、
こ
れ
を
理
事
会
に
報
告
す
る
。

（
１
）
こ
の
法
人
の
業
務
執
行
の
決
定

（
２
）
理
事
の
職
務
の
執
行
の
監
督

（
３
）
理
事
長
及
び
業
務
執
行
理
事
の
選
定
及
び
解
職

（
備
考
）

「
日
常
の
業
務
と
し
て
理
事
会
が
定
め
る
も
の
」
の
例
と
し
て
は
、
次
の
よ
う
な
業
務
が
あ
る
。

な
お
、
こ
れ
ら
は
例
示
で
あ
っ
て
、
法
人
運
営
に
重
大
な
影
響
が
あ
る
も
の
を
除
き
、
こ
れ
ら
以
外
の
業
務
で
あ
っ

て
も
理
事
会
に
お
い
て
定
め
る
こ
と
は
差
し
支
え
な
い
こ
と
。

ま
た
、
こ
れ
ら
の
中
に
は
、
諸
規
程
に
お
い
て
定
め
る
契
約
担
当
者
に
委
任
さ
れ
る
も
の
も
含
ま
れ
る
。

①
「
施
設
長
等
の
任
免
そ
の
他
重
要
な
人
事
」
を
除
く
職
員
の
任
免

（
注
）
理
事
長
が
専
決
で
き
る
人
事
の
範
囲
に
つ
い
て
は
、
法
人
と
し
て
の
判
断
に
よ
り
決
定
す
る
こ
と
が
必

要
で
あ
る
の
で
、
理
事
会
が
あ
ら
か
じ
め
法
人
の
定
款
細
則
等
に
規
定
し
て
お
く
こ
と
。

②
職
員
の
日
常
の
労
務
管
理
・
福
利
厚
生
に
関
す
る
こ
と

③
債
権
の
免
除
・
効
力
の
変
更
の
う
ち
、
当
該
処
分
が
法
人
に
有
利
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
、
そ
の
他
や
む
を

得
な
い
特
別
の
理
由
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
。
た
だ
し
、
法
人
運
営
に
重
大
な
影
響
が
あ
る
も
の
を
除
く
。
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④
設
備
資
金
の
借
入
に
係
る
契
約
で
あ
っ
て
予
算
の
範
囲
内
の
も
の

⑤
建
設
工
事
請
負
や
物
品
納
入
等
の
契
約
の
う
ち
次
の
よ
う
な
軽
微
な
も
の

ア
日
常
的
に
消
費
す
る
給
食
材
料
、
消
耗
品
等
の
日
々
の
購
入

イ
施
設
設
備
の
保
守
管
理
、
物
品
の
修
理
等

ウ
緊
急
を
要
す
る
物
品
の
購
入
等

（
注
）
理
事
長
が
専
決
で
き
る
契
約
の
金
額
及
び
範
囲
に
つ
い
て
は
、
随
意
契
約
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
場

合
の
基
準
も
参
酌
し
な
が
ら
、
法
人
の
判
断
に
よ
り
決
定
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
の
で
、
理
事
会
が

あ
ら
か
じ
め
法
人
の
定
款
細
則
等
に
規
定
し
て
お
く
こ
と
。

⑥
基
本
財
産
以
外
の
固
定
資
産
の
取
得
及
び
改
良
等
の
た
め
の
支
出
並
び
に
こ
れ
ら
の
処
分
。
た
だ
し
、
法
人
運
営

に
重
大
な
影
響
が
あ
る
も
の
を
除
く
。

（
注
）
理
事
長
が
専
決
で
き
る
取
得
等
の
範
囲
に
つ
い
て
は
、
法
人
の
判
断
に
よ
り
決
定
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ

る
の
で
、
理
事
会
が
あ
ら
か
じ
め
法
人
の
定
款
細
則
等
に
規
定
し
て
お
く
こ
と
。

⑦
損
傷
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
不
要
と
な
っ
た
物
品
又
は
修
理
を
加
え
て
も
使
用
に
耐
え
な
い
と
認
め
ら
れ
る
物
品

の
売
却
又
は
廃
棄
。
た
だ
し
、
法
人
運
営
に
重
大
な
影
響
が
あ
る
固
定
資
産
を
除
く
。

（
注
）
理
事
長
が
専
決
で
処
分
で
き
る
固
定
資
産
等
の
範
囲
に
つ
い
て
は
、
法
人
の
判
断
に
よ
り
決
定
す
る
こ
と

が
必
要
で
あ
る
の
で
、
理
事
会
が
あ
ら
か
じ
め
法
人
の
定
款
細
則
等
に
規
定
し
て
お
く
こ
と
。

⑧
予
算
上
の
予
備
費
の
支
出

⑨
入
所
者
・
利
用
者
の
日
常
の
処
遇
に
関
す
る
こ
と

⑩
入
所
者
の
預
り
金
の
日
常
の
管
理
に
関
す
る
こ
と

⑪
寄
付
金
の
受
入
れ
に
関
す
る
決
定
。
た
だ
し
、
法
人
運
営
に
重
大
な
影
響
が
あ
る
も
の
を
除
く
。

（
注
）
寄
付
金
の
募
集
に
関
す
る
事
項
は
専
決
で
き
な
い
こ
と
。

（
招
集
）

第
２
７
条
理
事
会
は
、
理
事
長
が
招
集
す
る
。

２
理
事
長
が
欠
け
た
と
き
又
は
理
事
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
各
理
事
が
理
事
会
を
招
集
す
る
。

（
決
議
）

第
２
８
条
理
事
会
の
決
議
は
、
決
議
に
つ
い
て
特
別
の
利
害
関
係
を
有
す
る
理
事
を
除
く
理
事
の
過

半
数
が
出
席
し
、
そ
の
過
半
数
を
も
っ
て
行
う
。

２
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
理
事
（
当
該
事
項
に
つ
い
て
議
決
に
加
わ
る
こ
と
が
で
き
る
も
の

に
限
る
。
）
の
全
員
が
書
面
又
は
電
磁
的
記
録
に
よ
り
同
意
の
意
思
表
示
を
し
た
と
き
（
監
事
が
当

該
提
案
に
つ
い
て
異
議
を
述
べ
た
と
き
を
除
く
。
）
は
、
理
事
会
の
決
議
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
す
。

（
備
考
）

第
１
項
に
つ
い
て
は
、
法
第
４
５
条
の
１
４
第
４
項
に
基
づ
き
、
過
半
数
に
代
え
て
、
こ
れ
を
上
回
る
割
合
を
定
款

で
定
め
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

（
議
事
録
）

第
２
９
条
理
事
会
の
議
事
に
つ
い
て
は
、
法
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
議
事
録
を
作
成
す
る
。

２
出
席
し
た
理
事
及
び
監
事
は
、
前
項
の
議
事
録
に
署
名
押
印
又
は
記
名
押
印
す
る
。

（
備
考
）

①
署
名
の
場
合
の
押
印
は
認
印
、
記
名
の
場
合
の
押
印
は
実
印
と
す
る
こ
と
。

②
定
款
で
、
署
名
押
印
又
は
記
名
押
印
す
る
者
を
、
当
該
理
事
会
に
出
席
し
た
理
事
長
及
び
監
事
と
す
る
こ
と
も
で

き
る
。（
法
第
４
５
条
の
１
４
第
６
項
）

第
６
章

資
産
及
び
会
計

（
資
産
の
区
分
）

第
３
０
条
こ
の
法
人
の
資
産
は
、
こ
れ
を
分
け
て
基
本
財
産
と
そ
の
他
財
産
の
２
種
と
す
る
。

２
基
本
財
産
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
財
産
を
も
っ
て
構
成
す
る
。

（
１
）
土
地

①
伊
勢
市
○
○
一
丁
目
〇
〇
番
所
在
の
○
○
○
○
ホ
ー
ム
○
○
園
敷
地
（
○
○
平
方
メ

ー
ト
ル
）

②
伊
勢
市
○
○
町
〇
〇
番
所
在
の
○
○
○
○
ホ
ー
ム
○
○
園
敷
地
（
○
○
平
方
メ
ー
ト

ル
）

（
２
）
建
物

①
伊
勢
市
○
○
一
丁
目
〇
〇
番
○
○
号
所
在
の
○
○
造
○
○
屋
根
○
階
建
〇
〇
○
○
ホ
ー

ム
○
○
園
１
棟
（
○
階
○
○
平
方
メ
ー
ト
ル
、
○
階
○
○
平
方
メ
ー
ト
ル
）

②
伊
勢
市
〇
○
町
〇
〇
番
地
所
在
の
○
○
造
○
○
屋
根
平
家
建
〇
〇
○
○
ホ
ー
ム
○
○
園

１
棟
（
○
階
○
○
平
方
メ
ー
ト
ル
）

３
そ
の
他
財
産
は
、
基
本
財
産
以
外
の
財
産
と
す
る
。

４
基
本
財
産
に
指
定
さ
れ
て
寄
附
さ
れ
た
金
品
は
、
速
や
か
に
第
２
項
に
掲
げ
る
た
め
、
必
要
な
手

続
を
と
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
備
考
）

①
法
務
局
の
登
記
簿
に
記
載
さ
れ
た
地
番
と
同
一
の
も
の
を
記
載
す
る
こ
と
。

②
土
地
は
１
筆
ご
と
、
建
物
は
１
棟
ご
と
に
記
載
す
る
こ
と
。
ま
た
、
建
物
が
２
階
建
て
以
上
で
あ
る
場
合
は
、
階

層
ご
と
の
面
積
を
記
載
す
る
こ
と
。

③
公
益
及
び
収
益
を
目
的
と
す
る
事
業
を
行
う
場
合
に
は
、
次
の
よ
う
に
記
載
す
る
こ
と
。

（
資
産
の
区
分
）

第
３
０
条
こ
の
法
人
の
資
産
は
、
こ
れ
を
分
け
て
基
本
財
産
、
そ
の
他
財
産
、
公
益
事
業
用
財
産
及
び
収
益
事
業

用
財
産
（
公
益
事
業
又
は
収
益
事
業
の
い
ず
れ
か
一
方
を
行
う
場
合
は
、
当
該
事
業
用
財
産
の
み
を
記
載
）
の
４

種
（
公
益
事
業
又
は
収
益
事
業
の
い
ず
れ
か
一
方
を
行
う
場
合
は
３
種
）
と
す
る
。

２
本
文
第
２
項
に
同
じ
。

３
そ
の
他
財
産
は
、
基
本
財
産
、
公
益
事
業
用
財
産
及
び
収
益
事
業
用
財
産
（
公
益
事
業
又
は
収
益
事
業
の
い
ず

れ
か
一
方
を
行
う
場
合
は
、
当
該
事
業
用
財
産
の
み
を
記
載
）
以
外
の
財
産
と
す
る
。

４
公
益
事
業
用
財
産
及
び
収
益
事
業
用
財
産
（
公
益
事
業
又
は
収
益
事
業
の
い
ず
れ
か
一
方
を
行
う
場
合
は
、
当

該
事
業
用
財
産
の
み
を
記
載
）
は
、
第
〇
条
に
掲
げ
る
公
益
を
目
的
と
す
る
事
業
及
び
第
〇
条
に
掲
げ
る
収
益
を

目
的
と
す
る
事
業
（
公
益
を
目
的
と
す
る
事
業
又
は
収
益
を
目
的
と
す
る
事
業
の
い
ず
れ
か
一
方
を
行
う
場
合
は
、

当
該
事
業
の
み
を
記
載
）
の
用
に
供
す
る
財
産
と
す
る
。

５
本
文
第
４
項
に
同
じ
。

（
基
本
財
産
の
処
分
）

第
３
１
条
基
本
財
産
を
処
分
し
、
又
は
担
保
に
供
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
理
事
総
数
の
３
分
の
２

以
上
の
同
意
及
び
評
議
員
会
の
承
認
を
得
て
、
伊
勢
市
長
の
承
認
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ

し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
伊
勢
市
長
の
承
認
は
必
要
と
し
な
い
。

（
１
）
独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
に
対
し
て
基
本
財
産
を
担
保
に
供
す
る
場
合

（
２
）
独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
と
協
調
融
資
（
独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
の
福
祉
貸

付
が
行
う
施
設
整
備
の
た
め
の
資
金
に
対
す
る
融
資
と
併
せ
て
行
う
同
一
の
財
産
を
担
保
と

す
る
当
該
施
設
整
備
の
た
め
の
資
金
に
対
す
る
融
資
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
関
す
る
契

約
を
結
ん
だ
民
間
金
融
機
関
に
対
し
て
基
本
財
産
を
担
保
に
供
す
る
場
合
（
協
調
融
資
に
係
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る
担
保
に
限
る
。）

（
３
）
社
会
福
祉
施
設
整
備
の
た
め
の
資
金
に
対
す
る
融
資
を
行
う
確
実
な
民
間
金
融
機
関
に
対

し
て
基
本
財
産
を
担
保
に
供
す
る
場
合
で
、
当
該
事
業
計
画
が
適
切
で
あ
る
と
の
関
係
行

政
庁
に
よ
る
意
見
書
を
伊
勢
市
長
に
届
け
出
た
場
合
。
な
お
、
当
該
貸
付
に
係
る
償
還
が

滞
っ
た
場
合
に
は
、
遅
滞
な
く
伊
勢
市
長
に
届
け
出
る
も
の
と
す
る
。

（
備
考
）

租
税
特
別
措
置
法
第
４
０
条
の
適
用
を
受
け
な
い
こ
と
と
す
る
場
合
は
、「
理
事
総
数
の
３
分
の
２
以
上
の
同
意
及

び
評
議
員
会
の
承
認
」
を
「
理
事
会
及
び
評
議
員
会
の
承
認
」
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
資
産
の
管
理
）

第
３
２
条
こ
の
法
人
の
資
産
は
、
理
事
会
の
定
め
る
方
法
に
よ
り
、
理
事
長
が
管
理
す
る
。

２
資
産
の
う
ち
現
金
は
、
確
実
な
金
融
機
関
に
預
け
入
れ
、
確
実
な
信
託
会
社
に
信
託
し
、
又
は
確

実
な
有
価
証
券
に
換
え
て
、
保
管
す
る
。

（
備
考
）

基
本
財
産
以
外
の
資
産
に
お
い
て
、
株
式
投
資
又
は
株
式
を
含
む
投
資
信
託
等
に
よ
る
管
理
運
用
を
行
う
場
合
に
は
、

第
２
項
の
次
に
次
の
１
項
を
加
え
る
。

３
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
基
本
財
産
以
外
の
資
産
の
現
金
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
理
事
会
の
議
決
を
経
て
、

株
式
等
に
換
え
て
保
管
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
事
業
計
画
及
び
収
支
予
算
）

第
３
３
条
こ
の
法
人
の
事
業
計
画
書
及
び
収
支
予
算
書
に
つ
い
て
は
、
毎
会
計
年
度
開
始
の
日
の
前

日
ま
で
に
理
事
長
が
作
成
し
、
理
事
総
数
の
３
分
の
２
以
上
の
同
意
及
び
評
議
員
会
の
承
認
を
受
け

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
を
変
更
す
る
場
合
も
、
同
様
と
す
る
。

２
前
項
の
書
類
に
つ
い
て
は
、
主
た
る
事
務
所
に
当
該
会
計
年
度
が
終
了
す
る
ま
で
の
間
備
え
置
き
、

一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
。

（
備
考
）

①
租
税
特
別
措
置
法
第
４
０
条
の
適
用
を
受
け
な
い
こ
と
と
す
る
法
人
に
あ
っ
て
は
、
事
業
計
画
書
及
び
収
支
予
算

書
に
つ
い
て
、
第
１
項
を
次
の
と
お
り
記
載
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
３
３
条
こ
の
法
人
の
事
業
計
画
書
及
び
収
支
予
算
書
に
つ
い
て
は
、
毎
会
計
年
度
開
始
の
日
の
前
日
ま
で
に
理

事
長
が
作
成
し
、
理
事
会
の
承
認
（
又
は
、
理
事
会
の
決
議
を
経
て
、
評
議
員
会
の
承
認
）
を
受
け
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
こ
れ
を
変
更
す
る
場
合
も
、
同
様
と
す
る
。

②
書
類
の
備
え
置
き
及
び
閲
覧
に
つ
い
て
、
法
務
局
に
従
た
る
事
務
所
の
登
記
が
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
主
た
る
事

務
所
の
次
に
「
及
び
従
た
る
事
務
所
」
を
加
え
る
こ
と
。

（
事
業
報
告
及
び
決
算
）

第
３
４
条
こ
の
法
人
の
事
業
報
告
及
び
決
算
に
つ
い
て
は
、
毎
会
計
年
度
終
了
後
、
理
事
長
が
次
の

書
類
を
作
成
し
、
監
事
の
監
査
を
受
け
た
上
で
、
理
事
会
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
１
）
事
業
報
告

（
２
）
事
業
報
告
の
附
属
明
細
書

（
３
）
貸
借
対
照
表

（
４
）
収
支
計
算
書
（
資
金
収
支
計
算
書
及
び
事
業
活
動
計
算
書
）

（
５
）
貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計
算
書
（
資
金
収
支
計
算
書
及
び
事
業
活
動
計
算
書
）
の
附
属
明

細
書

（
６
）
財
産
目
録

２
前
項
の
承
認
を
受
け
た
書
類
の
う
ち
、
第
１
号
、
第
３
号
、
第
４
号
及
び
第
６
号
の
書
類
に
つ
い

て
は
、
定
時
評
議
員
会
に
提
出
し
、
第
１
号
の
書
類
に
つ
い
て
は
そ
の
内
容
を
報
告
し
、
そ
の
他
の

書
類
に
つ
い
て
は
、
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
第
１
項
の
書
類
の
ほ
か
、
次
の
書
類
を
主
た
る
事
務
所
に
５
年
間
、
ま
た
、
従
た
る
事
務
所
に
３

年
間
備
え
置
き
、
一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
と
と
も
に
、
定
款
を
主
た
る
事
務
所
及
び
従
た
る
事
務
所

に
備
え
置
き
、
一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
。

（
１
）
監
査
報
告

（
２
）
理
事
及
び
監
事
並
び
に
評
議
員
の
名
簿

（
３
）
理
事
及
び
監
事
並
び
に
評
議
員
の
報
酬
等
の
支
給
の
基
準
を
記
載
し
た
書
類

（
４
）
事
業
の
概
要
等
を
記
載
し
た
書
類

（
備
考
）

①
法
務
局
に
従
た
る
事
務
所
が
登
記
さ
れ
て
い
な
い
場
合
は
、「
従
た
る
事
務
所
」
を
削
る
。

②
会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
次
の
と
お
り
記
載
す
る
こ
と
。

第
３
４
条
こ
の
法
人
の
事
業
報
告
及
び
決
算
に
つ
い
て
は
、
毎
会
計
年
度
終
了
後
、
理
事
長
が
次
の
書
類
を
作

成
し
、
監
事
の
監
査
を
受
け
、
か
つ
、
第
３
号
か
ら
第
６
号
ま
で
の
書
類
に
つ
い
て
会
計
監
査
人
の
監
査
を
受

け
た
上
で
、
理
事
会
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
１
）
事
業
報
告

（
２
）
事
業
報
告
の
附
属
明
細
書

（
３
）
貸
借
対
照
表

（
４
）
収
支
計
算
書
（
資
金
収
支
計
算
書
及
び
事
業
活
動
計
算
書
）

（
５
）
貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計
算
書
（
資
金
収
支
計
算
書
及
び
事
業
活
動
計
算
書
）
の
附
属
明
細
書

（
６
）
財
産
目
録

２
前
項
の
承
認
を
受
け
た
書
類
の
う
ち
、
第
１
号
、
第
３
号
、
第
４
号
及
び
第
６
号
の
書
類
に
つ
い
て
は
、
定

時
評
議
員
会
に
報
告
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
２
条
の
３
９
に
定
め
る
要
件
に

該
当
し
な
い
場
合
に
は
、
第
１
号
の
書
類
を
除
き
、
定
時
評
議
員
会
へ
の
報
告
に
代
え
て
、
定
時
評
議
員
会
の

承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
第
１
項
の
書
類
の
ほ
か
、
次
の
書
類
を
主
た
る
事
務
所
に
５
年
間
、
ま
た
、
従
た
る
事
務
所
に
３
年
間
備
え

置
き
、
一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
と
と
も
に
、
定
款
を
主
た
る
事
務
所
及
び
従
た
る
事
務
所
に
備
え
置
き
、
一
般

の
閲
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
。

（
１
）
監
査
報
告

（
２
）
会
計
監
査
報
告

（
３
）
理
事
及
び
監
事
並
び
に
評
議
員
の
名
簿

（
４
）
理
事
及
び
監
事
並
び
に
評
議
員
の
報
酬
等
の
支
給
の
基
準
を
記
載
し
た
書
類

（
５
）
事
業
の
概
要
等
を
記
載
し
た
書
類

（
会
計
年
度
）

第
３
５
条
こ
の
法
人
の
会
計
年
度
は
、
毎
年
４
月
１
日
に
始
ま
り
、
翌
年
３
月
３
１
日
を
も
っ
て
終

わ
る
。

（
会
計
処
理
の
基
準
）

第
３
６
条
こ
の
法
人
の
会
計
に
関
し
て
は
、
法
令
等
及
び
こ
の
定
款
に
定
め
の
あ
る
も
の
の
ほ
か
、

理
事
会
に
お
い
て
定
め
る
経
理
規
程
に
よ
り
処
理
す
る
。

（
備
考
）

法
人
の
会
計
の
処
理
に
つ
い
て
は
、「
社
会
福
祉
法
人
会
計
基
準
」（
平
成
２
８
年
３
月
３
１
日
厚
生
労
働
省
令
第
７

９
号
）
の
定
め
に
従
う
こ
と
。
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（
臨
機
の
措
置
）

第
３
７
条
予
算
を
も
っ
て
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
新
た
に
義
務
の
負
担
を
し
、
又
は
権
利
の
放
棄
を

し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
理
事
総
数
の
３
分
の
２
以
上
の
同
意
及
び
評
議
員
会
の
承
認
を
受
け
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

（
備
考
）

租
税
特
別
措
置
法
第
４
０
条
の
適
用
を
受
け
な
い
こ
と
と
す
る
場
合
は
、「
理
事
総
数
の
３
分
の
２
以
上
の
同
意
及
び

評
議
員
会
の
承
認
」
を
「
理
事
総
数
の
３
分
の
２
以
上
の
同
意
」
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
７
章

公
益
を
目
的
と
す
る
事
業

（
種
別
）

第
３
８
条
こ
の
法
人
は
、
社
会
福
祉
法
第
２
６
条
の
規
定
に
よ
り
、
利
用
者
が
、
個
人
の
尊
厳
を
保

持
し
つ
つ
、
自
立
し
た
生
活
を
地
域
社
会
に
お
い
て
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
支
援
す
る
こ
と
な
ど

を
目
的
と
し
て
、
次
の
事
業
を
行
う
。

（
１
）
福
祉
用
具
貸
与
の
事
業

（
２
）
サ
ー
ビ
ス
付
高
齢
者
住
宅
の
事
業

（
３
）
事
業
所
内
保
育
の
事
業

２
前
項
の
事
業
の
運
営
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
理
事
総
数
の
３
分
の
２
以
上
の
同
意
及
び
評

議
員
会
の
承
認
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
備
考
）

①
事
業
種
類
は
、
事
業
の
内
容
が
理
解
で
き
る
よ
う
具
体
的
に
記
載
す
る
こ
と
。（
法
律
の
「
号
」
単
位
で
記
載
）

②
上
記
の
記
載
は
、
あ
く
ま
で
一
例
で
あ
る
の
で
、
法
人
の
実
態
に
即
し
た
記
述
と
す
る
こ
と
。

③
公
益
事
業
の
う
ち
、
規
模
が
小
さ
く
社
会
福
祉
事
業
と
一
体
的
に
行
わ
れ
る
事
業
又
は
社
会
福
祉
事
業
の
用
に
供

す
る
施
設
の
機
能
を
活
用
し
て
行
う
事
業
に
つ
い
て
は
、
伊
勢
市
長
へ
事
前
協
議
を
行
う
こ
と
。

④
租
税
特
別
措
置
法
第
４
０
条
の
適
用
を
受
け
な
い
こ
と
と
す
る
場
合
は
、
第
２
項
の
「
理
事
総
数
の
３
分
の
２
以

上
の
同
意
及
び
評
議
員
会
の
承
認
」
を
「
理
事
総
数
の
３
分
の
２
以
上
の
同
意
」
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
８
章

収
益
を
目
的
と
す
る
事
業

（
種
別
）

第
３
９
条
こ
の
法
人
は
、
社
会
福
祉
法
第
２
６
条
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
事
業
を
行
う
。

（
１
）
不
動
産
賃
貸
事
業

（
２
）
自
動
販
売
機
設
置
事
業

２
前
項
の
事
業
の
運
営
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
理
事
総
数
の
３
分
の
２
以
上
の
同
意
及
び
評

議
員
会
の
承
認
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
備
考
）

①
租
税
特
別
措
置
法
第
４
０
条
の
適
用
を
受
け
な
い
こ
と
と
す
る
場
合
は
、
第
２
項
の
「
理
事
総
数
の
３
分
の
２
以

上
の
同
意
及
び
評
議
員
会
の
承
認
」
を
「
理
事
総
数
の
３
分
の
２
以
上
の
同
意
」
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

②
収
益
事
業
の
経
営
の
継
続
に
支
障
が
出
た
場
合
、
社
会
福
祉
事
業
及
び
公
益
事
業
か
ら
の
資
金
補
填
が
で
き
な
い

た
め
、
基
本
的
に
は
収
益
事
業
の
経
営
は
認
め
て
い
な
い
。

（
収
益
の
処
分
）

第
４
０
条
前
条
の
規
定
に
よ
っ
て
行
う
事
業
か
ら
生
じ
た
収
益
は
、
こ
の
法
人
の
行
う
社
会
福
祉
事

独
立
採
算
の
事
業
で
、
他
の
事

業
か
ら
赤
字
を
補
填
で
き
な
い

た
め
、
経
営
は
慎
重
に
行
う
必

要
が
あ
る
。

社
会
福
祉
事
業
と
分
け
、
別
の

会
計
で
経
営
を
行
う
。

業
又
は
公
益
事
業
（
社
会
福
祉
法
施
行
令
（
昭
和
３
３
年
政
令
第
１
８
５
号
）
第
１
３
条
及
び
平
成

１
４
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
２
８
３
号
に
掲
げ
る
も
の
に
限
る
。）
に
充
て
る
も
の
と
す
る
。

（
備
考
）

①
事
業
種
類
は
、
事
業
の
内
容
が
理
解
で
き
る
よ
う
具
体
的
に
記
載
す
る
こ
と
。

②
上
記
の
記
載
は
、
あ
く
ま
で
一
例
で
あ
る
の
で
、
法
人
の
実
態
に
即
し
た
記
述
と
す
る
こ
と
。

③
母
子
及
び
寡
婦
福
祉
法
（
昭
和
３
９
年
法
律
第
１
２
９
号
）
第
１
４
条
に
基
づ
く
資
金
の
貸
付
を
受
け
て
行
う
同

法
施
行
令
（
昭
和
３
９
年
政
令
第
２
２
４
号
）
第
６
条
第
１
項
各
号
に
掲
げ
る
事
業
に
つ
い
て
は
、
本
条
は
必
要
な

い
こ
と
。

第
９
章

解
散
及
び
合
併

（
解
散
）

第
４
１
条
こ
の
法
人
は
、
社
会
福
祉
法
第
４
６
条
第
１
項
第
１
号
及
び
第
３
号
か
ら
第
６
号
ま
で
の

解
散
事
由
に
よ
り
解
散
す
る
。

（
残
余
財
産
の
帰
属
）

第
４
２
条
解
散
（
合
併
又
は
破
産
に
よ
る
解
散
を
除
く
。
）
し
た
場
合
に
お
け
る
残
余
財
産
は
、
評

議
員
会
の
決
議
を
得
て
、
社
会
福
祉
法
人
並
び
に
社
会
福
祉
事
業
を
行
う
学
校
法
人
及
び
公
益
財
団

法
人
の
う
ち
か
ら
選
出
さ
れ
た
も
の
に
帰
属
す
る
。

（
保
有
す
る
株
式
に
係
る
議
決
権
の
行
使
）

第
４
３
条
こ
の
法
人
が
保
有
す
る
株
式
（
出
資
）
に
つ
い
て
、
そ
の
株
式
（
出
資
）
に
係
る
議
決
権

を
行
使
す
る
場
合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
理
事
会
に
お
い
て
理
事
総
数
の
３
分
の
２
以
上
の
承
認
を
要

す
る
。

（
備
考
）

①
株
式
（
出
資
）
を
保
有
し
て
い
な
い
場
合
は
、
第
４
3
条
を
全
て
削
る
こ
と
。

②
第
４
3
条
に
つ
い
て
、
下
記
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
も
で
き
る
。

第
４
3
条
こ
の
法
人
は
、
保
有
す
る
株
式
（
出
資
）
に
係
る
議
決
権
を
行
使
し
て
は
な
ら
な
い
。

③
租
税
特
別
措
置
法
第
４
０
条
の
適
用
を
受
け
な
い
こ
と
と
す
る
場
合
は
、
こ
の
条
を
削
る
。

（
合
併
）

第
４
４
条
合
併
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
理
事
会
の
決
議
及
び
評
議
員
会
の
承
認
を
経
て
、
伊
勢
市

長
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
１
０
章

定
款
の
変
更

（
定
款
の
変
更
）

第
４
５
条
こ
の
定
款
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
評
議
員
会
の
決
議
を
得
て
、
伊
勢
市
長
の
認

可
（
社
会
福
祉
法
第
４
５
条
の
３
６
第
２
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
に
係
る
も

の
を
除
く
。）
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
前
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
に
係
る
定
款
の
変
更
を
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
そ
の
旨

を
伊
勢
市
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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第
１
１
章

公
告
の
方
法
そ
の
他

（
公
告
の
方
法
）

第
４
６
条
こ
の
法
人
の
公
告
は
、
社
会
福
祉
法
人
〇
〇
福
祉
会
の
掲
示
場
に
掲
示
す
る
と
と
も
に
、

官
報
、
新
聞
又
は
電
子
公
告
に
掲
載
し
て
行
う
。

（
備
考
）

①
公
告
の
方
法
は
、
第
４
６
条
に
規
定
す
る
方
法
に
加
え
、
多
様
な
手
法
を
活
用
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

②
解
散
時
の
債
権
申
出
の
催
告
及
び
破
産
手
続
の
開
始
に
つ
い
て
は
、
官
報
に
よ
っ
て
公
告
す
る
こ
と
。

（
施
行
細
則
）

第
４
７
条
こ
の
定
款
の
施
行
に
つ
い
て
の
細
則
は
、
理
事
会
に
お
い
て
定
め
る
。

附
則

１
こ
の
法
人
の
設
立
当
初
の
役
員
、
評
議
員
、
会
計
監
査
人
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

た
だ
し
、
こ
の
法
人
の
成
立
後
遅
滞
な
く
、
こ
の
定
款
に
基
づ
き
、
役
員
等
の
選
任
を
行
う
も

の
と
す
る
。

理
事
長

理
事

〃 〃 〃 〃

監
事

〃

評
議
員

〃 〃 〃 〃 〃 〃

会
計
監
査
人

２
こ
の
定
款
は
、
伊
勢
市
長
の
認
可
の
日
(令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
備
考
）

①
会
計
監
査
人
を
置
か
な
い
法
人
に
あ
っ
て
は
、「
会
計
監
査
人
」
を
削
る
。

②
定
款
を
変
更
す
る
場
合
は
、
現
行
定
款
の
附
則
の
最
後
に
、
次
の
と
お
り
記
載
を
追
加
す
る
こ
と
。

附
則

こ
の
定
款
は
、
伊
勢
市
長
の
認
可
の
日
(令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

③
定
款
を
変
更
す
る
場
合
に
お
い
て
、
附
則
に
複
数
の
事
項
を
規
定
す
る
場
合
は
、
番
号
を
付
し
て
記
載
す
る
こ
と
。

（
注
）
定
款
例
中
の
ア
ン
ダ
ー
ラ
イ
ン
（
波
線
）
の
部
分
は
、
租
税
特
別
措
置
法
第
４
０
条
の
特
例

を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
け
る
国
税
庁
長
官
の
審
査
事
項
で
あ
る
。
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社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
定
款
施
行
細
則

第
１
章

総
則

(目
的
)

第
１
条
こ
の
定
款
施
行
細
則
は
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
〇
会
（
以
下
「
法
人
」
と
い
う
。
）
が
法
令

及
び
定
款
の
定
め
に
従
っ
て
適
切
な
法
人
運
営
を
行
う
た
め
、
定
款
第
４
７
条
の
規
定
に
よ
り
、
法

人
の
運
営
管
理
及
び
業
務
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

（
備
考
）

定
款
例
で
は
「
第
４
７
条
」
と
し
て
い
ま
す
が
、
法
人
で
定
め
る
定
款
の
「
施
行
規
則
」
の
条
を
規
定
し
て
く
だ
さ

い
。

第
２
章

評
議
員

(評
議
員
の
改
選
時
期
)

第
２
条
評
議
員
の
改
選
は
、
在
任
す
る
評
議
員
の
任
期
満
了
前
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(評
議
員
の
選
任
候
補
者
の
提
案
を
す
る
と
き
の
事
前
確
認
資
料
)

第
３
条
評
議
員
の
選
任
候
補
者
の
提
案
を
行
う
場
合
に
は
、
当
該
提
案
を
決
議
す
る
理
事
会
の
開
催

前
に
、
当
該
評
議
員
の
選
任
候
補
者
と
し
て
予
定
し
て
い
る
者
か
ら
、
次
の
資
料
を
徴
さ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

（
１
）
履
歴
書

（
２
）
親
族
等
特
殊
関
係
申
立
書

（
３
）
欠
格
事
項
に
該
当
し
な
い
こ
と
の
申
立
書

（
４
）
身
分
証
明
書
（
※
重
任
の
場
合
は
不
要
）

２
在
任
す
る
評
議
員
を
選
任
候
補
者
と
し
て
提
案
す
る
場
合
は
、
前
項
第
３
号
の
規
定
は
適
用
し
な

い
。

(就
任
承
諾
書
の
提
出
等
)

第
４
条
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
で
評
議
員
と
し
て
選
任
さ
れ
た
者
は
、
速
や
か
に
就
任
承
諾
書

を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
就
任
承
諾
書
が
提
出
さ
れ
た
場
合
は
、
前
条
第
１
項
の
資
料
と
と
も
に
、
個
人
情
報
保
護
に
留
意

し
て
保
管
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
前
条
第
１
項
の
資
料
を
徴
し
た
者
の
う
ち
、
評
議
員
（
補
欠
を
含
む
。
）
に
選
任
さ
れ
な
い
者
が

あ
っ
た
場
合
に
は
、
前
条
第
１
項
の
資
料
を
当
該
者
に
返
却
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
備
考
）

定
時
評
議
員
会
よ
り
も
前
の
日
に
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
を
開
催
す
る
場
合
は
、
就
任
承
諾
書
等
の
日
付
を
当

該
定
時
評
議
委
員
会
の
日
と
し
て
く
だ
さ
い
。

(中
途
辞
任
)

第
５
条
評
議
員
は
、
や
む
を
得
な
い
事
由
に
よ
り
任
期
の
途
中
で
辞
任
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ

ら
か
じ
め
理
事
長
に
書
面
で
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(評
議
員
の
解
任
の
提
案
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
の
手
続
)

第
６
条
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
に
評
議
員
の
解
任
の
提
案
を
行
う
場
合
に
は
、
当
該
提
案
を
決

議
す
る
理
事
会
の
開
催
前
に
、
解
任
し
よ
う
と
す
る
評
議
員
に
対
し
、
そ
の
理
由
を
示
し
た
上
で
、

聴
聞
の
機
会
を
付
与
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
当
該
評
議
員
は
、
聴
聞
の
期
日
に
出
頭
し
て
意
見
を
述
べ
、
及
び
証
拠
書
類
ま
た
は
証
拠
物
（
以

下
「
証
拠
書
類
等
」
と
い
う
。
）
を
提
出
し
、
ま
た
は
聴
聞
の
期
日
へ
の
出
頭
に
代
え
て
陳
述
書
及

び
証
拠
書
類
等
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
聴
聞
の
主
催
者
は
、
聴
聞
の
審
理
の
経
過
を
記
載
し
た
聴
聞
調
書
を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
当
該
評
議
員
は
、
前
項
の
聴
聞
調
書
の
閲
覧
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

(欠
員
の
補
充
)

第
７
条
評
議
員
に
欠
員
が
生
じ
た
場
合
、
ま
た
は
在
任
す
る
評
議
員
が
理
事
の
人
数
を
超
え
な
い
人

数
と
な
っ
た
場
合
は
、
速
や
か
に
補
充
選
任
を
行
う
も
の
と
す
る
。

(評
議
員
名
簿
)

第
８
条
理
事
長
は
、
評
議
員
の
選
任
後
速
や
か
に
評
議
員
名
簿
を
作
成
し
、
主
た
る
事
務
所
に
５
年

間
及
び
従
た
る
事
務
所
に
３
年
間
備
え
置
く
も
の
と
す
る
。

（
備
考
）

従
た
る
事
務
所
を
設
置
し
て
い
な
い
場
合
は
、「
及
び
従
た
る
事
務
所
に
３
年
間
」
を
削
っ
て
く
だ
さ
い
。

第
３
章

評
議
員
会

(報
告
事
項
)

第
９
条
評
議
員
会
へ
報
告
す
べ
き
事
項
は
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（
１
）
事
業
報
告

（
２
）
監
督
官
庁
が
実
施
し
た
検
査
ま
た
は
調
査
の
結
果
（
改
善
指
示
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
改

善
状
況
）

（
３
）
そ
の
他
、
法
令
の
定
め
に
従
い
、
理
事
及
び
監
事
が
、
評
議
員
か
ら
報
告
を
求
め
ら
れ
た

事
項

(評
議
員
会
の
招
集
)

第
１
０
条
評
議
員
会
の
招
集
は
、
次
の
招
集
事
項
に
つ
い
て
理
事
会
の
承
認
を
得
た
上
で
、
招
集
事

項
を
記
載
し
た
書
面
に
よ
り
、
招
集
日
の
１
週
間
前
ま
で
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

（
１
）
評
議
員
会
の
日
時
及
び
場
所

（
２
）
評
議
員
会
の
目
的
で
あ
る
事
項
（
議
題
）

＜
会
計
監
査
人
設
置
社
会
福
祉
法
人
の
場
合
＞

計
算
書
類
（
貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計
算
書
）
及
び
財
産
目
録
に
つ
い
て
は
、
社
会
福
祉
法
第
４
５
条
の
３
１
（
会
計
監
査
人
設
置
社
会
福
祉
法
人
の

特
則
）
の
規
定
に
よ
り
、
会
計
監
査
人
の
会
計
監
査
報
告
に
お
い
て
無
限
定
適
正
意
見
が
あ
る
場
合
な
ど
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
２
条
の
３
９
に
定
め

る
要
件
を
全
て
満
た
す
場
合
に
は
、
定
時
評
議
員
会
の
報
告
事
項
に
な
り
ま
す
。

【
定
款
（
定
款
例
）
並
び
に
定
款
施
行
細
則
の
記
載
例
（
下
線
部
分
を
追
記
）】

●
定
款
（
定
款
例
）
第
１
０
条

（
４
）
計
算
書
類
（
貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計
算
書
）
及
び
財
産
目
録
の
承
認
（
社
会
福
祉
法
第
４
５
条
の
３
１
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
を
除
く
。）

●
定
款
施
行
細
則
第
９
条

（
１
）
事
業
報
告
並
び
に
社
会
福
祉
法
第
４
５
条
の
３
１
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
計
算
書
類
（
貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計
算
書
）
及
び
財
産

目
録
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（
３
）
議
案
の
概
要

（
４
）
定
時
評
議
員
会
の
招
集
に
あ
っ
て
は
、
計
算
書
類
（
貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計
算
書
）
及

び
事
業
報
告
並
び
に
監
査
報
告
＜
（
会
計
監
査
報
告
を
含
む
）
＞

２
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
評
議
員
会
は
、
評
議
員
の
全
員
の
同
意
が
あ
る
と
き
は
、
招
集
の

手
続
き
を
経
る
こ
と
な
く
開
催
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
前
項
の
規
定
に
よ
り
召
集
の
通
知
を
省
略
し
た
場
合
は
、
評
議
員
全
員
の
同
意
が
あ
っ
た
こ
と
が

確
認
で
き
る
書
類
を
作
成
し
、
保
存
す
る
も
の
と
す
る
。

(評
議
員
会
の
運
営
)

第
１
１
条
評
議
員
会
に
議
長
を
置
き
、
議
長
は
そ
の
都
度
選
任
す
る
も
の
と
す
る
。

２
評
議
員
会
の
決
議
（
特
別
決
議
を
除
く
。
）
は
、
可
否
同
数
の
と
き
は
、
議
長
が
こ
れ
を
決
す
る

も
の
と
す
る
。

３
評
議
員
会
は
、
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
職
員
等
関
係
者
の
出
席
を
求
め
、
議
案
の
内
容
等
に
つ
い

て
説
明
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

(議
事
録
)

第
１
２
条
評
議
員
会
の
議
事
録
に
は
、
次
の
事
項
を
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

（
１
）
評
議
員
会
の
日
時
及
び
場
所

（
２
）
議
事
の
経
過
の
要
領
及
び
そ
の
結
果

（
３
）
特
別
の
利
害
関
係
を
有
す
る
評
議
員
の
氏
名

（
４
）
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
２
条
の
１
５
第
３
項
第
４
号
に
規
定
す
る
監
事
＜
ま
た
は
会
計

監
査
人
＞
の
意
見
等

（
５
）
出
席
し
た
評
議
員
、
理
事
及
び
監
事
＜
理
事
、
監
事
及
び
会
計
監
査
人
＞
の
氏
名
ま
た
は

名
称

（
６
）
議
長
の
氏
名

（
７
）
議
事
録
を
作
成
し
た
者
の
氏
名

２
議
長
は
、
議
事
録
の
正
確
を
期
す
る
た
め
適
当
と
認
め
る
職
員
に
評
議
員
会
の
議
事
の
経
過
及
び

結
果
を
記
録
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
作
成
し
た
議
事
録
は
、
各
評
議
員
に
周
知
す
る
も
の
と
す
る
。

４
議
事
録
は
、
議
案
書
、
報
告
書
並
び
に
そ
れ
ら
の
説
明
の
た
め
の
参
考
資
料
を
添
付
し
て
、
評
議

員
会
の
日
か
ら
１
０
年
間
主
た
る
事
務
所
に
備
え
置
く
も
の
と
す
る
。
ま
た
、
そ
の
写
し
を
評
議
員

会
の
日
か
ら
５
年
間
従
た
る
事
務
所
に
備
え
置
く
も
の
と
す
る
。

（
備
考
）

従
た
る
事
務
所
を
設
置
し
な
い
法
人
は
、
第
４
項
の
う
ち
、「
ま
た
、
そ
の
写
し
を
評
議
員
会
の
日
か
ら
５
年
間
従

た
る
事
務
所
に
備
え
置
く
も
の
と
す
る
。」
を
削
っ
て
く
だ
さ
い
。

(欠
席
者
へ
の
報
告
)

第
１
３
条
理
事
長
は
、
評
議
員
会
に
欠
席
し
た
評
議
員
に
対
し
て
、
議
事
の
概
要
及
び
決
議
結
果
を

記
載
し
た
書
面
を
評
議
員
会
終
了
後
１
４
日
以
内
に
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。

第
４
章

役
員

(役
員
の
改
選
)

第
１
４
条
役
員
の
改
選
は
、
在
任
す
る
理
事
及
び
監
事
の
任
期
満
了
前
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
評
議
員
会
に
対
す
る
役
員
の
選
任
候
補
者
の
提
案
は
、
理
事
会
の
決
議
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

３
監
事
の
選
任
候
補
者
の
提
案
は
、
前
項
の
手
続
き
に
加
え
、
在
任
す
る
監
事
の
過
半
数
の
同
意
を

得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
前
項
の
同
意
が
あ
っ
た
と
き
は
、
「
監
事
選
任
に
関
す
る
監
事
の
同
意
書
」
の
徴
取
、
ま
た
は
第

２
項
の
決
議
を
行
っ
た
旨
を
理
事
会
議
事
録
へ
記
録
す
る
も
の
と
す
る
。

(役
員
の
選
任
候
補
者
の
提
案
を
す
る
と
き
の
事
前
確
認
資
料
)

第
１
５
条
評
議
員
会
に
役
員
の
選
任
候
補
者
の
提
案
を
行
う
場
合
に
は
、
当
該
提
案
を
決
議
す
る
理

事
会
の
開
催
前
に
、
当
該
役
員
の
選
任
候
補
者
と
し
て
予
定
し
て
い
る
者
か
ら
、
次
の
資
料
を
徴
さ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
１
）
履
歴
書

（
２
）
親
族
等
特
殊
関
係
申
立
書

（
３
）
欠
格
事
項
に
該
当
し
な
い
こ
と
の
申
立
書

（
４
）
身
分
証
明
書
（
※
重
任
の
場
合
は
不
要
）

２
在
任
す
る
役
員
を
選
任
候
補
者
と
し
て
提
案
す
る
場
合
は
、
前
項
第
３
号
の
規
定
は
適
用
し
な
い
。

(就
任
承
諾
書
の
提
出
等
)

第
１
６
条
評
議
員
会
で
役
員
と
し
て
選
任
さ
れ
た
者
は
、
速
や
か
に
就
任
承
諾
書
を
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

２
就
任
承
諾
書
が
提
出
さ
れ
た
場
合
は
、
前
条
第
１
項
の
資
料
と
と
も
に
、
個
人
情
報
保
護
に
留
意

し
て
保
管
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
前
条
第
１
項
の
資
料
を
徴
し
た
者
の
う
ち
、
役
員
（
補
欠
を
含
む
。
）
に
選
任
さ
れ
な
い
者
が
あ

っ
た
場
合
に
は
、
前
条
第
１
項
の
資
料
を
当
該
者
に
返
却
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(中
途
辞
任
)

第
１
７
条
役
員
は
、
や
む
を
得
な
い
事
由
に
よ
り
任
期
の
途
中
で
辞
任
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ

ら
か
じ
め
理
事
長
に
書
面
で
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(役
員
の
解
任
)

第
１
８
条
役
員
が
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
評
議
員
会
の
決
議
に
よ
っ
て
、
当
該
役
員

を
解
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
１
）
職
務
上
の
義
務
に
違
反
し
、
ま
た
は
職
務
を
怠
っ
た
と
き
。

（
２
）
心
身
の
故
障
の
た
め
、
職
務
の
執
行
に
支
障
が
あ
り
、
ま
た
は
こ
れ
に
堪
え
な
い
と
き
。

(役
員
の
解
任
の
提
案
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
の
手
続
)

第
１
９
条
評
議
員
会
に
役
員
の
解
任
の
提
案
を
行
う
場
合
に
は
、
当
該
提
案
を
決
議
す
る
理
事
会
の

開
催
前
に
、
解
任
し
よ
う
と
す
る
役
員
に
対
し
、
そ
の
理
由
を
示
し
た
上
で
、
聴
聞
の
機
会
を
付
与

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
当
該
役
員
は
、
聴
聞
の
期
日
に
出
頭
し
て
意
見
を
述
べ
、
及
び
証
拠
書
類
ま
た
は
証
拠
物
（
以
下

「
証
拠
書
類
等
」
と
い
う
。
）
を
提
出
し
、
ま
た
は
聴
聞
の
期
日
へ
の
出
頭
に
代
え
て
陳
述
書
及
び

証
拠
書
類
等
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
聴
聞
の
主
催
者
は
、
聴
聞
の
審
理
の
経
過
を
記
載
し
た
聴
聞
調
書
を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
当
該
役
員
は
、
前
項
の
聴
聞
調
書
の
閲
覧
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
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(欠
員
の
補
充
)

第
２
０
条
理
事
ま
た
は
監
事
に
欠
員
が
生
じ
た
場
合
は
、
す
み
や
か
に
補
充
選
任
を
行
う
も
の
と
す

る
。

(役
員
名
簿
)

第
２
１
条
理
事
長
は
、
役
員
の
選
任
後
速
や
か
に
役
員
名
簿
を
作
成
し
、
主
た
る
事
務
所
に
５
年
間

及
び
従
た
る
事
務
所
に
３
年
間
備
え
置
く
も
の
と
す
る
。

（
備
考
）

従
た
る
事
務
所
を
設
置
し
て
い
な
い
場
合
は
、「
及
び
従
た
る
事
務
所
に
３
年
間
」
を
削
っ
て
く
だ
さ
い
。

第
５
章

理
事
会

(法
人
の
業
務
執
行
の
決
定
)

第
２
２
条
理
事
会
で
決
定
す
べ
き
法
人
の
業
務
は
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（
１
）
事
業
計
画
、
予
算

（
２
）
予
算
外
の
新
た
な
義
務
の
負
担
ま
た
は
権
利
の
放
棄

（
３
）
事
業
報
告
、
決
算

（
４
）
定
款
の
変
更

（
５
）
社
会
福
祉
施
設
の
許
認
可
関
係

（
６
）
施
設
長
等
の
任
免
そ
の
他
重
要
な
人
事

（
７
）
基
本
財
産
の
取
得
・
処
分
、
担
保
提
供
等

（
８
）
金
銭
の
借
入

（
９
）
法
人
の
運
営
に
関
す
る
規
則
の
制
定
及
び
変
更

（
10
）
施
設
用
財
産
に
関
す
る
契
約
そ
の
他
主
要
な
契
約

（
11
）
寄
附
金
の
募
集
に
関
す
る
事
項

（
12
）
合
併
、
解
散
、
解
散
し
た
場
合
に
お
け
る
残
余
財
産
の
帰
属
先
の
選
定

（
13
）
新
た
な
事
業
の
経
営
ま
た
は
受
託

（
14
）
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
策
定

（
15
）
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
の
運
営
、
評
議
員
選
任
候
補
者
の
推
薦
及
び
解
任
の
提
案

（
16
）
そ
の
他
日
常
の
業
務
と
し
て
理
事
会
が
定
め
る
理
事
長
の
専
決
事
項
以
外
の
全
て
の
法
人

の
業
務
に
関
す
る
事
項

(報
告
事
項
)

第
２
３
条
理
事
会
へ
報
告
す
べ
き
法
人
の
業
務
は
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（
１
）
理
事
長
＜
理
事
長
及
び
業
務
執
行
理
事
＞
の
職
務
の
執
行
の
状
況

（
２
）
監
督
官
庁
が
実
施
し
た
検
査
ま
た
は
調
査
の
結
果
(
改
善
指
示
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
改

善
状
況
)

（
３
）
そ
の
他
役
員
か
ら
報
告
を
求
め
ら
れ
た
事
項

(理
事
会
の
招
集
)

第
２
４
条
理
事
会
の
招
集
は
、
次
の
招
集
事
項
を
記
載
し
た
書
面
に
よ
り
招
集
日
の
１
週
間
前
ま
で

に
、
各
理
事
及
び
各
監
事
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

（
１
）
理
事
会
の
日
時
及
び
場
所

（
２
）
議
題

２
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
理
事
会
は
、
理
事
及
び
監
事
の
全
員
の
同
意
が
あ
る
と
き
は
、
招

集
の
手
続
き
を
経
る
こ
と
な
く
開
催
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
前
項
の
規
定
に
よ
り
召
集
の
通
知
を
省
略
し
た
場
合
は
、
理
事
及
び
役
員
全
員
の
同
意
が
あ
っ
た

こ
と
が
確
認
で
き
る
書
類
を
作
成
し
、
保
存
す
る
も
の
と
す
る
。

(理
事
会
の
運
営
)

第
２
５
条
理
事
会
に
議
長
を
置
き
、
議
長
は
そ
の
都
度
選
任
す
る
も
の
と
す
る
。

２
理
事
会
の
決
議
（
特
別
決
議
を
除
く
。
）
に
お
い
て
、
可
否
同
数
の
と
き
は
、
議
長
が
こ
れ
を
決

す
る
も
の
と
す
る
。

３
理
事
会
は
、
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
職
員
等
関
係
者
の
出
席
を
求
め
、
議
案
の
内
容
等
に
つ
い
て

説
明
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

(議
事
録
)

第
２
６
条
理
事
会
の
議
事
録
に
は
、
次
の
事
項
を
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

（
１
）
理
事
会
の
日
時
及
び
場
所

（
２
）
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
２
条
の
１
７
第
３
項
第
２
号
に
定
め
る
方
法
で
招
集
さ
れ
た
と

き
は
、
そ
の
旨

（
３
）
議
事
の
経
過
の
要
領
及
び
そ
の
結
果

（
４
）
特
別
の
利
害
関
係
を
有
す
る
理
事
の
氏
名

（
５
）
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
２
条
の
１
７
第
３
項
第
５
号
に
規
定
す
る
意
見
、
ま
た
は
発
言

の
概
要

（
６
）
出
席
し
た
理
事
及
び
監
事
の
氏
名

（
７
）
議
長
の
氏
名

（
８
）
議
事
録
を
作
成
し
た
理
事
の
氏
名

２
議
長
は
、
議
事
録
の
正
確
を
期
す
る
た
め
適
当
と
認
め
る
職
員
に
、
理
事
会
の
議
事
の
経
過
及
び

結
果
を
記
録
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
作
成
し
た
議
事
録
は
、
各
理
事
及
び
各
監
事
に
周
知
す
る
も
の
と
す
る
。

４
議
事
録
は
、
議
案
書
、
報
告
書
並
び
に
そ
れ
ら
の
説
明
の
た
め
の
参
考
資
料
を
添
付
し
て
、
理
事

会
の
日
か
ら
１
０
年
間
主
た
る
事
務
所
に
備
え
置
く
も
の
と
す
る
。
ま
た
、
そ
の
写
し
を
理
事
会
の

日
か
ら
５
年
間
従
た
る
事
務
所
に
備
え
置
く
も
の
と
す
る
。

（
備
考
）

①
会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、（
６
）
の
次
に
、
次
の
１
項
を
追
加
し
、
以
降
項
番
号
を
繰
り
下
げ
て
く
だ
さ

い
。 （
７
）
出
席
し
た
会
計
監
査
人
の
氏
名
ま
た
は
名
称

②
従
た
る
事
務
所
を
設
置
し
な
い
法
人
は
、
第
４
項
の
う
ち
、「
ま
た
、
そ
の
写
し
を
理
事
会
の
日
か
ら
５
年
間

従
た
る
事
務
所
に
備
え
置
く
も
の
と
す
る
。」
を
削
っ
て
く
だ
さ
い
。

(欠
席
者
へ
の
報
告
)

第
２
７
条
理
事
長
は
、
理
事
会
に
欠
席
し
た
理
事
及
び
監
事
に
対
し
て
議
事
の
概
要
及
び
決
議
結
果

を
記
載
し
た
書
面
を
理
事
会
終
了
後
１
４
日
以
内
に
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。

第
６
章

決
算
・
監
査

(資
料
の
作
成
)
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第
２
８
条
理
事
長
は
、
会
計
年
度
終
了
後
、
計
算
書
類
（
貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計
算
書
）
、
事
業

報
告
及
び
こ
れ
ら
の
附
属
明
細
書
並
び
に
財
産
目
録
を
作
成
し
、
監
事
に
提
供
す
る
も
の
と
す
る
。

(監
事
の
監
査
)

第
２
９
条
監
事
は
前
条
の
資
料
を
受
け
た
後
、
監
査
を
実
施
し
、
理
事
長
に
対
し
、
監
査
報
告
の
内

容
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(監
査
報
告
の
内
容
)

第
３
０
条
前
条
の
監
査
報
告
の
内
容
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（
１
）
監
査
の
日
時
及
び
場
所

（
２
）
監
査
の
方
法
及
び
そ
の
内
容

（
３
）
計
算
書
類
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
が
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
財
産
、
収
支
及
び
純
資
産
の

増
減
の
状
況
を
全
て
の
重
要
な
点
に
お
い
て
適
正
に
表
示
し
て
い
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
の

意
見

（
４
）
追
記
情
報
（
会
計
方
針
の
変
更
、
重
要
な
偶
発
事
象
、
重
要
な
後
発
事
象
）

（
５
）
事
業
報
告
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
が
法
令
ま
た
は
定
款
に
従
い
、
当
該
社
会
福
祉
法
人
の

状
況
を
正
し
く
示
し
て
い
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
の
意
見

（
６
）
理
事
の
職
務
の
執
行
に
関
し
、
不
正
の
行
為
ま
た
は
法
令
若
し
く
は
定
款
に
違
反
す
る
重

大
な
事
実
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
事
実

（
７
）
監
査
の
た
め
に
必
要
な
調
査
が
で
き
な
か
っ
た
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由

（
８
）
社
会
福
祉
法
人
の
業
務
の
適
正
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
体
制
の
整
備
（
内
部
管
理
体

制
の
整
備
）
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
事
項
の
内
容
が
相
当
で
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、

そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由

（
９
）
監
査
報
告
を
作
成
し
た
日

（
備
え
置
き
）

第
３
１
条
第
２
８
条
の
資
料
並
び
に
監
査
報
告
は
、
理
事
会
の
承
認
を
受
け
、
定
時
評
議
員
会
の
２

週
間
前
の
日
か
ら
５
年
間
主
た
る
事
務
所
に
備
え
置
く
も
の
と
す
る
。
ま
た
、
そ
の
写
し
を
定
時
評

議
員
会
の
２
週
間
前
の
日
か
ら
３
年
間
従
た
る
事
務
所
に
備
え
置
く
も
の
と
す
る
。

（
備
考
）

従
た
る
事
務
所
を
設
置
し
な
い
法
人
は
、「
ま
た
、
そ
の
写
し
を
定
時
評
議
員
会
の
２
週
間
前
の
日
か
ら
３
年
間
従

た
る
事
務
所
に
備
え
置
く
も
の
と
す
る
。」
を
削
っ
て
く
だ
さ
い
。

（
評
議
員
へ
の
提
供
）

第
３
２
条
理
事
長
は
、
定
時
評
議
員
会
の
招
集
通
知
に
際
し
て
、
評
議
員
に
対
し
、
計
算
書
類
及
び

事
業
報
告
並
び
に
監
査
報
告
を
提
供
す
る
も
の
と
す
る
。

＜
会
計
監
査
人
設
置
社
会
福
祉
法
人
の
場
合
＞

第
６
章
は
、
次
の
例
を
参
考
に
定
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

第
６
章
決
算
・
監
査

(決
算
資
料
の
作
成
及
び
提
供
)

第
２
８
条
理
事
長
は
、
会
計
年
度
終
了
後
１
月
以
内
に
計
算
書
類
（
貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計
算
書
）
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
並
び
に
財
産
目
録
を
作

成
し
、
会
計
監
査
人
及
び
監
事
に
提
供
す
る
も
の
と
す
る
。

２
理
事
長
は
、
会
計
年
度
終
了
後
１
月
以
内
に
事
業
報
告
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
を
作
成
し
、
監
事
に
提
供
す
る
も
の
と
す
る
。

(会
計
監
査
人
の
会
計
監
査
)

第
２
９
条
会
計
監
査
人
は
、
前
条
第
１
項
の
資
料
を
受
領
し
た
日
か
ら
４
週
間
以
内
に
、
理
事
長
及
び
監
事
に
対
し
、
法
令
に
基
づ
く
会
計
監
査
報
告

の
内
容
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

第
７
章
事
務
の
専
決

(事
務
の
専
決
)

第
３
３
条
定
款
第
２
６
条
の
規
定
に
よ
り
、
理
事
長
が
専
決
す
る
こ
と
の
で
き
る
事
項
は
、
別
に
定

め
る
と
お
り
と
す
る
。

２
理
事
長
が
専
決
す
る
こ
と
の
で
き
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
そ
の
一
部
を
施
設
長
＜
施
設
長
ま
た
は

業
務
執
行
理
事
＞
の
専
決
事
項
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
備
考
）

定
款
例
で
は
「
第
２
６
条
」
と
し
て
い
る
が
、
法
人
で
定
め
る
定
款
の
「
権
限
」
の
条
を
規
定
し
て
く
だ
さ
い
。

(専
決
の
報
告
)

第
３
４
条
理
事
長
＜
理
事
長
ま
た
は
業
務
執
行
理
事
＞
が
専
決
を
行
っ
た
事
項
の
う
ち
、
そ
の
内
容

が
重
要
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
理
事
長
＜
理
事
長
及
び
業
務
執
行
理
事
＞
の
自

己
の
職
務
の
執
行
の
状
況
の
報
告
の
中
で
理
事
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
施
設
長
＜
業
務
執
行
理
事
ま
た
は
施
設
長
＞
が
専
決
を
行
っ
た
事
項
の
う
ち
、
そ
の
内
容
が
重
要

で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
速
や
か
に
理
事
長
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附
則

こ
の
細
則
は
、
令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日
か
ら
施
行
す
る
。

(監
事
の
監
査
)

第
３
０
条
監
事
は
、
前
条
の
会
計
監
査
報
告
を
受
領
し
た
日
か
ら
１
週
間
以
内
に
監
査
を
実
施
し
、
理
事
長
及
び
会
計
監
査
人
に
対
し
、
監
査
報
告
の

内
容
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(監
査
報
告
の
内
容
)

第
３
１
条

前
条
の
監
査
報
告
の
内
容
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（
１
）
監
査
の
日
時
及
び
場
所

（
２
）
監
査
の
方
法
及
び
そ
の
内
容

（
３
）
会
計
監
査
人
の
監
査
の
方
法
ま
た
は
結
果
を
相
当
で
な
い
と
認
め
た
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由

（
４
）
重
要
な
後
発
事
象
（
会
計
監
査
報
告
の
内
容
と
な
っ
て
い
る
も
の
を
除
く
。）

（
５
）
会
計
監
査
人
の
職
務
の
執
行
が
適
正
に
実
施
さ
れ
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
に
関
す
る
事
項

（
６
）
事
業
報
告
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
が
法
令
ま
た
は
定
款
に
従
い
、
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
状
況
を
正
し
く
示
し
て
い
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
の

意
見

（
７
）
理
事
の
職
務
の
執
行
に
関
し
、
不
正
の
行
為
ま
た
は
法
令
若
し
く
は
定
款
に
違
反
す
る
重
大
な
事
実
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
事
実

（
８
）
監
査
の
た
め
に
必
要
な
調
査
が
で
き
な
か
っ
た
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由

（
９
）
社
会
福
祉
法
人
の
業
務
の
適
正
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
体
制
の
整
備
（
内
部
管
理
体
制
の
整
備
）
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
事
項
の

内
容
が
相
当
で
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由

（
10
）
監
査
報
告
を
作
成
し
た
日

（
備
え
置
き
）

第
３
２
条
第
２
８
条
各
項
の
資
料
並
び
に
監
査
報
告
は
、
理
事
会
の
承
認
を
受
け
、
定
時
評
議
員
会
の
２
週
間
前
の
日
か
ら
５
年
間
主
た
る
事
務
所
に

備
え
置
く
も
の
と
す
る
。
ま
た
、
そ
の
写
し
を
定
時
評
議
員
会
の
２
週
間
前
の
日
か
ら
３
年
間
従
た
る
事
務
所
に
備
え
置
く
も
の
と
す
る
。

（
評
議
員
へ
の
提
供
）

第
３
３
条
理
事
長
は
、
定
時
評
議
員
会
の
招
集
通
知
に
際
し
て
、
評
議
員
に
対
し
、
計
算
書
類
及
び
事
業
報
告
並
び
に
監
査
報
告
を
提
供
す
る
も
の
と

す
る
。
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様
式
例
２
設
立
発
起
人
会
議
事
録

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
発
起
人
会
議
事
録

１
．
日
時
令
和
○
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

午
前
・
午
後
〇
〇
時
〇
〇
分
～
午
前
・
午
後
〇
〇
時
〇
〇
分
ま
で

２
．
場
所

３
．
出
席
者
設
立
発
起
人

理
事

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

以
上
計
６
名

監
事

○
○
○
○

○
○
○
○

以
上
計
２
名

４
．
議
長
の
選
任

設
立
発
起
人
の
全
員
の
出
席
を
み
た
の
で
、
発
起
人
○
○
○
○
が
仮
議
長
と
な
り
、
直

ち
に
議
長
の
選
任
を
求
め
た
と
こ
ろ
、
発
起
人
○
○
○
○
か
ら
仮
議
長
を
推
し
た
い
旨
の

動
議
の
提
出
が
あ
り
、
満
場
の
賛
同
を
得
て
、
発
起
人
○
○
○
○
が
議
長
と
な
り
、
議
事

に
入
る
。

５
．
議
事
録
署
名
人
の
指
名

議
長
よ
り
議
事
録
署
名
人
を
指
名
し
た
旨
を
述
べ
た
と
こ
ろ
、
全
員
異
議
な
く
賛
成
し

た
の
で
、
議
長
は
、
下
記
両
名
を
議
事
録
署
名
人
と
し
て
指
名
し
た
。

○
○
○
○

○
○
○
○

以
上
計
２
名

６
．
議
案
及
び
議
事
の
顛
末

第
○
号
議
案
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
設
立
に
つ
い
て

議
長
が
別
紙
設
立
趣
意
書
を
朗
読
、
そ
の
趣
旨
に
基
づ
き
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
を

設
立
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
満
場
一
致
を
も
っ
て
議
決
し
た
。

第
○
号
議
案
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
定
款
の
承
認
に
つ
い
て

議
長
が
別
紙
定
款
を
朗
読
、
原
案
を
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
定
款
と
し
て
採
択
す
る

こ
と
に
満
場
一
致
議
決
し
た
。

第
○
号
議
案
設
立
当
初
の
財
産
目
録
、
事
業
計
画
、
収
支
予
算
に
つ
い
て

設
立
当
初
の
資
産
、
事
業
内
容
、
収
支
予
算
に
つ
い
て
議
長
か
ら
承
認
を
求
め
た
と
こ

ろ
全
員
異
議
な
く
賛
成
し
た
。

第
○
号
議
案

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
、
設
立
者
及
び
設
立
当
初
の
役
員
並
び
設
立
代

表
者
に
つ
い
て

設
立
者
及
び
設
立
当
初
の
役
員
に
は
、
設
立
発
起
人
全
員
が
な
る
こ
と
と
な
り
、
役
員

と
し
て
理
事
○
名
・
監
事
○
名
を
選
ぶ
こ
と
と
し
、
互
選
の
結
果
、
次
の
と
お
り
決
定
、

全
員
就
任
を
承
諾
し
た
。

更
に
設
立
代
表
者
及
び
理
事
長
に
理
事
○
○
○
○
を
選
出
し
、
こ
れ
に
設
立
手
続
に
関

す
る
一
切
の
権
限
を
委
任
す
る
こ
と
に
満
場
一
致
議
決
し
た
。

理
事
長

○
○
○
○

理
事

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

監
事

○
○
○
○

○
○
○
○

第
○
号
議
案
評
議
員
会
の
設
置
及
び
評
議
員
の
選
任
に
つ
い
て

法
人
に
評
議
員
会
を
設
置
し
、
設
立
当
初
の
評
議
員
と
し
て
下
記
の
〇
〇
名
を
選
任
す

る
こ
と
を
決
議
し
た
。

評
議
員

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

第
○
号
議
案
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
○
○
園
の
建
設
に
つ
い
て

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
○
○
園
の
建
設
計
画
及
び
建
設
費
に
つ
い
て
審
議
し
た
と
こ
ろ

鉄
骨
造
２
階
建
延
○
○
㎡
建
設
総
額
○
○
○
○
円
、
そ
の
内
訳
は
、
本
体
工
事
費
○
○
○

○
円
、
附
帯
設
備
費
○
○
○
○
円
、
初
度
調
弁
費
○
○
○
○
円
、
設
計
監
理
費
○
○
○
○

円
で
も
っ
て
建
設
す
る
こ
と
に
満
場
一
致
で
議
決
し
た
。

第
○
号
議
案
建
設
資
金
計
画
と
借
入
金
に
つ
い
て

建
設
資
金
○
○
○
○
円
の
財
源
と
し
て
寄
附
金
○
○
○
○
円
、
国
県
市
補
助
金
○
○
○

○
円
を
充
当
す
る
が
、
な
お
不
足
す
る
○
○
○
○
円
を
福
祉
医
療
機
構
か
ら
借
り
入
れ
る

こ
と
を
全
員
異
議
な
く
承
認
し
た
。

第
○
号
議
案
借
入
金
に
関
す
る
担
保
物
件
に
つ
い
て

建
設
に
伴
う
福
祉
医
療
機
構
か
ら
借
入
金
○
○
○
○
円
の
担
保
物
件
に
つ
い
て
は
、
建

設
予
定
地
及
び
建
物
を
担
保
提
供
す
る
こ
と
を
全
員
異
議
な
く
承
認
し
た
。

第
○
号
議
案
借
入
金
に
関
す
る
連
帯
保
証
人
に
つ
い
て

特
養
建
設
に
伴
う
福
祉
医
療
機
構
か
ら
の
借
入
金
○
○
○
○
円
の
連
帯
保
証
人
に
つ
い

て
は
、
理
事
長
○
○
氏
及
び
○
○
氏
を
充
て
る
こ
と
と
し
て
本
人
も
承
諾
し
て
い
る
た

め
、
全
員
異
議
な
く
承
認
し
た
。

第
○
号
議
案
借
入
金
に
関
す
る
償
還
財
源
に
つ
い
て

特
養
建
設
に
伴
う
福
祉
医
療
機
構
か
ら
の
借
入
金
の
償
還
財
源
に
つ
い
て
は
、
全
額
○

○
氏
か
ら
の
寄
附
金
を
充
当
す
る
こ
と
と
し
、
別
紙
贈
与
契
約
書
（
案
）
の
と
お
り
贈
与

契
約
を
締
結
す
る
こ
と
を
全
員
異
議
な
く
承
認
し
た
。

な
お
、
償
還
に
つ
い
て
は
、
理
事
全
員
が
責
任
を
持
ち
、
将
来
滞
納
が
生
じ
た
と
き

は
、
理
事
全
員
が
連
帯
し
て
償
還
す
る
こ
と
を
全
員
異
議
な
く
承
諾
し
た
。
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（
注
）
法
人
の
役
員
及
び
評
議
員
に
つ
い
て
は
、
設
立
の
認
可
を
受
け
、
設
立
登
記
を
行
っ
た
後
に

定
款
の
規
定
に
基
づ
き
、
改
め
て
選
任
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

選
任
の
手
続
き
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

（
１
）
設
立
時
の
理
事
に
よ
り
理
事
会
を
開
催
し
、
以
下
の
こ
と
を
決
議

ア
役
員
候
補
者
の
選
任

イ
評
議
員
会
召
集
の
決
議

（
２
）
設
立
時
の
評
議
員
に
よ
り
評
議
員
会
を
開
催
し
、
役
員
を
選
任

（
３
）
理
事
会
を
開
催
し
、
次
の
こ
と
を
決
議

ア
理
事
長
を
選
定

イ
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
の
選
任

ウ
評
議
員
候
補
者
の
選
任

（
４
）
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
を
開
催
し
、
評
議
員
を
選
任

第
○
号
議
案
贈
与
契
約
締
結
に
伴
う
特
別
代
理
人
の
選
任
に
つ
い
て

理
事
長
（
又
は
設
立
代
表
者
）
○
○
○
○
と
法
人
と
の
贈
与
契
約
締
結
に
際
し
て
、
本

人
の
特
別
代
理
人
と
し
て
設
立
発
起
人
△
△
△
△
を
選
任
す
る
と
と
も
に
、
本
契
約
締
結

に
関
す
る
一
切
の
権
限
を
△
△
△
△
に
委
任
す
る
こ
と
を
満
場
一
致
議
決
し
た
。

７
．
会
議
資
料

議
案
は
議
事
録
に
添
付

こ
の
議
事
録
の
正
確
を
期
す
る
た
め
、
次
の
と
お
り
署
名
す
る
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

設
立
発
起
人
会

議
長

○
○
○
○
㊞

署
名
人

○
○
○
○
㊞

署
名
人

○
○
○
○
㊞

記
名
の
場
合
は
実
印

署
名
の
場
合
は
認
印
可

様
式
例
３
添
付
書
類
目
録

添
付
書
類
目
録
（
例
）

添
付

書
類

添
付
し
た

書
類
に
○
印

１
社
会
福
祉
法
人
設
立
認
可
申
請
書

○

２
定
款

○

３
設
立
発
起
人
会
議
事
録
（
写
）（
設
立
趣
意
書
含
む
）

○

４
添
付
書
類
目
録

○

５
財
産
目
録

○

６ 財 産 目 録 記 載 の 財 産 が 法 人 に 帰 属 す る こ と を 証 す る 書 類

(1
)
贈
与
契
約
書
（
写
）

○

(2
)
確
約
書
（
写
）
又
は
補
助
予
定
通
知
書
（
写
）

（
贈
与
者
が
地
方
公
共
団
体
の
場
合
）

○

(3
)

贈
与
者
の
身
分
証
明
書
（
写
）
、
登
記
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
の
証
明
書
（
写
）

○

（
4）

贈
与
者

が
法
人

の
場
合

ア
定
款
（
写
）

イ
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書
（
現
在
事
項
全
部
証
明
書
）（
写
）

ウ
社
員
総
会
等
議
事
録
（
写
）
及
び
決
算
書
（
写
）

(5
)
預
貯
金
等
残
高
証
明
書
（
写
）、
所
得
証
明
書
（
写
）
等

○

(6
)

不
動
産
の
登
記
事
項
証
明
書
（
写
）
及
び
地
図
又
は
地
図
に
準
ず
る
図
面

○

(7
)
不
動
産
の
価
格
評
価
書
（
写
）

○

(8
)
所
有
権
移
転
登
記
確
約
書
（
写
）

○

(9
)
（
農
地
転
用
許
可
書
（
写
））

(1
0)

免
責
的
債
務
引
受
契
約
証
書
（
写
）

（
寄
附
物
件
に
付
随
す
る
負
債
の
引
受
け
を
証
す
る
書
類
（
写
））

７ （ 借 地 の 場 合 ）

(1
)
地
方
公
共
団
体
の
無
償
貸
与
確
約
書
（
写
）

(2
)
地
上
権
設
定
契
約
書
（
写
）

(3
)
地
上
権
設
定
登
記
確
約
書
（
写
）

(4
)
土
地
賃
貸
借
契
約
書
（
写
）

(5
)
賃
借
権
登
記
確
約
書
（
写
）

(6
)

地
主
の
身
分
証
明
書
（
写
）
、
登
記
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
の
証
明
書
（
写
）

(7
)

不
動
産
の
登
記
事
項
証
明
書
（
写
）
及
び
地
図
又
は
地
図
に
準
ず
る
図
面

(8
)
地
代
贈
与
契
約
書
（
写
）

(9
)

ア
地
代
寄
附
者
の
身
分
証
明
書
（
写
）
、
登
記
さ
れ
て
い
な
い

こ
と
の
証
明
書
（
写
）

イ
地
代
寄
附
者
の
所
得
証
明
書
（
写
）

(1
0)

（
農
地
転
用
許
可
書
（
写
））
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添
付

書
類

添
付
し
た

書
類
に
○
印

８ 事 業 計 画 等

(1
)
建
設
年
度
収
支
予
算
書

（
資
金
収
支
予
算
書
・
資
金
収
支
予
算
内
訳
書
）

○

(2
)
第
１
年
度
事
業
計
画
書

○

(3
)
第
１
年
度
収
支
予
算
書

（
資
金
収
支
予
算
書
・
資
金
収
支
予
算
内
訳
書
）

○

(4
)
第
２
年
度
事
業
計
画
書

○

(5
)
第
２
年
度
収
支
予
算
書

（
資
金
収
支
予
算
書
・
資
金
収
支
予
算
内
訳
書
）

○

(6
)
事
業
計
画
に
係
る
確
約
書

○

９ 設 立 者 、 設 立 後 の 評 議 員

及 び 役 員 に 関 す る 書 類

(1
)

設
立
代
表
者
の
履
歴
書
（
写
）

○

(2
)
設
立
代
表
者
の
権
限
を
証
す
る
書
類
（
委
任
状
）（
写
）

○

(3
)

評
議
員
及
び
役
員
就
任
承
諾
書
（
写
）

○

(4
)

評
議
員
及
び
役
員
就
任
予
定
者
の
履
歴
書
（
写
）

○

(5
)
欠
格
事
由
に
該
当
し
な
い
こ
と
の
申
立
書
（
写
）

○

(8
)
特
殊
関
係
申
立
書
（
写
）

（
親
族
等
の
特
殊
の
関
係
に
あ
る
者
に
関
す
る
申
立
書
）

○

施 設 建 設 関 係 書 類10

(1
)

施
設
建
設
計
画
書

○

(2
)

建
設
図
面
（
付
近
見
取
図
・
配
置
図
・
平
面
図
・
立
面
図
）（
写
）

○

(3
)

施
設
建
設
費
見
積
書
（
写
）

○

(4
)

設
計
監
理
費
見
積
書
（
写
）

○

(5
)

建
築
確
認
書
（
写
）

(6
)

設
備
整
備
（
初
度
調
弁
）
計
画
書

○

(7
)

設
備
整
備
費
見
積
書
（
写
）

○

(8
)

補
助
金
交
付
決
定
内
定
書
（
写
）

○

(9
)

助
成
金
等
の
交
付
決
定
内
定
書
（
写
）

○

(1
0)

建
設
自
己
資
金
贈
与
契
約
書
（
写
）

○

(1
1)

贈
与
者
の
身
分
証
明
書
（
写
）

○

(1
2)

贈
与
者
の
登
記
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
の
証
明
書
（
写
）

○

(1
3)

贈
与
者
の
預
貯
金
等
残
高
証
明
書
（
写
）、
所
得
証
明
書
（
写
）
等

○

添
付

書
類

添
付
し
た

書
類
に
○
印

施 設 建 設 関 係 書 類10

(1
4) 借 入 金 関 係 書 類

ア
貸
付
内
定
書
（
写
）

○

イ
償
還
計
画
（
写
）

○

ウ
償
還
金
贈
与
契
約
書
（
写
）

○

エ
寄
附
者
及
び
保
証
人
の
身
分
証
明
書
（
写
）

○

オ
寄
附
者
及
び
保
証
人
の
登
記
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
の
証
明
書

○

カ
寄
附
者
及
び
保
証
人
の
所
得
証
明
書
（
写
）
又
は
納
税
証
明
書
（
写
）

○

キ
確
約
書
（
写
）
又
は
補
助
予
定
通
知
書
（
写
）

（
寄
附
者
が
地
方
公
共
団
体
の
場
合
）

○

ク

定
款
（
写
）
、
登
記
事
項
証
明
書
（
写
）
、
議
事
録
（
写
）
及

び
決
算
書
（
写
）

（
寄
附
者
が
団
体
の
場
合
）

○

ケ

規
約
（
写
）
、
会
員
名
簿
（
写
）
、
議
事
録
（
写
）
、
後
援
会

の
過
去
３
～
５
年
寄
附
実
績
（
写
）

（
寄
附
者
が
後
援
会
の
場
合
）

○

施 設 長 関 係11
(1
)
施
設
長
就
任
承
諾
書
（
写
）

○

(2
)
施
設
長
就
任
予
定
者
の
履
歴
書
（
写
）

○

(3
)
施
設
長
の
資
格
を
証
す
る
書
類
（
写
）

○

12
基
本
財
産
編
入
誓
約
書

○

13
諸
規
程
（
管
理
、
就
業
、
給
与
、
経
理
等
）

○

事 務 担 当 者

役
職
名
（

）
氏

名
（

）

電
話
番
号
（

）
F
A
X
番
号
（

）

電
子
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
（

）

住
所
（
〒

）
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様
式
例
４
財
産
目
録

（
注
）
１

法
人
設
立
に
あ
た
っ
て
、
贈
与
契
約
に
基
づ
き
法
人
が
取
得
す
る
財
産
に
つ
い
て
記
載

し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
不
要
の
項
目
は
削
除
し
て
く
だ
さ
い
。

２
土
地
は
、
不
動
産
の
登
記
事
項
証
明
書
の
と
お
り
１
筆
ご
と
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

３
建
物
に
つ
い
て
は
、
既
存
の
建
物
の
贈
与
を
受
け
る
場
合
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、
記
載
は
不
動
産
の
登
記
事
項
証
明
書
の
と
お
り
に
、
１
棟
ご
と
に
記
載
し
て
く

だ
さ
い
。

４
什
器
備
品
に
つ
い
て
は
、
什
器
備
品
の
贈
与
を
受
け
る
場
合
は
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

５
負
債
を
抱
え
て
の
法
人
設
立
は
、
原
則
と
し
て
認
め
な
い
た
め
、
負
債
の
部
は
０
円
と

な
り
ま
す
。

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

財
産
目
録

（
設
立
当
初
）

Ⅰ
資
産
の
部

○
○
○
○
円

１
．
基
本
財
産

○
○
○
○
円

（
内
訳
）

（
１
）
土
地

○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番
所
在
の
（
地
目
、
面
積
㎡
を
記
載
）

㎡
単
価
○
○
円

総
額
○
○
○
○
円

（
２
）
建
物

○
○
市
○
○
丁
目
○
○
番
地
所
在
の
建
物
（
構
造
、
面
積
㎡
を
記
載
）

○
○
○
○
円

（
３
）
基
本
財
産
基
金

○
○
○
○
円

２
．
そ
の
他
財
産

○
○
○
○
円

（
内
訳
）

（
１
）
建
物
自
己
資
金

○
○
○
○
円

（
２
）
運
転
資
金

○
○
○
○
円

（
３
）
法
人
事
務
費

○
○
○
○
円

（
４
）
什
器
備
品

○
○
○
○
円

（
５
）
権
利

○
○
○
○
円

Ⅱ
負
債
の
部

○
○
○
○
円

Ⅲ
差
引
純
資
産

○
○
○
○
円
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様
式
例
５
贈
与
契
約
書

※
設
立
代
表
者
か
ら
贈
与
の
あ
る
場
合
に
つ
い
て
は
、
次
の
例
に
よ
っ
て
く
だ
さ
い
。

○
○
○
○
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。）
と
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
代
表
者
特
別
代
理

人
○
○
○
○
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。）
は
、
次
の
と
お
り
贈
与
契
約
を
締
結
す
る
。

（
注
）
１

法
人
設
立
認
可
申
請
書
に
は
契
約
書
原
本
の
写
し
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
契
約
書
の
原
本
は
、
関
係
者
が
そ
れ
ぞ
れ
保
管
し
て
く
だ
さ
い
。

２
既
に
設
立
さ
れ
た
社
会
福
祉
法
人
が
、
当
該
理
事
長
か
ら
の
贈
与
に
関
す
る
契
約
を
締

結
す
る
場
合
は
、
理
事
長
の
職
務
代
理
の
規
定
が
廃
止
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
職
務
代
理
者

を
選
定
せ
ず
、
理
事
長
名
で
契
約
を
締
結
し
、
理
事
会
で
の
承
認
を
受
け
て
く
だ
さ
い
。

贈
与
契
約
書

○
○
○
○
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。
）
と
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
代
表
者
○
○
○
○

（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。）
は
、
次
の
と
お
り
贈
与
契
約
を
締
結
す
る
。（
※
）

第
１
条
甲
は
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
設
立
が
認
可
さ
れ
た
と
き
は
、
同
法
人
の
○
○
資

金
と
し
て
、
金
○
○
○
○
○
○
円
、
資
産
と
し
て
、
別
記
目
録
記
載
の
財
産
を
同
法
人
に
贈
与

す
る
こ
と
を
約
し
、
乙
は
こ
れ
を
承
諾
し
た
。

第
２
条

甲
は
、
前
条
に
よ
る
贈
与
を
同
法
人
設
立
後
１
週
間
以
内
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

第
３
条
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
設
立
の
認
可
が
得
ら
れ
な
い
と
き
は
、
こ
の
契
約
は
無
効

と
し
、
こ
れ
に
よ
り
損
害
が
発
生
し
た
場
合
、
甲
は
、
損
害
の
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
。

第
４
条
こ
の
契
約
に
定
め
て
い
な
い
事
項
に
つ
い
て
は
、
甲
、
乙
は
誠
意
を
も
っ
て
協
議
の
う

え
決
定
す
る
も
の
と
す
る
。

上
記
契
約
を
証
す
る
た
め
、
同
文
２
通
を
作
成
し
、
甲
、
乙
署
名
捺
印
の
う
え
各
１
通
を
所
持

す
る
。 令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
住
所

氏
名

○
○
○
○
実
印

乙
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
代
表
者
（
注
２
）

別
記

（
注
）
１

不
動
産
の
登
記
事
項
証
明
書
記
載
の
と
お
り
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
従
っ
て
、
土
地

の
一
部
の
贈
与
が
行
わ
れ
る
場
合
は
、
分
筆
登
記
を
済
ま
せ
た
後
の
不
動
産
の
登
記
事
項

証
明
書
に
よ
り
記
入
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

２
既
存
の
建
物
の
贈
与
を
受
け
る
と
き
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
記
入
は
不
動
産
の
登
記
事
項
証
明
書
記
載
の
と
お
り
と
し
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、
建
設
中
の
建
物
に
つ
い
て
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

３
什
器
備
品
に
つ
い
て
、
別
紙
を
添
付
す
る
と
き
は
、
「
別
紙
明
細
書
の
と
お
り
」
と
記

載
し
、
別
紙
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

目
録

１
．
現
金

金
○
○
○
○
○
○
○
円

（
内
訳
）

建
設
自
己
資
金

○
○
○
○
円

運
転
資
金

○
○
○
○
円

法
人
事
務
費

○
○
○
○
円

２
．
土
地

○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番
所
在
の
土
地
１
筆

○
○
㎡

３
．
建
物

○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番
地
所
在
の
○
○
造
○
階
建
建
物
１
棟
延
べ
○
○
㎡

４
．
什
器
備
品

〇
〇
〇
〇

〇
個

〇
〇
〇
〇

〇
個
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様
式
例
６
（
１
）
確
約
書

確
約
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
が
設
立
さ
れ
た
場
合
に
は
、
○
○
事
業
の
資
金
と
し
て
、
下
記
金
額

を
交
付
す
る
こ
と
を
確
約
す
る
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長

○
○
○
○
㊞

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者

○
○
○
○
様

記

一
金
○
○
円
也

様
式
例
６
（
２
）
補
助
予
定
通
知
書

補
助
予
定
通
知
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
が
設
立
さ
れ
た
場
合
に
は
、
○
○
事
業
の
資
金
と
し
て
、
下
記
金
額

を
議
会
の
議
決
を
得
て
補
助
す
る
予
定
で
す
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長

○
○
○
○
㊞

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者

○
○
○
○
様

記

一
金
○
○
円
也
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様
式
例
７
身
分
証
明
書

（
注
）
本
籍
地
の
市
区
町
村
で
発
行
を
受
け
て
く
だ
さ
い
。

身
分
証
明
書

本
籍

○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名

○
○
○
○

大
正

昭
和

平
成

令
和

１
．
禁
治
産
又
は
準
禁
治
産
者
の
宣
告
の
通
知
を
受
け
て
い
な
い
。

２
．
破
産
宣
告
の
通
知
を
受
け
て
い
な
い
。

３
．
後
見
の
登
記
の
通
知
を
受
け
て
い
な
い
。

上
記
の
と
お
り
相
違
な
い
こ
と
を
証
明
す
る
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

○
○
市
長

○
○
○
○
㊞

○
○
年
○
○
月
○
○
日
生

様
式
例
８
登
記
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
の
証
明
書

※
証
明
事
項
（
証
明
範
囲
）
は
、
そ
の
用
途
（
提
出
先
等
）
に
よ
っ
て
異
な
り
、
一
般
的
に
は
、

「
成
年
被
後
見
人
，
被
保
佐
人
と
す
る
記
録
が
な
い
こ
と
」

「
成
年
被
後
見
人
，
被
保
佐
人
，
被
補
助
人
と
す
る
記
録
が
な
い
こ
と
」

「
成
年
被
後
見
人
，
被
保
佐
人
，
被
補
助
人
，
任
意
後
見
契
約
の
本
人
と
す
る
記
録
が
な
い
こ
と
」

の
い
ず
れ
か
に
つ
い
て
証
明
さ
れ
ま
す
が
、
上
記
記
載
の
範
囲
で
証
明
を
得
て
く
だ
さ
い
。

登
記
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
の
証
明
書

上
記
の
者
に
つ
い
て
，
後
見
登
記
等
フ
ァ
イ
ル
に
成
年
被
後
見
人
、
被
保
佐
人
、
被
補
助
人
、

任
意
後
見
契
約
の
本
人
と
す
る
記
録
が
な
い
こ
と
を
証
明
す
る
。

令
和
◯
◯
年
◯
◯
月
◯
◯
日

東
京
法
務
局
登
記
官

○
○
○
○

㊞

氏
名

○
○

○
○

生
年
月
日

大
正
昭
和
平
成
令
和

西
暦

□
□

□
□
又
は
□

○
○
年
○
○
月
○
○
日

住
所

三
重
県
○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

本
籍

又
は
国
籍

三
重
県
○
○
郡
○
○
町
大
字
○
○
○
番
地
又
は
○
○
国
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様
式
例
９
社
員
総
会
議
事
録

医
療
法
人
○
○
○
会
社
員
総
会
議
事
録

１
．
日

時
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

午
前
・
午
後
○
○
時
〇
〇
分
～
午
前
・
午
後
○
○
時
〇
〇
分

２
．
場

所
○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

○
○
病
院
会
議
室

３
．
出
席
者

社
員
総
数
○
○
名

出
席
社
員
○
○
名

定
刻
に
至
り
、
定
款
第
○
○
条
の
規
定
に
よ
り
、
理
事
長
○
○
○
○
が
議

長
と
な
り
、
定
款
第
○
○
条
の
規
定
に
よ
り
、
総
会
が
成
立
し
た
こ
と
を
宣

言
し
、
議
事
録
署
名
人
に
○
○
及
び
○
○
を
選
出
し
て
議
事
に
入
っ
た
。

４
．
議

題
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
へ
の
寄
附
等
に
つ
い
て

（
１
）
敷
地
の
贈
与
に
つ
い
て

（
２
）
建
設
資
金
自
己
負
担
分
の
寄
附
に
つ
い
て

（
３
）
借
入
金
償
還
金
の
寄
附
に
つ
い
て

５
．
審
議
経
過

○
○
社
員
「（
発
言
要
旨
）
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
」

○
○
社
員
「
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･」

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

議
事
録
署
名
人

○
○
○
○
㊞

○
○
○
○
㊞

こ
の
議
事
録
謄
本
は
原
本
の
と
お
り
相
違
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

医
療
法
人
○
○
○
会

理
事
長
○
○
○
○
㊞

様
式
例
１
０
所
有
権
移
転
登
記
確
約
書

所
有
権
移
転
登
記
確
約
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
設
立
が
認
可
さ
れ
た
と
き
は
、
下
記
財
産
に
つ
い
て
、
直
ち
に
貴

法
人
に
対
し
所
有
権
移
転
登
記
を
行
う
こ
と
を
確
約
い
た
し
ま
す
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

住
所

（
所
有
者
）

氏
名

○
○
○
○
実
印

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者

○
○
○
○

様

記

１
．
土
地

○
○
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番
所
在
の
土
地
１
筆

○
○
㎡

２
．
建
物

○
○
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番
○
○
号
所
在
の
○
○
造
○
階
建
建
物
１
棟
延
べ
○
○
㎡
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様
式
例
１
１
免
責
的
債
務
引
受
契
約
証
書

免
責
的
債
務
引
受
契
約
証
書

第
１
条
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
代
表
者
〇
〇
〇
〇
（
以
下
「
丙
」
と
い
う
。）
は
、
乙
野

太
郎
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。
）
が
令
和
○
年
○
月
○
日
付
金
銭
消
費
貸
借
契
約
証
書
（
以
下

「
原
契
約
書
」
と
い
う
。）
に
基
づ
き
、
○
○
信
用
金
庫
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。）
か
ら
借
り

受
け
、
現
に
負
担
し
て
い
る
債
務
金
○
○
円
（
元
高
金
○
○
円
）
及
び
こ
れ
に
付
帯
す
る
一
切

の
債
務
を
原
契
約
書
の
特
約
条
項
を
承
認
の
う
え
、
か
つ
、
そ
の
債
務
の
同
一
性
を
維
持
し
て

引
き
受
け
る
こ
と
を
申
込
み
、
甲
は
こ
れ
を
承
認
し
、
乙
は
こ
れ
に
同
意
し
た
。

第
２
条
乙
は
丙
が
前
条
の
債
務
を
引
き
受
け
た
こ
と
に
よ
り
そ
の
債
務
を
免
れ
る
。

第
３
条
丙
は
、
本
契
約
に
よ
り
引
き
受
け
た
債
務
を
原
契
約
書
の
特
約
条
項
に
従
っ
て
覆
行
す

る
も
の
と
す
る
。

第
４
条
丙
は
、
甲
の
抵
当
権
付
の
末
尾
記
載
の
物
件
に
つ
い
て
は
、
本
債
務
引
き
受
け
の
登
記

手
続
き
を
す
み
や
か
に
完
了
し
、
そ
の
登
記
簿
謄
本
を
甲
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

第
５
条
こ
の
証
書
の
作
成
並
び
に
登
記
そ
の
他
の
契
約
に
関
す
る
一
切
の
費
用
は
丙
が
こ
れ
を

負
担
す
る
。

第
６
条
○
○
○
○
は
、
本
債
務
引
受
契
約
を
承
認
し
、
引
き
続
き
保
証
人
と
な
り
、
保
証
人
相

互
間
に
連
帯
し
て
、
丙
と
保
証
人
と
の
間
に
保
証
委
託
契
約
の
効
力
に
か
か
わ
ら
ず
債
務
履
行

の
責
を
負
う
も
の
と
す
る
。

第
７
条
丙
及
び
保
証
人
は
、
甲
が
請
求
し
た
と
き
は
い
つ
で
も
、
公
証
人
に
委
嘱
し
て
原
契
約

書
及
び
こ
の
契
約
書
に
基
づ
く
債
務
の
承
認
並
び
に
強
制
執
行
の
認
諾
の
あ
る
公
正
証
書
の
作

成
に
必
要
な
手
続
を
と
る
も
の
と
す
る
。

第
８
条
こ
の
契
約
に
関
し
て
は
、
こ
の
証
書
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の
の
ほ
か
、
全
て
原
契

約
書
の
各
条
項
を
適
用
又
は
準
用
す
る
も
の
と
す
る
。

こ
の
契
約
を
証
す
る
た
め
証
書
１
通
を
作
成
し
、
甲
が
こ
れ
を
保
有
す
る
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
所
在
地

名
称

○
○
信
用
金
庫

代
表
取
締
役

○
○
○
○
㊞

乙
住
所

氏
名

乙
野
太
郎
㊞

丙
所
在
地

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者

○
○
○
○
㊞

連
帯
保
証
人

住
所

○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名

○
○
○
○

連
帯
保
証
人

住
所

○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名

○
○
○
○

連
帯
保
証
人

住
所

○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名

○
○
○
○

様
式
例
１
２
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
貸
与
確
約
書

記
号

番
号

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

土
地
の
無
償
貸
与
確
約
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者
○
○
○
○
様

伊
勢
市
長
○
○
○
○
㊞

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
設
立
が
認
可
さ
れ
た
時
は
、
当
市
が
所
有
す
る
下
記
の
土
地
に
つ

い
て
（
無
償
）
貸
与
す
る
こ
と
を
確
約
し
ま
す
。 記

所
在

地
地

目
地
積
（
㎡
）

１
○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
番

○
○
○

○
○

２
○
○
県
○
○
市
○
○
丁
目
○
○
番

○
○
○

○
○
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様
式
例
１
３
地
上
権
設
定
契
約
書

※
設
立
代
表
者
が
所
有
す
る
土
地
に
地
上
権
の
設
定
を
す
る
場
合
は
、
次
の
例
に
よ
っ
て
く
だ
さ
い
。

○
○
○
○
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。
）
と
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
代
表
者
特
別
代
理
人

○
○
○
〇
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。）
は
、
次
の
と
お
り
地
上
権
設
定
の
契
約
を
締
結
す
る
。

（
注
）
１

法
人
設
立
認
可
申
請
書
に
は
契
約
書
原
本
の
写
し
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
契
約
書
の
原
本
は
、
関
係
者
が
そ
れ
ぞ
れ
保
管
し
て
く
だ
さ
い
。

２
既
に
設
立
さ
れ
た
社
会
福
祉
法
人
が
、
当
該
理
事
長
の
土
地
に
地
上
権
を
設
定
す
る
契

約
を
締
結
す
る
場
合
は
、
理
事
長
の
職
務
代
理
の
規
定
が
廃
止
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
職
務

代
理
者
を
選
定
せ
ず
、
理
事
長
名
で
契
約
を
締
結
し
、
理
事
会
で
の
承
認
を
受
け
て
く
だ

さ
い
。

地
上
権
設
定
契
約
書

土
地
所
有
者
○
○
○
○
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。）
と
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
代
表
者
○

○
○
○
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。）
は
、
土
地
の
地
上
権
設
定
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
契
約
を
締

結
す
る
。（
※
）

土
地
の
表
示

１
．
所
在
地

○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番

２
．
地

目
宅
地

３
．
公
簿
面
積

○
○
㎡

（
地
上
権
設
定
の
目
的
）

第
１
条
甲
は
、
そ
の
所
有
に
か
か
る
末
尾
記
載
の
土
地
を
乙
が
、
建
設
す
る
特
別
養
護
老
人
ホ

ー
ム
の
用
に
供
さ
せ
る
目
的
を
も
っ
て
、
地
上
権
者
乙
の
た
め
地
上
権
を
設
定
す
る
。

（
契
約
期
間
）

第
２
条
前
条
の
地
上
権
の
契
約
期
間
は
、
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
か
ら
前
条
の
目
的
に
よ

っ
て
使
用
す
る
期
間
と
す
る
。

（
地
代
）

第
３
条
地
代
は
無
償
と
す
る
。

（
登
記
）

第
４
条
甲
は
、
乙
に
対
し
、
こ
の
契
約
締
結
と
同
時
に
地
上
権
設
定
登
記
確
約
書
を
提
出
す
る

も
の
と
す
る
。

（
土
地
の
維
持
管
理
）

第
５
条
こ
の
契
約
の
対
象
と
な
る
土
地
が
、
天
災
等
に
よ
り
流
出
又
は
崩
壊
し
た
と
き
の
損
害

の
補
填
又
は
復
旧
に
要
す
る
費
用
は
、
乙
の
負
担
と
す
る
。

（
協
議
）

第
６
条
こ
の
契
約
に
定
め
の
な
い
事
項
に
つ
い
て
は
、
必
要
に
応
じ
甲
乙
協
議
の
う
え
定
め
る

も
の
と
す
る
。

こ
の
契
約
が
甲
乙
両
者
間
に
成
立
し
た
こ
と
を
証
し
、
か
つ
こ
れ
を
確
守
す
る
た
め
２
通
作
成

し
、
各
１
通
を
保
持
す
る
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
住
所

○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番
○
○
号

氏
名

○
○
○
○

実
印

乙
住
所

○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番
○
○
号

氏
名

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
代
表
者

○
○
○
○

実
印

様
式
例
１
４
地
上
権
設
定
登
記
確
約
書

地
上
権
設
定
登
記
確
約
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者
○
○
○
○
様

こ
の
た
び
、
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
○
○
園
用
地
と
し
て
地
上
権
設
定
契
約
の
締
結
を
行
っ
た

土
地
に
つ
い
て
は
、
法
人
設
立
後
、
直
ち
に
地
上
権
の
登
記
を
設
定
す
る
こ
と
を
確
約
い
た
し
ま

す
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

住
所

○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番
○
○
号

所
有
者

氏
名

○
○
○
○
実
印

記

土
地
の
表
示

１
．
所
在
地

○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番

２
．
地

目
宅
地

３
．
公
簿
面
積

○
○
㎡

52



様
式
例
１
５
土
地
賃
貸
借
契
約
書

土
地
賃
貸
借
契
約
書

貸
地
人
○
○
○
○
を
甲
と
し
て
借
地
人
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
代
表
者
○
○
○
○
を
乙

と
し
て
、
土
地
の
賃
貸
借
に
関
し
、
次
の
と
お
り
契
約
を
締
結
す
る
。（
※
）

記

１
．
貸
借
物
件

所
在
地

○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
番
土
地

○
○
㎡

２
．
貸
借
条
件

①
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･

②
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･

③
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･

（
目
的
）

第
１
条
こ
の
土
地
は
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
経
営
の
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
敷
地
に
充
て

る
た
め
賃
借
す
る
。

（
期
間
）

第
２
条
貸
借
の
期
間
は
、
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
か
ら
、
前
条
の
目
的
に
よ
っ
て
使
用
す

る
期
間
と
す
る
。

（
賃
貸
料
）

第
３
条
賃
貸
料
は
、
○
○
円
と
す
る
。

（
転
貸
の
禁
止
）

第
４
条
乙
は
、
こ
の
契
約
に
か
か
る
土
地
を
他
に
転
貸
し
て
は
な
ら
な
い
。

（
契
約
の
解
除
）

第
５
条
乙
が
正
当
な
理
由
な
く
こ
の
契
約
の
各
条
項
に
違
背
し
た
と
き
、
甲
は
こ
の
契
約
を
解

除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
返
還
）

第
６
条
乙
は
、
こ
の
契
約
に
よ
る
土
地
を
返
還
す
る
場
合
、
原
形
に
復
し
た
後
、
返
還
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
甲
の
承
認
を
得
た
場
合
は
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
そ
の
他
）

第
７
条
以
上
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
疑
義
の
生
じ
た
場
合
は
、
甲
、
乙
協
議
の
う
え
決
定
す

る
。

上
記
契
約
の
証
と
し
て
本
契
約
書
２
通
を
作
成
し
、
両
者
各
１
通
を
保
有
す
る
。

※
設
立
代
表
者
の
土
地
を
賃
貸
借
す
る
場
合
に
つ
い
て
は
、
次
の
例
に
よ
っ
て
く
だ
さ
い
。

○
○
○
○
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。
）
と
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
代
表
者
特
別
代
理
人
○
○

○
○
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。）
は
、
次
の
と
お
り
土
地
賃
貸
借
契
約
を
締
結
す
る
。

（
注
）
１

法
人
設
立
認
可
申
請
書
に
は
契
約
書
原
本
の
写
し
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
契
約
書
の
原
本
は
、
関
係
者
が
そ
れ
ぞ
れ
保
管
し
て
く
だ
さ
い
。

２
既
に
設
立
さ
れ
た
社
会
福
祉
法
人
が
、
当
該
理
事
長
か
ら
の
賃
貸
借
に
関
す
る
契
約
を

締
結
す
る
場
合
は
、
理
事
長
の
職
務
代
理
の
規
定
が
廃
止
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
職
務
代
理

者
を
選
定
せ
ず
、
理
事
長
名
で
契
約
を
締
結
し
、
理
事
会
で
の
承
認
を
受
け
て
く
だ
さ
い
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
住
所
○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名
○
○
○
○
実
印

乙
住
所
○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者
○
○
○
○
㊞
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様
式
例
１
６
賃
借
権
登
記
確
約
書

賃
借
権
登
記
確
約
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者
○
○
○
○
様

こ
の
た
び
、
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
○
○
○
建
設
用
地
と
し
て
賃
貸
借
契
約
の
締
結
を
行
っ
た

借
地
人
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
代
表
者
○
○
○
○
氏
と
の
土
地
の
賃
貸
借
に
つ
い
て
は
、

法
人
設
立
後
、
直
ち
に
賃
借
権
の
登
記
を
設
定
す
る
こ
と
を
確
約
い
た
し
ま
す
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長

〇
〇
〇
〇
様 住
所

○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名

○
○
○
○
実
印

記

土
地
の
表
示

１
．
所
在
地

○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番

２
．
地

目
宅
地

３
．
公
簿
面
積

○
○
㎡
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様
式
例
１
７
事
業
計
画
書

令
和
○
○
年
度
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
○
○
園
事
業
計
画

１
．
利
用
定
員

○
○
名

２
．
職
員
定
数

○
○
名

３
．
事
業
開
始
予
定
年
月
日

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

４
．
事
業
運
営
基
本
計
画

５
．
利
用
者
の
援
助

６
．
健
康
管
理

７
．
防
災
計
画

８
．
日
課

９
．
職
員
名
簿

別
紙
「
職
員
名
簿
」
の
と
お
り
。

10
．
資
金
計
画

別
紙
「
収
支
予
算
書
」
の
と
お
り
。

（
別
紙
）

（
注
）
１
必
要
職
種
は
、
全
て
に
つ
い
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

２
選
考
中
で
未
定
の
場
合
は
、
そ
の
旨
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

９
．
職
員
名
簿

職
種
名
(注
１
)

氏
名
(注
２
)

前
歴

資
格

年
齢

本
俸

施
設

長

事
務

長

事
務

員

〃 〃

保
育

士

〃

生
活
相
談
員

介
護
職
員

〃 〃 〃 〃

医
師

看
護

師

〃

機
能
訓
練
指
導
員

〃 〃

介
護
支
援
専
門
員

栄
養

士

調
理

員

〃
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予
算

(
A
)

前
年

度
予

算
(
B
)

差
異

(
A
)
-
(
B
)

備
考

介
護

保
険

事
業

収
入

老
人

福
祉

事
業

収
入

児
童

福
祉

事
業

収
入

保
育

事
業

収
入

就
労

支
援

事
業

収
入

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
事

業
収

入
生

活
保

護
事

業
収

入
医

療
事

業
収

入
退

職
共

済
事

業
収

入
○

○
事

業
収

入
○

○
収

入
借

入
金

利
息

補
助

金
収

入
経

常
経

費
寄

附
金

収
入

受
取

利
息

配
当

金
収

入
そ

の
他

の
収

入
流

動
資

産
評

価
益

等
に

よ
る

資
金

増
加

額
事

業
活

動
収

入
計

(
１

)
人

件
費

支
出

事
業

費
支

出
事

務
費

支
出

就
労

支
援

事
業

支
出

授
産

事
業

支
出

退
職

共
済

事
業

支
出

○
○

支
出

利
用

者
負

担
軽

減
額

支
払

利
息

支
出

そ
の

他
の

支
出

流
動

資
産

評
価

損
等

に
よ

る
資

金
減

少
額

事
業

活
動

支
出

計
(
２

)

施
設

整
備

等
補

助
金

収
入

施
設

整
備

等
寄

附
金

収
入

設
備

資
金

借
入

金
収

入
固

定
資

産
売

却
収

入
そ

の
他

の
施

設
整

備
等

に
よ

る
収

入
施

設
整

備
等

収
入

計
(
４

)
設

備
資

金
借

入
金

元
金

償
還

支
出

固
定

資
産

取
得

支
出

固
定

資
産

除
却

・
廃

棄
支

出
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・

リ
ー

ス
債

務
の

返
済

支
出

そ
の

他
の

施
設

整
備

等
に

よ
る

支
出

施
設

整
備

等
支

出
計

(
５

)

長
期

運
営

資
金

借
入

金
元

金
償

還
寄

附
金

収
入

長
期

運
営

資
金

借
入

金
収

入
役

員
等

長
期

借
入

金
収

入
長

期
貸

付
金

回
収

収
入

投
資

有
価

証
券

売
却

収
入

積
立

資
産

取
崩

収
入

そ
の

他
の

活
動

に
よ

る
収

入
そ

の
他

の
活

動
収

入
計

(
７

)
長

期
運

営
資

金
借

入
金

元
金

償
還

支
出

役
員

等
長

期
借

入
金

元
金

償
還

支
出

長
期

貸
付

金
支

出
投

資
有

価
証

券
取

得
支

出
積

立
資

産
支

出
そ

の
他

の
活

動
に

よ
る

支
出

そ
の

他
の

活
動

支
出

計
(
８

)

様
式

例
１

８
　

資
金

収
支

予
算

書
、

資
金

収
支

予
算

サ
ー

ビ
ス

区
分

別
内

訳
書

例
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　

資
　

金
　

収
　

支
　

予
　

算
　

書
（

自
）

令
和

○
〇

年
〇

〇
月

〇
〇

日
　

　
　

（
至

）
令

和
○

〇
年

〇
〇

月
〇

〇
日

（
単

位
：

円
）

勘
　

　
　

　
定

　
　

　
　

科
　

　
　

　
目

　
事

業
活

動
資

金
収

支
差

額
(
３

)
=
(
１

)
－

(
２

)

　
施

設
整

備
等

資
金

収
支

差
額

(
６

)
=
(
４

)
－

(
５

)

　
そ

の
他

の
活

動
資

金
収

支
差

額
(
９

)
=
(
７

)
－

(
８

)
　

予
備

費
支

出
(
1
0
)

　
当

期
資

金
収

支
差

額
合

計
(
1
1
)
=
(
３

)
+
(
６

)
+
(
９

)
－

(
1
0
)

　
前

期
末

支
払

資
金

残
高

(
1
2
)

　
当

期
末

支
払

資
金

残
高

(
1
1
)
＋

(
1
2
)

 (
注

) 
　

勘
定
科

目
は

、
会

計
基

準
の

勘
定
科

目
説

明
の

大
区

分
の

み
を
記

載
す

る
が

、
必

要
の

な
い
も

の
は

省
略

で
き

ま
す

。

収 入 支 出

事 業 活 動 に よ る 収 支

収 入 支 出

施 設 整 備 等 に よ る 収 支 そ の 他 の 活 動 に よ る 収 支

収 入 支 出

事
業

区
分

公
益

事
業

△
△

本
部

○
○

事
業

△
△

事
業

介
護

保
険

事
業

収
入

　
施

設
介

護
料

収
入

　
　

介
護

報
酬

収
入

　
　

利
用

者
負

担
金

収
入

（
公

費
）

　
　

利
用

者
負

担
金

収
入

（
一

般
）

　
居

宅
介

護
料

収
入

　
（

介
護

報
酬

収
入

）
・

・
・

・
・

・
・

・
事

業
活

動
収

入
計

(
１

)
人

件
費

支
出

　
役

員
報

酬
支

出
　

役
員

退
職

慰
労

金
支

出
　

職
員

給
料

支
出

　
職

員
賞

与
支

出
・

・
・

・
・

・
・

・
事

業
費

支
出

・
・

・
・

・
・

・
・

事
務

費
支

出
・

・
・

・
・

・
・

・
事

業
活

動
支

出
計

(
２

)

施
設

整
備

等
補

助
金

収
入

　
施

設
整

備
等

補
助

金
収

入
　

設
備

資
金

借
入

金
元

金
償

還
補

助
金

収
入

施
設

整
備

等
寄

附
金

収
入

　
施

設
整

備
等

寄
附

金
収

入
　

設
備

資
金

借
入

金
元

金
償

還
寄

附
金

収
入

設
備

資
金

借
入

金
収

入
・

・
・

・
・

・
・

・
そ

の
他

の
施

設
整

備
等

に
よ

る
収

入
　

○
○

収
入 施

設
整

備
等

収
入

計
(
４

)
設

備
資

金
借

入
金

元
金

償
還

支
出

固
定

資
産

取
得

支
出

　
土

地
取

得
支

出
　

建
物

取
得

支
出

　
車

輌
運

搬
具

取
得

支
出

　
器

具
及

び
備

品
取

得
支

出
　

○
○

取
得

支
出

　
・

・
・

・
・

・
・

・
そ

の
他

の
施

設
整

備
等

に
よ

る
支

出
　

○
○

支
出 施

設
整

備
等

支
出

計
(
５

)

長
期

運
営

資
金

借
入

金
元

金
償

還
寄

附
金

収
入

長
期

運
営

資
金

借
入

金
収

入
・

・
・

・
・

・
・

・
事

業
区

分
間

長
期

借
入

金
収

入
拠

点
区

分
間

長
期

借
入

金
収

入
事

業
区

分
間

長
期

貸
付

金
回

収
収

入
拠

点
区

分
間

長
期

貸
付

金
回

収
収

入
事

業
区

分
間

繰
入

金
収

入
拠

点
区

分
間

繰
入

金
収

入
そ

の
他

の
活

動
に

よ
る

収
入

　
○

○
収

入 そ
の

他
の

活
動

収
入

計
(
７

)
長

期
運

営
資

金
借

入
金

元
金

償
還

支
出

役
員

等
長

期
借

入
金

元
金

償
還

支
出

・
・

・
・

・
・

・
・

事
業

区
分

間
長

期
貸

付
金

支
出

拠
点

区
分

間
長

期
貸

付
金

支
出

事
業

区
分

間
長

期
借

入
金

返
済

支
出

拠
点

区
分

間
長

期
借

入
金

返
済

支
出

事
業

区
分

間
繰

入
金

支
出

拠
点

区
分

間
繰

入
金

支
出

そ
の

他
の

活
動

に
よ

る
支

出
　

○
○

支
出 そ
の

他
の

活
動

支
出

計
(
８

)

資
金

収
支

予
算

サ
ー

ビ
ス

区
分

別
内

訳
書

（
自

）
令

和
○

○
年

○
○

月
○

○
日

　
（

至
）

令
和

○
○

年
○

○
月

○
○

日

（
単

位
：

円
）

社
会

福
祉

事
業

　
勘

定
科

目
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
拠

点
区

分
○

○
　

　
　

　
　

　
　

　
　

サ
ー

ビ
ス

区
分

　
事

業
活

動
資

金
収

支
差

額
(
３

)
=
(
１

)
－

(
２

)

　
施

設
整

備
等

資
金

収
支

差
額

(
６

)
=
(
４

)
－

(
５

）

　
そ

の
他

の
活

動
資

金
収

支
差

額
(
９

)
=
(
７

)
－

(
８

)
　

予
備

費
支

出
(
1
0
)

　
当
期

資
金
収

支
差

額
合
計

(
1
1)
=
(
３

)+
(
６

)+
(
９

)
－
(
1
0
)

　
前

期
末

支
払

資
金

残
高

(
1
2
)

　
当

期
末

支
払

資
金

残
高

(
1
1
)
＋

(
1
2
)

 
（

注
）

１
　

勘
定

科
目

は
、

会
計

基
準

の
勘

定
科

目
説

明
の

小
区

分
ま

で
記

載
す

る
が

、
必

要
の

な
い

も
の

は
省

略
す

る
こ

と
。

　
　

　
 
２

　
法

人
の

全
て

の
サ

ー
ビ

ス
区

分
が

表
示

で
き

る
よ

う
適

宜
調

製
し

て
作

成
す

る
こ

と
。

内
部

取
引

消
　

　
去

合
　

計
備

　
考

事 業 活 動 に よ る 収 支

収 入 支 出

施 設 整 備 等 に よ る 収 支

収 入 支 出

そ の 他 の 活 動 に よ る 収 支

収 入 支 出
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様
式
例
１
９
設
立
者
の
履
歴
書

履
歴

書

現
住
所

氏
名

○
○
○
○

昭
和
○
○
年
○
○
月
○
日
生

１
．
学
歴

昭
和
○
○
年
○
月
○
○
大
学
○
○
学
部
○
○
学
科
卒
業

２
．
職
歴

昭
和
○
○
年
○
月

（
株
）
○
○
入
社
（
医
薬
品
製
造
販
売
業
）

昭
和
○
○
年
○
月

（
株
）
○
○
退
社

平
成
○
○
年
○
月

○
○
薬
局
を
開
業

令
和
○
○
年
○
月

○
○
薬
局
を
閉
業
、
現
在
に
至
る

３
．
そ
の
他
の
社
会
的
活
動
歴

昭
和
○
○
年
○
月
～
現
在

○
○
市
民
生
・
児
童
委
員

平
成
○
○
年
○
月
～
現
在

○
○
町
内
会
会
長

令
和
○
○
年
○
月
～
現
在

○
○
市
保
護
司

４
．
他
法
人
役
員
歴

平
成
○
○
年
○
月
～
平
成
○
○
年
○
月

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
理
事

令
和
○
○
年
○
月
～
令
和
○
○
年
○
月

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
評
議
員

上
記
の
と
お
り
相
違
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

氏
名

○
○
○
○

印

様
式
例
２
０
委
任
状

ア
．
設
立
代
表
者
が
設
立
に
関
す
る
一
切
の
権
限
を
有
す
る
場
合

委
任

状
（
記
載
例
）

住
所

氏
名

○
○
○
○

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

設
立
者

住
所

氏
名

○
○
○
○

実
印

設
立
者

住
所

氏
名

○
○
○
○

実
印

設
立
者

住
所

氏
名

○
○
○
○

実
印

設
立
者

住
所

氏
名

○
○
○
○

実
印

設
立
者

住
所

氏
名

○
○
○
○

実
印

設
立
者

住
所

氏
名

○
○
○
○

実
印

イ
．
設
立
代
表
者
が
贈
与
契
約
の
当
事
者
（
寄
附
者
）
と
な
る
場
合

ウ
．
設
立
代
表
者
以
外
の
者
に
贈
与
契
約
に
係
る
権
限
の
み
を
委
任
す
る
場
合

上
記
の
者
を
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
○
会
の
設
立
代
表
者
と
し
て
、
設
立
に
関

し
必
要
な
権
限
の
一
切
を
委
任
す
る
。

上
記
の
者
を
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
○
会
と
○
○
○
○
と
の
贈
与
契
約
に
係
る
権

限
を
委
任
す
る
。

上
記
の
者
を
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
○
会
の
設
立
代
表
者
と
し
て
、
設
立
に
関
し

必
要
は
権
限
（
○
○
○
○
〈
代
表
者
氏
名
〉
の
贈
与
契
約
に
係
る
部
分
を
除
く
。）

の
一
切
を
委
任
す
る
。
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様
式
例
２
１
役
員
（
理
事
、
監
事
）
就
任
承
諾
書
、
評
議
員
就
任
承
諾
書

（
注
）
１

役
員
の
就
任
承
諾
書
は
、
括
弧
内
の
理
事
又
は
監
事
の
い
ず
れ
か
の
文
言
を
削
除
し
て

く
だ
さ
い
。

２
評
議
員
の
就
任
承
諾
書
は
、
役
員
の
文
言
を
評
議
員
に
換
え
て
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

３
日
付
は
、
設
立
代
表
者
に
権
限
を
委
任
し
た
日
付
以
降
で
、
法
人
設
立
認
可
申
請
年
月

日
以
前
の
日
付
と
な
り
ま
す
。

４
記
名
押
印
（
認
印
で
も
可
）
又
は
署
名
（
自
署
）
で
も
構
い
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
必
要

事
項
を
登
記
す
る
際
に
、
法
務
局
か
ら
実
印
を
押
印
し
た
書
面
の
提
示
等
を
求
め
ら
れ

る
こ
と
が
あ
る
た
め
、
予
め
法
務
局
に
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

５
こ
の
様
式
例
は
、
社
会
福
祉
法
人
設
立
時
の
も
の
で
す
の
で
、
既
設
法
人
の
場
合
は
、

新
た
に
役
員
又
は
評
議
員
に
就
任
す
る
際
に
、
理
事
長
宛
て
提
出
し
ま
す
。

役
員
（
理
事
、
監
事
）
就
任
承
諾
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
会
の
役
員
（
理
事
、
監
事
）
に
就
任
す
る
こ
と
を
承
諾
し
ま
す
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

住
所

氏
名

○
○
○
○

印

（
記
名
押
印
又
は
署
名
（
自
署
））

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者
（
又
は
理
事
長
）

○
○
○
○
様
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様
式
例
２
２
（
１
）
欠
格
事
由
に
該
当
し
な
い
こ
と
の
申
立
書
（
評
議
員
）

（
注
）
１
こ
の
様
式
例
は
、
社
会
福
祉
法
人
設
立
時
の
も
の
で
す
の
で
、
既
設
法
人
の
場
合
は
、
新

た
に
評
議
員
に
就
任
す
る
際
に
理
事
長
宛
て
提
出
し
ま
す
。

２
法
人
の
判
断
に
お
い
て
、
記
名
押
印
（
認
印
で
も
可
）
又
は
署
名
（
自
署
）
と
し
ま
す
。

欠
格
事
由
に
該
当
し
な
い
こ
と
の
申
立
書
（
評
議
員
）

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
評
議
員
に
就
任
す
る
こ
と
に
あ
た
り
、
社
会
福
祉
法
第
４
０
条
第
１

項
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
申
し
立
て
ま
す
。

【
社
会
福
祉
法
第
４
０
条
第
１
項
評
議
員
の
欠
格
事
由
】

１
．
法
人

２
．
精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
職
務
を
適
正
に
執
行
す
る
に
当
た
っ
て
必
要
な
認
知
、
判
断
及

び
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
者

３
．
生
活
保
護
法
、
児
童
福
祉
法
、
老
人
福
祉
法
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
又
は
こ
の
法
律
の
規
定

に
違
反
し
て
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
る

ま
で
の
者

４
．
前
号
に
該
当
す
る
者
を
除
く
ほ
か
、
禁
錮
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、

又
は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
る
ま
で
の
者

５
．
第
５
６
条
第
８
項
の
規
定
に
よ
る
所
轄
庁
の
解
散
命
令
に
よ
り
解
散
を
命
ぜ
ら
れ
た
社
会
福

祉
法
人
の
解
散
当
時
の
役
員

６
．
暴
力
団
員
又
は
暴
力
団
員
で
な
く
な
っ
た
日
か
ら
５
年
を
経
過
し
な
い
者

社
会
福
祉
法
人
〇
〇
○
会

設
立
代
表
者
（
又
は
理
事
長
）
〇
〇
〇
〇
様

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

氏
名

○
○
○
○

印

（
記
名
押
印
又
は
署
名
（
自
署
））

様
式
例
２
２
（
２
）
欠
格
事
由
に
該
当
し
な
い
こ
と
の
申
立
書
（
理
事
・
監
事
）

※
役
員
の
申
立
書
は
、
括
弧
内
の
理
事
又
は
監
事
の
い
ず
れ
か
の
文
言
を
削
除
し
て
く
だ
さ
い
。

（
注
）
１
こ
の
様
式
例
は
、
社
会
福
祉
法
人
設
立
時
の
も
の
で
す
の
で
、
既
設
法
人
の
場
合
は
、
新

た
に
役
員
に
就
任
す
る
際
に
理
事
長
宛
て
提
出
し
ま
す
。

２
記
名
押
印
（
認
印
で
も
可
）
又
は
署
名
（
自
署
）
で
も
構
い
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
理
事
の

場
合
は
、
必
要
事
項
を
登
記
す
る
際
に
、
法
務
局
か
ら
実
印
を
押
印
し
た
書
面
の
提
示
等
を

求
め
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る
た
め
、
予
め
法
務
局
に
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

欠
格
事
由
に
該
当
し
な
い
こ
と
の
申
立
書
（
理
事
・
監
事
）

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
（
理
事
・
監
事
）
に
就
任
す
る
こ
と
に
あ
た
り
、
社
会
福
祉
法
第

４
４
条
第
１
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
４
０
条
第
１
項
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
申
し
立
て
ま
す
。

【
社
会
福
祉
法
第
４
０
条
第
１
項
（
理
事
・
監
事
）
の
欠
格
事
由
】

１
．
法
人

２
．
精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
職
務
を
適
正
に
執
行
す
る
に
当
た
っ
て
必
要
な
認
知
、
判
断

及
び
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
者

３
．
生
活
保
護
法
、
児
童
福
祉
法
、
老
人
福
祉
法
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
又
は
こ
の
法
律
の
規

定
に
違
反
し
て
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く

な
る
ま
で
の
者

４
．
前
号
に
該
当
す
る
者
を
除
く
ほ
か
、
禁
錮
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、

又
は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
る
ま
で
の
者

５
．
第
５
６
条
第
８
項
の
規
定
に
よ
る
所
轄
庁
の
解
散
命
令
に
よ
り
解
散
を
命
ぜ
ら
れ
た
社
会

福
祉
法
人
の
解
散
当
時
の
役
員

６
．
暴
力
団
員
又
は
暴
力
団
員
で
な
く
な
っ
た
日
か
ら
５
年
を
経
過
し
な
い
者

社
会
福
祉
法
人
〇
〇
○
会

設
立
代
表
者
（
又
は
理
事
長
）
〇
〇
〇
〇
様

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

氏
名

○
○
○
○

印

（
記
名
押
印
又
は
署
名
（
自
署
））
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様
式
例
２
３
（
１
）
親
族
等
の
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
に
関
す
る
申
立
書

（
注
）
１

特
殊
関
係
の
申
立
書
は
、
評
議
員
、
理
事
又
は
監
事
の
い
ず
れ
か
の
文
言
を
○
で
囲
ん

で
く
だ
さ
い
。

２
こ
の
様
式
例
は
、
社
会
福
祉
法
人
設
立
時
の
も
の
で
す
の
で
、
既
設
法
人
の
場
合
は
、

「
次
の
と
お
り
申
し
立
て
ま
す
。
」
の
文
言
を
「
就
任
予
定
日
に
お
け
る
状
況
に
つ
い
て
、

次
の
と
お
り
申
し
立
て
ま
す
。
」
に
修
正
し
、
新
た
に
役
員
に
就
任
す
る
際
に
理
事
長
宛

て
提
出
し
ま
す
。

３
記
名
押
印
（
認
印
で
も
可
）
又
は
署
名
（
自
署
）
で
も
構
い
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
理
事

の
場
合
は
、
必
要
事
項
を
登
記
す
る
際
に
、
法
務
局
か
ら
実
印
を
押
印
し
た
書
面
の
提
示

等
を
求
め
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る
た
め
、
予
め
法
務
局
に
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

親
族
等
の
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
に
関
す
る
申
立
書

私
は
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
評
議
員
・
理
事
・
監
事
の
就
任
に
あ
た
り
、
次
の
と
お

※
い
ず
れ
か
を
○
で
囲
む

り
申
し
立
て
ま
す
。

記

１
．
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
評
議
員
又
は
役
員
（
理
事
・
監
事
）
と
な
っ
て
い
る
○Ａ
配

偶
者
・
○Ｂ
３
親
等
以
内
の
親
族
の
有
無
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

（
１
）
無

（
２
）
有
→
・
役
職
等
（

）（
）

・
氏
名
（

）（
）

・
続
柄
（

）（
）

２
．
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
評
議
員
又
は
役
員
（
理
事
・
監
事
）
と
な
っ
て
い
る
下
表

①
か
ら
⑤
の
関
係
の
あ
る
者
の
有
無
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

（
１
）
無

（
２
）
有
→
・
役
職
等
（

）（
）

・
氏
名
（

）（
）

・
関
係
（

）（
）

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者
（
又
は
理
事
長
）
○
○
○
○
様

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

氏
名

○
○
○
○

印

（
記
名
押
印
又
は
署
名
（
自
署
））

（
参
考
）

●
評
議
員
、
監
事
と
な
る
者
に
つ
い
て

・
１
又
は
２
で
「（
２
）
有
」
と
な
る
場
合
は
、
次
の
【
参
考
】
①
か
ら
④
に
該
当
す
る

場
合
は
、
評
議
員
・
監
事
に
な
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

●
理
事
と
な
る
者
に
つ
い
て

・
１
又
は
２
で
「（
２
）
有
」
と
な
り
、
関
係
者
が
評
議
員
、
監
事
の
場
合
は
、
理
事
と

な
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

・
１
又
は
２
で
「（
２
）
有
」
と
な
り
、
関
係
者
が
理
事
の
場
合
は
、
理
事
本
人
を
含
め
、

１
・
２
の
関
係
者
を
合
わ
せ
て
理
事
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
は
理
事
と
な
る
こ

と
が
で
き
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
理
事
の
親
族
等
特
殊
関
係
者
の
上
限
は
３
名
で
す
。

●
こ
れ
ら
の
ほ
か
に
特
殊
関
係
と
な
る
条
件
が
あ
り
ま
す
の
で
、
履
歴
書
等
で
確
認
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。（
１
５
頁
参
照
）

【
参
考
】
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
特
殊
の
関
係
に
あ
る
者
（
規
則
第
２
条
の
７
，
８
，
１
０
，
１
１
関
係
）

①
評
議
員
・
役
員
と
婚
姻
の
届
出
を
し
て
い
な
い
が
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者

②
評
議
員
・
役
員
の
使
用
人
及
び
評
議
員
・
役
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

③
②
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

④
①
～
②
に
掲
げ
る
者
の
３
親
等
以
内
の
親
族
で
、
こ
れ
ら
の
者
と
生
計
を
一
に
す
る
者

役
員
等
と
な
っ
て
い
る
他
の
法
人
（
医
療
法
人
、
株
式
会
社
等
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
く
。）
）
の
役
員
等
も
し
く
は
職
員

○Ｂ
３
親
等
内
の
親
族

①
事
実
上
婚
姻
関

係
に
あ
る
者

本
人

②
使
用
人
等

③
配
偶
者

役
員
等
と
な
っ
て
い
る
団
体

(医
療
法
人
，
株
式
会
社
等
)

④
生
計
が
同
一
の

３
親
等
内
の
親
族

○Ａ
配
偶
者

⑤
職
員

⑤
役
員
等

④
生
計
が
同
一
の

３
親
等
内
の
親
族
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様
式
例
２
３
（
２
）
親
族
等
の
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
に
関
す
る
申
立
書

（
注
）
１

特
殊
関
係
の
申
立
書
は
、
評
議
員
、
理
事
又
は
監
事
の
い
ず
れ
か
の
文
言
を
○
で
囲
ん

で
く
だ
さ
い
。

２
こ
の
様
式
例
は
、
社
会
福
祉
法
人
設
立
時
の
も
の
で
す
の
で
、
既
設
法
人
の
場
合
は
、

「
次
の
と
お
り
該
当
し
ま
す
の
で
申
し
立
て
ま
す
。
」
の
文
言
を
「
就
任
予
定
日
に
お
け

る
状
況
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
該
当
し
ま
す
の
で
申
し
立
て
ま
す
。
」
に
修
正
し
、
新

た
に
役
員
に
就
任
す
る
際
に
理
事
長
宛
て
提
出
し
ま
す
。

３
記
名
押
印
（
認
印
で
も
可
）
又
は
署
名
（
自
署
）
で
も
構
い
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
理
事

の
場
合
は
、
必
要
事
項
を
登
記
す
る
際
に
、
法
務
局
か
ら
実
印
を
押
印
し
た
書
面
の
提
示

等
を
求
め
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る
た
め
、
予
め
法
務
局
に
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

※
こ
の
様
式
は
、
該
当
が
あ
る
場
合
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

親
族
等
の
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
に
関
す
る
申
立
書

（
他
の
団
体
で
の
役
員
等
の
就
任
状
況
）

私
は
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
評
議
員
・
理
事
・
監
事
の
就
任
に
あ
た
り
、
次
の
と
お

※
い
ず
れ
か
を
○
で
囲
む

り
該
当
し
ま
す
の
で
申
し
立
て
ま
す
。

記

１
他
の
社
会
福
祉
法
人
で
の
評
議
員
及
び
役
員
（
理
事
・
監
事
）
の
就
任
ま
た
は
職
員
と
し
て

の
勤
務
状
況
は
次
の
と
お
り
で
す
。

・
社
会
福
祉
法
人
名
（

）・
役
職
等
（

）

・
社
会
福
祉
法
人
名
（

）・
役
職
等
（

）

・
社
会
福
祉
法
人
名
（

）・
役
職
等
（

）

２
社
団
法
人
、
医
療
法
人
、
株
式
会
社
等
で
の
役
員
（
業
務
を
執
行
す
る
社
員
を
含
む
）
の
就

任
の
状
況
は
次
の
と
お
り
で
す
。

・
団
体
名
（

）・
役
職
等
（

）

・
団
体
名
（

）・
役
職
等
（

）

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者
（
又
は
理
事
長
）
○
○
○
○
様

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

氏
名

○
○
○
○

印

（
記
名
押
印
又
は
署
名
（
自
署
））
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様
式
例
２
４
監
事
同
意
書

（
注
）
１

同
意
書
を
得
る
時
期
は
、
評
議
員
会
の
前
で
あ
れ
ば
よ
い
で
す
が
、
理
事
会
で
の
審
議

を
円
滑
に
行
う
た
め
に
も
、
可
能
で
あ
れ
ば
理
事
会
前
に
徴
取
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
で

す
。 ま
た
、
理
事
会
終
了
後
に
徴
取
し
て
も
構
い
ま
せ
ん
。

２
こ
の
同
意
書
は
１
名
に
つ
き
１
枚
を
徴
取
す
る
様
式
と
な
っ
て
お
り
ま
す
が
、
複
数
の

監
事
の
連
名
で
も
構
い
ま
せ
ん
。

３
監
事
の
過
半
数
の
同
意
が
必
要
で
す
の
で
、
同
意
を
得
る
人
数
に
注
意
を
し
て
く
だ
さ

い
。
例
え
ば
、
監
事
が
２
名
で
あ
れ
ば
２
名
の
同
意
が
必
要
で
す
。

４
こ
の
様
式
例
は
、
社
会
福
祉
法
人
設
立
時
の
も
の
で
す
の
で
、
既
設
法
人
の
場
合
は
、

新
た
に
監
事
を
選
任
す
る
際
に
理
事
長
宛
て
提
出
し
ま
す
。

監
事
同
意
書

私
は
、
社
会
福
祉
法
第
４
３
条
第
３
項
に
よ
り
準
用
さ
れ
る
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法

人
に
関
す
る
法
律
第
７
２
条
の
規
定
に
従
っ
て
、
今
回
開
催
す
る
評
議
員
会
に
お
い
て
、
次
の

「
３
」
の
議
案
を
提
案
す
る
こ
と
に
同
意
い
た
し
ま
す
。

記

１
．
開
催
日
時

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
（
○
）

午
前
・
午
後
○
○
時
○
○
分
か
ら

２
．
開
催
場
所

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

会
議
室

３
．
議
案
概
要

次
期
監
事
に
下
記
の
者
を
選
任
す
る
こ
と
。

・
○
○
○
○
氏

・
○
○
○
○
氏

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者
（
又
は
理
事
長
）
○
○
○
○
様

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

監
事

○
○
○
○

印

様
式
例
２
５
施
設
建
設
計
画
書

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
建
設
計
画
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

１
．
施

設
名

○
○
ホ
ー
ム

２
．
経
営
主
体

○
○
○
会

３
．
設
置
場
所

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番

４
．
定

員
○
○
名

５
．
敷
地
の
面
積

○
○
○
㎡

６
．
規
模
及
び
構
造

１
階
床
面
積

○
○
○
㎡

２
階
床
面
積

○
○
○
㎡

３
階
床
面
積

○
○
○
㎡

延
床
面
積

○
○
○
㎡

７
．
配
置
図
及
び
平
面
図

別
紙
の
と
お
り

８
．
整
備
費
（
支
出
）

○
○
○
円

内
訳 敷
地
造
成
工
事
費

○
○
○
円

建
築
主
体
工
事
費

○
○
○
円

冷
暖
房
設
備
費

○
○
○
円

浄
化
槽
設
備
費

○
○
○
円

初
年
度
調
弁
費

○
○
○
円

設
計

監
理

費
○
○
○
円

９
．
整
備
費
（
収
入
）

○
○
○
円

内
訳 国
・
県
補
助
金

○
○
○
円

○
○
市
補
助
金

○
○
○
円

福
祉
医
療
機
構
借
入
金

○
○
○
円

自
己

資
金

○
○
○
円

10
．
工
事
予
定
期
間

（
１
）
建
築
工
事
着
手

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

（
２
）
竣
工
予
定

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

11
．
施
設
事
業
開
始
予
定
年
月
日

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
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様
式
例
２
６
設
備
整
備
計
画
書

設
備
整
備
（
初
度
調
弁
）
計
画
書

※
社
会
福
祉
事
業
用
車
両
の
税
の
減
免

保
育
園
の
事
業
に
利
用
す
る
場
合
は
、
事
前
に
許
可
が
必
要
で
す
。

保
育
園
の
事
業
以
外
に
利
用
す
る
場
合
は
、
県
税
事
務
所
に
直
接
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

区
分

品
名

数
量

単
価

金
額

事 務 室 関 係

施
設
長
事
務
机

円

事
務
長
事
務
机

… … …

厨 房 ・ 食 堂 関 係

厨
房

器
具

食
堂

用
机

… … …

車 両 関 係

利
用
者
送
迎
用

マ
イ
ク
ロ
バ
ス

利
用
者
送
迎
用
軽
自
動
車

… … … … … … …

合
計

円

様
式
例
２
７
償
還
計
画

償
還

計
画

１
．
年
次
別
償
還
額
及
び
充
当
財
源
別
金
額

（
注
）
寄
附
者
名
は
各
人
ご
と
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

２
．
充
当
財
源
の
調
達
内
容
（
財
源
別
調
達
内
容
）

区
分

年
次

償
還

額
充
当
財
源
別
金
額

元
金
利
息
合

計
寄
附
者
名
補
助
金
そ
の
他
合

計
円

円
円

円
円

円

1
令
和
○
○
年

〇
〇
〇
〇

〇
〇
補
助
金

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

合
計

補
助

金
等
○
○
○
○
円

県
費
補
助
利
息
所
要
額
の
○
分
の
○

寄
附

金

(
寄
附
者
氏
名
及
び
寄
附
額
)

理
事
長
○
○
○
○

○
○
○
○
円

理
事
○
○
○
○

○
○
○
○
円

理
事
○
○
○
○

○
○
○
○
円

監
事
○
○
○
○

○
○
○
○
円

元
利
償
還
金
所
要
額
か
ら
県
費
補
助
金
を
控
除
し
た
額
を
毎
年
寄
附
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様
式
例
２
８
贈
与
契
約
書

贈
与
契
約
書

○
○
○
○
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。）
と
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

○
○
〇

○
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。）
と
○
○
○
○
（
以
下
「
丙
」
と
い
う
。
）
は
、
次
の
と
お
り
贈
与
契

約
を
締
結
し
た
。

第
１
条
甲
は
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
設
立
が
認
可
さ
れ
た
と
き
は
、
同
法
人
の
○
○
〇

○
か
ら
の

と
し
て
、
総
計
金
○
万
円
を
別
記
の
と
お
り
同
法
人
に
贈

与
す
る
こ
と
を
約
束
し
、
乙
は
こ
れ
を
承
諾
し
た
。

第
２
条
甲
は
、
前
条
に
よ
る
贈
与
を
、
毎
年
○
月
末
日
ま
で
に
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
３
条

甲
が
、
第
１
条
に
よ
る
贈
与
を
、
履
行
で
き
な
い
と
き
又
は
で
き
な
く
な
っ
た
と
き

は
、
丙
が
そ
の
贈
与
を
代
替
し
又
は
残
余
の
贈
与
を
承
継
し
て
行
う
。

第
４
条
丙
は
、
第
３
条
に
よ
る
贈
与
の
継
承
を
履
行
で
き
な
く
な
っ
た
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め

乙
の
承
諾
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
５
条
こ
の
契
約
に
定
め
て
い
な
い
事
項
に
つ
い
て
は
、
甲
、
乙
、
及
び
丙
は
、
誠
意
を
も
っ

て
協
議
の
上
決
定
す
る
も
の
と
す
る
。

上
記
契
約
を
証
す
る
た
め
、
同
文
３
通
を
作
成
し
、
甲
、
乙
及
び
丙
署
名
捺
印
の
う
え
１
通
を

所
持
す
る
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
住
所

氏
名

○
○
○
○
実
印

乙
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
代
表
者

住
所

氏
名

○
○
○
○
実
印

丙
住
所

氏
名

○
○
○
○
実
印

設
立
代
表
者

理
事
長

借
入
金
の
償
還
財
源

不
動
産
賃
借
料

別
記 回 数

償
還
年
次

贈
与

額

元
金
（
円
）

利
息
（
円
）

合
計
（
円
）

１
令
和

年

２
令
和

年

３
令
和

年

４
令
和

年

５
令
和

年

６
令
和

年

７
令
和

年

８
令
和

年

９
令
和

年

10
令
和

年

11
令
和

年

12
令
和

年

13
令
和

年

14
令
和

年

15
令
和

年

16
令
和

年

17
令
和

年

18
令
和

年

計
円

64



様
式
例
２
９
施
設
長
就
任
承
諾
書

（
注
）

本
承
諾
書
に
は
、
施
設
長
資
格
要
件
取
得
状
況
が
わ
か
る
関
係
書
類
（
写
）
を
添
付
し
て

く
だ
さ
い
。

施
設
長
就
任
承
諾
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
が
設
置
経
営
す
る
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
「
○
○
ホ
ー
ム
」
の
施
設

長
に
就
任
す
る
こ
と
を
承
諾
い
た
し
ま
す
。

な
お
、
施
設
長
に
就
任
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
こ
の
職
務
に
専
念
す
る
こ
と
を
誓
い
ま
す
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

住
所

○
○
県
○
○
郡
○
○
町
○
○

氏
名

○
○
○
○
㊞

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者
○
○
○
○
様

※
履
歴
書
添
付

様
式
例
３
０
基
本
財
産
編
入
誓
約
書

基
本
財
産
編
入
誓
約
書

こ
の
度
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
が
設
置
経
営
す
る
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
「
○
○
ホ
ー

ム
」
の
建
物
に
つ
い
て
は
、
完
成
後
、
速
や
か
に
基
本
財
産
に
編
入
す
る
こ
と
を
誓
約
い
た
し
ま

す
。 令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長

〇
〇
〇
〇
様

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者
○
○
○
○
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第６ 設立認可後に必要な手続き

１ 法人設立登記

社会福祉法人は、設立の認可を受けたのち、組合等登記令（以下「登記令」といいま

す。）の定めるところにより、その設立の登記をしなければならず（法第２９条第１

項）、主たる事務所の所在地においてこの登記をすることによって、成立します。（法第

３４条）

また、登記すべきとされた事項については、登記後でなければ、これを第三者に主張

することができません。（法第２９条第２項）

（１）登記事項（登記令第２条第２項）

ア 目的及び業務（定款例（様式例１）・３０頁）第１条に掲げる目的、事業

の種類及び内容、公益事業及び収益事業がある場合は当該事業）

イ 名称（定款例第２条の名称）

ウ 事務所の所在場所（定款例第４条の事務所の所在地。従たる事務所を置く

ときはその所在地。所在地は、県名以下番地まで記載）

エ 代表権を有する者の氏名、住所及び資格（理事長）

オ 存続期間又は解散の事由を定めたときは、その期間又は事由

カ 資産の総額（財産目録記載の基本財産、その他財産、公益事業用財産及び

収益事業用財産を現金に評価した額の合計から、負債を差し引いた額）

（２）登記の時期

設立認可書が到着した日から２週間以内。（登記令第２条第１項、登記令第

２４条）

２ 財産の移転

社会福祉法人の資産となるべき財産については、設立が認可されることを条件として

贈与契約が交わされることが通例であるため、設立の認可を受けその登記をした後、遅

滞なく法人への移転を受けなければなりません。

また、その移転を完了した後１か月以内に、伊勢市長にこれを証する書類を添えて、

報告をしなければなりません。（社会福祉法施行規則第２条第４項（以下「施行規則」

といいます。））

（１）報告書類提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 １部

（３）提出書類

ア 報告書（様式例３１・６７頁）

イ 添付書類

別紙「財産の移転完了に係る添付書類一覧表」６７頁参照
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様
式
例
３
１
財
産
移
転
完
了
報
告

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長

〇
〇
〇
〇
様

法
人
名

○
○
○
会

所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

理
事
長

○
○
○
○

財
産
移
転
完
了
報
告
に
つ
い
て

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
付
認
可
に
な
っ
た
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
設
立
当
初
の
贈
与

財
産
は
、
別
添
証
憑
書
類
の
と
お
り
移
転
完
了
し
ま
し
た
の
で
、
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
２
条

第
４
項
に
よ
り
報
告
い
た
し
ま
す
。

記

（
添
付
書
類
）
１
．
財
産
目
録

２
．
不
動
産
の
登
記
事
項
証
明
書
(写
)

３
．
預
貯
金
通
帳
（
写
）
及
び
預
貯
金
残
高
証
明
（
写
）

４
．
受
領
書
（
写
）

５
．
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書
(写
)

６
．
そ
の
他
財
産
の
移
転
を
受
け
た
こ
と
を
証
明
す
る
書
類

財
産
の
移
転
完
了
に
係
る
添
付
書
類
一
覧
表

区
分

備
考

（
１
）

財
産
目
録

設
立
認
可
申
請
の
添
付
書
類
と
同
じ
も
の

（
日
付
は
法
人
設
立
年
月
日
）

（
２
）

不
動
産
の
登
記
事
項
証
明
書

設
立
時
に
不
動
産
を
譲
渡
さ
れ
た
場
合
又
は
土

地
に
地
上
権
等
権
利
を
設
定
し
た
場
合

（
３
）

預
貯
金
通
帳
（
写
）
及
び
預
貯
金
等
残

高
証
明
（
写
）

寄
附
が
あ
り
、
そ
れ
を
銀
行
等
に
預
け
た
場
合

（
４
）

受
領
書
（
写
）

現
金
等
動
産
の
寄
附
申
込
み
が
あ
っ
た
場
合
、

そ
の
寄
附
者
に
発
行
し
た
も
の
の
写
し

（
５
）

法
人
の
登
記
事
項
証
明
書

（
６
）

そ
の
他
財
産
の
移
転
を
受
け
た
こ
と
を

証
明
す
る
書
類
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第７ 定款変更認可申請、届出手続き

定款は、社会福祉法人のいわば憲法であり、法人の機関は、定款に反して行動するこ

とはできません。社会福祉法人は、法令の定めるところに従い、その定款で定まった目

的の範囲内において、権利を有し、義務を負います。

また、法人が定款に違反したときは、伊勢市長は、期限を定めて改善のために必要な

措置をとるべき旨を勧告することができます。当該勧告に従わなかったときは、その旨

を公表し、期限を定めて当該勧告に係る措置を取るべき旨を命ずることができます。

更に、当該命令に従わない場合は、期間を定めて、業務の全部若しくは一部の停止を

命じ、又は役員の解職を勧告、法人の解散を命ずることができます。（法第５６条）

定款変更を予定している場合は、法人の理事会及び評議員会で審議を行う前に、予め、

余裕をもって当市へ事前相談をしてください。審議内容に不備がある場合は、認可をす

ることができませんので、再審議を行っていただくこととなります。

１ 定款変更の必要な場合

定款に記載された事項に変更が生じた場合には、定款の変更が必要になります。以

下にその主な場合を挙げます。

（１）法人の事業目的の追加及び変更

（２）事務所の所在地の変更

（３）役員等の定数の変更

（４）基本財産の変更

（５）定款例に準拠するための変更

２ 定款変更の要件

（１） 評議員会の決議（法第４５条の３６第１項、法第４５条の９第７項）

議決に加わることのできる評議員の３分の２以上に当たる多数による決議が

必要となります。

（２）所轄庁の認可又は所轄庁への届出

定款変更は、伊勢市長の認可を得なければその効力を生じません。（法第４

５条の３６第２項）

法人が勝手にその目的を変更し、従来営んできた施設を廃止したり縮小した

りすることが許されるとすれば、入所している者の福祉を阻害することが甚だ

しく、このような弊害の防止という意味からも、当該法人の設立認可主体であ

り、監督官庁である伊勢市の認可を定款変更の効力発生要件としたわけです。

ただし、次の事項については、所轄庁への届出で足りるとされています。（法

第４５条の３６第４項）

ア 事務所の所在地の変更

イ 資産に関する事項（基本財産の増加に限ります。）

ウ 公告の方法の変更（現在は登記事項ではありませんが、処理の扱いが残

っています。）

（３）変更登記

当該定款変更が法人の登記事項（登記令第２条第２項・６６頁）に関する変

更であれば、伊勢市長の認可を得た後、主たる事務所の所在地においては２週

間以内、従たる事務所の所在地においては３週間以内に変更の登記をしなけれ

理事会の決議、次いで評議員会の決議が必要です。
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ばなりません。（法第２９条第１項、登記令第３条第１項）

また、登記をしなければ、これを第三者に対抗することができません。（法

第２９条第２項）

３ 定款変更認可申請手続き

社会福祉法人が定款変更の認可を受けようとするときは、定款変更認可申請書と

必要な添付書類を主たる事務所の所在地の伊勢市に提出しなければなりません。

（施行規則第３条第１項から第４項まで）

（１）申請書類提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は認可後、認可書として交付します。

（３）提出書類

ア 定款変更認可申請書（様式第２・７３頁）

イ 添付書類（別紙「定款変更認可申請書類一覧表」７１頁参照）

４ 定款認可申請書類作成にあたって留意すべき事項

設立認可申請の場合の「２設立認可申請書類作成にあたって留意すべき事項」

（２４頁）を参照してください。

なお、受託による事業の経営を行う場合は、事業を受ける旨の契約締結の終了後

に定款変更認可申請を行うこととなりますので、事業開始までの間に十分な準備を

する必要があります。

５ 定款変更届出書類

２の（２）で述べたア、イ及びウの事項については、伊勢市長への届出で足りると

されています。

（１）届出書提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は受理後、受理書として交付します。

（３）提出書類
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ア 定款変更届書（様式例３７・８０頁）

イ 添付書類（別紙「定款変更届に係る添付書類一覧表」７９頁参照）

参考

①基本財産増加の際の定款変更認可申請と変更届の違い

・ 基本財産には、抵当権（民間金融機関等の抵当権）、地上権等が設定されていない

ことが原則です。

・ 根抵当権は、一定の範囲内に属する不特定の債権を極度の限度で担保する抵当権

であり、担保提供の必要性等の観点から、設定は認められません。

②新規事業所開設の例

新規事業所開設の例については、目次の次頁の表（主な提出書類の例）の「２新規

事業所開設の例」をご覧ください。

６ 定款附則記載例

定款附則の記載例をお示ししますので、参考にしてください。

附則の日付は、定款変更認可の場合は認可書が到達した日（認可を了知し得べき

状態の日）を、定款変更届の場合は評議員会の承認日の日を記載してください。

附 則

この定款は、〇〇年〇〇月〇〇日から施行する。

建 物

新築 定款変更届

改築 定款変更認可申請書

増築 定款変更認可申請書

土 地
新規取得 定款変更届

地籍変更による増加 定款変更認可申請書
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定款変更認可申請書類一覧表

（○印が必要な添付書類）

変更事項

添付書類

事業目的の追加 事

業

廃

止

役 員

定数の

変 更

基本財産の変更 定款例

にあわ

せた条

文整理

備 考設置

経営

受託

経営

増・

改築
減少 削除

1 申 請 書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 様式第2・73頁

2 変 更 後 の 定 款 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

3 現 行 の 定 款 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
届出・認可書に添付

のものを受理・認可

書鑑を付けて複写

4 理事会及び評議員会議事録（写） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式例32・74頁

注)議事録に附属する議題

及び議案資料も併せて添付

5 財 産 目 録 ○ － － － － － － － 様式第3・75頁

6 事 業 計 画 書 ○ ○ － － － － － － ２か年分
事業開始年度
及び次年度7

収 支 予 算 書
(資金収支予算書）

○ ○ － － － － － －

8 受託事業の概要説明書 － ○ － － － － － － 様式例33・76頁

9 委 託 契約 書（写） － ○ － － － － － －
様式例34・76頁

契約書で事業実施
の確実性を担保

10 関 係 条 例 ( 写 ) － ○ － － － － － － 様式例35・77頁

11 法人の登記事項証明書(写) ○ ○ ○ － － － － － －

12

施

設

建

設

関

係

書

類

収 支 計 算 書 ○ － － － ○ ○ － －
当該不動産建設又
は購入に係るもの

補助金等の決定書（写） ○ － － － ○ ○ － － －

助成 金 決 定 通 知 書 （ 写 ） ○ － － － ○ ○ － － －

各種補助要綱（写）等 ○ ○ ○ －

借入金決定書(写)又は

受理証明書(写)等
○ － － － ○ ○ － － －

借

入

金

関

係

書

類

償還計 画 ( 写 ) ○ － － － ○ ○ － － 様式例27・63頁

償還金贈与

契約書(写)
○ － － － ○ ○ － － 様式例28・64頁

所得証明書

(写)
○ － － － ○ ○ － －

贈与者が個人の場合、

その贈与者の分

身分証明書
(写)

○ － － － ○ ○ － －
様式例7・49頁
贈与者が個人の場合、
その贈与者の分

登記されてい
ないことの証
明書(写)

○ － － － ○ ○ － －
様式例8・49頁

贈与者が個人の場合、
その贈与者の分
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※ 設置経営とは法人が自主的に経営するもので、受託経営とは事業を委託元から受

託して経営するものです。

※ 1年契約で行う業務受託の場合は、１か年分の資料でも差し支えありません。

※ 受託経営の場合は、事業実施の確実性を担保する必要があることから、契約締結

後に事業の認可申請（定款変更申請）を行います。

※ 土地の取得の場合は、定款変更届（６８頁）を参照してください。

変更事項

添付書類

事業目的の追加 事

業

廃

止

役 員

定数の

変 更

基本財産の変更 定款例

にあわ

せた条

文整理

備 考設置

経営

受託

経営

増・

改築
減少 削除

12

施

設

建

設

関

係

書

類

贈

与

契

約

関

係

建築資金贈
与契約書(写)

○ － － － ○ ○ － －
建築資金の贈与契
約がある場合

身分証明書
(写)

○ － － － ○ ○ － －
様式例7・49頁

贈与者が個人の場合、
その贈与者の分

登記されてい
ないことの証
明書(写)

○ － － － ○ ○ － －
様式例8・49頁

贈与者が個人の場合、
その贈与者の分

預貯金等残高
証明書（写）

○ － － － ○ ○ － －
贈与者が個人の場合、
その贈与者の分

法 人 決 算 書 ○ － － － ○ ○ － － －

工事関係契約書(写)
見積書(写)
領収書(写）

○ － － － ○ ○ － －
領収書(写)は、振
込金受領書(写)で
も可

不動産売買契約書 (写 ) ○ － － － ○ ○ － － －

不動産の登記事項証明書(写) ○ － － － ○ ○ ○ － 直近のもの

建築確認書（写） ○ － － － ○ ○ － － －

図 面 ○ ○ － － ○ ○ － －
位置図、配置図､平
面図､立面図

13

施設長就任承諾書
(写)、履歴書(写)及
び施設長の資格を証
する書類(写）

○ ○ － － － － － －
資格要件が必要な

場合

14
事業廃止届(写)又は
認可書(写)等

－ － ○ － － － ○ －

様式例36(1)・78頁

廃止届出書の認可等

(写)がない場合

15
廃止事業に係る財産
処分方法報告書

－ － ○ － － － ○ － 様式例 36(2)・78 頁

16
基本財産処分承認書
（写）

－ － － － ○ ○ ○ － 増築の場合は不要
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様
式
第
２
定
款
変
更
認
可
申
請
書 社
会
福
祉
法
人
定
款
変
更
認
可
申
請
書

申 請 者

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

三
重
県
伊
勢
市
○
○
○
○
○
○
○
○

ふ
り

が
な

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長
の
氏
名

理
事
長
○
○
○
○

申
請

年
月

日
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

定 款 変 更 の 内 容 及 び 理 由

内
容

理
由

変
更
前
の
条
文

変
更
後
の
条
文

第
１
章
総
則

（
目
的
）

第
１
条
（
略
）

（
１
）
（
略
）

（
２
）
第
２
種
社
会
福
祉
事
業

老
人
居
宅
介
護
等
事
業
の
経
営

第
５
章

資
産
及
び
会
計

（
資
産
の
区
分
）

第
２
８
条

こ
の
法
人
の
資
産
は
、
こ
れ
を

分
け
て
基
本
財
産
及
び
運
用
財
産
の
２
種

と
す
る
。

２
（
略
）

３
運
用
資
産
は
基
本
財
産
以
外
の
財
産
と

す
る
。

４
基
本
財
産
に
指
定
さ
れ
て
寄
附
さ
れ
た

金
品
は
、
速
や
か
に
第
２
項
に
掲
げ
る
た

め
、
必
要
な
手
続
き
を
と
ら
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

第
１
章
総
則

（
目
的
）

第
１
条
（
略
）

（
１
）
（
略
）

（
２
）
第
２
種
社
会
福
祉
事
業

(イ
)
老
人
居
宅
介
護
等
事
業
の

経
営

(ロ
)
保
育
所
の
経
営

第
５
章

資
産
及
び
会
計

（
資
産
の
区
分
）

第
２
８
条
こ
の
法
人
の
資
産
は
、
こ
れ
を

分
け
て
基
本
財
産
、
運
用
財
産
及
び
公
益

事
業
用
財
産
の
３
種
と
す
る
。

２
（
略
）

３
運
用
資
産
は
、
基
本
財
産
及
び
公
益
事

業
用
財
産
以
外
の
財
産
と
す
る
。

４
公
益
事
業
用
財
産
は
、
第
３
０
条
に
掲

げ
る
公
益
を
目
的
と
す
る
事
業
の
用
に
供

す
る
財
産
と
す
る
。

５
基
本
財
産
に
指
定
さ
れ
て
寄
附
さ
れ
た

金
品
は
、
速
や
か
に
第
２
項
に
掲
げ
る
た

め
、
必
要
な
手
続
き
を
と
ら
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

第
６
章

公
益
を
目
的
と
す
る
事
業

（
種
別
）

第
３
６
条
こ
の
法
人
は
、
社
会
福
祉
法
第

２
６
条
の
規
定
に
よ
り
、
利
用
者
が
、
個

人
の
尊
厳
を
保
持
し
つ
つ
、
自
立
し
た
生

活
を
地
域
社
会
に
お
い
て
営
む
こ
と
が
で

き
る
よ
う
支
援
す
る
こ
と
な
ど
を
目
的
と

し
て
、
次
の
事
業
を
行
う
。

居
宅
介
護
支
援
事
業

２
前
項
の
事
業
の
運
営
に
関
す
る
事
項
に

つ
い
て
は
、
理
事
総
数
の
３
分
の
２
以
上

の
同
意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
剰
余
金
が
出
た
場
合
の
処
分
）

第
３
１
条
前
条
の
規
定
に
よ
っ
て
行
う
事

業
か
ら
剰
余
金
が
生
じ
た
場
合
は
、
こ
の

法
人
の
行
う
社
会
福
祉
事
業
又
は
公
益
事

業
に
充
て
る
も
の
と
す
る
。

(ロ
)の
事
業
の
追
加

公
益
事
業
の
追
加
に

よ
る
条
文
の
改
正
及

び
追
加

同
上

以
下
、
順
次
章
及
び

条
を
繰
り
下
げ
る
。

定
款
に
記
載
さ
れ
、
登
記
さ
れ
て
い
る
法

人
の
所
在
地
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

申
請
書
を
提
出
す
る
年
月
日
を
記
載

し
て
く
だ
さ
い
。 定
款
変
更
の
内
容
に

よ
り
、
適
宜
具
体
的

に
記
載
し
て
く
だ
さ

い
。

変
更
前
の
条
文
及
び

変
更
後
の
条
文
の
変

更
部
分
に
ア
ン
ダ
ー

ラ
イ
ン
を
引
い
て
く

だ
さ
い
。

新
条
文
の
挿
入
や
削
除

に
よ
り
条
数
の
み
に
変

更
が
あ
る
場
合
に
は
、

「
以
下
順
次
条
数
を
繰

り
下
げ
る
（
繰
り
上
げ

る
）」
等
の
表
現
で
も
構

い
ま
せ
ん
。

（
注
）
１

用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
と
し
て
く
だ
さ
い
。

２
記
載
事
項
が
多
い
た
め
、
こ
の
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
適
宜
用
紙

（
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）
の
枚
数
を
増
し
、
こ
の
様
式
に
準
じ
た
申
請

書
を
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、
変
更
前
の
条
文
と
変
更
後
の
条
文
を
対
比
表
と
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
に

は
、
対
比
表
の
形
式
に
寄
ら
な
い
こ
と
も
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。

３
こ
の
申
請
書
に
は
、
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
３
条
第
１
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添

付
す
る
と
と
も
に
、
当
該
定
款
変
更
の
内
容
に
応
じ
、
同
条
第
２
項
又
は
第
３
項
に
規
定

す
る
書
類
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
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様
式
例
３
２
（
１
）
議
事
録
（
評
議
員
会
）

（
注
）
１

記
載
事
項
は
、
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
２
条
の
１
５
第
３
項
各
号
の
項
目
と
し
て
く

だ
さ
い
。

２
議
事
録
の
署
名
は
、
定
款
の
規
定
に
沿
っ
て
く
だ
さ
い
。

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
評
議
員
会
議
事
録
（
例
）

１
．
日
時

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
（
○
曜
日
）

午
前
・
午
後
○
〇
時
○
○
分
～
午
前
・
午
後
○
〇
時
○
○
分

２
．
場
所

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

○
○
○
会
事
務
所
会
議
室

３
．
出
席
者

評
議
員
総
数
○
名
中
○
名

評
議
員
○
○
○
○

評
議
員
○
○
○
○

評
議
員
○
○
○
○

評
議
員
○
○
○
○

評
議
員
○
○
○
○

評
議
員
○
○
○
○

（
欠
席
者
：
評
議
員
○
○
○
○
）

出
席
理
事
○
名

理
事
長
○
○
○
○

理
事
○
○
○
○

出
席
監
事
○
名

監
事
○
○
○
○

監
事
○
○
○
○

（
会
計
監
査
人
○
○
○
○
）

４
．
議
長

評
議
員
○
○
○
○

５
．
決
議
事
項

第
１
号
議
案

令
和
○
○
年
度
の
計
算
書
類
等
の
承
認
に
つ
い
て

第
２
号
議
案

理
事
の
任
期
満
了
に
伴
う
選
任
に
つ
い
て

第
３
号
議
案

定
款
変
更
認
可
申
請
に
つ
い
て

６
．
議
事
の
経
過
の
要
領
及
び
そ
の
結
果

出
席
し
た
評
議
員
の
互
選
に
よ
り
選
出
さ
れ
た
○
○
○
○
が
議
長
と
な
り
、
本
評
議
員
会

は
、
定
款
第
○
○
条
に
定
め
る
定
足
数
を
充
た
し
て
お
り
、
適
法
に
成
立
し
た
旨
を
告
げ

た
。（
※
以
下
定
款
に
よ
り
、
評
議
員
会
で
議
事
録
署
名
人
を
選
出
す
る
場
合
）

そ
の
後
、
議
事
録
署
名
人
に
次
の
２
名
を
選
出
し
て
議
事
に
入
っ
た
。

評
議
員
○
○
○
○

評
議
員
○
○
○
○

（
※
審
議
内
容
が
分
か
る
よ
う
に
記
載
す
る
こ
と
。）

（
※
特
別
の
利
害
関
係
が
あ
る
場
合
、「
当
該
評
議
員
の
氏
名
」
を
記
載
す
る
こ
と
）

議
長
「（
発
言
要
旨
）
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･」

○
○
評
議
員
「
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
」

〃
〃

（
審
議
結
果
を
明
確
に
記
載
す
る
こ
と
）

７
．
報
告
事
項

（
１
）
令
和
○
○
年
度
の
事
業
報
告
の
内
容
報
告
に
つ
い
て

（
２
）
○
○
○
○
○

８
．
議
事
録
作
成
者

事
務
局
長

○
○
○
○

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

議
長

評
議
員
○
○
○
○
㊞

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

議
事
録
署
名
人

評
議
員
○
○
○
○
㊞

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

議
事
録
署
名
人

評
議
員
○
○
○
○
㊞

様
式
例
３
２
（
２
）
議
事
録
（
理
事
会
）

（
注
）
１

記
載
事
項
は
、
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
２
条
の
１
７
第
３
項
各
号
の
項
目
と
し
て
く

だ
さ
い
。

２
議
事
録
の
署
名
は
、
定
款
の
規
定
に
沿
っ
て
く
だ
さ
い
。

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
理
事
会
議
事
録
（
例
）

１
．
日
時

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
（
○
曜
日
）

午
前
・
午
後
○
時
○
○
分
～
午
前
・
午
後
○
時
○
○
分

２
．
場
所

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

○
○
○
会
事
務
所
会
議
室

３
．
出
席
者

理
事
総
数
○
名
中
○
名

理
事
長
○
○
○
○

理
事
○
○
○
○

理
事
○
○
○
○

理
事
○
○
○
○

理
事
○
○
○
○

（
欠
席
者
：
理
事
○
○
○
○
）

監
事
総
数
○
名
中
○
名

監
事
○
○
○
○

監
事
○
○
○
○

４
．
議
長

理
事
長
(理
事
)
○
○
○
○

５
．
決
議
事
項

第
１
号
議
案

定
款
変
更
認
可
申
請
に
つ
い
て

第
２
号
議
案

基
本
財
産
処
分
承
認
申
請
に
つ
い
て

第
３
号
議
案

基
本
財
産
担
保
提
供
承
認
に
つ
い
て

第
４
号
議
案

評
議
員
会
の
日
時
及
び
場
所
並
び
に
議
題
・
議
案
の
決
定
に
つ
い
て

６
．
議
事
の
経
過
の
要
領
及
び
そ
の
結
果

定
刻
に
至
り
、
理
事
長
が
仮
議
長
と
な
り
、
定
款
第
○
○
条
に
定
め
る
定
足
数
を
充
た
し

て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
と
と
も
に
、
直
ち
に
議
長
の
選
任
を
求
め
た
と
こ
ろ
理
事
○
○
○

○
か
ら
仮
議
長
を
推
し
た
い
旨
発
言
が
あ
り
、
満
場
の
賛
同
を
得
て
理
事
長
○
○
○
○
が
議

長
と
な
っ
た
。

議
事
録
署
名
人
は
、
定
款
に
規
定
の
と
お
り
、
次
の
者
と
し
た
。

監
事
○
○
○
○

監
事
○
○
○
○

（
※
審
議
内
容
が
分
か
る
よ
う
に
記
載
す
る
こ
と
。）

（
※
特
別
の
利
害
関
係
が
あ
る
場
合
、「
当
該
理
事
の
氏
名
」
を
記
載
す
る
こ
と
）

議
長
「（
発
言
要
旨
）
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･」

○
○
理
事
「
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
」

〃
〃

（
審
議
結
果
を
明
確
に
記
載
す
る
こ
と
）

７
．
報
告
事
項

（
１
）
理
事
長
の
業
務
執
行
報
告
に
つ
い
て

（
２
）
◯
◯
◯
◯

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

議
長

理
事
長
○
○
○
○
㊞

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

議
事
録
署
名
人

監
事
○
○
○
○
㊞

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

議
事
録
署
名
人

監
事
○
○
○
○
㊞

74



別紙４

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

現金預金

　現金 現金手許有高 － 運転資金として － － ×××

　普通預金 ○○銀行○○支店他 － 運転資金として － － ×××

×××

事業未収金 ・・・・・・・・ － ○月分介護報酬等 － － ×××

　･････ ・・・・・・・・ － ・・・・・・・ － － ・・・・・・

×××

土地 （Ａ拠点）
○○市○○町1-1-1

－
第１種社会福祉事業である○○施設
等に使用している

－ － ×××

（Ｂ拠点）
○○市○○町2-2-2

－
第２種社会福祉事業である▲▲施設
等に使用している

－ － ×××

×××

建物 （Ａ拠点）
○○市○○町1-1-1

19××年度
第１種社会福祉事業である○○施設
等に使用している

××× ××× ×××

（Ｂ拠点）
○○市○○町2-2-2

19××年度
第２種社会福祉事業である▲▲施設
等に使用している

××× ××× ×××

×××

定期預金 ○○銀行○○支店他 －
寄附者により○○事業に使用するこ
とが指定されている

－ － ×××

投資有価証券 第○回利付国債他 － 特段の指定がない － － ×××

　･････ ・・・・・・・・ － ・・・・・・・ － － ・・・・・・

土地 （○拠点）
○○市○○町3-3-3

－
５年後に開設する○○事業のための
用地

－ － ×××

（本部拠点）
○○市○○町4-4-4

－ 本部として使用している － － ×××

×××

建物 （Ｃ拠点）
○○市○○町5-5-5

20××年度
第２種社会福祉事業である訪問介護
事業所に使用している

××× ××× ×××

車輌運搬具 ○○他３台 － 利用者送迎用 ××× ××× ×××

○○積立資産 ○○銀行○○支店他 －
将来における○○の目的のために積
み立てている定期預金

－ － ×××

　･････ ・・・・・・・・ － ・・・・・・・ － － ・・・・・・

短期運営資金借入金 ○○銀行○○支店他 － － － ×××

事業未払金 ○月分水道光熱費他 － － － ×××

職員預り金 ○月分源泉所得税他 － － － ×××

・・・・・・ ・・・・・・・・ － － － ・・・・・・

×××

設備資金借入金 （独）福祉医療機構他 － － － ×××

長期運営資金借入金 ○○銀行○○支店他 － － － ×××

・・・・・・ ・・・・・・・・ － － － ・・・・・・

様式第３　財産目録

 財　　　　産　　　　目　　　　録 

令和○〇年〇〇月〇〇日現在

（単位：円）

Ⅰ  資産の部

１  流動資産

小計

　　　　　　　　　　　　　　　　流動資産合計

２  固定資産

（１）  基本財産

小計

小計

　　　　　　　　　　　　　　　　基本財産合計                                                                                                                                                             ×××

（２） その他の固定資産

小計

　　　　　　　　　　　　　　　　その他の固定資産合計                                                                                                                                                       ×××

　　　　　　　　　　　　　　　　固定資産合計                                                                                                                                                             ×××

　　　　　　　　　　　　　　　　資産合計                                                                                                                                                                 ×××

Ⅱ  負債の部

１  流動負債

　　　　　　　　　　　　　　　　流動負債合計                                                                                                                                                             

２  固定負債

　　　　　　　　　　　　　　　　固定負債合計                                                                                                                                                             ×××

　　　　　　　　　　　　　　　　負債合計                                                                                                                                                                 ×××

　　　　　　　　　　　　　　　　差引純資産                                                                                                                                                               ×××

（記載上の留意事項）

・土地、建物が複数ある場合には、科目を拠点区分毎に分けて記載するものとする。

・同一の科目について控除対象財産に該当し得るものと、該当し得ないものが含まれる場合には、分けて記載するものとする。

・科目を分けて記載した場合は、小計欄を設けて、「貸借対照表価額」欄と一致させる。

・「使用目的等」欄には、社会福祉法第５５条の２の規定に基づく社会福祉充実残額の算定に必要な控除対象財産の判定を行うため、各資産の使用目的を簡潔
　に記載する。
　なお、負債については、「使用目的等」欄の記載を要しない。

・｢貸借対照表価額｣欄は、｢取得価額｣欄と｢減価償却累計額｣欄の差額と同額になることに留意する。

・建物についてのみ｢取得年度｣欄を記載する。

・減価償却資産（有形固定資産に限る）については、｢減価償却累計額｣欄を記載する。
　なお、減価償却累計額には、減損損失累計額を含むものとする。また、ソフトウェアについては、取得価額から貸借対照表価額を控除して得た額を「減価償
　却累計額」欄に記載する。

・車輌運搬具の○○には会社名と車種を記載すること。車輌番号は任意記載とする。

・預金に関する口座番号は任意記載とする。
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様
式
例
３
３
受
託
事
業
の
概
要
説
明
書 受
託
事
業
の
概
要

１
．
事

業
内

容

２
．
設

置
主

体

３
．
施

設
名

４
．
入

所
定

員
〇
〇
名

５
．
敷

地
面

積
〇
〇
㎡

６
．
規
模
及
び
構
造

７
．
工
事
予
定
期
間

令
和
○
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日
～
令
和
○
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

８
．
事
業
開
始
予
定
年
月
日

令
和
○
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

様
式
例
３
４
業
務
管
理
委
託
契
約
書

〇
〇
市
立
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
業
務
管
理
委
託
契
約
書
（
例
）

○
○
市
長
○
○
○
○
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。
）
と
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
理
事
長
○
○
○

○
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。
）
は
、
伊
勢
市
立
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
（
以
下
「
老
人
ホ
ー
ム
」

と
い
う
。
）
の
業
務
管
理
委
託
契
約
を
締
結
す
る
。

（
委
託
業
務
の
範
囲
）

第
１
条
甲
は
、
老
人
ホ
ー
ム
に
係
る
次
の
業
務
を
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･

（
１
）
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･

（
２
）
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･

（
運
営
の
基
準
）

第
２
条
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

委
託
者

所
在
地

〇
〇
市
〇
〇
町
〇
〇
〇
番
地

氏
名

〇
〇
市
長

○
○
○
○
㊞

受
託
者

所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
㊞
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様
式
例
３
５
関
係
条
例

※
委
託
を
定
め
た
条
例

伊
勢
市
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
条
例
（
例
）

令
和
○
○
年
○
月
○
日
条
例
第
○
号

（
設
立
）

第
１
条
地
方
自
治
法
（
昭
和
２
２
年
法
律
第
６
７
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
２
４
４

条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
市
に
老
人
福
祉
法
（
昭
和
３
８
年
法
律
第
１
３
３
号
）
第
１

５
条
第
３
項
の
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
（
以
下
「
老
人
ホ
ー
ム
」
と
い
う
。
）
を
設
置
す

る
。

（
名
称
及
び
位
置
）

第
２
条
老
人
ホ
ー
ム
の
名
称
及
び
位
置
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（
管
理
の
委
託
）

第
３
条
市
長
は
、
法
第
２
４
４
条
の
２
第
３
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○

会
に
老
人
ホ
ー
ム
の
管
理
を
委
託
す
る
。

（
規
則
へ
の
委
任
）

第
４
条
こ
の
条
例
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
規
則
で
決
め
る
。

附
則

こ
の
条
例
は
、
令
和
○
○
年
○
月
○
日
か
ら
施
行
す
る
。

名
称

位
置
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様
式
例
３
６
（
１
）
事
業
廃
止
届

（
注
）
１

社
会
福
祉
事
業
を
廃
止
す
る
場
合
で
、
三
重
県
等
へ
の
廃
止
届
出
書
の
認
可
等
の
写
し

で
も
可
と
し
ま
す
。

２
公
益
事
業
及
び
収
益
事
業
を
廃
止
す
る
場
合
は
、
こ
の
様
式
例
と
し
て
く
だ
さ
い
。

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

伊
勢
市
長
○
○
○
○
様

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

事
業
廃
止
届

下
記
の
と
お
り
、
事
業
の
経
営
を
廃
止
い
た
し
ま
す
の
で
、
関
係
書
類
を
添
え
て
届
出
い
た
し

ま
す
。

記

１
．
廃
止
事
業

名
称

種
類

利
用
者
数

〇
〇
名

２
．
廃
止
予
定
日

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

３
．
事
業
廃
止
の
理
由

４
．
利
用
者
及
び
職
員
の
処
遇
方
法

様
式
例
３
６
（
２
）
廃
止
事
業
に
係
る
財
産
処
分
方
法
報
告
書

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

伊
勢
市
長
○
○
○
○
様

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

廃
止
事
業
に
係
る
財
産
処
分
方
法
報
告
書

廃
止
事
業
に
係
る
財
産
の
処
分
方
法
に
つ
い
て
、
下
記
の
と
お
り
報
告
し
ま
す
。

記

１
．
廃
止
事
業
・
事
業
所
名

廃
止
事
業

○
○
事
業

廃
止
事
業
所
名

○
○
○
○

（
所
在
地
：
伊
勢
市
○
○
町

）

２
．
廃
止
年
月
日

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

３
．
財
産
の
処
分
方
法

（
１
）
建
物
、
土
地

（
２
）
備
品

（
３
）
資
金

（
４
）
個
人
情
報

（
５
）
職
員

（
６
）
そ
の
他
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定款変更届に係る添付書類一覧表

（○印が必要な添付書類）

※ 基本財産に追加する際は、抵当権（民間金融機関等の抵当権）、根抵当権、地上権

等が設定されていないことが原則です。

区 分

基本財産の増加 事務

所所

在地

の変

更

公告

の方

法の

変

更

備 考土 地
建物 現金

購入 寄附

１ 変 更 届 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 様式例37・80頁

２ 変 更 後 の 定 款 ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

３ 現 行 の 定 款 ○ ○ ○ ○ ○ ○
届出・認可書に添付のものを

受理・認可書鑑を付けて複写

４
理事会及び評議員会

の 議 事 録 （ 写 ）
○ ○ ○ ○ ○ ○

注)議事録に附属する議題及

び議案資料も併せて添付

５ 収 支 決 算 書 ○ ○

定

款

変

更

認

可

申

請

書

添

付

書

類

と

同

じ

－ － － 当該不動産購入に係るもの

６

収

支

財

源

を

証

明

す

る

書

類

(1) 補 助 金 等 の 決 定 書 （ 写 ） ○ － － － － 国県、船舶、自転車振興会等補助金

(2) 助 成 金 決 定 書 （ 写 ） ○ － － － － 共同募金会、各種助成団体助成金

(3) 借 入 金 決 定 書 （ 写 ） ○ － － － － 福祉医療機構、民間金融機関等借入金

(4) 償 還 計 画 ○ － － － －

様式例27・63頁

各年度の償還額及び財源が分かるもの

（他に借入金がある場合、法人全体のもの）

(5)
償 還 金 贈 与

契 約 書 （ 写 ）
○ － － － －

様式例28・64頁

寄附者、保証人の身分証明書（写）、

登記されていないことの証明書（写）、

所得証明書（写）の添付

(6)

土 地 購 入 資 金 等

贈 与 契 約 書 （ 写 ）

及 び 領 収 書 （ 写 ）

○ ○ ○ － －

寄附者の身分証明書（写）、

登記されていないことの証明書

（写）添付

※領収書(写)又は振込金受取書(写)

(7) 各 種 補 助 要 綱 （ 写 ） 等 ○ － － － － 市町村からの補助金を財源とする場合のみ

(8)
売 買 契 約 書 （ 写 ）

及 び 領 収 書 （ 写 ）
○ － － － －

領収書 (写 )又は振込金

受領書 (写 )でも可

(9) 法 人 決 算 書 ○ ○ － － －
土地購入等に係る前年度の収

支決算書、貸借対照表

７ 図 面 ○ ○ － － － 位置図及び地図又は地図に準ずる図面

８ 不動産の登記事項証明書（写） ○ ○ － － － 登記完了後の直近のもの

９
住 居 表 示 実 施 に

係る証明書（写）
－ － － － ○ － 移転の場合は、法人の登記事項証明書

1 0 預貯金等残高証明書（写） － － － ○ － － 直近のもの
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様
式
例
３
７
定
款
変
更
届

社
会
福
祉
法
人
定
款
変
更
届

届 出 者

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

ふ
り

が
な

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事

長
の

氏
名

理
事
長

○
○

○
○

届
出
年
月
日

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

定 款 変 更 の 内 容 及 び 理 由

内
容

理
由

変
更

前
の

条
文
変

更
後

の
条

文

第
１
章
総
則

第
１
条
～
第
３
条
（
略
）

（
事
務
所
の
所
在
地
）

第
４
条
こ
の
法
人
の
事
務
所
を
三

重
県
伊
勢
市
〇
〇
町
〇
〇
番
地
に

置
く
。

第
６
章
資
産
及
び
会
計

第
30
条

こ
の
法
人
の
資
産
は
、

こ
れ
を
分
け
て
基
本
財
産
と
そ
の

他
財
産
の
２
種
と
す
る
。

２
基
本
財
産
は
、
次
の
各
号
に
掲

げ
る
財
産
を
も
っ
て
構
成
す
る
。

（
１
）
土
地 伊
勢
市
〇
〇
１
丁
目
〇

〇
番
所
在
の
〇
〇
〇
〇
ホ

ー
ム
〇
〇
園
敷
地
（
〇

〇
平
方
メ
ー
ト
ル
）

（
２
）
建
物
①
伊
勢
市
〇
〇
１
丁
目

〇
〇
番
〇
〇
号
所
在
の

〇
〇
造
〇
〇
屋
根
〇
階

建
〇
〇
〇
〇
ホ
ー
ム
〇

〇
園
１
棟
（
〇
階
〇

〇
平
方
メ
ー
ト
ル
）

②
伊
勢
市
〇
〇
町
〇
〇

番
地
所
在
の
〇
〇
造
〇

〇
屋
根
平
家
建
〇
〇
保

育
園
１
棟
（
〇
〇
平

方
メ
ー
ト
ル
）

第
１
章
総
則

第
１
条
～
第
３
条
（
略
）

（
事
務
所
の
所
在
地
）

第
４
条
こ
の
法
人
の
事
務
所
を
三

重
県
伊
勢
市
〇
〇
丁
目
〇
〇
番
〇

号
に
置
く
。

第
６
章
資
産
及
び
会
計

第
30
条

こ
の
法
人
の
資
産
は
、

こ
れ
を
分
け
て
基
本
財
産
と
そ
の

他
財
産
の
２
種
と
す
る
。

２
基
本
財
産
は
、
次
の
各
号
に
掲

げ
る
財
産
を
も
っ
て
構
成
す
る
。

（
１
）
土
地
①
伊
勢
市
〇
〇
１
丁
目

〇
〇
番
所
在
の
〇
〇
〇

〇
ホ
ー
ム
〇
〇
園
敷

地
（
〇
〇
平
方
メ
ー
ト

ル
）

②
伊
勢
市
〇
〇
町
〇

〇
番
所
在
の
〇
〇
保

育
園

敷
地
（
〇
〇

平
方
メ
ー
ト
ル
）

（
２
）
建
物
①
伊
勢
市
〇
〇
１
丁
目

〇
〇
番
〇
〇
号
所
在
の

〇
〇
造
〇
〇
屋
根
〇
階

建
〇
〇
〇
〇
ホ
ー
ム
〇

〇
園
１
棟
（
〇
階
〇

〇
平
方
メ
ー
ト
ル
）

②
伊
勢
市
〇
〇
町
〇
〇

番
地
所
在
の
〇
〇
造
〇

〇
屋
根
平
家
建
〇
〇
保

育
園
１
棟
（
〇
〇
平

方
メ
ー
ト
ル
）

土
地
の
取
得
に
伴
う
追
加

定
款
に
記
載
さ
れ
、
登
記
さ
れ
て
い

る
法
人
の
所
在
地
を
記
載
し
て
く
だ

さ
い
。

申
請
書
を
提
出
す
る
年
月
日
を
記
載

し
て
く
だ
さ
い
。

定
款
変
更
の
内
容
に

よ
り
、
適
宜
具
体
的

に
記
載
し
て
く
だ
さ

い
。

変
更
前
の
条
文
及
び

変
更
後
の
条
文
の
変

更
部
分
に
ア
ン
ダ
ー

ラ
イ
ン
を
引
い
て
く

だ
さ
い
。

（
注
）
１

用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
と
し
て
く
だ
さ
い
。

２
記
載
事
項
が
多
い
た
め
、
こ
の
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
適
宜
用
紙

（
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）
の
枚
数
を
増
し
、
こ
の
様
式
に
準
じ
た
申
請

書
を
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、
変
更
前
の
条
文
と
変
更
後
の
条
文
を
対
比
表
と
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
に

は
、
対
比
表
の
形
式
に
寄
ら
な
い
こ
と
も
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。

３
こ
の
申
請
書
に
は
、
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
４
条
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
く
だ

さ
い
。
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第８ 基本財産処分、担保提供承認申請手続き

前述のとおり、社会福祉法人にとって資産は、法人の成立要件となっています。（法

第２５条）その資産のうち、法人が目的とする社会福祉事業と密接な関係にある財産を

その法人の存立の基盤となる基本財産として、その他の財産（その他財産、公益事業用

財産及び収益事業用財産）と会計上区分して扱うこととし、厳重な管理と本来の目的以

外の理由でこれを消費することの防止を図っています。ただし、目的遂行上必要やむを

得ない場合に限り、事前に伊勢市長の承認を得てこれを処分することができます。

この基本財産に対する制限は、財産の経済的価値を減少させることとなる全ての行為

に対するものであり、売却だけでなく、抵当権その他の担保物件等を基本財産に設定す

ることも含まれます。

また、社会福祉事業の用に供していないものとしてその他財産に移し替える場合、会

計上基本財産をその他財産に移し替えるような場合も、基本財産の処分にあたるため、

所轄庁の承認が必要となります。

独立行政法人福祉医療機構から民間金融機関に借換え（協調融資外）を行う場合も、

同様です。

ただし、次に該当する場合は、承認手続きは不要又は省略が可能となります。

１ 基本財産の処分手続き

基本財産の処分を予定している場合は、法人の理事会及び評議員会で審議を行う前

に、予め、余裕をもって所轄庁へ事前相談をしてください。

処分の手続きは、次のとおりです。

（１）理事会及び評議員会の承認

基本財産処分についても、定款変更の場合と同様に、理事会及び評議員会の

議決を経る等定款に定められた意思決定の手続きが必要です。

（２）基本財産処分、担保提供承認申請

これについては、２、３で述べます。

（３）処分

（２）の申請により所轄庁の承認を得た後、売却、担保提供等処分の一般的

な手続きを行うことができます。

（担保提供承認の場合）

※次の①及び②の場合、所轄庁の承認は不要です。

また、③を定款に定めている場合は、意見書の届出が必要です。届出書類は後

記４を参照してください。

① 独立行政法人福祉医療機構に対して基本財産を担保に供する場合

② 独立行政法人福祉医療機構と協調融資に関する契約を結んだ民間金融機関に

対して基本財産を担保に供する場合

③ 社会福祉施設整備のための資金に対する融資を行う確実な民間金融機関に対

して、基本財産を担保に供する場合で、当該事業計画が適切であるとの意見書

（様式第６（２）・９０頁）を所轄庁に届出た場合

（処分承認の場合）

※次の場合、所轄庁の承認は省略可能です。

老朽民間社会福祉整備費の国庫補助を受ける場合
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（４）定款変更

処分に伴い定款変更が必要な場合には、処分後速やかに定款変更の手続きを

とることが必要です。

２ 基本財産処分承認申請手続き

（１）申請書提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は承認後、承認書として交付します。

（３）提出書類

ア 基本財産処分承認申請書（様式第４・８５頁）

イ 添付書類（別紙「基本財産処分承認申請書類一覧表」８４頁参照）

３ 基本財産担保提供承認申請手続き

既設の建物等以外の建物等（新設の建物等）を担保に提供する場合は、担保提供承

認申請を行う前に、定款変更において基本財産に加える必要があります。

基本財産の担保提供を予定している場合は、法人の理事会及び評議員会で審議を行

う前に、予め、余裕をもって所轄庁へ事前相談をしてください。

基本財産の担保提供が認められる場合は、次の要件を満たす場合です。

① 担保提供の目的の妥当性

借入金の目的は、社会福祉事業に限られます。公益事業や収益事業に充てる

借入金に係る担保提供を行うことは認められません。

※ 法人の役員や役員の経営する会社等の債務担保に供するなど、法人の事業

とは無関係の目的で担保提供を行うことはできません。

② 担保提供の必要性

国又は地方公共団体からの十分な額の助成が見込めないこと、基本財産以外

に処分しうる財産が存在しないことなどの理由によって、基本財産の担保提供

を行う以外に適当な資金調達の手段がないことが必要です。

③ 担保提供の方法の妥当性

担保提供に係る借入金について、適正な償還計画があり、かつ、法人に対す

る寄附金や事業収入の状況から判断して、償還期間中に当該法人の事業運営に

支障が生じないと認められる必要があります。

④ 担保提供に係る意思決定の適法性

定款所定の手続を経ている必要があります。

（１）申請書提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号
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ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は承認後、承認書として交付します。

（３）提出書類

ア 基本財産担保提供承認申請書（様式第５・８８頁）

イ 添付書類（別紙「基本財産担保提供承認申請書類一覧表」８６頁参照）

４ 基本財産の担保提供に係る届出書類

前記「担保提供承認の場合」の③（８１頁）に該当する場合で、伊勢市長が適切で

あると認めた場合は、伊勢市長への届出で足りるとされています。

なお、意見書を当市の市長に依頼する場合は、事前にご相談ください。

（１）申請書提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は受理後、受理書として交付します。

（３）提出書類

ア 民間金融機関からの借入れに関する意見書（様式第６（２）・９０頁）

イ 添付書（別紙「基本財産担保提供届に係る添付書類一覧表」８９頁参照）

83



基本財産処分承認申請書類一覧表

（○印が必要な添付書類）

区 分
不動産の

売 却 等

建 物 の

取り壊し

現金(基金)

の取り崩し
備 考

申 請 書 ○ ○ ○ 様式第４・８５頁

定 款 （ 現 行 ） ○ ○ ○
届出・認可書に添付のある

ものを受理・認可書鑑を付

けて複写

評 議 員 会 及 び 理 事 会

議 事 録 （ 写 ）
○ ○ ○

注)議事録に附属する議題及

び議案資料も併せて添付す

ること。

財 産 目 録 ○ ○ ○
処分前のもの

様式第３・７５頁

不動産の登記事項証明書（写） ○ ○ －
処分物件（直近のもの）の

もの

預貯金等残高証明書（写） － － ○
基本財産（当該基金）の残

高証明書

不動産の価格評価書（写） ○ － －
市町村、銀行発行の評価書

又は不動産鑑定書等

売買価格等を証する書類（写） ○ － －
売買（交換）仮契約書（写）

又は買取り確約書（写）等

売却 金 等 の 使 途 計 画 書 ○ － ○ 具体的に記載

施設建設（改築）計画書 ○ ○ ○
施設建設等を伴う場合に添

付

図 面 ○ ○ －

位置図・配置図・平面図・

立面図

土地の場合は、地図又は地

図に準ずる図面（処分物件

を色分けしてください。）
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様
式
第
４
基
本
財
産
処
分
承
認
申
請
書
（
記
載
例
）

（
注
）
１

用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
と
し
て
く
だ
さ
い
。

２
基
本
財
産
処
分
の
内
容
欄
に
は
、
処
分
の
種
類
（
売
却
、
賃
貸
等
）
、
処
分
の
相
手
方

（
買
主
、
借
主
等
）
、
処
分
の
対
価
（
売
買
価
格
、
賃
貸
料
等
）
等
を
記
載
し
て
く
だ
さ

い
。

３
処
分
物
件
の
欄
に
は
、
処
分
す
る
基
本
財
産
を
具
体
的
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
例
え

ば
、
次
の
と
お
り
で
す
。

①
建
物
に
つ
い
て
は
、
棟
ご
と
に
所
在
地
、
種
類
、
構
造
及
び
床
面
積
並
び
に
申
請
時

に
お
け
る
具
体
的
な
用
途

②
土
地
に
つ
い
て
は
、
筆
ご
と
に
所
在
地
、
地
目
及
び
地
積
並
び
に
申
請
時
に
お
け
る

具
体
的
な
用
途

基
本
財
産
処
分
承
認
申
請
書

申 請 者

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

ふ
り

が
な

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
○
会

理
事
長
の
氏
名

理
事
長

○
○
○
○

申
請
年
月
日

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

基
本
財
産
処
分
の
内
容

処
分
の
種
類
：
売
却

処
分
相
手
方
：
〇
〇
〇
〇

処
分
の
対
価
：
１
０
０
，
０
０
０
円

基
本
財
産
を
処
分
す
る
理
由

当
法
人
が
経
営
す
る
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
○
○
園
の
敷
地
に
接
す
る
県
道
の
拡
幅
工
事
に
伴

い
、
道
路
用
敷
地
と
し
て
三
重
県
よ
り
譲
渡
の
申
し
入
れ
が
あ
っ
た
た
め
。

処
分

物
件

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
字
○
○
○
○
番

宅
地

５
．
７
５
㎡

定
款
に
記
載
さ
れ
、
登
記
さ
れ

て
い
る
法
人
の
所
在
地
を
記
載

し
て
く
だ
さ
い
。

申
請
書
を
提
出
す
る
年
月
日

を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
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基本財産担保提供承認申請書類一覧表

（○印が必要な添付書類）

区 分
施設建設等及び不動産

購入資金の借入

運営(運転)

資金の借入

担保物件の変更
備 考

簡易なもの

申 請 書 ○ ○ ○ ○ 様式第5・88頁

評議員会及び理事会
議 事 録 ( 写 )

○ ○ ○ ○

様式例32・74頁

注)議事録に附属する議題及び議

案資料も併せて添付すること。

財 産 目 録 ○ ○ ○ ○
様式第3・75頁

申請日直近のもの

不動産の登記事項

証 明 書 （ 写 ）
○ ○ ○ ○ 担保提供物件（直近のもの）

定 款 （ 現 行 ） ○ ○ ○ ○
届出・認可書に添付のあるも

のを受理・認可書鑑を付けて

複写

資 金 計 画 書 ○ ○ ○ ○
担保物件の変更の場合は工事

等の決算書

資

金

計

画

関

係

書

類

補助金等の（内定）
決定通知書の（写）

○ － ○ －
国、県、市町村、その他補助機

関（自転車振興会等）の補助金

助 成 金 等 の （ 内 定 ）
決定通知書の（写）

○ － ○ －
共同募金及び各種助成団体の

助成金

自己資金の贈与
契約書(写）

○ － ○ －
自己資金に寄附金を予定して

いる場合のみ

身分証明書（写） ○ － ○ － 様式例7・49頁

登記されていない
ことの証明書（写）

○ － ○ － 様式例8・49頁

預貯金等残高証明書（写） ○ － ○ －
寄附金額以上の残高証明書

(２通以上の場合日付を統一してください。)

法 人 決 算 書 ○ ○ ○ －
工事等年度の前年度の収支計

算書、貸借対照表

借 入 金 決 定
通知書（写）等

○ ○ ○ －
福祉医療機構、民間金融機関(融資証明)
担保変更の場合は契約書(写)等

償還計画書（写） ○ ○ ○ ○
各年次別償還額及び充当財源を明記
(他に借入金がある場合、法人全体のもの)

償
還
財
源
関
係
書
類

償 還 財 源 贈 与
契約書（写）

○ ○ ○ －
償還金に寄附金を財源とする

場合のみ

身分証明書（写） ○ ○ ○ － 様式例7・49頁

登 記 さ れ て い な い
ことの証明書（写）

○ － ○ － 様式例8・49頁

所得証明書（写） ○ ○ ○ －
寄附者の総所得金額がわかる

もの、保証人も同じ

各種補助要綱（写）等 ○ ○ ○ －
償還金に市町村からの補助金

を財源とする場合のみ
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区 分
施設建設等及び不動産

購入資金の借入

運営(運転)

資金の借入

担保物件の変更
備 考

簡易なもの

工事関係見積書（写）、
契約書（写）、領収書（写）

○ － ○ －
設計委託費、初度調弁費があ

る場合、それを含む

売買関係見積書（写）
契約書（写）、領収書（写）

○ － ○ －

図 面 ○ ○ ○ ○

位置図・配置図・平面図・立

面図

土地の場合は、地図又は地図

に準ずる図面（担保物件を色

分けしてください。）

事 業 計 画 書 ○ ○ － － 借入金で行う事業の計画
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様
式
第
５
基
本
財
産
担
保
提
供
承
認
申
請
書
（
記
載
例
）

基
本
財
産
担
保
提
供
承
認
申
請
書

申 請 者

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

ふ
り

が
な

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長
の
氏
名

理
事
長

○
○
○
○

申
請
年
月
日

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

資 金 借 入 れ の 理 由

当
法
人
の
経
営
す
る
○
○
保
育
園
の
遊
戯
室
を
増
築
す
る
た
め

借 入 金 で 行 う 事 業 の 概 要

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
平
家
建

床
面
積

３
０
㎡

資 金 計 画

法
人
自
己
資
金

〇
〇
〇
〇
円

借
入

金
〇
〇
〇
〇
円

担 保 提 供 に 係 る 借 入 金

借
入

先
（
株
）
○
○
銀
行

借
入

金
額

○
○
○
○
円

借
入

期
間

１
０
年

借
入

利
息

年
〇
．
〇
％

償
還

方
法

１
０
年
年
賦
払

償
還

計
画

○
年
○
○
円

○
年
○
○
円

○
年
○
○
円

○
年
○
○
円

○
年
○
○
円

○
年
○
○
円

○
年
○
○
円

○
年
○
○
円

上
記
の
財
源
は
、
理
事
長
○
○
○
○
か
ら
の
寄
附
に
よ
る
。

定
款
に
記
載
さ
れ
、
登
記
さ
れ
て
い
る
法

人
の
所
在
地
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

申
請
書
を
提
出
す
る
年
月
日
を
記
載

し
て
く
だ
さ
い
。

（
注
）
１

用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
と
し
て
く
だ
さ
い
。

２
記
載
事
項
が
多
い
た
め
、
こ
の
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
適
宜
用
紙

（
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）
の
枚
数
を
増
し
、
こ
の
様
式
に
準
じ
た
申
請

書
を
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

３
償
還
計
画
の
欄
に
は
、
償
還
に
つ
い
て
の
年
次
計
画
を
記
載
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
償

還
財
源
を
明
記
し
て
く
だ
さ
い
。

４
担
保
物
件
の
欄
に
は
、
担
保
に
供
す
る
基
本
財
産
を
具
体
的
に
記
載
す
る
こ
と
。
例
え

ば
、
建
物
に
つ
い
て
は
、
棟
ご
と
に
所
在
地
、
種
類
、
構
造
及
び
床
面
積
並
び
に
具
体
的

な
用
途
を
、
土
地
に
つ
い
て
は
、
筆
ご
と
に
所
在
地
、
地
目
及
び
地
積
並
び
に
そ
の
具
体

的
な
用
途
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
既
に
担
保
に
供
し
て
い
る
物
件
を
更
に
担
保
に
供
す
る
と
き
は
、
そ
の
旨
を
付

記
し
て
く
だ
さ
い
。

担 保 物 件

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
所
在
保
育
所
○
○
保
育
園
敷
地

宅
地

面
積
○
○
○
㎡
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基本財産担保提供届に係る添付書類一覧表

様式例３８ 基本財産担保提供届

基本財産担保提供届

令和○○年○○月○○日

伊勢市長 ○ ○ ○ ○ 様

社会福祉法人○○○会

所在地 伊勢市○○町○○番地

代表者 理事長 ○ ○ ○ ○

当法人は、社会福祉施設整備のため、基本財産の担保提供を行い、○○銀行○○

支店から融資を受けました。

融資を受けるにあたり、当該社会福祉施設を所管する○○市長の意見書を予め取

得しておりますので、関係書類を添えて届け出ます。

記

添付書類 別添のとおり

区 分 備 考

１ 届出書 様式例３８・８９頁

２ 事業計画書 借入金で行う事業の計画

３ 償還計画書（写） 各年次別償還額及び充当財源を明記

４ 金銭消費貸借契約書（写）

５
担保物件の不動産の登記事項証明

書（写）
担保提供物件（直近のもの）

６
民間金融機関からの借入に関する

意見書

施設を所管する市区町村長が「当該事業計

画が適当である」と認めたもの

様式第６（２）・９０頁

７ 理事会及び評議員会の議事録（写）
「社会福祉施設整備のための借入れ」に伴

う基本財産の担保提供の承認のあるもの
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［
 
事

業
の

概
要

及
び

資
金

計
画

 
］

　

□ □ □ □ □ □ □ □ □
千

円
］

□ □ □ □ □

令
和

○
○

年
○

○
月

○
○

日

㊞

－
－

）

□ □ □ □ □ □ □ □ □
当

該
事

業
の

必
要

性
を

考
慮

し
、

補
助

す
る

予
定

で
あ

る
。

千
円

］

□ □ □ □ □

令
和

○
○

年
○

○
月

○
○

日

㊞

－
－

）

様
式
第
６
（
１
）
　
福
祉
貸
付
事
業
借
入
申
込
意
見
書

福
祉

貸
付

事
業

借
入

申
込

意
見

書

［
 
事
業
の
概
要
及
び
資
金
計
画
 
］
　

借
入

申
込

法
人

名
：

施
設

種
類

：
施

設
名

称
：

（
単

位
：

千
円

）

総
事

業
費

機
構

借
入

金
補

助
金

・
交

付
金

共
 
同

 
募

 
金

贈
 
 
与

 
 
金

協
 
調

 
融

 
資

そ
の

他
借

入
金

自
 
己

 
資

 
金

（
注

）
　

資
金

計
画

は
入

札
前

の
場

合
、

設
計

見
積

を
元

に
作

成
し

て
く

だ
さ

い
。

入
札

等
に

よ
り

資
金

計
画

に
変

更
が

あ
っ

た
場

合
は

確
認

の
連

絡
を

い
た

し
ま

す
。

［
 
事
業
の
特
殊
性
 
］

（
該

当
箇

所
に

チ
ェ

ッ
ク

✔
を

入
れ

て
く

だ
さ

い
。

）

□
療

養
病

床
か

ら
の

転
換

事
業

　
（

定
員

名
）

(
注

)
 
(
 
)
内

は
転

換
該

当
数

を
記

入
□

認
可

を
目

指
す

認
可

外
保

育
施

設
整

備
事

業
□

耐
震

化
整

備
事

業
□

高
台

移
転

整
備

事
業

□
災

害
復

旧
事

業
□

ア
ス

ベ
ス

ト
対

策
事

業
□

老
朽

改
築

事
業

※
□

既
設

用
地

有
効

活
用

改
築

促
進

事
業

※
□

地
震

対
策

緊
急

整
備

事
業

※

□
地

す
べ

り
対

策
事

業
※

□
高

齢
者

の
居

住
の

安
定

確
保

に
関

す
る

法
律

第
五

条
第

一
項

（
サ

ー
ビ

ス
付

き
高

齢
者

向
け

住
宅

）
の

登
録

を
受

け
る

有
料

老
人

ホ
ー

ム
整

備
事

業

※
　

意
見

書
別

添
様

式
１

若
し

く
は

意
見

書
別

添
様

式
２

に
該

当
事

業
の

補
助

金
額

を
記

載
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す

の
で

、
必

ず
金

額
を

記
入

の
上

意
見

書
を

交
付

し
て

く
だ

さ
い

。

［
 
都
道
府
県
知
事
（
指
定
都
市
又
は
中
核
市
の
長
）
の
意
見
 
］

（
該

当
箇

所
に

チ
ェ

ッ
ク

✔
を

入
れ

て
く

だ
さ

い
。

）

　
　

１
　

都
道

府
県

の
各

種
計

画
等

と
の

整
合

性

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
。

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

な
い

。

　
　

２
－

１
　

事
業

者
の

適
格

性
（

施
設

整
備

の
行

政
庁

と
法

人
所

管
の

所
轄

庁
が

同
一

も
し

く
は

同
一

都
道

府
県

の
施

設
整

備
で

法
人

所
管

の
所

轄
庁

）

当
該

借
入

申
込

者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑

に
遂

行
し

、
当

該
事

業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的

に
運

営
す

る
こ

と
が

で
き

る
事

業
者

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
。

当
該

借
入

申
込

者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑

に
遂

行
し

、
当

該
事

業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的

に
運

営
す

る
こ

と
が

で
き

る
事

業
者

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

な
い

。

当
該

借
入

申
込

者
に

対
す

る
認

可
、

監
査

権
限

等
の

関
係

か
ら

意
見

を
述

べ
る

立
場

に
な

い
。

特
記

事
項

（
）

　
　

２
－

２
　

事
業

者
の

適
格

性
（

施
設

整
備

の
行

政
庁

と
法

人
所

管
の

所
轄

庁
が

異
な

る
）

法
人

所
轄

庁
に

ヒ
ア

リ
ン

グ
を

実
施
し

、
当

該
借

入
申

込
者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑
に

遂
行

し
、

当
該

事
業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的
に

運
営

す
る

こ
と

が
で
き

る
事

業
者

で
あ

る
こ
と

を
確

認
し

た
。

法
人

所
轄

庁
に

ヒ
ア

リ
ン

グ
を

実
施
し

、
当

該
借

入
申

込
者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑
に

遂
行

し
、

当
該

事
業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的
に

運
営

す
る

こ
と

が
で
き

る
事

業
者

で
な

い
こ
と

を
確

認
し

た
。

当
該

借
入

申
込

者
に

対
す

る
認

可
、

監
査

権
限

等
の

関
係

か
ら

意
見

を
述

べ
る

立
場

に
な

い
。

特
記

事
項

（
）

　
　

３
　

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

当
該

事
業

の
必

要
性

を
考

慮
し

、
補

助
す

る
予

定
で

あ
る

。
　

［
補

助
予

定
額

（
内

訳
は

別
添

様
式

の
と

お
り

）

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

は
な

い
。

補
助

す
る

予
定

は
な

い
が

、
次

の
と

お
り

必
要

性
を

認
め

る
も

の
で

あ
る

。

特
記

事
項

（
）

　
　

４
　

当
該

事
業

の
必

要
性

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

る
も

の
で

あ
る

。

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

ら
れ

な
い

も
の

で
あ

る
。

そ
の

他
、

以
下

の
特

記
事

項
の

と
お

り
。

特
記

事
項

（
）

　
な

お
、

借
入

申
込

後
に

お
い

て
、

事
業

の
円

滑
な

整
備

の
実

施
又

は
事

業
の

安
定

的
か

つ
継

続
的

な
運

営
に

支
障

を
き

た
す

恐
れ

の
あ

る
問

題
を

把
握

し
た

場
合

に
は

、
機

構
に

対
し

速
や

か
に

報
告

し
、

そ
の

対
応

を
協

議
す

る
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

都
道

府
県

知
事

又
は

指
定

都
市

若
し

く
は

中
核

市
の

長

　
　

　
 

独
立

行
政

法
人

福
祉

医
療

機
構

理
事

長
　

様

（
作

成
担

当
課

：
 
課

・
室

（
T
e
l
.

［
 
市
区
町
村
長
の
意
見
 
］

（
該

当
箇

所
に

チ
ェ

ッ
ク

✔
を

入
れ

て
く

だ
さ

い
。

）

　
　

１
　

市
町

村
の

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
。

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

な
い

。

　
　

２
－

１
　

事
業

者
の

適
格

性
（

施
設

整
備

の
行

政
庁

と
法

人
所

管
の

所
轄

庁
が

同
一

）

当
該

借
入

申
込

者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑

に
遂

行
し

、
当

該
事

業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的

に
運

営
す

る
こ

と
が

で
き

る
事

業
者

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
。

当
該

借
入

申
込

者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑

に
遂

行
し

、
当

該
事

業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的

に
運

営
す

る
こ

と
が

で
き

る
事

業
者

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

な
い

。

当
該

借
入

申
込

者
に

対
す

る
認

可
、

監
査

権
限

等
の

関
係

か
ら

意
見

を
述

べ
る

立
場

に
な

い
。

特
記

事
項

（
）

　
　

２
－

２
　

事
業

者
の

適
格

性
（

施
設

整
備

の
行

政
庁

と
法

人
所

管
の

所
轄

庁
が

異
な

る
）

法
人

所
轄

庁
に

ヒ
ア

リ
ン

グ
を

実
施
し

、
当

該
借

入
申

込
者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑
に

遂
行

し
、

当
該

事
業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的
に

運
営

す
る

こ
と

が
で
き

る
事

業
者

で
あ

る
こ
と

を
確

認
し

た
。

法
人

所
轄

庁
に

ヒ
ア

リ
ン

グ
を

実
施
し

、
当

該
借

入
申

込
者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑
に

遂
行

し
、

当
該

事
業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的
に

運
営

す
る

こ
と

が
で
き

る
事

業
者

で
な

い
こ
と

を
確

認
し

た
。

当
該

借
入

申
込

者
に

対
す

る
認

可
、

監
査

権
限

等
の

関
係

か
ら

意
見

を
述

べ
る

立
場

に
な

い
。

特
記

事
項

（
）

　
　

３
　

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

　
［

補
助

予
定

額
（

内
訳

は
別

添
様

式
の

と
お

り
）

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

は
な

い
。

補
助

す
る

予
定

は
な

い
が

、
次

の
と

お
り

必
要

性
を

認
め

る
も

の
で

あ
る

。

特
記

事
項

（
）

　
　

４
　

当
該

事
業

の
必

要
性

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

る
も

の
で

あ
る

。

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

ら
れ

な
い

も
の

で
あ

る
。

そ
の

他
、

以
下

の
特

記
事

項
の

と
お

り
。

特
記

事
項

（
）

　
な

お
、

借
入

申
込

後
に

お
い

て
、

事
業

の
円

滑
な

整
備

の
実

施
又

は
事

業
の

安
定

的
か

つ
継

続
的

な
運

営
に

支
障

を
き

た
す

恐
れ

の
あ

る
問

題
を

把
握

し
た

場
合

に
は

、
機

構
に

対
し

速
や

か
に

報
告

し
、

そ
の

対
応

を
協

議
す

る
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

市
区

町
村

の
長

独
立

行
政

法
人

福
祉

医
療

機
構

理
事

長
　

様

（
作

成
担

当
課

：
 
課

・
室

（
T
e
l
.

※
記

名
・

押
印

に
つ

い
て

は
、

委
任

さ
れ

た
方

で
差

し
支

え
あ

り
ま

せ
ん

。

借
入

申
込

法
人

名
：

施
設

種
類

：
施

設
名

称
：

※
社

会
福

祉
法

第
２

条
第

２
項

及
び

第
３

項
に

規
定

す
る

ど
の

事
業

に
該

当
す

る
か

分
か

る
よ

う
に

記
載

す
る

こ
と

。

借
入

先
金

融
機

関
名

：
担

保
物

件
：

□ □ □ □ □ □ □ □

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

年
月

日

㊞

（
作

成
担

当
課

：
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
－

－
）

□ □ □ □ □ □ □ □

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

年
月

日

㊞

（
作

成
担

当
課

：
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
－

－
）

様
式
第
６
（
２
）
　
民
間
金
融
機
関
か
ら
の
借
入
に
関
す
る
意
見
書

（
別
紙
２
）

民
間

金
融

機
関

か
ら

の
借

入
に

関
す

る
意

見
書

［
 事

業
の

概
要

及
び

資
金

計
画

 ］
　

※
支

店
名

ま
で

記
入

す
る

こ
と

。
※

担
保

物
件

に
は

、
担

保
に

供
す

る
基

本
財

産
を

具
体

的
に

記
入

す
る

こ
と

。

（
単

位
：
千

円
）

総
事

業
費

民
間

金
融

機
関

借
入

金
補

助
金

・
交

付
金

共
 同

 募
 金

贈
  

与
  

金
そ

の
他

借
入

金
自

 己
 資

 金

（
注

）
　

資
金

計
画

は
入

札
前

の
場

合
、

設
計

見
積

を
元

に
作

成
し

て
く
だ

さ
い

。
入

札
等

に
よ

り
資

金
計

画
に

変
更

が
あ

っ
た

場
合

は
確

認
の

連
絡

を
い

た
し

ま
す

。

［
添

付
書

類
］

□
　

事
業

計
画

書
□

　
償

還
計

画
書

□
　

金
銭

消
費

貸
借

契
約

書
(案

)
□

担
保

物
件

の
不

動
産

登
記

事
項

証
明

書
□

理
事

会
・
評

議
員

会
の

議
事

録

［
 都

道
府

県
知

事
（
指

定
都

市
又

は
中

核
市

の
長

）
の

意
見

 ］
（
該

当
箇

所
に

チ
ェ

ッ
ク

✔
を

入
れ

て
く
だ

さ
い

。
）

　
　

１
　

都
道

府
県

の
各

種
計

画
等

と
の

整
合

性

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
。

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

な
い

。

　
　

２
　

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

当
該

事
業

の
必

要
性

を
考

慮
し

、
補

助
す

る
予

定
で

あ
る

。
　

［
補

助
予

定
額

千
円

］
（

内
訳

は
別

添
様

式
の

と
お

り
）

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

は
な

い
。

補
助

す
る

予
定

は
な

い
。

特
記

事
項

（
）

　
　

３
　

当
該

事
業

の
必

要
性

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

る
も

の
で

あ
る

。

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

ら
れ

な
い

も
の

で
あ

る
。

そ
の

他
、

以
下

の
特

記
事

項
の

と
お

り
。

特
記

事
項

（
）

令
和

○
○

○
○

○
○

都
道

府
県

知
事

又
は

指
定

都
市

若
し

く
は

中
核

市
の

長

　
　

　
 社

会
福

祉
法

人
所

管
部

局
長

　
殿

課
・
室

　
Ｔ

ｅ
ｌ.

［
 市

区
町

村
長

の
意

見
 ］

（
該

当
箇

所
に

チ
ェ

ッ
ク

✔
を

入
れ

て
く
だ

さ
い

。
）

　
　

１
　

市
町

村
の

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
。

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

な
い

。

　
　

２
　

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

当
該

事
業

の
必

要
性

を
考

慮
し

、
補

助
す

る
予

定
で

あ
る

。
　

［
補

助
予

定
額

千
円

］
（

内
訳

は
別

添
様

式
の

と
お

り
）

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

は
な

い
。

補
助

す
る

予
定

は
な

い
。

特
記

事
項

（
）

　
　

３
　

当
該

事
業

の
必

要
性

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

る
も

の
で

あ
る

。

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

ら
れ

な
い

も
の

で
あ

る
。

そ
の

他
、

以
下

の
特

記
事

項
の

と
お

り
。

特
記

事
項

（
）

令
和

○
○

○
○

○
○

市
区

町
村

の
長

　
　

　
 社

会
福

祉
法

人
所

管
部

局
長

　
殿

課
・
室

　
Ｔ

ｅ
ｌ.

※
記

名
・

押
印

に
つ

い
て

は
、

委
任

さ
れ

た
方

で
差

し
支

え
あ

り
ま

せ
ん

。
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第９ 合併、解散認可等手続き

合併は、２つ以上の法人が契約により１つの法人に合同することであり、これにより

当該法人の全部（新設合併の場合）又は一部（吸収合併の場合）が消滅し、同時に新法

人の設立又は吸収法人の定款変更が生じて、消滅法人の事業及び財産も当然に新法人又

は吸収法人に包括的に継承されることになります。

解散は、法人がその積極的活動を停止し、その財産関係を整理（清算）する範囲内で、

それが終了するまで存在する姿（清算法人）となることです。

１ 合併（吸収合併・新設合併）の手続き

社会福祉法人が合併するには、理事会の決議及び評議員会の承認を得なければなり

ません。

（１）合併契約書の作成

合併の当事者である各社会福祉法人の間で、合併契約の内容について、法令

で定められた事項（合併の条件、新設合併設立社会福祉法人の定款の内容、合

併の期日、職員の処遇等）を定め、合併契約書（様式例４０・１０１頁又は

１０２頁）を作成します。

（２）合併契約に関する書面の備え置き

合併契約承認にかかる評議員会の日の２週間前の日から、以下の日までの間、

法令で定められた事項を記載した書面を、その主たる事務所に備え置き、閲覧

等の用に供する必要があります。（法第５１条、第５４条、第５４条の７、第

５４条の１１第２項）

なお、新設合併設立社会福祉法人については、その成立の日から後６月を経

過する日まで、主たる事務所に備え置き、閲覧等の用に供する必要があります。

（３）評議員会の承認

吸収合併消滅社会福祉法人、吸収合併存続社会福祉法人及び新設合併消滅社

会福祉法人は、評議員会の決議（議決に加わることができる評議員の３分の２

以上の多数による議決）により合併契約の承認を受けなければなりません。

（法第５２条、第５４条の２、第５４条の８、第４５条の９第７項第５号）

（４）所轄庁の認可

合併は、所轄庁の認可を受けなければその効力を生じません。（法第５０条

第３項、第５４条の６第２項）

（５）認可後の手続き

合併の認可があった時は、法令で定める事項を官報及び定款に規定する方法

により公告（様式例４１・１０３頁又は１０４頁）し、かつ、判明している債

権者には、各別に２月を下らない一定の期間内に異議を述べることができる旨

の催告書（様式例４２・１０５頁）を送付し、催告しなければなりません。

（法第５３条第１項、第５４条の３第１項、第５４条の９第１項）

債権者が、前述の期間内に合併に対して異議を述べなかった時は、合併を承

認したものとみなされ（法第５３条第２項、第５４条の３第２項、第５４条の

吸収合併消滅社会福祉法人 吸収合併の登記の日まで

吸収合併存続社会福祉法人 吸収合併の登記の日後６月を経過する日まで

新設合併消滅社会福祉法人 新設合併設立社会福祉法人の成立の日まで
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９第１項）、異議を述べた時は、社会福祉法人は当該債権者に対し、弁済し、

若しくは相当の担保を提供し、又は当該債権者に弁済を受けさせることを目的

として信託会社及び信託業務を営む金融機関に相当の財産を信託しなければな

りません。（法第５３条第３項、第５４条の３第３項、第５４条の９第３項）

社会福祉法人の評議員、理事、監事、会計監査人若しくはその職務を行うべ

き社員、精算人等がこれらの手続に違反したときは、２０万円以下の過料に処

せられます。（法第１６５条）

（６）合併の登記

合併したときは、主たる事務所の所在地においては２週間以内に、従たる事

務所の所在地においては３週間以内に次の登記をしなければなりません。（法

第２９条第１項）

合併は登記することによって、その効力を生じます。（法第５０条第１項）

① 合併によって設立された法人の設立の登記（新設合併の場合）

② 合併後存続する法人の変更の登記（吸収合併の場合）

③ 合併によって消滅する法人の解散の登記

２ 合併の効果

合併後存続する法人又は合併によって設立された法人は、これにより消滅した法

人の一切の権利義務を承継することになります。（法第５０条第第２項、第５４条

の６）

３ 合併認可申請手続き

（１）申請書提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は認可後、認可書として交付します。

（３）提出書類（規則第６条）

ア 合併認可申請書（様式第７・９７頁又は９９頁）

イ 定款変更認可申請書（様式第２・７３頁）又は定款変更届（様式例３７・

８０頁）

※吸収合併の場合、新定款との変更箇所を確認するため、提出してください。

ウ 添付書類（別紙「合併認可申請書類一覧表」９５頁を参照）

４ 解散の原因

社会福祉法人は、次のいずれかの原因により解散します。（法第４６条第１項）

（１）評議員会の決議

（２）定款に定めた解散事由の発生

この４に列記する法定の解散事由の外に、当該社会福祉法人の定款に特殊な

解散事由を定款に明記した場合です。この事由は、例えば社会福祉法人の存続
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期間を定める等客観的に定まるものであることを要し、この事由による解散は、

所轄庁の認可又は認定を必要としません。

（３）目的たる事業の成功の不能

成功の不能の意味は、社会観念に従って決めるべきであるとされています。

「不能」には、「法令上不能」と「事実上不能」との双方を含みます。

（４）合併（合併により当該社会福祉法人が消滅する場合に限ります。）

合併により消滅社会福祉法人となった場合は、当該社会福祉法人は解散しま

す。

（５）破産手続開始の決定

社会福祉法人がその債務につき、その財産をもって完済することができない

ようになった場合には、裁判所は、理事若しくは債権者の申立てにより又は職

権で、破産手続開始の決定をします。

また、このような場合、理事は直ちに裁判所に破産手続開始の申立てをしな

ければなりません。（法第４６条の２）

なお、この申立てを怠った理事は、２０万円以下の過料に処せられます。

（法第１６６条）

また、破産又は合併以外の解散事由によって社会福祉法人が解散し、清算手

続きを進めている間に、破産事由が発生した場合は、清算人は直ちに裁判所に

破産手続開始の申立てをするとともに、その旨を公告（様式例４７・１１１頁）

しなければなりません。（法第４６条の１２）

この手続きを怠った場合の罰則も前記の場合と同様です。

（６）所轄庁の解散命令

所轄庁は、社会福祉法人が、法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しく

は定款に違反した場合であって他の方法により監督の目的を達することができ

ないとき、又は正当の事由がないのに１年以上にわたってその目的とする事業

を行わないときは解散を命ずることができます。（法第５６条第８項）

５ 解散認可、認定申請手続き

１の（１）により解散する場合には伊勢市長の認可、（３）による場合には伊勢市

長の認定がなければ、それぞれの効力を生じません。（法第４６条第２項）

また、解散（合併又は破産による解散を除く。）した場合における残余財産は、評

議員会の決議を得て、社会福祉法人並びに社会福祉事業を行う学校法人及び公益財団

法人のうちから選出されたものに帰属します。

なお、合併による解散の場合には、合併について伊勢市長の認可を受けるので、解

散についての認可は必要ありません。

（１）申請書提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は認可後、認可書又は認定書として交付します。

93



（３）提出書類（施行規則第５条）

ア 解散認可、認定申請書（様式第８・１０９頁）

イ 添付書類

① 理由書

② 法第４６条第１項の手続（評議員会の決議）又は、定款に定める手続

を経たことを証明する書類

③ 財産目録及び貸借対照表

④ 負債がある場合は、この負債を証明する書類

６ 解散の届出

４の（２）、（５）による解散の場合には、清算人は、遅滞なくその旨を伊勢市長

に届け出なければなりません。（法第４６条第３項）

７ 解散の登記

前述の手続を済ませた法人が解散したときは、合併と破産の場合を除き、主たる事

務所の所在地において２週間以内に、解散の登記をしなければなりません。（法第２

９条第１項、登記令第７条）

解散の登記には、清算人の氏名、住所、解散の原因及び年月日を記載してください。

なお、破産による解散の場合は裁判所、伊勢市長の解散命令による解散の場合には

伊勢市長が、それぞれ解散の登記を嘱託します。

８ 清算人の職務等

清算人は、解散前に着手していた事務の結了（法第４６条の９第１項第１号）、

債権の取立て及び債務の弁済（法第４６条の９第１項第２号）、残余財産の引渡し

（法第４６条の９第１項第３号、法第４７条）を行います。

また、清算結了の登記（法第２９条第１項、登記令第１０条）を行い、清算が結了

したときは、伊勢市長に清算結了の届出（様式例４６・１１０頁）をしなければなり

ません。（法第４７条の５）

なお、次に該当することとなったときは、遅滞なく債権を申出るべき旨を公告（様

式例４８・１１１頁）し、債権者が判明している場合は、その債権者に対し、債権

を申出るべき旨を催告しなければなりません。

（１）解散した場合

ただし、評議員会の決議、定款に定めた解散事由の発生、目的たる事業の成

功不能、合併で社会福祉法人が消滅する場合の解散、破産手続開始の決定によ

り解散した場合であって当該破産手続きが終了していない場合を除きます。

（２）設立無効の訴えに係る請求を容認する判決が確定した場合
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合併認可申請書類一覧表

（○印が必要な添付書類）

変更事項

添付書類

吸収合併 新設合併

備 考存続

法人

消滅

法人

新設

法人

消滅

法人

１ 申請書 ○ － ○ －
様式第７（１）・９７頁

様式第７（２）・９９頁

２
定款変更認可申請書又は定

款変更届
○ － － －

様式第２・７３頁

様式例３７・８０頁

吸収合併の場合、変更箇所

の確認のため

３ 合併理由書 ○ － ○ －
様式例３９（１）・１００頁

様式例３９（２）・１００頁

４ 合併契約書（写） ○ ○ ○ ○
様式例４０（１）・１０１頁

様式例４０（２）・１０２頁

５
理事会及び評議員会の議事

録（写）
○ ○ － ○ 合併契約の承認のあるもの

６ 定款 ○ － ○ －
吸収合併存続法人又は新設

合併設立法人のもの

７

財
産
関
係
書
類

(1) 財産目録（写） 〇 ○ 〇 ○
様式第３・７５頁

処分前のもの

(2) 負債を証明する書類 〇 ○ － ○ 負債があるとき

(3) 現金の保有証明書（写） ○ ○ ○ ○ 金種別明細（任意様式）

(4)
預貯金等残高証明書

（写）
〇 － 〇 －

金融機関発行のもの

（口座名義人指定）

(5) 有価証券の保有明細書（写） ○ ○ ○ ○ －

(6)
不動産の登記事項証

明書（写）
〇 － 〇 － －

(7) 固定資産台帳（写） ○ ○ ○ ○ 固定資産の明細書

(8) 貸借対照表（写） － ○ － ○ －

８ 事業計画書 ○ － ○ －
合併の日の属する会計年度

及び次年度のもの

９ 収支予算書 ○ － ○ －
合併の日の属する会計年度

及び次年度のもの

10 仮決算書 〇 ○ － ○ 合併予定日前日現在のもの

11 履歴書（写） ○ － ○
－ 評議員となるべき者及び役

員となるべき者のもの
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（注）１ 評議員となるべき者のうちに、他の各評議員となるべき者について、社会

福祉法施行規則（以下「規則」という。）に規定する次の者

① 第２条の７第６号に規定する者（同号括弧書に規定する割合が３分の１

を超えない場合に限ります。）

② 同条第７号に規定する者（同号括弧書に規定する半数を超えない場合に

限ります。）

③ 同条第８号に規定する者（同号括弧書に規定する割合が３分の１を超え

ない場合に限ります。）

２ 評議員となるべき者のうちに、他の役員となるべき者について、規則に規

定する次の者

① 第２条の８第６号に規定する者（同号括弧書に規定する割合が３分の１

を超えない場合に限ります。）

② 同条第７号に規定する者（同号括弧書に規定する半数を超えない場合に

限ります。）

３ 理事となるべき者のうちに、他の各理事となるべき者について、規則第２

条の１０各号に規定する者（第６号又は第７号に規定する者については、こ

れらの号に規定する割合が３分の１を超えない場合に限ります。）

４ 監事となるべき者のうちに、他の各役員となるべき者について、規則に規

定する次の者

① 第２条の１１第６号に規定する者（同号括弧書に規定する割合が３分の

１を超えない場合に限ります。）

② 同条第７号に規定する者（同号括弧書に規定する割合が３分の１を超え

ない場合に限ります。）

③ 同条第８号に規定する者（同号括弧書に規定する半数を超えない場合に

限ります。）

④ 同条第９号に規定する者（同号括弧書に規定する割合が３分の１を超え

ない場合に限ります。）

５ 「７財産関係書類」の（２）から（８）の書類については、（１）の財産

目録に記載された額との整合性を確認するためのものです。

変更事項

添付書類

吸収合併 新設合併

備 考存続

法人

消滅

法人

新設

法人

消滅

法人

12 就任承諾書（写） ○ － ○ －

・評議員となるべき者及び
役員となるべき者のもの
・吸収合併存続法人の場
合、引続き評議員となる
べき者及び役員となるべ
き者の分は不要

13
各評議員と特殊の関係を説

明する書類（写）
○ － ○ － （注）１

14
各役員と特殊の関係を説明

する書類（写）
○ － ○ －

（注）２、（注）３、

（注）４

15
不動産の所有権移転誓約書

（写）
○ － ○ －

財産目録に記載のもの

様式例４３（１）・１０７頁

様式例４３（２）・１０７頁
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様
式
第
７
（
１
）
合
併
認
可
申
請
書
（
吸
収
合
併
用
）

（
表

面
）

社
会
福
祉
法
人
合
併
認
可
申
請
書
（
吸
収
合
併
用
）

申 請 者

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

ふ
り

が
な

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

の
氏

名
理
事
長

○
○
○
○

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

ふ
り

が
な

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

の
氏

名
理
事
長

○
○
○
○

申
請
年
月
日

令
和
○
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

合
併

す
る

理
由

ふ
り

が
な

合
併
に
よ
り
消
滅
す
る
法
人
の
名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

合 併 後 存 続 す る 法 人

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

ふ
り

が
な

法
人

の
名

称
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

事 業 の 種 類

社
会
福
祉

事
業

第
１
種

第
２
種

公
益

事
業

収
益

事
業

定
款
に
記
載
さ
れ
、
登

記
さ
れ
て
い
る
法
人
の

所
在
地
を
記
載
し
て
く

だ
さ
い
。

定
款
に
記
載
さ
れ
、
登

記
さ
れ
て
い
る
法
人
の

所
在
地
を
記
載
し
て
く

だ
さ
い
。

申
請
書
を
提
出
す
る
年
月
日

を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

（
裏

面
）

※
理
事
の
う
ち
、
理
事
長
予
定
者
に
つ
い
て
は
、
○
を
付
け
て
く
だ
さ
い
。

合 併 後 存 続 す る 法 人

資 産

純
資
産

⑤
－
⑥

内
訳

社
会
福
祉
事
業
用
財
産

③
公
共
事
業
用
財
産
④
収
益
事
業
用
財
産
⑤
財
産
計

①
＋
②
＋
③
＋
④
⑥
負
債

①
基
本
財
産
②
そ
の
他
財
産

円
円

円
円

円
円

円

役 員 等

理 事 監 事 評 議 員 の 別

氏
名

親 族 等 の 特 殊 関 係 の 有 無

役
員
の
資
格
等

（
該
当
に
○
）

他
の
社
会
福
祉
法
人
の

理
事
長
へ
の
就
任
状
況

事 業 経 営 識

見

地 域 福 祉 関

係

管 理 者

事 業 識 見

財 務 管 理 識

見
有

無

法
人
名

引 き 続 き 役 員 等 と な る 者

理
事

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

監
事

－
－

－

－
－

－

評
議
員

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

新 た に 役 員 等 と な る べ き 者

理
事

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

監
事

－
－

－

－
－

－

評
議
員

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－
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（
注
）
１

用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
と
し
て
く
だ
さ
い
。

２
記
載
事
項
が
多
い
た
め
、
こ
の
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
適
宜
用
紙

（
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）
の
枚
数
を
増
し
、
こ
の
様
式
に
準
じ
た
申
請

書
を
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

３
こ
の
申
請
書
に
は
、
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
６
条
第
１
項
第
１
号
か
ら
第
４
号
ま
で

に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
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様
式
第
７
（
２
）
合
併
認
可
申
請
書
（
新
設
合
併
用
）

（
表

面
）

社
会
福
祉
法
人
合
併
認
可
申
請
書
（
新
設
合
併
用
）

申 請 者

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

ふ
り

が
な

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事

長
の

氏
名

理
事
長

○
○
○
○

設
立
事
務
共
同
執
行
者
住
所

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名

理
事
長

○
○
○
○

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

ふ
り

が
な

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事

長
の

氏
名

理
事
長

○
○
○
○

設
立
事
務
共
同
執
行
者

住
所

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名

理
事
長

○
○
○
○

申
請

年
月

日
令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

合
併

す
る

理
由

別
紙
「
合
併
に
係
る
理
由
書
」
の
と
お
り

合 併 に よ り 設 立 す る 法 人

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

ふ
り

が
な

法
人

の
名

称
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

事 業 の 種 類

社
会

福
祉

事
業

第
１
種

第
２
種

公
益

事
業

収
益

事
業

申
請
書
を
提
出
す
る
年
月
日

を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

定
款
に
記
載
さ
れ
、
登
記
す

る
予
定
の
所
在
地
を
記
載
し

て
く
だ
さ
い
。

定
款
に
記
載
さ
れ
、
登
記
さ

れ
て
い
る
法
人
の
書
斎
地
を

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

定
款
に
記
載
さ
れ
、
登
記
さ

れ
て
い
る
法
人
の
書
斎
地
を

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

（
裏

面
）

※
理
事
の
う
ち
、
理
事
長
予
定
者
に
つ
い
て
は
、
○
を
付
け
て
く
だ
さ
い
。

（
注
）
１

用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
と
し
て
く
だ
さ
い
。

２
記
載
事
項
が
多
い
た
め
、
こ
の
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
適
宜
用
紙

（
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）
の
枚
数
を
増
し
、
こ
の
様
式
に
準
じ
た
申
請

書
を
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

３
こ
の
申
請
書
に
は
、
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
６
条
第
１
項
第
１
号
か
ら
第
４
号
ま
で

に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

合 併 に よ り 設 立 す る 法 人

資 産

純
資
産

⑤
－
⑥

内
訳

社
会
福
祉
事
業
用
財
産

③
公
共
事
業
用
財
産

④
収
益
事
業
用
財
産
⑤
財
産
計

①
＋
②
＋
③
＋
④
⑥
負
債

①
基
本
財
産
②
そ
の
他
財
産

円
円

円
円

円
円

円

役 員 等 と な る べ き 者

理 事 監 事 評 議 員 の 別

氏
名

親 族 等 の 特 殊 関 係 の 有 無

役
員
の
資
格
等

（
該
当
に
○
）

他
の
社
会
福
祉
法
人
の

理
事
長
へ
の
就
任
状
況

事 業 経 営 識 見

地 域 福 祉 関 係

管 理 者

事 業 識 見

財 務 管 理 識 見

有 無

法
人
名

理
事

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

監
事

－
－

－

－
－

－

評
議
員

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－
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様
式
例
３
９
（
１
）
吸
収
合
併
理
由
書

吸
収
合
併
に
係
る
理
由
書

合
併
後
に
消
滅
す
る
法
人
の
財
務
は
比
較
的
健
全
で
あ
り
、
事
業
運
営
に
経
済
的
な
支
障
は
あ

り
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
設
立
○
○
年
を
迎
え
、
施
設
及
び
設
備
の
老
朽
化
が
進
ん
で
お
り
、
修
繕

費
用
の
捻
出
が
困
難
な
状
況
で
し
た
。

少
子
化
の
進
行
に
よ
る
子
ど
も
の
減
少
か
ら
、
将
来
の
事
業
運
営
は
厳
し
く
な
る
こ
と
が
予
想

さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
保
育
所
利
用
者
の
長
期
的
か
つ
安
定
的
な
利
用
を
存
続
さ
せ
る
こ
と
を
最
優

先
さ
せ
る
た
め
、
財
政
が
悪
化
し
な
い
段
階
で
合
併
に
よ
る
事
業
継
続
の
決
断
を
行
い
、
合
併
後

に
存
続
す
る
法
人
へ
合
併
の
申
し
入
れ
を
行
い
ま
し
た
。

そ
れ
ぞ
れ
の
法
人
は
、
比
較
的
近
隣
に
立
地
し
て
お
り
、
従
来
か
ら
保
育
所
間
の
交
流
が
あ

り
、
一
定
の
連
携
も
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
合
併
後
に
消
滅
す
る
法
人
に
と
っ
て
、
合
併
後
に
存
続

す
る
法
人
と
の
合
併
は
適
切
で
あ
る
と
判
断
い
た
し
ま
し
た
。

合
併
後
に
存
続
す
る
法
人
で
は
、
合
併
に
よ
り
事
業
領
域
が
拡
大
す
る
こ
と
、
そ
れ
ぞ
れ
の
法

人
の
良
い
と
こ
ろ
を
継
承
す
る
こ
と
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
、
地
域

へ
の
貢
献
が
よ
り
一
層
図
ら
れ
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
合
併
の
申
し
入
れ
を
受
入
れ
ま
し
た
。

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

伊
勢
市
長
○
○
○
○
様

合
併
後
存
続
す
る
法
人

所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

合
併
後
消
滅
す
る
法
人

所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

様
式
例
３
９
（
２
）
新
設
合
併
理
由
書

新
設
合
併
に
係
る
理
由
書

現
在
の
伊
勢
市
に
お
け
る
保
育
所
は
、
公
立
保
育
所
○
所
、
社
会
福
祉
法
人
が
経
営
す
る
保
育

所
○
所
（
○
○
保
育
園
、
○
○
保
育
園
、
○
○
保
育
園
、
○
○
保
育
園
、
○
○
保
育
園
）
の
合
計

○
○
所
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

社
会
福
祉
法
人
が
経
営
す
る
保
育
所
○
所
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
区
に
お
い
て
保
育
所

を
経
営
し
て
お
り
ま
す
が
、
近
年
の
少
子
化
の
進
行
に
よ
る
子
ど
も
の
減
少
が
続
く
中
、
そ
の
運

営
は
今
後
ま
す
ま
す
厳
し
く
な
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
令
和
○
○
年
度
か
ら
伊
勢
市
○
○
会
、
伊
勢
市
保
育
組
織
検
討
委
員

会
及
び
各
社
会
福
祉
法
人
の
理
事
会
に
お
い
て
、
保
育
所
経
営
に
つ
い
て
の
方
策
を
種
々
協
議
し

て
ま
い
り
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
将
来
的
な
経
営
基
盤
を
強
化
し
、
職
員
の
資
質
の
向
上
と
保
育
内
容
の
充
実
を
図

る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
の
児
童
福
祉
の
増
進
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
伊
勢
市
内
○
つ
の
社

会
福
祉
法
人
が
合
併
し
て
、
新
た
に
社
会
福
祉
法
人
を
設
立
す
る
こ
と
と
い
た
し
ま
し
た
。

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

伊
勢
市
長
○
○
○
○
様

設
立
事
務
共
同
執
行
者

所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

設
立
事
務
共
同
執
行
者

所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
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様
式
例
４
０
（
１
）
吸
収
合
併
契
約
書

吸
収
合
併
契
約
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
理
事
長
〇
〇
〇
〇
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。
）
と
社
会
福
祉
法
人
○

○
○
会
理
事
長
〇
〇
〇
〇
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。
）
は
合
併
に
関
し
、
次
の
と
お
り
契
約
を
締

結
す
る
。

（
合
併
の
方
式
）

第
１
条
甲
は
、
乙
を
合
併
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
。

（
合
併
の
期
日
）

第
２
条
合
併
の
期
日
は
、
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
と
す
る
。
た
だ
し
、
同
日
ま
で
に
合
併

に
必
要
な
手
続
き
が
完
了
し
な
い
と
き
は
、
甲
及
び
乙
の
代
表
者
に
お
い
て
協
議
し
、
こ
れ
を

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
定
款
変
更
）

第
３
条
甲
の
定
款
の
基
本
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

１
名

称
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

２
主
た
る
事
務
所

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

３
事

業
甲
の
定
款
で
定
め
る
全
て
の
事
業

４
役
員
等
の
定
数

（
１
）
理
事
○
名

監
事
○
名

（
２
）
評
議
員
○
名

５
定
款
変
更
事
項

（
１
）
定
款
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
評
議
員
会
の
議
決

を
得
て
、
伊
勢
市
長
の
認
可
（
社
会
福
祉
法
第
４
５
条
の
３

６
第
２
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
に
係

る
も
の
を
除
く
。）
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
２
）
前
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
に
係
る
定
款
の
変

更
を
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
そ
の
旨
を
伊
勢
市
長
に
届
け

出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６
公
告
の
方
法

公
告
は
、
甲
の
掲
示
場
に
掲
示
す
る
と
と
も
に
、
官
報
、
新
聞

又
は
電
子
公
告
に
記
載
し
て
行
う
。

（
基
本
財
産
）

第
４
条
甲
の
基
本
財
産
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

１
土
地

①
伊
勢
市
○
○
一
丁
目
○
○
番
所
在
の
○
○
保
育
所
敷
地
（
○
○
㎡
）

②
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
所
在
の
○
○
保
育
園
敷
地
（
○
○
㎡
）

２
建
物

①
伊
勢
市
○
○
一
丁
目
○
○
番
○
○
号
所
在
の
○
○
造
○
○
屋
根
○
階
建

○
○
保
育
所
１
棟
（
○
階
○
○
㎡
、
○
階
○
○
㎡
）

②
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地
所
在
の
○
○
造
○
○
屋
根
○
階
建

○
○
保
育
園
１
棟
（
○
階
○
○
㎡
、
○
階
○
○
㎡
）

３
現
金

定
期
預
金
○
○
万
円

（
権
利
義
務
の
継
承
）

第
５
条
新
法
人
は
、
甲
及
び
乙
の
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
現
在
の
貸
借
対
照
表
及
び
財
産

目
録
を
も
と
に
、
以
後
合
併
期
日
ま
で
の
収
入
支
出
を
加
除
し
、
合
併
期
日
に
お
け
る
甲
及
び

乙
の
権
利
義
務
一
切
を
承
継
す
る
も
の
と
す
る
。

（
財
産
の
管
理
）

第
６
条
甲
及
び
乙
は
、
こ
の
契
約
の
締
結
後
、
所
有
財
産
の
管
理
に
最
善
の
注
意
を
は
ら
い
、

新
た
な
義
務
等
の
発
生
及
び
そ
の
他
重
要
な
取
引
き
に
つ
い
て
は
、
予
め
両
者
の
承
認
を
受
け

る
も
の
と
す
る
。

（
財
産
等
の
引
継
ぎ
）

第
７
条
乙
の
所
有
す
る
財
産
そ
の
他
一
切
の
権
利
義
務
は
、
甲
に
引
き
継
ぐ
も
の
と
す
る
。

（
職
員
の
身
分
）

第
８
条
合
併
の
際
に
お
け
る
乙
の
職
員
は
、
す
べ
て
の
甲
の
職
員
と
し
て
引
き
継
ぐ
も
の
と
す

る
。
乙
の
職
員
の
給
与
、
任
免
、
配
置
そ
の
他
の
身
分
の
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
甲
の
職
員
と

の
均
衡
を
考
慮
し
て
、
公
正
に
取
扱
う
も
の
と
す
る
。

（
事
務
の
執
行
）

第
９
条
合
併
の
た
め
の
事
務
に
つ
い
て
は
、
甲
及
び
乙
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
選
任
さ
れ
た
者
が
行
う

も
の
と
す
る
。

（
理
事
会
の
招
集
）

第
１
０
条
甲
及
び
乙
は
、
こ
の
契
約
の
承
認
の
他
合
併
に
必
要
な
議
決
を
経
る
た
め
、
こ
の
契

約
を
締
結
後
、
速
や
か
に
理
事
会
を
招
集
す
る
も
の
と
す
る
。

（
契
約
の
解
除
等
）

第
１
１
条
こ
の
契
約
の
締
結
の
日
か
ら
合
併
成
立
ま
で
の
間
に
、
天
災
地
変
そ
の
他
の
事
由
に

よ
り
、
甲
又
は
乙
の
所
有
財
産
に
重
大
な
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
両
者
は
協
議
の
う
え
、
こ

の
契
約
を
変
更
し
、
又
は
解
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
契
約
の
効
力
）

第
１
２
条
こ
の
契
約
は
第
１
０
条
の
合
併
承
認
の
議
決
後
、
伊
勢
市
長
の
合
併
認
可
の
日
か
ら

効
力
を
生
ず
る
も
の
と
す
る
。

（
協
議
）

第
１
３
条
こ
の
契
約
に
規
定
す
る
事
項
の
ほ
か
、
調
整
を
必
要
と
す
る
事
項
が
生
じ
た
と
き

は
、
合
併
条
件
に
影
響
の
な
い
限
り
、
甲
及
び
乙
の
代
表
者
に
お
い
て
協
議
を
行
い
、
決
定
す

る
も
の
と
す
る
。

上
記
契
約
の
証
と
し
て
、
本
書
２
通
を
作
成
し
、
甲
乙
各
１
通
を
保
管
す
る
も
の
と
す
る
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長
○
○
○
○
㊞

乙
所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長
○
○
○
○
㊞
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様
式
例
４
０
（
２
）
合
併
契
約
書
（
新
設
合
併
）

新
設
合
併
契
約
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
理
事
長
〇
〇
〇
〇
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。
）
と
社
会
福
祉
法
○
○

○
会
理
事
長
〇
〇
〇
〇
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。
）
は
合
併
し
、
新
た
に
社
会
福
祉
法
人
を
設
立

す
る
に
あ
た
り
、
関
係
法
人
間
で
下
記
の
と
お
り
合
併
契
約
を
締
結
す
る
。

（
合
併
の
方
式
）

第
１
条
甲
及
び
乙
は
、
合
併
し
て
新
た
に
社
会
福
祉
法
人
を
設
立
し
、
設
立
後
は
、
甲
及
び
乙

は
解
散
す
る
。

（
合
併
の
期
日
）

第
２
条
合
併
の
期
日
は
、
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
と
す
る
。
た
だ
し
、
同
日
ま
で
に
合
併

に
必
要
な
手
続
き
が
完
了
し
な
い
と
き
は
、
甲
及
び
乙
の
代
表
者
に
お
い
て
協
議
し
、
こ
れ
を

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
新
設
法
人
の
状
況
）

第
３
条
合
併
に
よ
り
設
立
す
る
法
人
（
以
下
「
新
法
人
」
と
い
う
。
）
の
名
称
、
主
た
る
事
務

所
の
所
在
地
、
目
的
、
経
営
す
る
事
業
の
種
類
等
は
次
の
と
お
り
と
す
る
。

１
新
法
人
の
名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

２
主
た
る
事
務
所

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

３
目

的
新
法
人
は
、
多
様
な
福
祉
サ
ー
ビ
ス
が
そ
の
利
用
者
の
意
向
を
尊

重
し
て
総
合
的
に
提
供
さ
れ
る
よ
う
創
意
工
夫
す
る
こ
と
に
よ
り
、

利
用
者
が
、
個
人
の
尊
厳
を
保
持
し
つ
つ
、
心
身
と
も
に
健
や
か
に

育
成
さ
れ
る
よ
う
支
援
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

４
経
営
事
業
の
種
類

（
１
）
第
１
種
社
会
福
祉
事
業

①
児
童
養
護
施
設
の
経
営

（
２
）
第
２
種
社
会
福
祉
事
業

①
保
育
所
の
設
置
経
営

②
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
の
経
営

③
児
童
厚
生
施
設
の
経
営

（
３
）
公
益
事
業

①
事
業
所
内
保
育
の
事
業

５
役
員
等
の
定
数

（
１
）
理
事
○
名

監
事
○
名

（
２
）
評
議
員
○
名

６
定
款
変
更
事
項

（
１
）
定
款
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
評
議
員
会
の
議
決

を
得
て
、
伊
勢
市
長
の
認
可
（
社
会
福
祉
法
第
４
５
条
の
３

６
第
２
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
に
係

る
も
の
を
除
く
。）
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
２
）
前
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
に
係
る
定
款
の
変

更
を
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
そ
の
旨
を
伊
勢
市
長
に
届
け

出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

７
公
告
の
方
法

公
告
は
、
新
法
人
の
掲
示
場
に
掲
示
す
る
と
と
も
に
、
官
報
、

新
聞
又
は
電
子
公
告
に
記
載
し
て
行
う
。

（
基
本
財
産
）

第
４
条
新
法
人
の
基
本
財
産
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

１
土
地

①
伊
勢
市
○
○
一
丁
目
○
○
番
所
在
の
○
○
保
育
所
敷
地
（
○
○
㎡
）

②
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
所
在
の
○
○
保
育
園
敷
地
（
○
○
㎡
）

２
建
物

①
伊
勢
市
○
○
一
丁
目
○
○
番
○
○
号
所
在
の
○
○
造
○
○
屋
根
○
階
建
○

○
保
育
所
１
棟
（
○
階
○
○
㎡
、
○
階
○
○
㎡
）

②
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地
所
在
の
○
○
造
○
○
屋
根
○
階
建
○
○
保
育
園

１
棟
（
○
階
○
○
㎡
、
○
階
○
○
㎡
）

３
現
金

定
期
預
金
○
○
万
円

（
権
利
義
務
の
継
承
）

第
５
条
新
法
人
は
、
甲
及
び
乙
の
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
現
在
の
貸
借
対
照
表
及
び
財
産

目
録
を
も
と
に
、
以
後
合
併
期
日
ま
で
の
収
入
支
出
を
加
除
し
、
合
併
期
日
に
お
け
る
甲
及
び

乙
の
権
利
義
務
一
切
を
承
継
す
る
も
の
と
す
る
。

（
財
産
の
管
理
）

第
６
条
甲
及
び
乙
は
、
こ
の
契
約
の
締
結
後
、
所
有
財
産
の
管
理
に
最
善
の
注
意
を
は
ら
い
、

新
た
な
義
務
等
の
発
生
及
び
そ
の
他
重
要
な
取
引
き
に
つ
い
て
は
、
予
め
両
者
の
承
認
を
受
け

る
も
の
と
す
る
。

（
事
務
の
執
行
）

第
７
条
新
定
款
の
作
成
と
そ
の
他
新
法
人
の
設
立
の
た
め
の
事
務
に
つ
い
て
は
、
甲
及
び
乙
か

ら
そ
れ
ぞ
れ
選
任
さ
れ
た
設
立
事
務
共
同
執
行
者
が
行
う
も
の
と
す
る
。

（
理
事
会
の
招
集
）

第
８
条
甲
及
び
乙
は
、
こ
の
契
約
の
承
認
の
他
合
併
に
必
要
な
議
決
を
経
る
た
め
、
こ
の
契
約

を
締
結
後
、
速
や
か
に
理
事
会
を
招
集
す
る
も
の
と
す
る
。

（
契
約
の
解
除
等
）

第
９
条
こ
の
契
約
の
締
結
の
日
か
ら
新
法
人
の
設
立
に
至
る
ま
で
の
間
に
、
天
災
地
変
そ
の
他

の
事
由
に
よ
り
、
甲
又
は
乙
の
所
有
財
産
に
重
大
な
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
両
者
は
協
議
の

う
え
、
こ
の
契
約
を
変
更
し
、
又
は
解
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
契
約
の
効
力
）

第
１
０
条
こ
の
契
約
は
第
８
条
の
合
併
承
認
の
議
決
後
、
伊
勢
市
長
の
合
併
認
可
の
日
か
ら
効

力
を
生
ず
る
も
の
と
す
る
。

（
協
議
）

第
１
１
条
こ
の
契
約
に
規
定
す
る
事
項
の
ほ
か
、
調
整
を
必
要
と
す
る
事
項
が
生
じ
た
と
き

は
、
合
併
条
件
に
影
響
の
な
い
限
り
、
甲
及
び
乙
の
代
表
者
に
お
い
て
協
議
を
行
い
、
決
定
す

る
も
の
と
す
る
。

上
記
契
約
の
証
と
し
て
、
本
書
２
通
を
作
成
し
、
甲
乙
各
１
通
を
保
管
す
る
も
の
と
す
る
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長
○
○
○
○
㊞

乙
所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長
○
○
○
○
㊞
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様
式
例
４
１
（
１
）
吸
収
合
併
公
告

（
合
併
後
存
続
す
る
法
人
）

社
会
福
祉
法
人
吸
収
合
併
公
告

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。）
は
、
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
に
社
会

福
祉
法
人
○
○
○
会
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。）
を
吸
収
し
て
合
併
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い

た
し
ま
し
た
。

つ
き
ま
し
て
は
、
こ
の
合
併
に
対
し
て
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
記
載
の
翌
日
か
ら
２

箇
月
以
内
に
そ
の
旨
を
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
甲
乙
両
法
人
の
最
終
会
計
年
度
に
係
る
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と
お
り
で

す
。

記

甲
別
紙
「
貸
借
対
照
表
」
の
と
お
り

乙
別
紙
「
貸
借
対
照
表
」
の
と
お
り

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
㊞

乙
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
㊞

（
合
併
後
消
滅
す
る
法
人
）

社
会
福
祉
法
人
吸
収
合
併
公
告

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。）
は
、
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
に
社
会

福
祉
法
人
○
○
○
会
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。）
に
吸
収
さ
れ
て
合
併
し
、
甲
は
解
散
す
る
こ
と
に

い
た
し
ま
し
た
。

つ
き
ま
し
て
は
、
こ
の
合
併
に
対
し
て
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
記
載
の
翌
日
か
ら
２

箇
月
以
内
に
そ
の
旨
を
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
甲
乙
両
法
人
の
最
終
会
計
年
度
に
係
る
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と
お
り
で

す
。

記

甲
別
紙
「
貸
借
対
照
表
」
の
と
お
り

乙
別
紙
「
貸
借
対
照
表
」
の
と
お
り

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
㊞

乙
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
㊞
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様
式
例
４
１
（
２
）
新
設
合
併
公
告

社
会
福
祉
法
人
新
設
合
併
公
告

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。
）
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
（
以
下

「
乙
」
と
い
う
。）
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
（
以
下
「
丙
」
と
い
う
。）
及
び
社
会
福
祉
法
人
○

○
○
会
（
以
下
「
丁
」
と
い
う
。）
は
、
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
に
新
設
合
併
（
対
等
合
併
）

し
、
新
た
に
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
（
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地
）
を
設
立
し
、
甲
乙
丙
丁

は
、
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

つ
き
ま
し
て
は
、
こ
の
合
併
に
対
し
て
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
記
載
の
翌
日
か
ら
２

箇
月
以
内
に
そ
の
旨
を
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
甲
乙
両
法
人
の
最
終
会
計
年
度
に
係
る
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
、
次
の
と
お
り
で

す
。

記

甲
別
紙
「
貸
借
対
照
表
」
の
と
お
り

乙
別
紙
「
貸
借
対
照
表
」
の
と
お
り

丙
別
紙
「
貸
借
対
照
表
」
の
と
お
り

丁
別
紙
「
貸
借
対
照
表
」
の
と
お
り

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
㊞

乙
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
㊞

丙
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
㊞

丁
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
㊞
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様
式
例
４
２
（
１
）
催
告
書
及
び
承
諾
書
（
吸
収
合
併
）

関
係
者
各
位

催
告

書

拝
啓
時
下
、
ま
す
ま
す
ご
清
栄
の
こ
と
と
お
喜
び
申
し
上
げ
ま
す
。

さ
て
、
こ
の
た
び
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。）
は
、
次
の
と
お
り
社
会

福
祉
法
人
○
○
○
会
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。）
を
吸
収
し
、
合
併
す
る
こ
と
を
議
決
い
た
し
ま
し

た
。 こ
の
こ
と
に
よ
り
、
甲
は
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

つ
き
ま
し
て
は
、
こ
の
合
併
に
ご
異
議
が
ご
ざ
い
ま
し
た
ら
、
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
ま

で
に
、
そ
の
旨
を
本
会
ま
で
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
こ
の
合
併
に
ご
異
議
が
な
い
と
き
は
、
誠
に
恐
縮
で
す
が
、
同
封
の
承
諾
書
に
捺
印
の

上
、
ご
返
送
く
だ
さ
い
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

敬
具

記
吸
収
合
併
す
る
日

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

以
上

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
㊞

乙
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
㊞

承
諾

書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
付
け
の
催
告
書
に
お
い
て
連
絡
の
あ
っ
た
社
会
福
祉
法
人
の
合
併

に
つ
い
て
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
が
そ
の
権
利
義
務
を
承
継
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
当
社
と

し
て
は
異
議
が
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

○
○
○
○
株
式
会
社

代
表
取
締
役

○
○
○
○
㊞
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様
式
例
４
２
（
２
）
催
告
書
及
び
承
諾
書
（
新
設
合
併
）

関
係
者
各
位

催
告

書

拝
啓
時
下
、
ま
す
ま
す
ご
清
栄
の
こ
と
と
お
喜
び
申
し
上
げ
ま
す
。

さ
て
、
こ
の
た
び
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。）
、
社
会
福
祉
法
人
○
○

○
会
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。）
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
（
以
下
「
丙
」
と
い
う
。）
及
び
社
会

福
祉
法
人
○
○
○
会
（
以
下
「
丁
」
と
い
う
。）
は
、
新
設
合
併
（
対
等
合
併
）
し
、
新
た
に
社
会

福
祉
法
人
○
○
○
会
（
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地
）
設
立
し
、
甲
乙
丙
丁
は
、
解
散
す
る
こ
と
に

い
た
し
ま
し
た
。

つ
き
ま
し
て
は
、
こ
の
合
併
に
ご
異
議
が
ご
ざ
い
ま
し
た
ら
、
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
ま

で
に
、
そ
の
旨
を
本
会
ま
で
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
こ
の
合
併
に
ご
異
議
が
な
い
と
き
は
、
誠
に
恐
縮
で
す
が
、
同
封
の
承
諾
書
に
捺
印
の

上
、
ご
返
送
く
だ
さ
い
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

敬
具

記

新
設
合
併
法
人

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

新
設
合
併
日

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

以
上

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
㊞

乙
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
㊞

丙
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
㊞

丁
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
㊞

承
諾

書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
付
け
の
催
告
書
に
お
い
て
連
絡
の
あ
っ
た
社
会
福
祉
法
人
の
新
設

合
併
に
つ
い
て
、
当
社
と
し
て
は
異
議
が
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

○
○
○
○
株
式
会
社

代
表
取
締
役

○
○
○
○
㊞
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様
式
例
４
３
（
１
）
吸
収
合
併
不
動
産
所
有
権
移
転
登
記
確
約
書

不
動
産
所
有
権
移
転
登
記
確
約
書

こ
の
度
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
と
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
合
併
に
あ
た
り
、
伊
勢
市

長
の
合
併
認
可
後
、
速
や
か
に
下
記
の
不
動
産
に
つ
い
て
、
当
法
人
へ
の
所
有
権
移
転
登
記
の
手

続
き
を
行
う
こ
と
を
確
約
い
た
し
ま
す
。

記

所
有
権
移
転
登
記
対
象
不
動
産

１
．

２
．

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長

○
○
○
○

様 所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

様
式
例
４
３
（
２
）
新
設
合
併
不
動
産
所
有
権
移
転
登
記
確
約
書

不
動
産
所
有
権
移
転
登
記
確
約
書

こ
の
度
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
と
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
合
併
に
あ
た
り
、
伊
勢
市

長
の
合
併
認
可
後
、
速
や
か
に
下
記
の
不
動
産
に
つ
い
て
、
新
設
合
併
法
人
へ
の
所
有
権
移
転
登

記
の
手
続
き
を
行
う
こ
と
を
確
約
い
た
し
ま
す
。 記

所
有
権
移
転
登
記
対
象
不
動
産

１
．

２
．

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長

○
○
○
○

様 所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
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解散認可・認定申請書類一覧表

（○印が必要な添付書類）

区 分 備 考

１ 申請書 様式第８・１０９頁

２ 解散理由書 様式例４４・１０９頁

３ 理事会及び評議員会の議事録
合併契約の承認のあるもの

原本証明をすること

４

財

産

関

係

書

類

(1) 財産目録 様式第３・７５頁

(2) 現金の保有明細書 金種別明細（任意様式）

(3) 有価証券の保有明細書

(4) 固定資産台帳 固定資産の明細書

(6) 貸借対照表

(7) 負債を証明する書類 負債があるとき

５ 解散及び清算人就任登記完了届 様式例４５・１１０頁

６ 清算結了届 様式例４６・１１０頁
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様
式
第
８
解
散
認
可
申
請
書
、
解
散
認
定
申
請
書

（
注
）
１

用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
と
し
て
く
だ
さ
い
。

２
記
載
事
項
が
多
い
た
め
、
こ
の
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
適
宜
用
紙

（
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）
の
枚
数
を
増
し
、
こ
の
様
式
に
準
じ
た
申
請

書
を
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

３
こ
の
申
請
書
に
は
、
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
５
条
第
１
項
第
１
号
か
ら
第
３
号
に
掲

げ
る
書
類
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

解
散

申
請
書

申 請 者

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

ふ
り

が
な

名
称

理
事

長
の

氏
名

理
事
長

○
○
○
○

申
請

年
月

日
令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

解
散

す
る

理
由

別
紙
「
解
散
に
係
る
理
由
書
」
の
と
お
り

資 産

純
資
産

⑤
－
⑥

内
訳

社
会
福
祉
事
業
用
財
産

③
公
益
事

業
用
財
産

④
収
益
事

業
用
財
産

⑤
財
産
計

①
＋
②
＋
③
＋
④
⑥
負
債

①
基
本

財
産

②
そ
の
他

財
産

円
円

円
円

円
円

円

残
余
財
産
処
分
方
法

認
可

認
定

様
式
例
４
４
解
散
理
由
書

解
散
に
係
る
理
由
書

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長
○
○
○
○
様

少
子
化
の
進
行
に
よ
る
子
ど
も
の
減
少
か
ら
、
将
来
の
事
業
運
営
は
厳
し
く
な
る
こ
と
が
予
想

さ
れ
る
中
、
保
育
所
利
用
者
の
長
期
的
か
つ
安
定
的
な
利
用
を
存
続
さ
せ
る
た
め
、
他
の
社
会
福

祉
法
人
と
の
合
併
を
模
索
す
る
な
ど
、
最
善
を
尽
く
し
て
き
ま
し
た
。

し
か
し
な
が
ら
、
様
々
な
事
情
に
よ
り
合
併
の
協
定
に
至
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
り
、
職
員
の

確
保
な
ど
が
で
き
ず
、
事
業
の
継
続
が
困
難
と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
ま
ま
事
業
を
継
続
す
る
こ
と
に
よ
り
、
経
営
破
綻
が
避
け
ら
れ
な
い
状
況
に
な
っ
た
場
合

な
ど
、
利
用
者
を
は
じ
め
関
係
者
へ
の
影
響
は
著
し
く
大
き
く
な
り
ま
す
。

そ
の
よ
う
な
事
態
に
陥
る
前
に
、
解
散
を
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

記

解
散
事
由

業
継
続
の
不
能
（
社
会
福
祉
法
第
４
６
条
第
１
項
第
３
号
）

所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○
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様
式
例
４
５
解
散
及
び
清
算
人
就
任
登
記
完
了
届

解
散
及
び
清
算
人
就
任
登
記
完
了
届 令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長

○
○
○
○
様

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

清
算
人

○
○
○
○

当
法
人
は
、
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
に
、
解
散
及
び
清
算
人
就
任
の
登
記
を
行
い
ま
し
た

の
で
、
登
記
簿
を
添
え
て
報
告
い
た
し
ま
す
。

様
式
例
４
６
清
算
結
了
届

清
算

結
了

届

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長

○
○
○
○
様

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

清
算
人

○
○
○
○

当
法
人
は
、
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
付
○
○
号
に
よ
り
解
散
し
、
令
和
○
○
年
○
○
月

○
○
日
に
清
算
を
結
了
し
た
の
で
届
け
出
ま
す
。 記

添
付
書
類

１
清
算
書

２
法
人
登
記
簿
謄
本

３
官
報
（
写
）

４
領
収
書
（
写
）
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様
式
例
４
７
破
産
手
続
開
始
申
立
て
の
公
告

破
産
手
続
開
始
申
立
公
告

社
会
福
祉
法
人
〇
〇
〇
会
は
、
令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日
に
解
散
し
、
現
在
清
算
中
で
す

が
、
債
務
を
当
法
人
の
財
産
で
完
済
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
た
め
、
破

産
手
続
開
始
の
申
立
て
を
行
い
ま
し
た
。

記

申
立
日

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

申
立
場
所

〇
〇
地
方
裁
判
所

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

伊
勢
市
〇
〇
町
〇
〇
番
地

社
会
福
祉
法
人
〇
〇
〇
会

理
事
長

〇
〇
〇
〇
㊞

様
式
例
４
８
解
散
公
告

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
付
で
、
伊
勢
市
長
の
認
可
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、

当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
債
権
者
は
、
こ
の
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
２
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下

さ
い
。

な
お
、
こ
の
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
、
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
○
○
年
○
○
月
〇
〇
日

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

清
算
人

○
○
○
○
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第10 その他

１ 社会福祉法人現況報告

社会福祉法人は、毎会計年度終了後３か月以内に、次に掲げる事項について、現況

報告書（様式第９・１２３頁）を伊勢市長に届け出なければなりません。（法第５９

条、施行規則第９条）

（１）届出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）届出書類

社会福祉法人現況報告書（様式第９・１２３頁）

（３）届出方法

社会福祉法人現況報告書は、「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム」

への入力により届出

２ 社会福祉充実残額の算定根拠（算定シート）

社会福祉法人は、毎会計年度終了後３か月以内に、社会福祉充実残額算定シート

（様式第１０・１３８頁）により社会福祉充実残額を算定し、を伊勢市長に届出なけ

ればなりません。（法第５９条、施行規則第９条）

（１）届出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）届出書類

社会福祉充実残額算定シート（様式第１０・１３８頁）

（３）届出方法

「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム」への入力により届出

３ 社会福祉充実計画

社会福祉法人は、社会福祉充実残額算定シートにより、社会福祉充実残額がある場

合は、現に行っている社会福祉事業又は公益事業などの実施に関する社会福祉充実計

画（様式第１１（１）・１４３頁）を作成し、社会福祉充実計画承認申請書（様式第

１１（２）・１４６頁）を提出して、伊勢市長に承認を受けなければなりません。

（法第５５条の２）

承認を受けた後は、計画に基づく事業を実施し、事業の実績については、毎年度法

人のホームページ等で公表に努めなければなりません。

また、社会福祉充実計画の変更（軽微な変更を除きます。）をしようとするときは、
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社会福祉充実計画変更承認申請書（様式第１１（３）・１４６頁）の提出（法第５５

条の３第１項）、やむを得ない事由により承認社会福祉充実計画に従って事業を行う

ことが困難であるときは、社会福祉充実計画終了承認申請書（様式第１１（６）・

１４８頁）を提出（法第５５条の４）し、予め伊勢市長の承認を受けなければなりま

せん。

社会福祉充実計画の軽微な変更については、社会福祉充実計画変更届出書（様式第

１１（４）・１４７頁）を伊勢市長に届け出なければなりません。（法第５５条の３

第２項）

なお、承認社会福祉充実計画の変更にあたり、承認申請事項と届出事項が混在する

場合は、社会福祉充実計画の変更に係る承認申請及び届出書（様式第１１（５）・

１４７頁）を提出してください。

（１）提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は承認通知書として交付します。

（３）提出書類

ア 福祉充実計画（様式第１１（１）・１４３頁、様式第１１（２）・１４６

頁）

イ 添付書類

① 社会福祉充実計画の策定に係る評議員会の議事録（写）

② 公認会計士・税理士等による手続実施結果報告書（写）（様式例４９

・１４５頁）

③ 社会福祉充実残額の算定根拠（社会福祉充実残額算定シート（別添

「財産目録」も含む。）

④ その他社会福祉充実計画の記載内容の参考となる資料

４ 監事監査報告及び会計監査報告

監事は、社会福祉法第４５条の１８、第４５条の２８及び関係法令に基づき、毎年

定期的に理事の職務執行や計算関係書類、事業報告等を監査し、理事長宛に監査報告

書（様式例５０・１４９頁）を作成し、監事監査チェックリスト（様式任意）ととも

に、理事長に報告しなければなりません。

また、社会福祉法人は、提出された監査報告書（様式例５０・１４９頁）の写し及

びチェックリスト（任意様式）の写しを毎会計年度終了後３月以内に、伊勢市長に届

け出なければなりません。

なお、会計監査人を設置する法人については、監事監査報告と同様に、会計監査報

告の届出も必要です。

監査報告を作成しなければならないときは、監事が次の書類を受領したときです。
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①計算関係書類（計算書類及びその附属明細書）及び財産目録を受領したとき。

②事業報告等（事業報告及びその附属明細書）を受領したとき

（１）届出先

〒５１６－８６０１

伊勢市健康福祉部福祉監査室

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）届出書類

ア 監事監査報告書（様式例５０・１４９頁）

イ 監事監査チェックリスト（様式任意）

（３）届出方法

「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム」への入力により届出

・ 監事の監査の方法及びその内容

・ 計算関係書類が当該法人の財産、収支及び純資産の増減の状況を全ての重

要な点において適正に表示しているかどうかについての意見

・ 監査のため必要な調査ができなかったときは、その旨及びその理由

・ 追記情報（会計方針の変更、重要な偶発事象、重要な偶発事象などの事項

のうち、監事の判断に関して説明を付す必要がある事項又は計算関係書類の

内容のうち強調する必要がある事項）

・ 監査報告を作成した日

・ 監事の監査の方法及びその内容

・ 事業報告及びその附属明細書が法令又は定款に従い当該法人の状況を正

しく示しているかどうかについての意見

・ 当該法人の理事の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款

に違反する重大な事実があったときは、その事実

・ 監査のため必要な調査ができなかったときは、その旨及びその理由

・ 内部管理体制の整備に関する決定又は決議の内容の概要及び当該体制の

運用状況の概要（監査の範囲に属さないものを除く）がある場合におい

て、当該事項の内容が相当でないと認めるときは、その旨及びその理由

・ 監査報告を作成した日
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（参考）

定期提出書類の例を次のとおり示します。

５ 法第５９条の規定に基づく書類の届出

社会福祉法人は、社会福祉法人現況報告、社会福祉充実残額算定シート、社会福祉

充実計画のほか、毎会計年度終了後３か月以内に、次に掲げる事項について、伊勢市

長に届出しなければなりません。

（１）届出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）届出書類

ア 計算書類及び附属明細書

イ 計算書類の注記

ウ 事業報告（法人の状況に関する重要な事項等）

エ 事業報告の附属明細書（事業報告の内容を補足する重要な事項）

オ 監事監査報告書

カ 会計監査報告

キ 財産目録

ク 評議員名簿（評議員の氏名及び住所を記載した名簿）

社 会 福 祉 法 人

４
月
～
５
月

●決算整理

●社会福祉充実残額の仮算定

（初めて社会福祉充実残額の発生が見込まれる場合、伊勢市に事前協議）

●監事監査、監事監査報告（様式例５０・１４９頁）

●評議員、役員候補者の選任（選任に必要な書類の徴取）

様式例１９・５７頁 様式例２１・５８頁
様式例２２・５９頁 様式例２３・６０頁、６１頁
様式例２４・６２頁

●評議員選任解任委員会の開催

●理事会の開催（様式例３２（２）・７４頁）

６

月

●定時評議員会の開催

（決算に関する理事会から中２週間後）

●現況報告、計算書類、財産目録等の届出

→ 独立行政法人福祉医療機構（ＷＡＭＮＥＴ）の「社会福祉法人の財

務諸表等電子開示システム」により届出

●福祉充実計画の申請（初めて社会福祉充実残額が発生する場合）

●法人資産登記（６月末日まで）

●理事長登記（理事長就任日から１４日以内）

（理事長の変更があった場合、理事長変更届（様式例５２・１５７頁）の

提出）
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ケ 役員名簿（役員の氏名及び住所を記載した名簿）

コ 報酬等の支給の基準を記載した書類（役員等報酬等支給基準）

サ 事業計画書（定款で作成することを定めている場合）

（３）届出方法

「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム」への入力により届出
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法人単位資金収支計算書

資金収支内訳表

事業区分資金収支内訳表

拠点区分資金収支計算書

法人単位事業活動計算書

事業活動内訳表

事業区分事業活動内訳表

拠点区分事業活動計算書

事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書

法第５９条の規定に基づく伊勢市長への届出書類等一覧

法人単位貸借対照表

貸借対照表内訳表

事業区分貸借対照表内訳表

拠点区分貸借対照表

計算書類の注記（社会福祉法人会計基準第29条）

借入金明細書

寄附金収益明細書

補助金事業等収益明細書

事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書

基本金明細書

国庫補助金等特別積立金明細書

基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

引当金明細書

拠点区分資金収支明細書

拠点区分事業活動明細書

積立金・積立資産明細書

サービス区分間繰入金明細書

サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書

就労支援事業別事業活動明細書

就労支援事業製造原価明細書

就労支援事業販管費明細書

就労支援事業明細書

授産事業費用明細書

事業報告（法人の状況に関する重要な事項等）（法第45条の32）

事業報告の附属明細書（事業報告の内容を補足する重要な事項）（法第45条の32）

監査報告（法第45条の32）

会計監査報告（法第45条の32）

財産目録（法45条の34第１項第１号）

役員等名簿（理事、監事及び評議員の氏名及び住所を記載した名簿）（法45条の34第１項第２号）

報酬等の支給の基準を記載した書類（役員等報酬等支給基準）（法45条の34第１項第３号）

現況報告書（規則第2条の41第1号～第13号及び第16号）

社会福祉充実残額の算定根拠（算定シート）（規則第2条の41第14号）

事業計画（規則第2条の41第15号）(※)

※　「事業計画」は、定款で作成することになっている場合

届　出　事　項
届出
方法

貸借対照表
(法第45条の27
　　　　第2項)

資金収支計算書

事業活動計算書

財
産
目
録
等

(

法
第
５
９
条
第
２
号

)

事業の概要その他の厚
生労働省令で定める事
項を記載した書類
(法第45条の34第1項第4号)

計　
　

算　
　

書　
　

類　
　

等

（
法
第
５
９
条
第
１
号
）

計算書類
(法第45条の32)

「
社
会
福
祉
法
人
の
財
務
諸
表
等
電
子
開
示
シ
ス
テ
ム
」
へ
の
入
力

収支計算書
(法第45条の27
　　　　第2項)

計算書類の附属明細書
(法第45条の32)
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６ 不動産使用証明願（登録免許税の非課税措置用）

社会福祉法人は、その社会福祉事業の用に供する建物の所有権の取得登記又は土地

の権利の取得登記をする場合には、それらの不動産が当該事業の用に供するもの（先

行取得の不動産は認めない。）であること。

また、自己の設置運営する学校、保育所、認定こども園の用に供する建物の所有権

又は土地の権利の取得登記をする場合には、それらの不動産が自己の設置運営する学

校、保育所、認定こども園の用に供するものであることの三重県知事の証明書を添付

することにより、登録免許税の免除を受けることができます。（登録免許税法第４条

第２項、同法施行規則第３条第１項第１号）

なお、「学校」については、根拠法令が登録免許税法施行規則第３条第１項第２号、

「保育所」については、根拠法令が登録免許税法施行規則第３条第１項第３号、「認

定こども園」については、登録免許税法施行規則第３条第１項第４号となりますので、

様式の表題の記載を間違えないようにしてください。

証明する施設によっては、証明者が伊勢市長となる場合（登録免許税法施行規則

（抜粋）１５１頁参照）がありますので、ご注意ください。

三重県知事から、不動産使用証明を受領したら保存登記を行い、速やかに定款変更

を行います。

（１）提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）証明を受けるために必要な書類及び必要部数

ア 証明願書（様式第１２・１５０頁） ３部

イ 添付書類 各２部

① 不動産の登記事項証明書（写）

② 基本財産編入及び定款変更誓約書（様式例５１・１５０頁）

※既に基本財産となっている場合及び賃借権設定の場合は不要。

③ 担保提供説明書（当該不動産が担保に供されている場合に、抵当権等

の抹消等について説明するもの）

④ ａ（建設又は購入の場合）

当該不動産建設又は購入に係る収支計算書

ｂ（贈与される場合）

当該不動産の贈与契約書（写）

⑤ ａ（購入の場合）

当該不動産の売買契約書（写）、売買代金受領書（写）及び建物

引渡書（写）

※ 売買代金領収書については、支払い済み（支払いが終わってい

るもの迄でもよい）のもの。（振込金受領書でも可）

ｂ（建設の場合）

当該不動産の請負契約書（写）、請負代金受領書（写）及び建

物引渡書（写）

表示登記終了後の手続き
先行取得は社会福祉事業の用に供するといえない。

支払いが終了している分まででよい。
（手付金、分割払い等）
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※ 請負代金受領書については、支払い済みのもの。（振込金受

領書でも可）

ｃ（賃借権等を設定する場合）

当該土地の貸借契約書（写）又は地上権設定契約書（写）

⑥ 図面（位置図、配置図、平面図、土地の場合は、地図又は地図に準ず

る図面（写））

⑦ 社会福祉事業の用に供することが確認できる書類（写）（理事会議事

録等）

⑧ その他所轄庁が必要と認めた書類

７ 税額控除対象となる社会福祉法人の証明

個人が一定の要件を満たした社会福祉法人（以下「税額控除対象法人」という。）

に寄附をした場合、当該寄附金について現行の所得控除制度に加えて、税額控除制度

との選択適用が可能となります。税額控除の認定にあたっては、当市から証明を受け

る必要があります。証明を受けた以降に支出された個人からの寄附金が税額控除の対

象となります。

税額控除に係る証明は、行政庁から証明を受けた日から５年間有効であり、一度証

明を受けた後は、５年間はその証明にかかる手続きは必要ありません。

税額控除対象法人の証明を受けようとする場合は、次の書類を伊勢市長に提出しな

ければなりません。

詳細は、「税額控除に係る証明事務～申請の手引き～」（資料編２５頁）に掲載され

ていますので、ご覧ください。

①税額控除に係る証明申請書（様式第１３・１５５頁）

②寄附金受入明細書（様式第１４・１５５頁）

③チェック表（様式第１５・１５６頁又は様式第１６・１５７頁）

※ 三重県知事及び地方厚生局長が所轄庁となる社会福祉法人は、証明願書（三

重県のホームページからダウンロードして下さい。）を三重県福祉監査課へ直接

提出してください。

・証明願書 ２部 ・添付書類 １部

例： 平成２８年１０月１日に税額控除に係る証明を受けた場合の有効期限は、

平成２８年１０月１日から令和３年９月３０日までとなります。

補助金で建物の整備を予定している場合で、「補助が付いたら整備を行い、付かな

かったら整備をしない」や施設整備の事業にあたり、「選定で決定される前に不動産

の取得を行ったもので、選定から漏れたら整備を断念する」という場合は、「社会福

祉事業の用に供する」に該当しない。

119



控除対象法人の要件は、次の①から③の全てを満たす必要があります。

① 実績判定期間内において、次の要件１、要件２のいずれかの要件を満たすこと。

② 定款、役員等名簿等を主たる事務所に備え置き、閲覧の請求があった場合には、

正当な理由がある場合を除き、閲覧に供すること。

③ 寄附者名簿を作成し、これを保存していること。

（注）１ 保育所等とは次に掲げる施設を指します。

イ 学校（学校教育法第１条に規定する学校及び就学前の子どもに関す

る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条第７項に規

定する 幼保連携型認定こども園法をいう。）、専修学校及び各種学校

ロ 児童福祉法第６条の２の２第１項に規定する障害児通所支援事業

（同条第２項に規定する児童発達支援、同条第３項に規定する放課後

等デイサービス、同条第４項に規定する居宅訪問型児童発達支援又は

同条第５項に規定する保育所等訪問支援に限る。）、同法第６条の３第

１項に規定する児童自立生活援助事業、同条第２項に規定する放課後

児童健全育成事業、同条第８項に規定する小規模住居型児童養育事業

又は同条第１０項に規定する小規模保育事業が行われる施設

実
績
判
定
期
間

申請日の直前に終了した事業年度終了日以前の５年内に終了した各

会計年度のうち、最も古い会計年度の開始の日から当該直前に終了し

た会計年度終了日まで。

設立後間もなく、活動実績が５年に満たない法人は、法人設立の日

から直前に終了した会計年度終了日までが実績判定期間となります。

要件１

３，０００円以上の寄附金を支出した者（判定基準寄附者数）が、

平均して年に１００人以上いること。ただし、次のア、イに掲げる場

合には、それぞれア、イに定めるとおりとすること。

なお、次のア、イのいずれの場合にも該当する事業年度は、いずれ

か多い判定基準寄附者数を満たすこと。

ア

実績判定期間内に、保育所等の定員の総数が５，０００人未満

の会計年度がある場合（保育所等の定員等の総数が０である場合

の会計年度を除く。）、当該会計年度の判定基準寄附者数は、Ａの

とおり計算し、かつＢの要件を満たすこと。

Ａ 判定基準寄附者数＝

Ｂ 寄附金額が年平均３０万円以上

イ

実績判定期間内に、社会福祉事業に係る費用の額の合計額が１

億円未満の会計年度がある場合、当該事業年度の判定基準寄附者

数はＡのとおり計算し、かつＢの要件を満たすこと。

Ａ
判定基準寄附者数＝

Ｂ （イ）寄附金額が年平均３０万円以上

要件２
経常収入金額に占める寄附金等収入の割合が、１／５以上であるこ

と。

実際の寄附者数×５，０００

定員等の総数（当該定員等の総数が 500未満の場合は 500)

実際の寄附者数×１億

社会福祉事業に係る費用の額の合計額

（1,000万円未満の場合は、1,000万円）
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ハ 児童福祉法第３７条に規定する乳児院、同法第３８条に規定する母

子生活支援施設、同法第３９条第１項に規定する保育所、同法第４１

条に規定する児童養護施設、同法第４２条第１号に規定する福祉型障

害児入所施設、同条第２号に規定する医療型障害児入所施設、同法第

４３条の２に規定する児童心理治療施設及び同法第４４条に規定する

児童自立支援施設

２ 判定基準寄附者とは、租特令第２６条の２８の２第５項第６号に規定

する判定基準寄附者をいい、基本的に３，０００円以上の寄附金を支出

した者をいう。

３ 社会福祉事業に係る費用とは、社会福祉法人会計基準（平成２８年厚

生労働省令第７９号）第２３条第２項に規定する事業活動内訳表のうち、

社会福祉事業区分における、サービス活動増減の部の費用に計上する額

及びサービス活動外増減の部の費用に計上する額の合計額をいう。

（１）申請書提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 １部

（３）提出書類

ア 要件１に係る申請書

・税額控除に係る証明申請書（様式第１３・１５５頁）

・寄附金受入明細書（様式第１４・１５５頁）

・絶対値要件（要件１）チェック表（様式第１５・１５６頁）

イ 要件２に係る申請書

・税額控除に係る証明申請書（様式第１３・１５５頁）

・寄附金受入明細書（様式第１４・１５５頁）

・チェック表（様式第１６・１５７頁）

（４）手数料

１通 ２００円

８ 理事長変更届

理事長（法人の代表者の名称が理事長以外の場合（会長等）は、当該名称に読み替

えてください。）は、法人運営に中心的役割を果たすものであり、所轄庁として理事

長の現状について把握する必要があるため、理事長が交替した時は、交替後１か月以

内に伊勢市長に理事長変更届（様式例５２・１５７頁）を提出してください。

なお、理事長が重任（任期を満了し、時間的間隔を置くことなく再任された場合）

の場合は、提出の必要がありません。

（１）提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号
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ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

１部

（３）届出書類

ア 理事長変更届（様式例５２・１５７頁）

イ 法人の登記事項証明書（写）

※新理事長に関して登記済みのもの。原本証明は不要。

９ 理事の在任証明

社会福祉法人と理事長（当該法人の代表権を有する理事）との利益相反行為（法人

が理事長から土地を購入する場合など）に係る登記事務について、適正に理事会が開

催されたことを法務局が確認するため、伊勢市長宛に理事の在任証明を求められる場

合があります。（平成３年８月１９日付法務省民事局第３課長依命回答）

理事の在任証明を受けようとする場合は、次の書類を伊勢市長に提出しなければな

りません。

（１）申請書提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

証明願書（様式例５３・１５８頁） ２部

添付資料 各１部

（３）提出書類

ア 理事の在任証明願（様式例５３・１５８頁）

イ 添付書類

①理由書（様式例５４・１５８頁）

②役員名簿

③理事の就任委嘱状（写）

④理事の就任承諾書（写）

⑤法人の登記事項証明書（写）

⑥定款（写）（届出・認可書に添付のものを受理・認可書鑑を付けて複写）

⑦評議員会議事録（写）（理事の選任がわかるもの）

⑧理事会議事録（写）（理事の推薦及び不動産取得の決定がわかるもの）

⑨取得対象不動産の登記事項証明書（写）

（取得対象不動産の所有者が法人の場合）

⑩不動産所有者の法人の登記事項証明書（写）（取得対象不動産の所有者

が法人の場合

⑪その他参考となる資料

（４）手数料

１通 ２００円
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１
．

「活
用

可
能

な
財

産
の

算
定

」

項
目

金
額

手
入

力
（

必
須

入
力

）
す

る
セ

ル
で

す
（

※
「社

会
福

祉
法

人
の

財
務

諸
表

等
電

子
開

示
シ

ス
テ

ム
」搭

載
版

で
は

、他
シ

ー
トを

参
照

す
るた

め
の

計
算

式
が

設
定

され
て

い
ます

の
で

、手
入

力
は

不
要

とな
りま

す
。）

資
産

（
a）

負
債

（
ｂ

）
計

算
式

が
設

定
され

て
お

り、
入

力
す

るこ
とは

で
きま

せ
ん

。
基

本
金

（
ｃ

）
国

庫
補

助
金

等
特

別
積

立
金

（
ｄ

）
手

入
力

す
るセ

ル
で

す
。（

不
明

の
場

合
は

、記
載

要
領

に
従

って
入

力
して

くだ
さい

）
合

計
（

a－
ｂ

－
ｃ

－
ｄ

）
0 

合
計

額
を算

出
す

るた
め

の
計

算
式

が
設

定
され

て
お

り、
入

力
す

るこ
とは

で
き

ませ
ん

。
２

．
「社

会
福

祉
法

に
基

づ
く事

業
に

活
用

して
い

る
不

動
産

等
」

プル
ダウ

ン
リス

トか
ら選

択
す

るセ
ル

で
す

。直
接

入
力

す
るこ

とは
で

きま
せ

ん
。

（
１

）
財

産
目

録
に

お
け

る貸
借

対
照

表
価

額
合

計
（

a）

（
２

）
対

応
負

債
項

目
金

額
１

年
以

内
返

済
予

定
社

会
福

祉
連

携
推

進
業

務
設

備
資

金
借

入
金

１
年

以
内

返
済

予
定

設
備

資
金

借
入

金
１

年
以

内
返

済
予

定
リー

ス
債

務
社

会
福

祉
連

携
推

進
業

務
設

備
資

金
借

入
金

設
備

資
金

借
入

金
リー

ス
債

務
合

計
（

ｂ
）

0 

（
３

）
合

計
項

目
金

額
財

産
目

録
合

計
（

a）
0 

対
応

負
債

合
計

（
ｂ

）
0 

対
応

基
本

金
（

ｃ
）

0 
国

庫
補

助
金

等
特

別
積

立
金

（
ｄ

）
0 

合
計

（
a－

ｂ
－

ｃ
－

ｄ
）

0 

３
．

「再
取

得
に

必
要

な
財

産
」

（
１

）
将

来
の

建
替

費
用

（
２

）
大

規
模

修
繕

に
必

要
な

費
用

一
般

的
１

㎡
当

た
り

単
価

（
a）

当
該

建
物

の
建

設
時

の
取

得
価

額
（

b）
建

設
時

延
べ

床
面

積
（

c）
a/

（
b/

c）
建

設
時

自
己

資
金

（
d）

d/
b

-
29

0,
00

0 
-

-
-

24
%

-
-

24
.0

%
-

-
23

%
-

-
0 

-
-

-
29

0,
00

0 
-

-
-

24
%

-
-

24
.0

%
-

-
23

%
-

-
0 

-
-

-
29

0,
00

0 
-

-
-

24
%

-
-

24
.0

%
-

-
23

%
-

-
0 

-
-

-
29

0,
00

0 
-

-
-

24
%

-
-

24
.0

%
-

-
23

%
-

-
0 

-
-

-
29

0,
00

0 
-

-
-

24
%

-
-

24
.0

%
-

-
23

%
-

-
0 

-
-

合
計

0 
0 

※
　割

合
は

小
数

点
第

4位
四

捨
五

入
。

（
３

）
設

備
・車

輌
等

の
更

新
に

必
要

な
費

用
合

計

（
４

）
合

計
項

目
金

額
将

来
の

建
替

費
用

0 
大

規
模

修
繕

に
必

要
な

費
用

0 
設

備
・車

輌
等

の
更

新
に

必
要

な
費

用
0 

合
計

0 

４
．

「必
要

な
運

転
資

金
」

項
目

金
額

月
数

合
計

額
年

間
事

業
活

動
支

出
12

 
3 

0 

５
．

「計
算

の
特

例
」

項
目

金
額

月
数

合
計

額
年

間
事

業
活

動
支

出
-

12
 

12
 -

６
．

「社
会

福
祉

充
実

残
額

」 項
目

金
額

活
用

可
能

な
財

産
0 

社
会

福
祉

法
に

基
づ

く事
業

に
活

用
して

い
る不

動
産

等
0 

再
取

得
に

必
要

な
財

産
0 

必
要

な
運

転
資

金
0 

計
算

の
特

例
合

計
0 

適
用

す
る

７
．

「現
況

報
告

書
に

記
載

す
る

「社
会

福
祉

充
実

残
額

」」

項
目

金
額

社
会

福
祉

充
実

残
額

0 
社

会
福

祉
充

実
計

画
用

財
産

0 
合

計
0 

社
会

福
祉

充
実

残
額

算
定

シ
ー

ト

建
設

単
価

等
上

昇
率

自
己

資
金

比
率

※
大

規
模

修
繕

額
が

不
明

な
場

合
②

１
㎡

当
た

り単
価

上
昇

率
④

建
設

時
自

己
資

金
比

率
財

産
の

名
称

等
取

得
年

度
建

設
時

延
べ

床
面

積
（

小
数

点
以

下
第

４
位

を
四

捨
五

入
）

建
設

時
自

己
資

金
大

規
模

修
繕

実
績

額
減

価
償

却
累

計
額

合
計

額
減

価
償

却
累

計
額

（
a）

一
般

的
大

規
模

修
繕

費
用

比
率

（
b）

大
規

模
修

繕
実

績
額

合
計

額
①

合
計

額
（

①
、②

の
い

ず
れ

か
）

①
建

設
工

事
費

デ
フレ

ー
ター

①
、②

の
い

ず
れ

か
高

い
方

の
率

③
一

般
的

自
己

資
金

比
率

③
、④

の
い

ず
れ

か
高

い
方

の
率

貸
借

対
照

表
価

額
（

c）

合
計

額
②

（
（

a×
b）

×
c/

（
a＋

c）
）

控
除

対
象

財
産

計
計

算
の

特
例

適
用

※
「５

．
計

算
の

特
例

」の
適

用
有

無
を

変
更

す
る場

合
、以

下
の

セ
ル

か
ら選

択
す

るこ
と。

0 

様
式
第
１
０
　
社
会
福
祉
充
実
残
額
算
定
シ
ー
ト
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（別添）

（単位：円）

場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額 控除対象 控除対象額 社会福祉充実計画用
財産額

現金預金

有価証券

事業未収金

未収金

未収補助金

未収収益

受取手形

貯蔵品

医薬品

診療・療養費等材料

給食用材料

商品・製品

仕掛品

原材料

立替金

前払金

前払費用

１年以内回収予定社会福祉連携推進業務長期貸付金

１年以内回収予定長期貸付金

社会福祉連携推進業務短期貸付金

短期貸付金

仮払金

その他の流動資産

貸倒引当金

徴収不能引当金

0 0 0

土地

建物

定期預金

投資有価証券

0 0 0

土地

建物

構築物

機械及び装置

車輌運搬具

器具及び備品

建設仮勘定

有形リース資産

権利

ソフトウェア

無形リース資産

投資有価証券

社会福祉連携推進業務長期貸付金

長期貸付金

退職給付引当資産

長期預り金積立資産

差入保証金

長期前払費用

その他の固定資産

貸倒引当金

徴収不能引当金

0 0 0

0 0 0 控除対象額計 計画用財産額計

0 0 0 0 0

短期運営資金借入金

事業未払金

その他の未払金

支払手形

社会福祉連携推進業務短期運営資金借入金

役員等短期借入金

１年以内返済予定社会福祉連携推進業務設備資金借入金

１年以内返済予定設備資金借入金

１年以内返済予定社会福祉連携推進業務長期運営資金借入金

１年以内返済予定長期運営資金借入金

１年以内返済予定リース債務

１年以内返済予定役員等長期借入金

１年以内支払予定長期未払金

未払費用

預り金

職員預り金

前受金

前受収益

仮受金

賞与引当金

その他の流動負債

0 0 0

社会福祉連携推進業務設備資金借入金

設備資金借入金

社会福祉連携推進業務長期運営資金借入金

長期運営資金借入金

リース債務

役員等長期借入金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

長期未払金

長期預り金

その他の固定負債

0 0 0

0 0 0

0 0 0

（入力上の留意事項）

※ 財産目録については、科目を分けた場合は、小計欄を設けることとしていますが、エクセル版の社会福祉充実残額算定シート別添（財産目録）については、小計欄は不要とします

社会福祉充実残額算定シート別添（財産目録）

令和5年3月31日現在
（単位：円）

貸借対照表科目 

Ⅰ　資産の部

　１　流動資産 

流動資産合計

　２　固定資産 

　（１）　基本財産 

基本財産合計

　（２）　その他の固定資産

その他の固定資産合計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ　負債の部

　１　流動負債

流動負債合計

　２　固定負債

固定負債合計

負債合計

差引純資産
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1
 

 

記
載
要
領
 

  

社
会
福
祉
充
実
残
額
算
定
シ
ー
ト
の
入
力
に
当
た
っ
て
は
、「

社
会
福
祉
法
第

55
条
の
２
の
規
定
に
基

づ
く
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
承
認
等
に
つ
い
て
」（

平
成

29
年
１
月

24
日
付
け
雇
児
発

01
24

第
１
号
・

社
援
発

01
24

第
１
号
・
老
発

01
24

第
１
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
長
、
社
会
・
援
護
局

長
、
老
健
局
長
連
名
通
知
。
以
下
「
事
務
処
理
基
準
」
と
い
う
。）

に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
ほ
か
、
本
記

載
要
領
に
従
う
こ
と
。
ま
た
、
入
力
に
当
た
っ
て
は
、
別
添
の
財
産
目
録
様
式
を
適
宜
活
用
す
る
こ
と
。
 

な
お
、「

３
．「

再
取
得
に
必
要
な
財
産
」」

の
「（

１
）
将
来
の
建
替
費
用
」
に
お
け
る
「
建
設
工
事
費

デ
フ
レ
ー
タ
ー
」、
「
一
般
的
１
㎡
当
た
り
単
価
」
及
び
「
一
般
的
自
己
資
金
比
率
」
並
び
に
「（

２
）
大
規

模
修
繕
に
必
要
な
費
用
」
に
お
け
る
「
一
般
的
大
規
模
修
繕
費
用
比
率
」
に
つ
い
て
は
、『
「
社
会
福
祉
充

実
計
画
の
承
認
等
に
係
る
事
務
処
理
基
準
」
に
基
づ
く
別
に
定
め
る
単
価
等
に
つ
い
て
』（

平
成

29
年
１

月
24

日
付
け
社
援
基
発

01
24

第
１
号
厚
生
労
働
省
社
会
・
援
護
局
福
祉
基
盤
課
長
通
知
。）

に
定
め
る
単

価
等
を
用
い
る
。
 

  【
共
通
事
項
】
 

○
 
黄
色
の
セ
ル
に
入
力
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
貸
借
対
照
表
、
財
産
目
録
及
び
資
金
収
支
計
算
書
の

該
当
部
分
の
金
額
を
入
力
す
る
こ
と
。
 

 ○
 
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場
合

は
、
黄
色
の
セ
ル
に
つ
い
て
は
同
シ
ス
テ
ム
に
入
力
さ
れ
た
貸
借
対
照
表
、
財
産
目
録
、
資
金
収
支

計
算
書
の
該
当
部
分
の
金
額
が
自
動
転
記
さ
れ
る
こ
と
。
 

 ○
 
青
色
の
セ
ル
に
つ
い
て
は
、
シ
ー
ト
内
で
の
自
動
転
記
又
は
自
動
計
算
を
行
う
セ
ル
で
あ
る
こ
と

に
留
意
す
る
こ
と
。
ま
た
、
赤
色
の
セ
ル
に
つ
い
て
は
、
各
項
目
の
合
計
額
を
算
出
す
る
た
め
の
計

算
式
が
入
力
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

 

○
 
橙
色
の
セ
ル
に
つ
い
て
は
、
選
択
肢
か
ら
選
択
す
る
こ
と
。
 

 

 
○
 
各
計
算
の
過
程
に
お
い
て

1
円
未
満
の
端
数
が
生
じ
る
場
合
に
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
る
こ
と
。
 

  【
個
別
事
項
】
 

１
．
 「
活
用
可
能
な
財
産
の
算
定
」
 

○
 
「
資
産
」
欄
は
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
資
産
の
部
合
計
」
の
金
額
を
入
力
す
る
こ
と
（
※
）。

 

 
（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
資
産
の
部
合
計
」
の
金
額
が
自
動
転
記
さ
れ
る
。
 

 

○
 
「
負
債
」
欄
は
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
負
債
の
部
合
計
」
の
金
額
を
入
力
す
る
こ
と
（
※
）。
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（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
負
債
の
部
合
計
」
の
金
額
が
自
動
転
記
さ
れ
る
。
 

  
○
 
「
基
本
金
」
欄
は
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
基
本
金
」
の
金
額
を
入
力
す
る
こ
と
（
※
）。

 

 
 
（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
基
本
金
」
の
金
額
が
自
動
転
記
さ
れ
る
。
 

  
○
 
「
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
」
欄
は
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立

金
」
の
金
額
を
入
力
す
る
こ
と
（
※
）。

 

 
 
（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
」
の
金
額
が
自
動
転
記
さ
れ
る
。
 

  ２
．「

社
会
福
祉
法
に
基
づ
く
事
業
に
活
用
し
て
い
る
不
動
産
等
」
 

（
１
）
財
産
目
録
に
お
け
る
貸
借
対
照
表
価
額
 

 
○
 
「
合
計
」
欄
は
、
財
産
目
録
の
う
ち
、
控
除
対
象
と
な
る
財
産
の
貸
借
対
照
表
価
額
の
合
計
額
を

入
力
す
る
こ
と
（
※
）。

 

 
 
（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
別
添
の
財
産
目
録
に
お
い
て
、
控
除
対
象
財
産
と
し
て
「
○
」
を
選
択
し
た
財
産
の
貸
借
対

照
表
価
額
の
合
計
額
が
自
動
転
記
さ
れ
る
。
 

 （
２
）
対
応
負
債
 

 
○
 
「
１
年
以
内
返
済
予
定
設
備
資
金
借
入
金
」
欄
に
つ
い
て
は
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
１
年

以
内
返
済
予
定
設
備
資
金
借
入
金
」
の
金
額
を
入
力
す
る
こ
と
（
※
）。

 

 
 
（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
１
年
以
内
返
済
予
定
設
備
資
金
借
入
金
」
の
金
額
が
自
動
転
記

さ
れ
る
。
 

  
○
 
「
１
年
以
内
返
済
予
定
リ
ー
ス
債
務
」
欄
に
つ
い
て
は
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
１
年
以
内

返
済
予
定
リ
ー
ス
債
務
」
の
金
額
を
入
力
す
る
こ
と
（
※
）。

 

 
 
（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
１
年
以
内
返
済
予
定
リ
ー
ス
債
務
」
の
金
額
が
自
動
転
記
さ
れ
る
。
 

  
○
 
「
設
備
資
金
借
入
金
」
欄
に
つ
い
て
は
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
設
備
資
金
借
入
金
」
の
金

額
を
入
力
す
る
こ
と
（
※
）。

 

 
 
（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
設
備
資
金
借
入
金
」
の
金
額
が
自
動
転
記
さ
れ
る
。
 

  
○
 
「
リ
ー
ス
債
務
」
欄
に
つ
い
て
は
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
リ
ー
ス
債
務
」
の
金
額
を
入
力

す
る
こ
と
（
※
）。
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（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
法
人
単
位
貸
借
対
照
表
の
「
リ
ー
ス
債
務
」
の
金
額
が
自
動
転
記
さ
れ
る
。
 

 （
３
）
合
計
 

 
○
 
「
対
応
基
本
金
」
欄
に
つ
い
て
は
、
貸
借
対
照
表
の
「
基
本
金
」
の
う
ち
、「

第
一
号
基
本
金
」
及

び
「
第
二
号
基
本
金
」
の
合
計
額
を
入
力
す
る
こ
と
。
な
お
、
初
期
設
定
で
は
、「

１
．「

活
用
可
能

な
財
産
の
算
定
」」

で
入
力
し
た
「
基
本
金
」
の
額
が
表
示
さ
れ
る
た
め
、
法
人
に
お
い
て
「
第
三
号

基
本
金
」
を
保
有
し
、
当
該
基
本
金
の
額
が
特
定
で
き
る
場
合
は
、
そ
の
額
を
差
し
引
い
た
額
を
手

入
力
す
る
こ
と
。
 

  
○
 
「
合
計
」
欄
に
つ
い
て
は
、「

0」
に
満
た
な
い
値
と
な
る
場
合
は
「
0」

と
す
る
こ
と
。
 

  ３
．「

再
取
得
に
必
要
な
財
産
」
 

（
１
）
将
来
の
建
替
費
用
 

 
○
 
「
財
産
の
名
称
等
」
欄
に
つ
い
て
は
、
財
産
目
録
の
う
ち
、
控
除
対
象
と
な
る
建
物
（
基
本
財
産

及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
）
ご
と
に
そ
の
「
場
所
・
物
量
等
」
の
内
容
を
入
力
す
る
こ
と
（
※
）。

 

 
 
（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
別
添
の
財
産
目
録
に
お
い
て
、
控
除
対
象
財
産
と
し
て
「
○
」
を
選
択
し
た
建
物
の
「
場
所
・

物
量
等
」
の
内
容
が
自
動
転
記
さ
れ
る
。
 

 

○
 
「
取
得
年
度
」
欄
に
つ
い
て
は
、
財
産
目
録
の
う
ち
、
控
除
対
象
と
な
る
建
物
ご
と
に
そ
の
「
取

得
年
度
（
数
字
４
桁
の
西
暦
の
み
）」

を
入
力
す
る
こ
と
（
※
）。

 

（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
別
添
の
財
産
目
録
に
お
い
て
、
控
除
対
象
財
産
と
し
て
「
○
」
を
選
択
し
た
建
物
の
「
取
得

年
度
」
が
自
動
転
記
さ
れ
る
。
 

  
○
 
「
建
設
時
延
べ
床
面
積
」
欄
に
つ
い
て
は
、
該
当
す
る
建
物
ご
と
に
そ
の
建
設
時
の
延
べ
床
面
積

を
入
力
す
る
こ
と
。
な
お
、
単
位
は
「
㎡
」（

小
数
点
以
下
第
４
位
を
四
捨
五
入
の
こ
と
。）

と
す
る

こ
と
。
 

  
○
 
「
建
設
時
自
己
資
金
」
欄
に
つ
い
て
は
、
該
当
す
る
建
物
ご
と
に
そ
の
建
設
時
の
自
己
資
金
額
を

入
力
す
る
こ
と
。
な
お
、
正
確
な
金
額
が
不
明
な
場
合
は
「
0」

と
入
力
す
る
こ
と
。
 

  
○
 
「
大
規
模
修
繕
実
績
額
」
欄
に
つ
い
て
は
、
当
該
建
物
の
過
去
の
大
規
模
修
繕
に
要
し
た
費
用
の

実
績
額
を
記
載
す
る
こ
と
。
な
お
、
過
去
に
大
規
模
修
繕
を
実
施
し
て
い
な
い
場
合
は
「
0」

と
入
力

す
る
こ
と
と
し
、
正
確
な
金
額
が
不
明
な
場
合
は
「
不
明
」
と
す
る
こ
と
。
 

  
○
 
「
減
価
償
却
累
計
額
」
欄
に
つ
い
て
は
、
財
産
目
録
の
う
ち
、
控
除
対
象
と
な
る
建
物
ご
と
に
そ

の
「
減
価
償
却
累
計
額
」
を
入
力
す
る
こ
と
（
※
）。
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（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
別
添
の
財
産
目
録
に
お
い
て
、
控
除
対
象
財
産
と
し
て
「
○
」
を
選
択
し
た
建
物
の
「
減
価

償
却
累
計
額
」
が
自
動
転
記
さ
れ
る
。
 

 

○
 
「
当
該
建
物
の
建
設
時
の
取
得
価
額
」
欄
に
つ
い
て
は
、
財
産
目
録
の
う
ち
、
控
除
対
象
と
な
る

建
物
ご
と
に
そ
の
「
取
得
価
額
」
を
入
力
す
る
こ
と
（
※
）。

 

 
（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
別
添
の
財
産
目
録
に
お
い
て
、
控
除
対
象
財
産
と
し
て
「
○
」
を
選
択
し
た
建
物
の
「
取
得

価
額
」
が
自
動
転
記
さ
れ
る
。
 

 （
２
）
大
規
模
修
繕
に
必
要
な
費
用
 

 
○
 
「
合
計
額
①
」
欄
に
つ
い
て
は
、「

0」
に
満
た
な
い
値
と
な
る
場
合
は
「
0」

と
す
る
こ
と
。
 

 

○
 
「
貸
借
対
照
表
価
額
」
欄
に
つ
い
て
は
、
「
大
規
模
修
繕
実
績
額
」
に
不
明
と
入
力
し
た
場
合
に

限
り
、
財
産
目
録
の
う
ち
、
控
除
対
象
と
な
る
建
物
ご
と
に
そ
の
「
貸
借
対
照
表
価
額
」
を
入
力
す

る
こ
と
（
※
）。

こ
の
場
合
、
事
務
処
理
基
準
３
の
（
５
）
の
⑤
に
規
定
す
る
計
算
式
に
よ
る
こ
と
。
 

（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
別
添
の
財
産
目
録
に
お
い
て
、
控
除
対
象
財
産
と
し
て
「
○
」
を
選
択
し
た
建
物
の
「
貸
借

対
照
表
価
額
」
が
自
動
転
記
さ
れ
、
上
記
の
計
算
式
に
よ
る
結
果
が
自
動
的
に
算
定
さ
れ
る
。
 

 （
３
）
設
備
・
車
輌
等
の
更
新
に
必
要
な
費
用
 

○
 
「
合
計
」
欄
は
、
財
産
目
録
の
う
ち
、「

減
価
償
却
累
計
額
」
が
入
力
さ
れ
て
い
る
建
物
を
除
く

控
除
対
象
と
な
る
財
産
の
「
減
価
償
却
累
計
額
」
の
合
計
額
を
入
力
す
る
こ
と
（
※
）。

 

 
（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
別
添
の
財
産
目
録
に
お
い
て
、
控
除
対
象
財
産
と
し
て
「
○
」
を
選
択
し
た
、
建
物
を
除
く

全
て
の
財
産
の
「
減
価
償
却
累
計
額
」
が
自
動
転
記
さ
れ
る
。
 

  ４
．「

必
要
な
運
転
資
金
」
 

 
○
 
「
金
額
」
欄
に
つ
い
て
は
、
法
人
単
位
資
金
収
支
計
算
書
の
「
事
業
活
動
支
出
計
」
の
金
額
を
入

力
す
る
こ
と
。
 

  ５
．「

計
算
の
特
例
」
 

 
○
 
事
務
処
理
基
準
３
の
（
７
）
の
規
定
に
よ
り
、「

３
．「

再
取
得
に
必
要
な
財
産
」」

の
「（

４
）
合

計
」
に
お
け
る
「
合
計
」
の
額
及
び
「
４
．「

必
要
な
運
転
資
金
」」

の
「
合
計
額
」
の
額
を
合
計
し

て
得
た
額
が
、
法
人
単
位
資
金
収
支
計
算
書
の
「
事
業
活
動
支
出
計
」
の
金
額
を
下
回
る
場
合
は
、

２
か
ら
４
ま
で
を
入
力
し
た
結
果
に
か
か
わ
ら
ず
、「

２
」
の
「（

３
）
合
計
」
に
お
け
る
「
合
計
」

の
額
及
び
法
人
単
位
資
金
収
支
計
算
書
の
「
事
業
活
動
支
出
計
」
を
合
計
し
て
得
た
額
を
控
除
す
る

こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
場
合
、
本
計
算
式
を
使
用
す
る
こ
と
。（

※
）
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（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
で
あ
っ
て
、
こ
の
特
例
の
適
用
を
受
け
ら
れ
る
と
き
に
は
、
上
記
の
計
算
結
果
が
自
動
的
に
反

映
さ
れ
る
。
な
お
、
計
算
の
特
例
の
適
用
状
況
を
変
更
す
る
場
合
に
は
、「

６
．
社
会
福
祉
充
実
残

額
」」

の
「
計
算
の
特
例
適
用
」
欄
か
ら
「
適
用
し
な
い
」
を
選
択
す
る
こ
と
。
 

  ６
．「

社
会
福
祉
充
実
残
額
」
 

 
○
 
合
計
額
に
つ
い
て
は
、
１
万
円
未
満
を
切
り
捨
て
る
こ
と
。
 

  ７
．「

現
況
報
告
書
に
記
載
す
る
「
社
会
福
祉
充
実
残
額
」」

 

○
 
「
社
会
福
祉
充
実
残
額
」
欄
に
つ
い
て
は
、「

６
．「

社
会
福
祉
充
実
残
額
」」

の
「
合
計
」
欄
の
金

額
が
自
動
転
記
さ
れ
る
。
 

 ○
 
「
社
会
福
祉
充
実
計
画
用
財
産
」
欄
に
つ
い
て
は
、
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
実
施
期
間
中
に
、
当

該
計
画
に
基
づ
き
新
た
に
取
得
し
た
土
地
及
び
建
物
（
基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
に
係
る

も
の
）
が
あ
る
場
合
、
当
該
土
地
等
を
取
得
し
た
年
度
の
次
年
度
か
ら
当
該
計
画
を
終
了
す
る
ま
で

の
間
、「

貸
借
対
照
表
価
額
」
の
合
計
額
を
入
力
す
る
こ
と
。（

※
）
 

 
 
 
（
※
）
施
行
規
則
第
９
条
第
３
号
の
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
記
録
す
る
方
法
に
よ
り
入
力
を
行
う
場

合
、
別
添
の
財
産
目
録
に
お
い
て
、
控
除
対
象
財
産
と
し
て
「
△
」
を
選
択
し
た
、
全
て
の
財
産

の
「
貸
借
対
照
表
価
額
」
が
自
動
転
記
さ
れ
る
。
 

  ８
．「

社
会
福
祉
充
実
残
額
算
定
シ
ー
ト
別
添
（
財
産
目
録
）」

 

 
○
 
財
産
目
録
に
つ
い
て
は
、「
社
会
福
祉
法
人
会
計
基
準
の
制
定
に
伴
う
会
計
処
理
等
に
関
す
る
運
用

上
の
取
扱
い
に
つ
い
て
」（

平
成

28
年
３
月

31
日
付
け
雇
児
発

03
31

第
15

号
、
社
援
発

03
31

第

39
号
、
老
発

03
31

第
45

号
）
の
別
紙
４
の
「
記
載
上
の
留
意
事
項
」
に
記
載
の
と
お
り
、
科
目
を

分
け
て
記
載
し
た
場
合
は
、
小
計
欄
を
設
け
て
、
貸
借
対
照
表
価
額
欄
と
一
致
さ
せ
る
こ
と
と
し
て

い
る
が
、
本
シ
ー
ト
に
つ
い
て
は
、
計
算
の
簡
略
化
の
た
め
、
小
計
欄
を
設
け
な
く
て
も
差
し
支
え

な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
。
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様
式
第
１
１
（
１
）
社
会
福
祉
充
実
計
画

（
別
紙
１
）

令
和
○
年
度
～
令
和
○
年
度
社
会
福
祉
法
人
○
○
会
社
会
福
祉
充
実
計
画

１
．
基
本
的
事
項

２
．
事
業
計
画

※
欄
が
不
足
す
る
場
合
は
適
宜
追
加
す
る
こ
と
。

法
人

名
法

人
番

号

法
人
代
表
者
氏
名

法
人
の
主
た
る
所
在
地

連
絡

先

地
域
住
民
そ
の
他
の
関
係

者
へ
の
意
見
聴
取
年
月
日

公
認
会
計
士
、
税
理
士
等

の
意
見
聴
取
年
月
日

評
議
員
会
の
承
認
年
月
日

会
計
年
度
別
の
社
会
福
祉

充
実
残
額
の
推
移

（
単
位
：
千
円
）

残
額
総
額

（
令
和
○
年

度
末
現
在
）

１
か
年
度
目

（
令
和
○
年

度
末
現
在
）

２
か
年
度
目

（
令
和
○
年

度
末
現
在
）

３
か
年
度
目

（
令
和
○
年

度
末
現
在
）

４
か
年
度
目

（
令
和
○
年

度
末
現
在
）

５
か
年
度
目

（
令
和
○
年

度
末
現
在
）

合
計

社
会
福
祉

充
実
事
業

未
充
当
額

う
ち
社
会
福
祉

充
実
事
業
費

（
単
位
：
千
円
）

本
計
画
の
対
象
期
間

実
施
時
期

事
業
名

事
業
種
別
既
存
・
新

規
の
別

事
業
概
要

施
設
整
備

の
有
無

事
業
費

１
か
年
度
目

小
計

２
か
年
度
目

小
計

３
か
年
度
目

小
計

４
か
年
度
目

小
計

５
か
年
度
目

小
計

合
計

３
．
社
会
福
祉
充
実
残
額
の
使
途
に
関
す
る
検
討
結
果

４
．
資
金
計
画

※
本
計
画
に
お
い
て
複
数
の
事
業
を
行
う
場
合
は
、
「
２
．
事
業
計
画
」
に
記
載
す
る
事
業
の
種
類
ご
と
に
「
資
金
計
画
」

を
作
成
す
る
こ
と
。

５
．
事
業
の
詳
細

検
討

順
検

討
結

果

①
社
会
福
祉
事
業
及
び
公
益
事
業

（
小
規
模
事
業
）

②
地
域
公
益
事
業

③
①
及
び
②
以
外
の
公
益
事
業

事
業
名

事
業
費
内
訳

１
か
年
度
目

２
か
年
度
目

３
か
年
度
目

４
か
年
度
目

５
か
年
度
目

合
計

計
画
の
実
施
期
間
に

お
け
る
事
業
費
合
計

財 源 構 成

社
会
福
祉

充
実
残
額

補
助
金

借
入
金

事
業
収
益

そ
の
他

事
業

名

主
な

対
象

者

想
定
さ
れ
る
対
象
者
数

事
業
の
実
施
地
域

事
業
の
実
施
時
期

令
和
○
年
○
月
○
日
～
令
和
○
年
○
月
○
日

事
業

内
容
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※
本
計
画
に
お
い
て
複
数
の
事
業
を
行
う
場
合
は
、
２
．
事
業
計
画
に
記
載
す
る
事
業
の
種
類
ご
と
に
「
事
業
の
詳
細
」

を
作
成
す
る
こ
と
。

６
．
社
会
福
祉
充
実
残
額
の
全
額
を
活
用
し
な
い
又
は
計
画
の
実
施
期
間
が
５
か
年
度
を
超
え
る
理
由

事
業
の
実
施
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

１
か
年
度
目

２
か
年
度
目

３
か
年
度
目

４
か
年
度
目

５
か
年
度
目

事
業
費
積
算
（
概
算
）

合
計

○
○
千
円
（
う
ち
社
会
福
祉
充
実
残
額
充
当
額
○
○
千
円
）

地
域
協
議
会
等
の

意
見
と
そ
の
反
映
状
況
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様
式
例
４
９
手
続
実
施
結
果
報
告
書 手
続
実
施
結
果
報
告
書

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長
○
○
○
○
様

確
認
者

○
○
○
○
㊞

私
は
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
〇
（
以
下
「
法
人
」
と
い
う
。
）
か
ら
の
依
頼
に
基
づ
き
、「
令
和

○
年
度
か
ら
令
和
○
年
度
社
会
福
祉
法
人
○
○
社
会
福
祉
充
実
計
画
」
（
以
下
「
社
会
福
祉
充
実

計
画
」
と
い
う
。
）
の
承
認
申
請
に
関
連
し
て
、
社
会
福
祉
法
第
５
５
条
の
２
第
５
項
に
よ
り
、

以
下
の
手
続
を
実
施
し
た
。

１
．
手
続
の
目
的

私
は
、
「
社
会
福
祉
充
実
計
画
」
に
関
し
て
、
本
報
告
書
の
利
用
者
が
手
続
実
施
結
果
を

以
下
の
目
的
で
利
用
す
る
こ
と
を
想
定
し
、
「
実
施
し
た
手
続
」
に
記
載
さ
れ
た
手
続
を
実

施
し
た
。

①
「
社
会
福
祉
充
実
計
画
」
に
お
け
る
社
会
福
祉
充
実
残
額
が
「
社
会
福
祉
充
実
計
画
の

承
認
等
に
係
る
事
務
処
理
基
準
」（
以
下
「
事
務
処
理
基
準
」
と
い
う
。
）
に
照
ら
し
て

算
出
さ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
確
か
め
る
こ
と
。

②
「
社
会
福
祉
充
実
計
画
」
に
お
け
る
事
業
費
が
、
「
社
会
福
祉
充
実
計
画
」
に
お
い
て

整
合
し
て
い
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
確
か
め
る
こ
と
。

２
．
実
施
し
た
手
続

①
社
会
福
祉
充
実
残
額
算
定
シ
ー
ト
に
お
け
る
社
会
福
祉
法
に
基
づ
く
事
業
に
活
用
し
て

い
る
不
動
産
等
に
係
る
控
除
の
有
無
の
判
定
と
事
務
処
理
基
準
を
照
合
す
る
。

②
社
会
福
祉
充
実
残
額
算
定
シ
ー
ト
に
お
け
る
社
会
福
祉
法
に
基
づ
く
事
業
に
活
用
し
て

い
る
不
動
産
等
に
つ
い
て
事
務
処
理
基
準
に
従
っ
て
再
計
算
を
行
う
。

③
社
会
福
祉
充
実
残
額
算
定
シ
ー
ト
に
お
け
る
再
取
得
に
必
要
な
財
産
に
つ
い
て
事
務
処

理
基
準
に
従
っ
て
再
計
算
を
行
う
。

④
社
会
福
祉
充
実
残
額
算
定
シ
ー
ト
に
お
け
る
必
要
な
運
転
資
金
に
つ
い
て
事
務
処
理
基

準
に
従
っ
て
再
計
算
を
行
う
。

⑤
社
会
福
祉
充
実
残
額
算
定
シ
ー
ト
に
お
け
る
社
会
福
祉
充
実
残
額
に
つ
い
て
、
再
計
算

を
行
っ
た
上
で
、
社
会
福
祉
充
実
計
画
に
お
け
る
社
会
福
祉
充
実
残
額
と
突
合
す
る
。

⑥
社
会
福
祉
充
実
計
画
に
お
け
る
１
、
２
、
４
及
び
５
に
記
載
さ
れ
る
事
業
費
に
つ
い
て

再
計
算
を
行
う
。

３
．
手
続
の
実
施
結
果

①
２
の
①
に
つ
い
て
、
社
会
福
祉
法
に
基
づ
く
事
業
に
活
用
し
て
い
る
不
動
産
等
に
係
る

（
注
）

公
認
会
計
士
又
は
監
査
法
人
が
業
務
を
実
施
す
る
場
合
に
は
、
日
本
公
認
会
計
士
協
会
監

査
・
保
証
実
務
委
員
会
専
門
業
務
実
務
指
針
４
４
０
０
「
合
意
さ
れ
た
手
続
業
務
に
関
す
る

実
務
指
針
」
を
参
考
と
し
て
、
表
題
を
「
合
意
さ
れ
た
手
続
実
施
結
果
報
告
書
」
と
す
る
ほ

か
、
本
様
式
例
の
実
施
者
の
肩
書
、
表
現
・
見
出
し
等
に
つ
い
て
、
同
実
務
指
針
の
文
例
を

参
照
し
て
、
適
宜
改
変
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

控
除
対
象
財
産
判
定
と
事
務
処
理
基
準
は
一
致
し
た
。

②
２
の
②
に
つ
い
て
、
社
会
福
祉
法
に
基
づ
く
事
業
に
活
用
し
て
い
る
不
動
産
等
の
再
計

算
の
結
果
と
一
致
し
た
。

③
２
の
③
に
つ
い
て
、
再
取
得
に
必
要
な
財
産
の
再
計
算
の
結
果
と
一
致
し
た
。

④
２
の
④
に
つ
い
て
、
必
要
な
運
転
資
金
の
再
計
算
の
結
果
と
一
致
し
た
。

⑤
２
の
⑤
に
つ
い
て
、
社
会
福
祉
充
実
残
額
の
再
計
算
の
結
果
と
一
致
し
た
。
さ
ら
に
、

当
該
計
算
結
果
と
社
会
福
祉
充
実
計
画
に
お
け
る
社
会
福
祉
充
実
残
額
は
一
致
し
た
。

⑥
２
の
⑥
に
つ
い
て
、
社
会
福
祉
充
実
計
画
に
お
け
る
１
、
２
、
４
及
び
５
に
記
載
さ
れ

る
事
業
費
に
つ
い
て
再
計
算
の
結
果
と
一
致
し
た
。

４
．
業
務
の
特
質

上
記
手
続
は
財
務
諸
表
に
対
す
る
監
査
意
見
又
は
レ
ビ
ュ
ー
の
結
論
の
報
告
を
目
的
と
し

た
一
般
に
公
正
妥
当
と
認
め
ら
れ
る
監
査
の
基
準
又
は
レ
ビ
ュ
ー
の
基
準
に
準
拠
す
る
も
の

で
は
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
私
は
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
、
手
続
実
施

結
果
か
ら
導
か
れ
る
結
論
の
報
告
も
、
ま
た
、
保
証
の
提
供
も
し
な
い
。

５
．
配
付
及
び
利
用
制
限

本
報
告
書
は
法
人
の
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
承
認
申
請
に
関
連
し
て
作
成
さ
れ
た
も
の
で

あ
り
、
他
の
い
か
な
る
目
的
に
も
使
用
し
て
は
な
ら
ず
、
法
人
及
び
そ
の
他
の
実
施
結
果
の

利
用
者
以
外
に
配
付
又
は
利
用
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
は
な
い
。
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様
式
第
１
１
（
２
）
社
会
福
祉
充
実
計
画
承
認
申
請
書

（
別
紙
４
－
様
式
例
①
）

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長
○
○
○
○
様

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

社
会
福
祉
充
実
計
画
の
承
認
申
請
に
つ
い
て

当
法
人
に
お
い
て
、
別
添
の
と
お
り
社
会
福
祉
充
実
計
画
を
策
定
し
た
の
で
、
社
会
福
祉
法
第

５
５
条
の
２
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
貴
庁
の
承
認
を
申
請
す
る
。

（
添
付
資
料
）

・
令
和
○
年
度
～
令
和
○
年
度
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
社
会
福
祉
充
実
計
画

・
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
策
定
に
係
る
評
議
員
会
の
議
事
録
（
写
）

・
公
認
会
計
士
・
税
理
士
等
に
よ
る
手
続
実
施
結
果
報
告
書
（
写
）

・
社
会
福
祉
充
実
残
額
の
算
定
根
拠

・
そ
の
他
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
記
載
内
容
の
参
考
と
な
る
資
料

様
式
第
１
１
（
３
）
社
会
福
祉
充
実
計
画
変
更
承
認
申
請
書

（
別
紙
５
－
様
式
例
①
）

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長
○
○
○
○
様

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

承
認
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
変
更
に
係
る
承
認
申
請
に
つ
い
て

令
和
○
○
年
○
月
○
日
付
け
（
文
書
番
号
）
に
よ
り
、
貴
庁
よ
り
承
認
を
受
け
た
社
会
福
祉
充

実
計
画
に
つ
い
て
、
別
添
の
と
お
り
変
更
を
行
う
こ
と
と
し
た
の
で
、
社
会
福
祉
法
第
５
５
条
の

３
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
貴
庁
の
承
認
を
申
請
す
る
。

（
添
付
資
料
）

・
変
更
後
の
「
令
和
○
年
度
～
令
和
○
年
度
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
社
会
福
祉
充
実
計
画
」

（
注
）
変
更
点
を
朱
書
き
、
新
旧
対
照
表
を
添
付
す
る
な
ど
、
変
更
点
を
明
示
す
る
こ

と
。

・
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
変
更
に
係
る
評
議
員
会
の
議
事
録
（
写
）

・
公
認
会
計
士
・
税
理
士
等
に
よ
る
手
続
実
施
結
果
報
告
書
（
写
）

・
社
会
福
祉
充
実
残
額
の
算
定
根
拠

・
そ
の
他
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
記
載
内
容
の
参
考
と
な
る
資
料
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様
式
第
１
１
（
４
）
社
会
福
祉
充
実
計
画
変
更
届
出
書

（
別
紙
６
－
様
式
例
）

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長
○
○
○
○
様

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

承
認
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
変
更
に
係
る
届
出
に
つ
い
て

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
付
け
（
文
書
番
号
）
に
よ
り
、
貴
庁
よ
り
承
認
を
受
け
た
社
会
福

祉
充
実
計
画
に
つ
い
て
、
別
添
の
と
お
り
変
更
を
行
う
こ
と
と
し
た
の
で
、
社
会
福
祉
法
第
５
５

条
の
３
第
２
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
貴
庁
に
届
出
を
行
う
。

（
添
付
資
料
）

・
変
更
後
の
「
令
和
○
年
度
～
令
和
○
年
度
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
社
会
福
祉
充
実
計
画
」

（
注
）
変
更
点
を
朱
書
き
、
新
旧
対
照
表
を
添
付
す
る
な
ど
、
変
更
点
を
明
示
す
る
こ

と
。

・
社
会
福
祉
充
実
残
額
の
算
定
根
拠

・
そ
の
他
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
記
載
内
容
の
参
考
と
な
る
資
料

様
式
第
１
１
（
５
）
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
変
更
に
係
る
承
認
申
請
及
び
届
出
書

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長
○
○
○
○
様

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

承
認
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
変
更
に
係
る
承
認
申
請
及
び
届
出
に
つ
い
て

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
付
け
（
文
書
番
号
）
に
よ
り
、
貴
庁
よ
り
承
認
を
受
け
た
社
会
福

祉
充
実
計
画
に
つ
い
て
、
別
添
の
と
お
り
変
更
を
行
う
こ
と
と
し
た
の
で
、
社
会
福
祉
法
第
５
５

条
の
３
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
貴
庁
の
承
認
を
申
請
す
る
と
と
も
に
、
同
法
同
条
第
２
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
貴
庁
に
届
出
を
行
う
。

（
添
付
資
料
）

・
変
更
後
の
「
令
和
○
年
度
～
令
和
○
年
度
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
社
会
福
祉
充
実
計
画
」

（
注
）
変
更
点
を
朱
書
き
、
新
旧
対
照
表
を
添
付
す
る
な
ど
、
変
更
点
を
明
示
す
る
と
と

も
に
、
承
認
申
請
事
項
と
届
出
事
項
が
容
易
に
判
別
で
き
る
よ
う
変
更
箇
所
の
文
末

に
「（
承
認
申
請
事
項
）」
又
は
「（
届
出
事
項
）」
を
付
す
こ
と
。

・
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
変
更
に
係
る
評
議
員
会
の
議
事
録
（
写
）

・
公
認
会
計
士
、
税
理
士
等
に
よ
る
手
続
実
施
結
果
報
告
書
（
写
）

・
社
会
福
祉
充
実
残
額
の
算
定
根
拠

・
そ
の
他
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
記
載
内
容
の
参
考
と
な
る
資
料
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様
式
第
１
１
（
６
）
社
会
福
祉
充
実
計
画
終
了
承
認
申
請
書

（
別
紙
７
－
様
式
例
①
）

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長
○
○
○
○
様

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
会

理
事
長
○
○
○
○

承
認
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
終
了
に
係
る
承
認
申
請
に
つ
い
て

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
付
け
（
文
書
番
号
）
に
よ
り
、
貴
庁
よ
り
承
認
を
受
け
た
社
会
福

祉
充
実
計
画
に
つ
い
て
、
下
記
の
と
お
り
、
や
む
を
得
な
い
事
由
が
生
じ
た
こ
と
か
ら
、
当
該
計

画
に
従
っ
て
事
業
を
行
う
こ
と
が
困
難
で
あ
る
た
め
、
社
会
福
祉
法
第
５
５
条
の
４
の
規
定
に
基

づ
き
、
当
該
計
画
の
終
了
に
つ
き
、
貴
庁
の
承
認
を
申
請
す
る
。

記

（
承
認
社
会
福
祉
充
実
計
画
を
終
了
す
る
に
当
た
っ
て
の
や
む
を
得
な
い
事
由
）

（
添
付
資
料
）

・
終
了
前
の
令
和
○
年
度
～
令
和
○
年
度
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
社
会
福
祉
充
実
計
画

・
そ
の
他
承
認
社
会
福
祉
充
実
計
画
を
終
了
す
る
に
当
た
っ
て
、
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ

る
こ
と
を
証
す
る
書
類
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様
式
例
５
０
監
事
監
査
報
告
書

監
事
監
査
報
告
書

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長
○
○
○
○
様

監
事
○
○
○
○

監
事
○
○
○
○

私
た
ち
監
事
は
、
社
会
福
祉
法
第
４
５
条
の
１
８
、
第
４
５
条
の
２
８
及
び
関
係
法
令
等
に
基

づ
き
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
令
和
○
○
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
○
○
年
３
月
３
１
日
ま
で

の
令
和
○
○
年
度
の
理
事
の
職
務
執
行
に
つ
い
て
監
査
を
行
い
ま
し
た
。

そ
の
内
容
及
び
結
果
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
報
告
い
た
し
ま
す
。

記

１
．
監
査
日
時

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

午
前
・
午
後
〇
〇
時
〇
〇
分
～
午
前
・
午
後
〇
〇
時
〇
〇
分

２
．
監
査
場
所

○
○
○
会
会
議
室

３
．
立
会
者

（
職
）
…
…
（
氏
名
）
…
…
…
…

（
職
）
…
…
（
氏
名
）
…
…
…
…

４
．
監
査
の
方
法
及
び
そ
の
内
容

各
監
事
は
、
理
事
及
び
職
員
等
と
意
思
疎
通
を
図
り
、
情
報
の
収
集
及
び
監
査
の
環
境

の
整
備
に
努
め
る
と
と
も
に
、
理
事
会
そ
の
他
重
要
な
会
議
に
出
席
し
、
理
事
及
び
職
員

等
か
ら
そ
の
職
務
の
執
行
状
況
に
つ
い
て
報
告
を
受
け
、
必
要
に
応
じ
て
説
明
を
求
め
、

重
要
な
決
裁
書
類
等
を
閲
覧
し
、
業
務
及
び
財
産
の
状
況
を
調
査
し
ま
し
た
。
以
上
の
方

法
に
よ
り
、
当
該
会
計
年
度
に
係
る
事
業
報
告
等
（
事
業
報
告
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
）

に
つ
い
て
検
討
い
た
し
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
会
計
帳
簿
又
は
こ
れ
に
関
す
る
資
料
の
調
査
を
行
い
、
当
該
会
計
年
度
に
係

る
計
算
関
係
書
類
（
計
算
書
類
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
）
及
び
財
産
目
録
に
つ
い
て
検
討

い
た
し
ま
し
た
。

５
．
監
査
意
見

①
事
業
報
告
等
の
監
査
結
果

（
１
）
事
業
報
告
等
は
、
法
令
及
び
定
款
に
従
い
、
法
人
の
状
況
を
正
し
く
示
し
て

い
る
も
の
と
認
め
ま
す
。

（
２
）
理
事
の
職
務
の
執
行
に
関
す
る
不
正
の
行
為
又
は
法
令
若
し
く
は
定
款
に
違

（
注
）
１

計
算
関
係
書
類
、
財
産
目
録
及
び
事
業
報
告
等
の
監
査
を
一
本
化
し
た
場
合
の
様
式

２
特
定
社
会
福
祉
法
人
、
特
定
社
会
福
祉
法
人
以
外
の
会
計
監
査
人
設
置
法
人
の
監
事
の

監
査
報
告
書
の
様
式
例
は
、
厚
生
労
働
省
社
会
・
援
護
局
福
祉
基
盤
課
通
知
（
平
成
３
０

年
４
月
２
７
日
付
け
事
務
連
絡
）
を
参
考
に
し
て
く
だ
さ
い
。

反
す
る
重
大
な
事
実
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。

②
計
算
関
係
書
類
及
び
財
産
目
録
の
監
査
結
果

計
算
関
係
書
類
及
び
財
産
目
録
に
つ
い
て
は
、
法
人
の
財
産
、
収
支
及
び
純
資
産
の

増
減
の
状
況
を
全
て
の
重
要
な
点
に
お
い
て
適
正
に
示
し
て
い
る
も
の
と
認
め
ま
す
。

６
．
そ
の
他

・
監
査
の
た
め
必
要
な
調
査
が
で
き
な
か
っ
た
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由

…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…

・
追
記
情
報

監
事
の
判
断
に
関
し
て
説
明
を
付
す
必
要
が
あ
る
事
項
、
又
は
計
算
関

係
書
類
の
う
ち
、
強
調
す
る
必
要
が
あ
る
事
項
な
ど

…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…

７
．
確
認
書
類

別
添
「
監
事
監
査
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」
の
と
お
り
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様
式
第
１
２
登
録
免
許
税
の
非
課
税
措
置
を
受
け
る
た
め
の
証
明
願
（
記
載
例
）

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

三
重
県
知
事

○
○
○
○
様 （
申
請
）
所
在
地

伊
勢
市
×
×
町
×
×
×
番
地

法
人
名

社
会
福
祉
法
人
○
○
会

代
表
者

理
事
長
△
△
△
△

登
録
免
許
税
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
３
欄
の
第
１
号
に
掲
げ
る
登
記
に
係
る
証
明
願

登
録
免
許
税
法
第
４
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
登
録
免
許
税
の
非
課
税
措
置
を
受
け
る
た
め
、

下
記
の
不
動
産
に
係
る
登
記
が
同
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
３
欄
の
第
１
号
に
該
当
す
る
こ

と
に
つ
い
て
、
同
法
施
行
規
則
第
３
条
第
１
号
の
規
定
に
よ
り
証
明
く
だ
さ
る
よ
う
申
請
し
ま

す
。

記

※
不
動
産
登
記
事
項
証
明
書
の
と
お
り
記
載
す
る
こ
と
。

上
記
は
登
録
免
許
税
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
３
欄
の
第
１
号
に
規
定
す
る
不
動
産
に
該

当
す
る
こ
と
を
証
明
し
ま
す
。

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

三
重
県
知
事

○
○
○
○
㊞

所
在

地
番
又
は

家
屋
番
号

地
目
又
は
建
物
の

種
類
・
構
造

地
積
又
は
床
面
積

具
体
的
用
途

証 明 を 受 け よ う と す る 不 動 産

○
○
市
×
×
町

○
○
市
×
×
町

１
２
３
番
地

○
○
市
×
×
町

４
５
６
番
地

１
２
３
番

１
２
３
番

４
５
６
番

宅
地

養
護
老
人
ホ
ー
ム

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造

ス
レ
ー
ト
ぶ
き
平
家
建

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造

ス
レ
ー
ト
ぶ
き
２
階
建

45
0.
30
㎡

25
0.
30
㎡

１
階

50
0.

50
㎡

２
階

40
0.

50
㎡

養
護
老
人
ホ
ー
ム

敷
地

養
護
老
人
ホ
ー
ム

特
別
養
護
老
人
ホ

ー
ム

「
保
育
所
」
の
場
合
は
第
３
号
、

「
認
定
こ
ど
も
園
」
の
場
合
は
第
４

号
と
し
て
く
だ
さ
い
。

「
保
育
所
」
の
場
合
は
第
３
号
、

「
認
定
こ
ど
も
園
」
の
場
合
は
第

４
号
と
し
て
く
だ
さ
い
。

「
保
育
所
」
の
場
合
は
第
３
号
、

「
認
定
こ
ど
も
園
」
の
場
合
は
台
４

号
と
し
て
く
だ
さ
い
。

「
平
家
」
を
「
平
屋
」
と

間
違
え
な
い
よ
う
に
す
る

こ
と
。

「
保
育
所
」
の
場
合
は
第
３
号
、

「
認
定
こ
ど
も
園
」
の
場
合
は
第
４

号
と
し
て
く
だ
さ
い
。

様
式
例
５
１
基
本
財
産
編
入
及
び
定
款
変
更
誓
約
書

基
本
財
産
編
入
及
び
定
款
変
更
誓
約
書

こ
の
度
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
が
設
置
経
営
す
る
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
「
○
○
ホ
ー

ム
」
の
建
物
に
つ
い
て
は
、
登
記
後
、
速
や
か
に
基
本
財
産
に
編
入
及
び
定
款
変
更
の
手
続
き
を

行
う
こ
と
を
誓
約
い
た
し
ま
す
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

三
重
県
知
事
○
○
○
○

様 所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

150



●
登
録
免
許
税
法
（
抜
粋
）

別
表
第
３
非
課
税
の
登
記
等
の
表
（
第
４
条
、
第
３
３
条
関
係
）

●
登
録
免
許
税
法
施
行
規
則
（
抜
粋
）

名
称

根
拠
法

非
課
税
の
登
記
等

備
考

10
社
会
福
祉

法
人

社
会
福
祉
法

(昭
和
２
６

年
法
律
第
４

５
号
)

１
社
会
福
祉
法
第
２
条
第
１
項
（
定
義
）
に

規
定
す
る
社
会
福
祉
事
業
の
用
に
供
す
る
建

物
の
所
有
権
の
取
得
登
記
又
は
当
該
事
業
の

用
に
供
す
る
土
地
の
権
利
の
取
得
登
記
（
第

３
号
に
掲
げ
る
登
記
を
除
く
。）

２
自
己
の
設
置
運
営
す
る
学
校
（
学
校
教
育

法
第
１
条
（
学
校
の
範
囲
）
に
規
定
す
る
幼

稚
園
に
限
る
。）
の
校
舎
等
の
所
有
権
の
取

得
登
記
又
は
当
該
校
舎
等
の
敷
地
、
当
該
学

校
の
運
動
場
、
実
習
用
地
そ
の
他
の
直
接
に

保
育
若
し
く
は
教
育
の
用
に
供
す
る
土
地
の

権
利
の
取
得
登
記

３
自
己
の
設
置
運
営
す
る
保
育
所
若
し
く
は

家
庭
的
保
育
事
業
等
用
に
供
す
る
建
物
の
所

有
権
の
取
得
登
記
又
は
当
該
建
物
の
敷
地
そ

の
他
の
直
接
に
保
育
の
よ
う
に
供
す
る
土
地

の
権
利
の
登
記

４
自
己
の
設
置
運
営
す
る
認
定
こ
ど
も
園
の

用
に
供
す
る
建
物
の
所
有
権
の
取
得
登
記
又

は
当
該
建
物
の
敷
地
そ
の
他
の
直
接
に
保
育

若
し
く
は
教
育
の
用
に
供
す
る
土
地
の
権
利

の
取
得
登
記

第
３
欄
の
第

１
号
か
ら
第

４
号
ま
で
の

い
ず
れ
か
の

登
記
に
該
当

す
る
も
の
で

あ
る
こ
と
を

証
す
る
財
務

省
令
で
定
め

る
書
類
の
添

付
が
あ
る
も

の
に
限
る
。

（
公
共
法
人
等
が
受
け
る
登
記
等
の
非
課
税
）

第
４
条
国
及
び
別
表
第
２
に
掲
げ
る
者
が
自
己
の
た
め
に
受
け
る
登
記
等
に
つ
い
て
は
、
登
録

免
許
税
を
課
さ
な
い
。

２
別
表
第
３
の
第
１
欄
に
掲
げ
る
者
が
自
己
の
た
め
に
受
け
る
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
第
３
欄
に
掲

げ
る
登
記
等
（
同
表
の
第
４
欄
に
財
務
省
令
で
定
め
る
書
類
の
添
付
が
あ
る
も
の
に
限
る
旨
の

規
定
が
あ
る
登
記
等
に
あ
っ
て
は
、
当
該
書
類
を
添
付
し
て
受
け
る
も
の
に
限
る
。）
に
つ
い
て

は
、
登
録
免
許
税
を
課
さ
な
い
。

第
３
条
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
４
欄
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
の

各
号
に
掲
げ
る
登
記
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
と
す
る
。

（
１
）
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
３
欄
の
第
１
号
に
掲
げ
る
登
記

次
に
掲
げ
る
登
記
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
書
類

イ
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
３
欄
の
第
１
号
の
社
会
福
祉
事
業
（
社
会
福
祉
法

（
昭
和
２
６
年
法
律
第
４
５
号
）
第
２
条
第
２
第
２
号
（
定
義
）
（
１
５
２
頁
参
照
）

に
規
定
す
る
事
業
（
同
号
に
規
定
す
る
母
子
生
活
支
援
施
設
を
経
営
す
る
事
業
を
除

く
。
）
、
同
条
第
３
項
第
２
号
に
規
定
す
る
事
業
（
同
号
に
規
定
す
る
児
童
自
立
生
活

援
助
事
業
及
び
児
童
厚
生
施
設
又
は
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
を
経
営
す
る
事
業
に

現
在
、
三
重
県
で
は

該
当
な
し
。

に
限
る
。
）
及
び
同
項
第
４
号
の
２
に
規
定
す
る
事
業
（
同
号
に
規
定
す
る
相
談
支

援
事
業
の
う
ち
児
童
福
祉
法
第
４
条
第
２
項
（
定
義
）
に
規
定
す
る
障
害
児
に
係
る

も
の
に
限
る
。
）
を
除
く
。
（
１
）
か
ら
（
３
）
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
用
に
供

す
る
不
動
産
に
係
る
登
記
（
ハ
に
掲
げ
る
登
記
を
除
く
。）

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
書
類

①
社
会
福
祉
事
業
の
用
に
供
す
る
不
動
産
が
指
定
都
市
及
び
中
核
市
の
区
域
外
に

所
在
す
る
場
合

そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
３
欄
の
第
１
号
に

規
定
す
る
不
動
産
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
当
該
不
動
産
の
所
在
地
を
管
轄
す
る

都
道
府
県
知
事
（
地
方
自
治
法
第
２
５
２
条
の
１
７
の
２
第
１
項
（
条
例
に
よ
る

事
務
処
理
の
特
例
）
の
規
定
に
よ
り
社
会
福
祉
法
第
６
２
条
第
１
項
（
社
会
福
祉

施
設
の
設
置
）
の
社
会
福
祉
施
設
若
し
く
は
同
法
第
６
８
条
の
２
第
１
項
（
社
会

福
祉
居
住
施
設
の
設
置
）
の
社
会
福
祉
居
住
施
設
の
設
置
又
は
同
法
第
６
７
条
第

１
項
（
施
設
を
必
要
と
し
な
い
第
１
種
社
会
福
祉
事
業
の
開
始
）
若
し
く
は
第
６

９
条
第
１
項
（
居
住
の
用
に
供
す
る
た
め
の
施
設
を
必
要
と
し
な
い
第
２
種
社
会

福
祉
事
業
の
開
始
等
）
の
社
会
福
祉
事
業
の
開
始
に
係
る
事
務
を
市
町
村
が
処
理

す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
市
町
村
の
長
。
ロ
①
に
お
い
て
同
じ
。）
の
書
類

②
社
会
福
祉
事
業
の
用
に
供
す
る
不
動
産
が
指
定
都
市
の
区
域
内
に
所
在
す
る
場

合

そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
３
欄
の
第
１
号
に

規
定
す
る
不
動
産
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
当
該
不
動
産
の
所
在
地
を
管
轄
す
る

指
定
都
市
の
長
の
書
類

③
社
会
福
祉
事
業
の
用
に
供
す
る
不
動
産
が
中
核
市
の
区
域
内
に
所
在
す
る
場
合

そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
３
欄
の
第
１
号
に

規
定
す
る
不
動
産
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
当
該
不
動
産
の
所
在
地
を
管
轄
す
る

中
核
市
の
長
の
書
類

ロ
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
３
欄
の
第
１
号
の
社
会
福
祉
事
業
（
イ
に
規
定
す

る
社
会
福
祉
事
業
を
除
く
。
以
下
ロ
に
お
い
て
同
じ
。）
の
用
に
供
す
る
不
動
産
に
係

る
登
記
（（
ハ
に
掲
げ
る
登
記
を
除
く
。）

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
書
類

①
社
会
福
祉
事
業
の
用
に
供
す
る
不
動
産
が
指
定
都
市
の
区
域
外
に
所
在
す
る
場

合

そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
３
欄
の
第
１
号
に

規
定
す
る
不
動
産
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
当
該
不
動
産
の
所
在
地
を
管
轄
す
る

都
道
府
県
知
事
の
書
類

②
社
会
福
祉
事
業
の
用
に
供
す
る
不
動
産
が
指
定
都
市
の
区
域
内
に
所
在
す
る
場
合

そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
３
欄
の
第
１
号
に

規
定
す
る
不
動
産
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
当
該
不
動
産
の
所
在
地
を
管
轄
す
る

指
定
都
市
の
長
の
書
類

ハ
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
３
欄
の
第
１
号
の
社
会
福
祉
事
業
（
児
童
福
祉
法

第
５
９
条
の
４
（
指
定
都
市
等
の
特
例
）
の
規
定
に
よ
り
児
童
相
談
所
設
置
市
が
処

理
す
る
も
の
と
さ
れ
る
事
務
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
の
用
に
供
す
る
不
動
産
に
係

る
登
記

そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
同
号
に
規
定
す
る
不
動
産
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
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当
該
不
動
産
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
児
童
相
談
所
設
置
市
の
長
の
書
類

（
２
）
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
３
欄
の
第
２
号
に
掲
げ
る
登
記

そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
同
号
に
規
定
す
る
不
動
産
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
当

該
不
動
産
に
係
る
同
号
に
規
定
す
る
学
校
を
所
管
す
る
都
道
府
県
知
事
（
地
方
自
治
法

第
２
５
２
条
の
１
７
の
２
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
学
校
に
係
る
事
務
を
市
町
村
が

処
理
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
市
町
村
の
長
）
の
書
類

（
３
）
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
３
欄
の
第
３
号
に
掲
げ
る
登
記

次
に
掲
げ
る
登
記
の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
書
類

イ
保
育
所
の
用
に
供
す
る
不
動
産
に
係
る
登
記

第
２
条
第
２
号
イ
に
定
め
る
書
類

ロ
家
庭
的
保
育
事
業
等
の
用
に
供
す
る
不
動
産
に
係
る
登
記

第
２
条
第
２
号
ロ
に
定
め
る
書
類

（
４
）
法
別
表
第
３
の
１
０
の
項
の
第
３
欄
の
第
４
号
に
掲
げ
る
登
記

第
２
条
第
３
号
に
定
め
る
書
類

第
２
条
法
別
表
第
３
の
１
の
２
の
項
の
第
４
欄
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
登
記
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
と
す
る
。

（
１
）
法
別
表
第
３
の
１
の
２
の
項
の
第
３
欄
の
第
１
号
又
は
第
２
号
に
掲
げ
る
登
記

そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
同
欄
の
第
１
号
又
は
第
２
号
に
規
定
す
る
不
動
産
に
該

当
す
る
旨
を
証
す
る
当
該
不
動
産
に
係
る
学
校
教
育
法
（
昭
和
２
２
年
法
律
第
２
６

号
）
第
１
条
（
学
校
の
範
囲
）
に
規
定
す
る
学
校
又
は
同
法
第
１
２
４
条
（
専
修
学

校
）
に
規
定
す
る
専
修
学
校
若
し
く
は
同
法
第
１
３
４
条
第
１
項
（
各
種
学
校
）
に
規

定
す
る
各
種
学
校
の
私
立
学
校
法
（
昭
和
２
４
年
法
律
第
２
７
０
号
）
第
４
条
（
所
轄

庁
）
に
規
定
す
る
所
轄
庁
（
地
方
自
治
法
（
昭
和
２
２
年
法
律
第
６
７
号
）
第
２
５
２

条
の
１
７
の
２
第
１
項
（
条
例
に
よ
る
事
務
処
理
の
特
例
）
の
規
定
に
よ
り
同
表
の
１

の
２
の
項
の
第
１
欄
に
規
定
す
る
学
校
法
人
に
係
る
事
務
を
市
町
村
（
特
別
区
を
含

む
。
以
下
同
じ
。
）
が
処
理
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
市
町
村
の
長
）
の
書
類

（
２
）
法
別
表
第
３
の
１
の
２
の
項
の
第
３
欄
の
第
３
号
に
掲
げ
る
登
記

次
に
掲
げ
る
登
記
の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
書
類

イ
法
別
表
第
３
の
１
の
２
の
項
の
第
３
欄
の
第
３
号
に
規
定
す
る
保
育
所
（
以
下

「
保
育
所
」
と
い
う
。
）
の
用
に
供
す
る
不
動
産
に
係
る
登
記

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
書
類

①
保
育
所
の
用
に
供
す
る
不
動
産
が
地
方
自
治
法
第
２
５
２
条
の
１
９
第
１
項

（
指
定
都
市
の
権
能
）
に
規
定
す
る
指
定
都
市
（
以
下
「
指
定
都
市
」
と
い

う
。
）
、
同
法
第
２
５
２
条
の
２
２
第
１
項
（
中
核
市
の
権
能
）
に
規
定
す
る
中

核
市
（
以
下
「
中
核
市
」
と
い
う
。
）
及
び
児
童
福
祉
法
（
昭
和
２
２
年
法
律
第

１
６
４
号
）
第
５
９
条
の
４
第
１
項
（
指
定
都
市
等
の
特
例
）
に
規
定
す
る
児
童

相
談
所
設
置
市
（
以
下
「
児
童
相
談
所
設
置
市
」
と
い
う
。
）
の
区
域
外
に
所
在

す
る
場
合

そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
法
別
表
第
３
の
１
の
２
の
項
の
第
３
欄
の
第
３
号

規
定
す
る
不
動
産
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
当
該
不
動
産
の
所
在
地
を
管
轄
す
る

都
道
府
県
知
事
（
地
方
自
治
法
第
２
５
２
条
の
１
７
の
２
第
１
項
の
規
定
に
よ
り

児
童
福
祉
法
第
３
５
条
第
４
項
（
児
童
福
祉
施
設
の
認
可
）
（
１
５
３
頁
参
照
）

の
保
育
所
の
認
可
に
係
る
事
務
を
市
町
村
が
処
理
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該

市
町
村
の
長
）
の
書
類

②
保
育
所
の
用
に
供
す
る
不
動
産
が
指
定
都
市
の
区
域
内
に
所
在
す
る
場
合

そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
法
別
表
第
３
の
１
の
２
の
項
の
第
３
欄
の
第
３
号

に
規
定
す
る
不
動
産
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
当
該
不
動
産
の
所
在
地
を
管
轄
す

る
指
定
都
市
の
長
の
書
類

③
保
育
所
の
用
に
供
す
る
不
動
産
が
中
核
市
の
区
域
内
に
所
在
す
る
場
合

そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
法
別
表
第
３
の
１
の
２
の
項
の
第
３
欄
の
第
３
号

に
規
定
す
る
不
動
産
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
当
該
不
動
産
の
所
在
地
を
管
轄
す

る
中
核
市
の
長
の
書
類

④
保
育
所
の
用
に
供
す
る
不
動
産
が
児
童
相
談
所
設
置
市
の
区
域
内
に
所
在
す
る

場
合 そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
法
別
表
第
３
の
１
の
２
の
項
の
第
３
欄
の
第
３
号

に
規
定
す
る
不
動
産
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
当
該
不
動
産
の
所
在
地
を
管
轄
す

る
児
童
相
談
所
設
置
市
の
長
の
書
類

ロ
法
別
表
第
３
の
１
の
２
の
項
の
第
３
欄
の
第
３
号
に
規
定
す
る
家
庭
的
保
育
事
業

等
（
以
下
「
家
庭
的
保
育
事
業
等
」
と
い
う
。
）
の
用
に
供
す
る
不
動
産
に
係
る
登

記

そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
同
号
に
規
定
す
る
不
動
産
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る

当
該
不
動
産
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
市
町
村
の
長
の
書
類

（
３
）
法
別
表
第
３
の
１
の
２
の
項
の
第
３
欄
の
第
４
号
に
掲
げ
る
登
記

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
書
類

イ
法
別
表
第
３
の
１
の
２
の
項
の
第
３
欄
の
第
４
号
に
規
定
す
る
認
定
こ
ど
も
園

（
以
下
「
認
定
こ
ど
も
園
」
と
い
う
。
）
の
用
に
供
す
る
不
動
産
が
指
定
都
市
及
び

中
核
市
の
区
域
外
に
所
在
す
る
場
合

そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
同
号
に
規
定
す
る
不
動
産
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る

当
該
不
動
産
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事
（
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る

教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
１
８
年
法
律
第
７

７
号
）
第
３
条
第
１
項
（
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
以
外
の
認
定
こ
ど
も
園
の
認

定
等
）
の
規
定
に
よ
り
同
項
又
は
同
条
第
３
項
の
認
定
こ
ど
も
園
の
認
定
に
係
る
事

務
を
都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
が
処
理
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
当
該
都
道
府
県
の
教

育
委
員
会
と
し
、
地
方
自
治
法
第
２
５
２
条
の
１
７
の
２
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
当

該
事
務
又
は
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進

に
関
す
る
法
律
第
１
７
条
第
１
項
（
設
置
等
の
認
可
）
の
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も

園
（
同
法
第
２
条
第
７
項
（
定
義
）
に
規
定
す
る
幼
保
連
携
認
定
こ
ど
も
園
を
い

う
。
以
下
同
じ
。
）
の
認
可
に
係
る
事
務
を
市
町
村
が
処
理
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は

当
該
市
町
村
の
長
と
す
る
。
）
の
書
類

ロ
認
定
こ
ど
も
園
の
用
に
供
す
る
不
動
産
が
指
定
都
市
の
区
域
内
に
所
在
す
る
場
合

そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
法
別
表
第
３
の
１
の
２
の
項
の
第
３
欄
の
第
４
号

に
規
定
す
る
不
動
産
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
当
該
不
動
産
の
所
在
地
を
管
轄
す

る
指
定
都
市
の
長
（
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提

供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
第
３
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
又
は
同
条
第
３
項

の
認
定
こ
ど
も
園
の
認
定
に
係
る
事
務
を
指
定
都
市
の
教
育
委
員
会
が
処
理
す
る

場
合
に
あ
っ
て
は
当
該
指
定
都
市
の
教
育
委
員
会
）
の
書
類

ハ
認
定
こ
ど
も
園
の
用
に
供
す
る
不
動
産
が
中
核
市
の
区
域
内
に
所
在
す
る
場
合

そ
の
登
記
に
係
る
不
動
産
が
法
別
表
第
３
の
１
の
２
の
項
の
第
３
欄
の
第
４
号

に
規
定
す
る
不
動
産
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
当
該
不
動
産
の
所
在
地
を
管
轄
す

る
中
核
市
の
長
（
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
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●
社
会
福
祉
法
（
抜
粋
）

の
推
進
に
関
す
る
法
律
第
３
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
又
は
同
条
第
３
項
の

認
定
こ
ど
も
園
の
認
定
に
係
る
事
務
を
中
核
市
の
教
育
委
員
会
が
処
理
す
る
場
合

に
あ
っ
て
は
、
当
該
中
核
市
の
教
育
委
員
会
）
の
書
類

（
定
義
）

第
２
条
こ
の
法
律
に
お
い
て
「
社
会
福
祉
事
業
」
と
は
、
第
１
種
社
会
福
祉
事
業
及
び
第
２
種

社
会
福
祉
事
業
を
い
う
。

２
次
に
掲
げ
る
事
業
を
第
１
種
社
会
福
祉
事
業
と
す
る
。

（
１
）
生
活
保
護
法
（
昭
和
２
５
年
法
律
第
１
４
４
号
）
に
規
定
す
る
救
護
施
設
、
更
生
施

設
そ
の
他
生
計
困
難
者
を
無
料
又
は
低
額
な
料
金
で
入
所
さ
せ
て
生
活
の
扶
助
を
行
う

こ
と
を
目
的
と
す
る
施
設
を
経
営
す
る
事
業
及
び
生
計
困
難
者
に
対
し
て
助
葬
を
行
う

事
業

（
２
）
児
童
福
祉
法
（
昭
和
２
２
年
法
律
第
１
６
４
号
）
に
規
定
す
る
乳
児
院
、
母
子
生
活

支
援
施
設
、
児
童
養
護
施
設
、
障
害
児
入
所
施
設
、
児
童
心
理
治
療
施
設
又
は
児
童
自

立
支
援
施
設
を
経
営
す
る
事
業

（
３
）
老
人
福
祉
法
（
昭
和
３
８
年
法
律
第
１
３
３
号
）
に
規
定
す
る
養
護
老
人
ホ
ー
ム
、

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
又
は
軽
費
老
人
ホ
ー
ム
を
経
営
す
る
事
業

（
４
）
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
（
平
成
１

７
年
法
律
第
１
２
３
号
）
に
規
定
す
る
障
害
者
支
援
施
設
を
経
営
す
る
事
業

（
５
）
削
除

（
６
）
売
春
防
止
法
（
昭
和
３
１
年
法
律
第
１
１
８
号
）
に
規
定
す
る
婦
人
保
護
施
設
を
経

営
す
る
事
業

（
７
）
授
産
施
設
を
経
営
す
る
事
業
及
び
生
計
困
難
者
に
対
し
て
無
利
子
又
は
低
利
で
資
金

を
融
通
す
る
事
業

３
次
に
掲
げ
る
事
業
を
第
２
種
社
会
福
祉
事
業
と
す
る
。

（
１
）
生
計
困
難
者
に
対
し
て
、
そ
の
住
居
で
衣
食
そ
の
他
日
常
の
生
活
必
需
品
若
し
く
は

こ
れ
に
要
す
る
金
銭
を
与
え
、
又
は
生
活
に
関
す
る
相
談
に
応
ず
る
事
業

（
１
の
２
）
生
活
困
窮
者
自
立
支
援
法
（
平
成
２
５
年
法
律
第
１
０
５
号
）
に
規
定
す
る
認

定
生
活
困
窮
者
就
労
訓
練
事
業

（
２
）
児
童
福
祉
法
に
規
定
す
る
障
害
児
通
所
支
援
事
業
、
障
害
児
相
談
支
援
事
業
、
児
童

自
立
生
活
援
助
事
業
、
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
、
子
育
て
短
期
支
援
事
業
、
乳
児

家
庭
全
戸
訪
問
事
業
、
養
育
支
援
訪
問
事
業
、
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業
、
一
時
預

か
り
事
業
、
小
規
模
住
居
型
児
童
養
育
事
業
、
小
規
模
保
育
事
業
、
病
児
保
育
事
業
又

は
子
育
て
援
助
活
動
支
援
事
業
、
同
法
に
規
定
す
る
助
産
施
設
、
保
育
所
、
児
童
厚
生

施
設
又
は
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
を
経
営
す
る
事
業
及
び
児
童
の
福
祉
の
増
進
に
つ

い
て
相
談
に
応
ず
る
事
業

（
２
の
２
）
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す

る
法
律
（
平
成
１
８
年
法
律
第
７
７
号
）
に
規
定
す
る
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も

園
を
経
営
す
る
事
業

（
２
の
３
）
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
に
よ
る
養
子
縁
組
の
あ
っ
せ
ん
に
係
る
児
童
の
保
護
等
に

関
す
る
法
律
（
平
成
２
８
年
法
律
第
１
１
０
号
）
に
規
定
す
る
養
子
縁
組
あ
っ
せ

ん
事
業

（
３
）
母
子
及
び
父
子
並
び
に
寡
婦
福
祉
法
（
昭
和
３
９
年
法
律
第
１
２
９
号
）
に
規
定
す

る
母
子
家
庭
日
常
生
活
支
援
事
業
、
父
子
家
庭
日
常
生
活
支
援
事
業
又
は
寡
婦
日
常
生

●
児
童
福
祉
法
（
抜
粋
）

活
支
援
事
業
及
び
同
法
に
規
定
す
る
母
子
・
父
子
福
祉
施
設
を
経
営
す
る
事
業

（
４
）
老
人
福
祉
法
に
規
定
す
る
老
人
居
宅
介
護
等
事
業
、
老
人
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
事
業
、
老

人
短
期
入
所
事
業
、
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
事
業
、
認
知
症
対
応
型
老
人
共
同
生

活
援
助
事
業
又
は
複
合
型
サ
ー
ビ
ス
福
祉
事
業
及
び
同
法
に
規
定
す
る
老
人
デ
イ
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー
、
老
人
短
期
入
所
施
設
、
老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
又
は
老
人
介
護
支
援
セ

ン
タ
ー
を
経
営
す
る
事
業

（
４
の
２
）
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
に
規

定
す
る
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
、
一
般
相
談
支
援
事
業
、
特
定
相
談
支
援
事
業

又
は
移
動
支
援
事
業
及
び
同
法
に
規
定
す
る
地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー
又
は
福
祉

ホ
ー
ム
を
経
営
す
る
事
業

（
５
）
身
体
障
害
者
福
祉
法
（
昭
和
２
４
年
法
律
第
２
８
３
号
）
に
規
定
す
る
身
体
障
害
者

生
活
訓
練
等
事
業
、
手
話
通
訳
事
業
又
は
介
助
犬
訓
練
事
業
若
し
く
は
聴
導
犬
訓
練
事

業
、
同
法
に
規
定
す
る
身
体
障
害
者
福
祉
セ
ン
タ
ー
、
補
装
具
製
作
施
設
、
盲
導
犬
訓

練
施
設
又
は
視
聴
覚
障
害
者
情
報
提
供
施
設
を
経
営
す
る
事
業
及
び
身
体
障
害
者
の
更

生
相
談
に
応
ず
る
事
業

（
６
）
知
的
障
害
者
福
祉
法
（
昭
和
３
５
年
法
律
第
３
７
号
）
に
規
定
す
る
知
的
障
害
者
の

更
生
相
談
に
応
ず
る
事
業

（
７
）
削
除

（
８
）
生
計
困
難
者
の
た
め
に
、
無
料
又
は
低
額
な
料
金
で
、
簡
易
住
宅
を
貸
し
付
け
、
又

は
宿
泊
所
そ
の
他
の
施
設
を
利
用
さ
せ
る
事
業

（
９
）
生
計
困
難
者
の
た
め
に
、
無
料
又
は
低
額
な
料
金
で
診
療
を
行
う
事
業

（
10
）
生
計
困
難
者
に
対
し
て
、
無
料
又
は
低
額
な
費
用
で
介
護
保
険
法
（
平
成
９
年
法
律

第
１
２
３
号
）
に
規
定
す
る
介
護
老
人
保
健
施
設
を
利
用
さ
せ
る
事
業

（
11
）
隣
保
事
業
（
隣
保
館
等
の
施
設
を
設
け
、
無
料
又
は
低
額
な
料
金
で
こ
れ
を
利
用
さ

せ
る
こ
と
そ
の
他
そ
の
近
隣
地
域
に
お
け
る
住
民
の
生
活
の
改
善
及
び
向
上
を
図
る
た

め
の
各
種
の
事
業
を
行
う
も
の
を
い
う
。）

（
12
）
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
援
助
事
業
（
精
神
上
の
理
由
に
よ
り
日
常
生
活
を
営
む
の
に
支

障
が
あ
る
者
に
対
し
て
、
無
料
又
は
低
額
な
料
金
で
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス
（
前
項
各
号
及

び
前
各
号
の
事
業
に
お
い
て
提
供
さ
れ
る
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同

じ
。）
の
利
用
に
関
し
相
談
に
応
じ
、
及
び
助
言
を
行
い
、
並
び
に
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
を
受
け
る
た
め
に
必
要
な
手
続
又
は
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
に
要
す
る
費
用
の
支
払

に
関
す
る
便
宜
を
供
与
す
る
こ
と
そ
の
他
の
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
適
切
な
利
用
の
た
め
の

一
連
の
援
助
を
一
体
的
に
行
う
事
業
を
い
う
。）

（
13
）
前
項
各
号
及
び
前
各
号
の
事
業
に
関
す
る
連
絡
又
は
助
成
を
行
う
事
業

４
（
省
略
）

第
３
５
条
国
は
、
政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
児
童
福
祉
施
設
（
助
産
施
設
、
母
子
生
活

支
援
施
設
、
保
育
所
及
び
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
を
除
く
。）
を
設
置
す
る
も
の
と
す
る
。

２
～
３
（
略
）

４
国
、
都
道
府
県
及
び
市
町
村
以
外
の
者
は
、
厚
生
労
働
省
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
都

道
府
県
知
事
の
認
可
を
得
て
、
児
童
福
祉
施
設
を
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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●
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
抜
粋
）

（
定
義
）

第
２
条
こ
の
法
律
に
お
い
て
「
子
ど
も
」
と
は
、
小
学
校
就
学
の
始
期
に
達
す
る
ま
で
の
者
を

い
う
。

２
～
５
（
略
）

６
こ
の
法
律
に
お
い
て
「
認
定
こ
ど
も
園
」
と
は
、
次
条
第
１
項
又
は
第
３
項
の
認
定
を
受
け

た
施
設
、
同
条
第
９
項
の
規
定
に
よ
る
公
示
が
さ
れ
た
施
設
及
び
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園

を
い
う
。

７
こ
の
法
律
に
お
い
て
、
「
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
」
と
は
、
義
務
教
育
及
び
そ
の
後
の
教

育
の
基
礎
を
培
う
も
の
と
し
て
の
満
３
歳
以
上
の
子
ど
も
に
対
す
る
教
育
並
び
に
保
育
を
必
要

と
す
る
子
ど
も
に
対
す
る
保
育
を
一
体
的
に
行
い
、
こ
れ
ら
の
子
ど
も
の
健
や
か
な
成
長
が
図

ら
れ
る
よ
う
適
当
な
環
境
を
与
え
て
、
そ
の
心
身
の
発
達
を
助
長
す
る
と
と
も
に
、
保
護
者
に

対
す
る
子
育
て
の
支
援
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
こ
の
法
律
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
設

置
さ
れ
る
施
設
を
い
う
。

（
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
以
外
の
認
定
こ
ど
も
園
の
認
定
等
）

第
３
条
幼
稚
園
又
は
保
育
所
等
の
設
置
者
（
都
道
府
県
を
除
く
。
）
は
、
そ
の
設
置
す
る
施
設

が
都
道
府
県
の
条
例
で
定
め
る
要
件
に
適
合
し
て
い
る
旨
の
都
道
府
県
知
事
（
保
育
所
に
係
る

児
童
福
祉
法
の
規
定
に
よ
る
認
可
そ
の
他
の
処
分
を
す
る
権
限
に
係
る
事
務
を
地
方
自
治
法

（
昭
和
２
２
年
法
律
第
６
７
号
）
第
１
８
０
条
の
２
の
規
定
に
基
づ
く
都
道
府
県
知
事
の
委
任

を
受
け
て
当
該
都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
が
行
う
場
合
そ
の
他
の
主
務
省
令
で
定
め
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
。
以
下
こ
の
章
及
び
第
四
章
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
認

定
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
（
略
）

３
幼
稚
園
及
び
保
育
機
能
施
設
の
そ
れ
ぞ
れ
の
用
に
供
さ
れ
る
建
物
及
び
そ
の
附
属
設
備
が
一

体
的
に
設
置
さ
れ
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
幼
稚
園
及
び
保
育
機
能
施
設
（
以
下
「
連
携
施

設
」
と
い
う
。
）
の
設
置
者
（
都
道
府
県
を
除
く
。
）
は
、
そ
の
設
置
す
る
連
携
施
設
が
都
道
府

県
の
条
例
で
定
め
る
要
件
に
適
合
し
て
い
る
旨
の
都
道
府
県
知
事
の
認
定
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
る
。

４
～
８
（
略
）

９
都
道
府
県
知
事
は
、
当
該
都
道
府
県
が
設
置
す
る
施
設
の
う
ち
、
第
１
項
又
は
第
３
項
の
条

例
で
定
め
る
要
件
に
適
合
し
て
い
る
と
認
め
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
を
公
示
す
る
も
の
と

す
る
。

○
「
別
表
第
３
非
課
税
の
登
記
等
の
表
（
第
４
条
関
係
）」
の
別
表
内
の
定
義
を
抜
粋

１
の
２

学
校
法
人
（
私

立
学
校
法
（
昭

和
２
４
年
法
律

第
２
７
０
号
）

第
６
４
条
第
４

項
（
専
修
学
校

及
び
各
種
学

校
）
の
規
定
に

よ
り
設
立
さ
れ

た
法
人
を
含

む
。

私
立
学
校
法

１
校
舎
、
寄
宿
舎
、
図
書
館
そ
の
他
保
育
又
は
教

育
上
直
接
必
要
な
附
属
建
物
（
以
下
「
校
舎
等
」

と
い
う
。）
の
所
有
権
（
賃
借
権
を
含
む
。
以
下
同

じ
。）
の
取
得
登
記
（
権
利
の
保
存
、
設
定
、
転
貸

又
は
移
転
の
登
記
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）

２
校
舎
等
の
敷
地
、
運
動
場
、
実
習
用
地
そ
の
他

の
直
接
に
保
育
又
は
教
育
の
用
に
供
す
る
土
地
の

権
利
（
土
地
の
所
有
権
及
び
土
地
の
上
に
存
す
る

権
利
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
取
得
登
記

３
自
己
の
設
置
運
営
す
る
児
童
福
祉
法
（
昭
和
２

２
年
法
律
第
１
６
４
号
）
第
３
９
条
第
１
項
（
保

育
所
）
に
規
定
す
る
保
育
所
（
以
下
「
保
育
所
」

と
い
う
。）
も
し
く
は
同
法
第
６
条
の
３
第
９
項

（
定
義
）
に
規
定
す
る
家
庭
的
保
育
事
業
、
同
条

第
１
０
条
に
規
定
す
る
小
規
模
保
育
事
業
若
し
く

は
同
条
第
１
２
項
に
規
定
す
る
事
業
所
内
保
育
事

業
（
以
下
「
家
庭
的
保
育
事
業
」
と
い
う
。）
の
用

に
供
す
る
建
物
の
所
有
権
の
取
得
登
記
又
は
当
該

建
物
の
敷
地
そ
の
他
の
直
接
に
保
育
の
用
に
供
す

る
土
地
の
権
利
の
取
得
登
記

４
自
己
の
設
置
運
営
す
る
認
定
こ
ど
も
園

（
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の

総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
１

８
年
法
律
第
７
７
号
）
第
２
条
第
６
項
（
定
義
）

に
規
定
す
る
認
定
こ
ど
も
園
を
い
う
。
以
下
同

じ
。
）
の
用
に
供
す
る
建
物
の
所
有
権
の
取
得
登

記
又
は
当
該
建
物
の
敷
地
そ
の
他
の
直
接
に
保
育

若
し
く
は
教
育
の
用
に
供
す
る
土
地
の
権
利
の
取

得
登
記

第
３
欄
の
第

１
号
か
ら
第

４
号
ま
で
の

い
ず
れ
か
の

登
記
に
該
当

す
る
も
の
で

あ
る
こ
と
を

証
す
る
財
務

省
令
で
定
め

る
書
類
の
添

付
が
あ
る
も

の
に
限
る
。

５
の
２

公
益
社
団
法
人

及
び
公
益
財
団

法
人

一
般
社
団
法

人
及
び
一
般

財
団
法
人
に

関
す
る
法
律

及
び
公
益
社

団
法
人
及
び

公
益
財
団
法

人
の
認
定
等

に
関
す
る
法

律

１
自
己
の
設
置
運
営
す
る
学
校
（
学
校
教
育
法

（
昭
和
２
２
年
法
律
第
２
６
号
）
第
１
条
（
学
校

の
範
囲
）
に
規
定
す
る
学
校
又
は
同
法
第
１
２
４

条
（
専
修
学
校
）
に
規
定
す
る
専
修
学
校
若
し
く

は
同
法
第
１
３
４
条
第
１
項
（
各
種
学
校
）
に
規

定
す
る
各
種
学
校
を
い
う
。）
の
校
舎
等
の
所
有
権

の
取
得
登
記
又
は
当
該
校
舎
等
の
敷
地
、
当
該
学

校
の
運
動
場
、
実
習
用
地
そ
の
他
の
直
接
に
保
育

若
し
く
は
教
育
の
用
に
供
す
る
土
地
の
権
利
の
取

得
登
記

２
（
省
略
）

３
（
省
略
）

第
３
欄
の
第

１
号
か
ら
第

３
号
ま
で
の

い
ず
れ
か
の

登
記
に
該
当

す
る
も
の
で

あ
る
こ
と
を

証
す
る
財
務

省
令
で
定
め

る
書
類
の
添

付
が
あ
る
も

の
に
限
る
。
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(社会福祉法人の名称)　　　　

(事務所の所在地）

氏　　　　　名 住　　　　　　　　所 寄附金額 受領年月日 備　考

1
2

3
4
5
6
7
8
9
10

様式第１４　寄附金受入明細書

（様式２）

令和　　年度分　寄附金受入明細書

令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日

※同一の者からの寄附金額のうち、基準限度超過額がある場合は、備考欄に記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上記寄附金の受領については、事実に相違ありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人○○○会　　理事長　　〇　〇　〇　〇　　　　　　　　　　

様
式
第
１
３
税
額
控
除
に
係
る
証
明
申
請
書

（
様
式
１
）

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢

市
長

様

法
人
の
所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

法
人
の
名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

代
表
者
の
氏
名

理
事
長

○
○
○
○

税
額
控
除
に
係
る
証
明
申
請
書

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
２
６
条
の
２
８
の
２
第
１
項
に
規
定
さ
れ
る
要
件
を
満
た
し
て
い

る
こ
と
に
つ
い
て
証
明
を
受
け
た
い
の
で
、
下
記
の
と
お
り
申
請
し
ま
す
。

記

１
．
申
請
す
る
要
件

□
＜
要
件
１
＞
第
３
号
イ
（
２
）
に
規
定
さ
れ
た
要
件

□
＜
要
件
２
＞
第
３
号
イ
（
１
）
に
規
定
さ
れ
た
要
件

２
．
実
績
判
定
期
間

令
和
○
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日
か
ら
令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日
ま
で

３
．
添
付
書
類

□
寄
附
金
受
入
明
細
書

□
チ
ェ
ッ
ク
表

な
お
、
証
明
を
受
け
た
後
は
、
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
２
６
条
の
２
８
の
２
第
１
項
第
３

号
ロ
に
規
定
さ
れ
た
書
類
に
つ
い
て
閲
覧
の
請
求
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
正
当
な
理
由
が
あ
る
場

合
を
除
き
、
閲
覧
に
供
し
ま
す
。
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日

様式第１５　絶対値要件（要件１）チェック表

（様式３ー１） ＜絶対値要件（要件１）チェック表①＞

　☞　実績判定期間内に、保育所等の定員等の総数が5000人未満の会計年度がある場合に以下の項目を入力してください。

①実績判定期間(必須) 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月

②実績判定期間における月数（必須） ヶ月
（注）実績判定期間が5年の場合、月数は１２ヶ月×５＝６０ヶ月とする。
　　　１ヶ月に満たない端数がある場合、その期間は１ヶ月とする。

③の数値が100以上であり、かつ④の数値が300,000以上であれば、絶対値要件（要件１）を満たします。

③3,000円以上の寄附金を支出した者（判定基準寄附者数）の年平均の人数 （自動計算⇒）

④年平均の寄附金額 （自動計算⇒）

１会計年度目 ２会計年度目 ３会計年度目 ４会計年度目 ５会計年度目

⑤定員等の総数（必須）

⑥判定基準寄附者数
（実際の寄附者数）（必須）

⑦判定基準寄附者数
（計算後の寄附者数）（自動計算⇒）

１会計年度目 ２会計年度目 ３会計年度目 ４会計年度目 ５会計年度目

⑧寄附金額（円）（必須）

　実績判定期間内の会計年度全てについて、寄附金額を記載してください。寄附金額については、手引きＰ１０においてカウントできるとさ
れている寄附金の総計を記載してください。実績判定期間内に含まれる会計年度の寄附金額が０円の場合は「０」と記入し、実績判定期間内
に含まれない会計年度については空欄にしてください。

日

※

（様式３-２） ＜絶対値要件（要件１）チェック表②＞

　☞　実績判定期間内に、社会福祉事業に係る費用の額が１億円未満の年度がある場合に以下の項目を入力してください。

①実績判定期間(必須) 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月

②実績判定期間における月数（必須） ヶ月
（注）実績判定期間が5年の場合、月数は１２ヶ月×５＝６０ヶ月とする。
　　  １ヶ月に満たない端数がある場合、その期間は１ヶ月とする。

③の数値が100以上であり、かつ④の数値が300,000以上であれば、絶対値要件（要件１）を満たします。

③3,000円以上の寄附金を支出した者（判定基準寄附者数）の年平均の人数 （自動計算⇒）

④年平均の寄附金額 （自動計算⇒）

１会計年度目 ２会計年度目 ３会計年度目 ４会計年度目 ５会計年度目

⑤社会福祉事業に係る費用の額の
　合計額（※)（必須）

⑥判定基準寄附者数
（実際の寄附者数）（必須）

⑦判定基準寄附者数
（計算後の寄附者数）（自動計算⇒）

社会福祉事業に係る費用とは、事業活動内訳表のうち、社会福祉事業区分における、サービス活動増減の部の費用に計上する額及
びサービス活動外増減の部の費用に計上する額の合計額をいいます。
同費用の額が１億円未満の年度については、当該年度の事業活動内訳表を添付して提出してください。

１会計年度目 ２会計年度目 ３会計年度目 ４会計年度目 ５会計年度目

⑧寄附金額（円）（必須）

　実績判定期間内の会計年度全てについて、寄附金額を記載してください。寄附金額については、手引きＰ１０においてカウントできるとさ
れている寄附金の総計を記載してください。実績判定期間内に含まれる会計年度の寄附金額が０円の場合は「０」と記入し、実績判定期間内
に含まれない会計年度については空欄にしてください。
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（
様
式
４
）

※
経
常
収
支
金
額
が
確
認
で
き
る
決
算
書
類
(写
)も
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

判
定
式

様
式
第
１
６
　
チ
ェ
ッ
ク
表

＜
チ
ェ
ッ
ク
表
＞

（
自
）
令
和
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日
　

（
至
）
令
和
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日

（
Ａ
）
寄
附
金
等
収
入
金
額

受
入
寄
附
金
総
額
(
1)

①
一
者
当
た
り
の
基
準
限
度
超
過
額
の
合
計
額

②
寄
附
者
の
氏
名
又
は
名
称
が
明
ら
か
な
も
の
の
う
ち
、
同
一

　
の
者
か
ら
の
寄
附
金
で
、
そ
の
合
計
額
が
1,
00
0
円
未
満
の

　
も
の
の
額

③
寄
附
者
の
氏
名
又
は
名
称
が
明
ら
か
で
な
い
寄
附
金
額

小
計
（
①
＋
②
＋
③
）

国
等
か
ら
の
補
助
金
等
の
額
(
3)
※

（
(1
)-
(2
)の
額
を
限
度
と
す
る
。
）

(
1)
－
(2
)
＋
(
3)
＝
（
A
）
寄
附
金
等
収
入
金
額

※
｢
国
等
か
ら
の
補
助
金
等
の
額
｣
は
、
当
欄
か
(
B
)
経
常
収
入
金
額
の
控
除
金
額
(2
)
①
の
い
ず
れ
か
の
み
に
記
載
で
き
る
。

（
Ｂ
）
経
常
収
入
金
額

総
収
入
金
額
(1
)

①
国
等
か
ら
の
補
助
金
等
の
額
※

②
委
託
の
対
価
と
し
て
の
収
入
で
国
等
か
ら
支
払
わ
れ
る
金
額

③
法
律
等
の
規
定
に
基
づ
く
事
業
で
、
そ
の
対
価
を
国
又
は
地

　
方
公
共
団
体
が
負
担
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
場
合
の
負
担

　
金
額

④
資
産
の
売
却
収
入
で
臨
時
的
な
も
の
の
金
額

⑤
遺
贈
に
よ
り
受
け
入
れ
た
寄
附
金
等
の
う
ち
、
基
準
限
度
超

　
過
額
に
相
当
す
る
金
額

⑥
寄
附
者
の
氏
名
又
は
名
称
が
明
ら
か
な
も
の
の
う
ち
、
同
一

　
の
者
か
ら
の
寄
附
金
で
、
そ
の
合
計
額
が
1,
00
0
円
未
満
の

　
も
の
の
額

⑦
寄
附
者
の
氏
名
又
は
名
称
が
明
ら
か
で
な
い
寄
附
金
額

小
計
（
①
＋
②
＋
③
＋
④
＋
⑤
＋
⑥
＋
⑦
）

(1
)
－
(2
)＝
（
B
）
経
常
収
入
金
額

（
Ａ
)寄
附
金
等
収
入
金
額
　
　
÷
　
（
Ｂ
)経
常
収
入
金
額
　
　
＝
　
　
　
　
　
　
　
　
％

実
績
判
定
期
間
　

控
除
金
額
(
2)

控
除
金
額
(
2)
　

様
式
例
５
２
理
事
長
変
更
届

（
注
）
１

新
理
事
長
が
重
任
の
場
合
（
任
期
を
満
了
し
、
時
間
的
間
隔
を
置
く
こ
と
な
く
再
任
さ
れ

た
場
合
）
は
、
提
出
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

２
添
付
書
類
と
し
て
、
新
理
事
長
に
関
し
て
登
記
済
み
の
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書
（
写
）

を
添
付
（
原
本
証
明
不
要
）
し
て
く
だ
さ
い
。

３
届
出
は
、
新
理
事
長
の
氏
名
で
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

理
事
長
変
更
届

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

伊
勢
市
長

〇
〇
〇
〇
様

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

代
表
者

理
事
長

○
○
○
○

こ
の
こ
と
に
つ
い
て
、
令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日
の
理
事
会
に
お
い
て
、
次
の
と
お
り
理
事
長
を

選
定
し
ま
し
た
の
で
、
添
付
書
類
を
添
え
て
提
出
し
ま
す
。

記

就
任
年
月
日

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

新
理
事
長
名

ふ
り
が
な

氏
名

旧
理
事
長
名

ふ
り
が
な

氏
名

変
更
理
由

□
任
期
満
了
に
伴
う
改
選

□
変
更
前
の
理
事
長
の
辞
任

□
そ
の
他
（

）
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様
式
例
５
３
理
事
の
在
任
証
明
願

理
事
の
在
任
証
明
願

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

伊
勢
市
長

〇
〇
〇
〇
様

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

代
表
者

理
事
長

○
○
○
○

こ
の
こ
と
に
つ
い
て
、
所
有
権
移
転
登
記
の
た
め
、
○
○
法
務
局
○
○
支
局
に
提
出
す
る
必
要
が
あ

る
の
で
、
令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日
か
ら
令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日
ま
で
の
期
間
に
お
い
て
、
下

記
の
○
名
が
当
法
人
の
理
事
に
在
任
し
て
い
る
こ
と
を
証
明
く
だ
さ
る
よ
う
添
付
書
類
を
添
え
て
、
申

請
し
ま
す
。

記

上
記
の
理
事
○
名
は
、
貴
法
人
が
指
定
し
た
期
間
に
お
い
て
、
当
市
に
届
出
さ
れ
て
い
る
社
会
福
祉

法
人
○
○
○
会
の
理
事
と
相
違
な
い
こ
と
を
証
明
し
ま
す
。

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

伊
勢
市
長

○
○
○
○
㊞

役
職
名

氏
名

住
所

理
事

理
事

理
事

理
事

理
事

理
事

様
式
例
５
４
理
事
在
任
証
明
取
得
理
由
書

理
事
の
在
任
証
明
取
得
理
由
書

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

伊
勢
市
長

○
○
○
○
様

所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名

社
会
福
祉
法
人
○
○
会

理
事
長

○
○
○
○

令
和
○
年
度
に
取
得
し
た
下
記
の
不
動
産
の
所
有
権
移
転
を
行
う
に
あ
た
り
、
そ
の
原
因
と
な
る
売

買
契
約
に
お
い
て
、
理
事
長
が
双
方
代
理
と
な
る
こ
と
か
ら
、
伊
勢
市
長
が
交
付
す
る
理
事
の
在
任
証

明
が
必
要
と
な
る
た
め
。

記

不
動
産
の
表
示

１
．
土
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番

宅
地

○
○
㎡

２
．
建
物

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

家
屋
番
号
○
○
番

○
○
造
○
○
葺
○
○
階
建

○
○
○

床
面
積
１
階
○
○
㎡

２
階
○
○
㎡
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第11 社会福祉連携推進法人

社会福祉連携推進法人は、①社員の社会福祉に係る業務の連携を推進し、②地域におけ

る良質かつ適切な福祉サービスを提供するとともに、③社会福祉法人の経営基盤の強化に

資することを目的として、福祉サービス事業者間の連携方策の新たな選択肢として創設さ

れました。(法第１２５条）

２以上の社会福祉法人等の法人が社員として参画し、その創意工夫による多様な取組を

通じて、地域福祉の充実、災害対応力の強化、福祉サービス事業に係る経営の効率化、人

材の確保・育成等の推進が期待されています。

また、社会福祉連携推進法人の設立により、同じ目的意識を持つ法人が個々の自主性を

保ちながら連携し、規模の大きさを活かした法人運営が可能となります。

（社会福祉連携推進法人の行う業務）

一般社団法人は、次の①から⑥までに掲げる業務（以下「社会福祉連携推進業務」とい

う。）の全部又はいずれかを行おうとする場合に、認定所轄庁から連携推進法人に係る認

定を受けることができます。

①地域福祉支援業務

地域福祉の推進に係る取組みを社員が共同して行うための支援

②災害時支援業務

災害が発生した場合における社員が提供する福祉サービスの利用者の安全を社員が

共同して確保するための支援

③経営支援業務

社員が経営する社会福祉事業の経営方法に関する知識の共有を図るための支援

④貸付業務

資金の貸付けを通じた社会福祉事業に係る業務を行うのに必要な資金を調達するた

めの支援

⑤人材確保等業務

社員が経営する社会福祉事業の従事者の確保のための支援及びその資質の向上を図

るための研修

⑥物資等供給業務

社員が経営する社会福祉事業に必要な設備又は物資の供給
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第１ 社会福祉連携推進法人の認定申請

社会福祉連携推進法人を設立する場合には、一般社団法人として設立した後に、次の

書類を認定所轄庁あてに申請を行い、その認定を受けることが必要です。

また、連携推進法人が定款を変更する場合には、認定所轄庁の認可を受けることが必

要です。

１ 社会福祉連携推進法人認定申請手続き

（１）申請書類提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は承認後、承認書として交付します。

（３）提出書類

ア 社会福祉連携推進法人認定申請書（様式第１７・１５０頁）

イ 添付書類（別紙「社会福祉連携推進法人認定申請書一覧表」（１５０頁参照）

２ 認定申請書類作成にあたって留意すべき事項

提出書類一覧表（社会福祉連携推進法人認定申請書一覧表・１５０頁参照）のうち、

適宜必要な書類を一覧表の順に、２穴の紐綴じとし、横見出し（インデックス）を付

けて提出してください。

申請書類の原案ができた時点で、予め、当市の健康福祉部福祉監査室に協議してくだ

さい。
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３ 社会福祉連携推進法人認定申請書一覧表

１ 添付書類に漏れのないように確認してください。

２ 添付書類はこの順序で編綴してください。

添 付 書 類 様式及び記載例

１ 社会福祉連携推進法人認定申請書
様式第17・162～

163頁

２

添

付

書

類

(1) 定款 様式例 56・167頁～

(2) 社会福祉連携推進方針（別記様式３） 様式第18・164頁

(3) 登記事項証明書（当該一般社団法人に係るもの） －

(4) 役員の氏名、生年月日及び住所を記載した書類 －

(5)
法第１２７条各号に規定する認定基準のいずれにも
適合することを証する書類（別記様式４）

様式第19・164～

165頁

(6)

法第１２８条各号に規定する欠格事由のいずれにも
適合しないことを証する書類（別記様式５）

様式第20・166頁

ア 表明・確約書（役員用）（別添１） 様式第55・166頁

イ 表明・確約書（社員用）（別添２） 様式第55・166頁

(7)
社会福祉連携推進評議会の構成員の氏名、生年月日
及び住所を記載した書類

－

(8)
社員の名称、代表者氏名及び主たる事務所の所在地
を記載した書類

－

(9)
役員・社会福祉連携推進評議会の構成員の履歴書及
びその就任に係る承諾書類

様式例19・57頁

様式例21・58頁

(10)
認定申請段階において当該社会福祉連携推進法人に
帰属すべき財産の財産目録

－

(11)
認定申請を行う会計年度及びその次の会計年度にお
ける事業計画書及びこれに伴う収支予算書

様式例17・51頁

様式例18・52頁

(12) その他認定所轄庁が必要と認める書類 －

(13)

貸

付

業

務

を

行

う

場

合

ア 貸付事前合意書（別紙１様式） 様式第21・175頁

イ
貸付対象社員における貸付金の使途に関
する事業計画

－

ウ
貸付原資提供社員と連携推進法人との金
銭消費貸借契約書案

－

エ
連携推進法人と貸付対象社員との間の金
銭消費貸借契約書案

－

オ
連携推進法人において、当該貸付けを行
うことにつき意思決定を行った際の理事
会、社員総会議事録

様式例 32(1)・68 頁

様式例 32(2)・68 頁

カ
貸付原資提供社員において、当該貸付け
を行うことについて意思決定を行った際
の理事会、評議員会議事録

様式例 32(1)・68 頁

様式例 32(2)・68 頁
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（注） 上記の様式例（例１７、例１８、例１９、例２１、例３２）は、社会福祉法人

用の様式例ですので、社会福祉連携推進法人用に適宜文言を修正してください。

様
式
第
１
７
社
会
福
祉
連
携
推
進
認
定
申
請
書

（
注
）
１

用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
と
し
て
く
だ
さ
い
。

２
社
会
福
祉
連
携
推
進
業
務
の
う
ち
、
貸
付
業
務
を
行
う
場
合
は
、
上
記
に
加
え
、
別
紙
１

の
４
の
（
２
）
の
①
か
ら
⑦
ま
で
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

（
別
記
様
式
２
）

令
和
〇
○
年
〇
○
月
〇
○
日

伊
勢
市
長
〇
〇
〇
〇
様

一
般
社
団
法
人
○
○
○

代
表
理
事
○
○
○
○

社
会
福
祉
連
携
推
進
認
定
の
認
定
申
請
に
つ
い
て

社
会
福
祉
法
第
１
２
６
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
社
会
福
祉
連
携
推
進
認
定
を
受
け
た
い
の

で
、
別
添
の
申
請
書
に
関
係
書
類
を
添
え
て
、
貴
庁
の
認
定
を
申
請
す
る
。

記

（
添
付
資
料
）

①
定
款

②
社
会
福
祉
連
携
推
進
方
針
（
別
記
様
式
３
）

③
登
記
事
項
証
明
書

④
役
員
の
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
住
所
を
記
載
し
た
書
類

⑤
法
第
１
２
７
条
各
号
に
規
定
す
る
認
定
基
準
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

（
別
記
様
式
４
）

⑥
法
第
１
２
８
条
各
号
に
規
定
す
る
欠
格
事
由
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
を
証
す
る
書
類

（
別
記
様
式
５
）

⑦
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
の
構
成
員
の
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
住
所
を
記
載
し
た
書
類

⑧
社
員
の
名
称
、
代
表
者
氏
名
及
び
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
記
載
し
た
書
類

⑨
役
員
・
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
の
構
成
員
の
履
歴
書
及
び
そ
の
就
任
に
係
る
承
諾
書
類

⑩
認
定
申
請
段
階
に
お
い
て
当
該
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
に
帰
属
す
べ
き
財
産
の
財
産
目
録

⑪
認
定
申
請
を
行
う
会
計
年
度
及
び
そ
の
次
の
会
計
年
度
に
お
け
る
事
業
計
画
書
及
び
こ
れ
に
伴

う
収
支
予
算
書

⑫
そ
の
他
認
定
所
轄
庁
が
必
要
と
認
め
る
書
類

添 付 書 類 様式及び記載例

２(13) キ
貸付対象社員において、当該貸付けを受
けることにつき意思決定を行った際の理
事会、評議員会議事録

様式例 32(1)・68 頁

様式例 32(2)・68 頁
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（
別
添
）

社
会
福
祉
連
携
推
進
認
定
申
請
書

（
表
面
）

設
立
代
表
者

住
所

氏
名

申
請
年
月
日

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

ふ
り

が
な

法
人
の
名
称

社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
〇
〇
〇
会

法
人

番
号

社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人

設
立
の
趣
意

主
た
る
事
務
所

所
在
地

三
重
県
伊
勢
市
〇
〇
町
〇
〇
番
地

従
た
る
事
務
所

※
あ
る
場
合
の
み

記
載
の
こ
と

所
在
地

三
重
県
伊
勢
市
〇
〇
町
〇
〇
番
地

実
施
す
る
業
務
の
内
容

※
該
当
す
る
も
の
に
○
を
付
す
こ
と

社
会
福
祉
連
携
推
進
業
務

そ
の
他

業
務

地
域
福
祉

支
援
業
務

災
害
時

支
援
業
務

経
営
支
援

業
務

貸
付
業
務

人
材
確
保

等
業
務

物
資
等

供
給
業
務

資 産

純
資
産

③
－
④

内
訳

①
社
会
福
祉

連
携
推
進
目
的

事
業
財
産

②
そ
の
他

の
財
産

③
財
産
計

①
＋
②

④
負
債

円
円

円
円

円

会 費 等

入
会

金
会
費
（
月
額
・
年
額
）

そ
の

他

円
円

円

（
裏
面
）

（
注
）
行
が
不
足
す
る
場
合
は
、
適
宜
追
加
し
て
く
だ
さ
い
。

役 員

代
表
理
事
、

理
事
、
監
事

の
別

役
員
の
資
格
（
該
当
に
○
）

氏
名

親
族
等
の

特
殊
関
係

者
の
有
無

他
の
法
人
の

理
事
長
へ
の

就
任
状
況

社
会
福

祉
識
見

福
祉

サ
ー
ビ
ス

実
情

財
務
管

理
識
見

そ
の
他

有
無

法
人
名

職 員 数
人

評 議 会 の 構 成 員

氏
名

構
成
員
の
資
格
等
（
該
当
に
○
）

福
祉
サ
ー
ビ
ス
を

受
け
る
立
場
に

あ
る
者

社
会
福
祉
に

関
す
る
団
体

学
識
経
験
を

有
す
る
者

そ
の
他

社 員

法
人
名
称

法
人
格
の
種
別

代
表
者
氏
名
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様
式
第
１
８
社
会
福
祉
連
携
推
進
方
針

（
別
記
様
式
３
）

社
会
福
祉
連
携
推
進
方
針

※
以
下
は
貸
付
業
務
を
行
う
場
合
の
み
記
載
。

（
注
）
１
行
が
不
足
す
る
場
合
は
、
適
宜
追
加
し
て
く
だ
さ
い
。

２
記
載
欄
中
の
記
述
は
記
載
例
で
す
。

社
会
福
祉
連
携
推
進

認
定
後
の
法
人
の
名
称

社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
〇
○
○
会

理
念
・
運
営
方
針

１
．
社
会
福
祉
連
携
推
進
業
務
を
通
じ
て
、
地
域
住
民
に
安
心
、
安

全
か
つ
質
の
高
い
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
目
指
す
。

２
．
福
祉
人
材
の
育
成
・
確
保
、
定
着
を
目
指
す
。

３
．
地
域
ニ
ー
ズ
の
変
化
を
踏
ま
え
、
地
域
に
お
け
る
福
祉
サ
ー
ビ

ス
を
維
持
・
確
保
し
て
い
く
た
め
、
効
率
的
か
つ
透
明
性
の
高
い

経
営
の
確
保
を
目
指
す
。

社
員
の
名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
〇
会
、
社
会
福
祉
法
人
×
×
×
会
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
△
△

△
、
株
式
会
社
□
□
、
株
式
会
社
◇
◇

社
会
福
祉
連
携
推
進

区
域
の
範
囲

三
重
県
伊
勢
市
〇
〇
町

社 会 福 祉 連 携 推 進 業 務 の 内 容

地
域
福
祉
支
援
業
務

社
員
が
共
同
で
行
う
「
地
域
に
お
け
る
公
益
的
な
取
組
」
の
企
画
・

立
案
、
実
施
に
向
け
た
調
整
業
務

災
害
時
支
援
業
務

実
施
な
し

経
営
支
援
業
務

社
員
の
財
務
状
況
の
分
析
・
助
言

貸
付

業
務

実
施
な
し

人
材
確
保
等
業
務

社
員
の
人
材
の
合
同
募
集
、
社
員
間
の
人
事
交
流
、
合
同
研
修
の
実

施
等
の
調
整
業
務

物
資
等
供
給
業
務

実
施
な
し

そ
の
他
業
務
の
内
容

実
施
な
し

貸
付

件
名

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日
の
社
員
○
○
に
対
す
る
○
○
円
の
貸
付

貸
付
契
約
締
結
日

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

貸
付
対
象
社
員
の
名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
〇
会

貸
付
対
象
社
員
へ
の
貸
付
総
額

○
○
〇
〇
円

貸
付
対
象
社
員
に
お
け
る

重
要
事
項
に
係
る

承
認

の
方

法

貸
付
対
象
社
員
の
評
議
員
会
に
お
い
て
、
各
年
度
の
予
算
・
決
算
等

を
決
議
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
予
め
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
の
理
事

会
に
お
い
て
、
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
。

様
式
第
１
９

法
第
１
２
７
条
各
号
に
規
定
す
る
認
定
基
準
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

（
別
記
様
式
４
）

法
第
１
２
７
条
各
号
に
規
定
す
る
認
定
基
準
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

１
社
会
福
祉
連
携
推
進
業
務
を
主
た
る
目
的
と
し
て
い
る
こ
と
（
第
１
号
）

（
注
）
事
業
計
画
書
や
予
算
書
等
に
お
い
て
上
記
の
事
業
費
率
が
５
０
％
超
で
あ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

２
社
員
の
構
成
が
適
当
で
あ
る
こ
と
（
第
２
号
）

（
注
）
１
社
員
は
、
上
記
の
表
の
①
か
ら
④
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
し
ま
す
。

２
社
員
は
２
以
上
と
な
り
ま
す
。

３
社
員
の
過
半
数
は
社
会
福
祉
法
人
で
あ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

４
議
決
権
総
数
の
過
半
数
は
社
会
福
祉
法
人
で
あ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

５
１
の
社
員
に
対
し
、
議
決
権
総
数
の
半
数
を
超
え
る
議
決
権
は
配
分
で
き
ま
せ
ん
。

社
会
福
祉
連
携
推
進

業
務

に
係

る

事
業
費
率
の
見
込
み

事
業

費
率

【（
①
＋
②
）
／
（
①
＋
②
＋
③
＋
④
＋
⑤
＋
⑥
）】

％

社
会
福
祉
連
携
推
進
業
務
に
係
る

サ
ー
ビ
ス
活
動
費
用
計
①

円

社
会
福
祉
連
携
推
進
業
務
に
係
る

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
費
用
計
②

円

そ
の
他
業
務
に
係
る

サ
ー
ビ
ス
活
動
費
用
計
③

円

そ
の
他
業
務
に
係
る

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
費
用
計
④

円

法
人
本
部
に
係
る

サ
ー
ビ
ス
活
動
費
用
計
⑤

円

法
人
本
部
に
係
る

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
費
用
計
⑥

円

社
員
の
名
称

法
人
格

の
種
別

社
員
に
参
画
で
き
る
者
※
該
当
す
る
欄
に
○
を
付
す
こ
と
。

１
社
員

当
た
り

の
議
決

権
の
数

①
社
会
福
祉

法
人

②
社
会
福
祉

事
業

経
営
法
人

③
そ
の
他

福
祉
サ
ー
ビ
ス

事
業
経
営
法
人

④
社
会
福
祉

事
業
従
事
者

養
成
機
関

経
営
法
人

合
計

数
社
員
計
：
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３
社
会
福
祉
連
携
推
進
業
務
を
適
切
か
つ
確
実
に
行
う
に
足
り
る
知
識
及
び
能
力
並
び
に
財
産
的
基
礎

が
あ
る
こ
と
（
第
３
号
）

（
注
）
１
上
記
の
①
及
び
②
に
つ
い
て
、
法
人
に
お
い
て
措
置
し
て
い
る
内
容
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

２
記
載
欄
中
の
記
述
は
記
載
例
で
す
。

４
社
員
の
資
格
の
得
喪
に
つ
き
、
不
当
な
条
件
が
な
い
こ
と
（
第
４
号
）

（
注
）
１

定
款
等
に
定
め
る
社
員
の
資
格
の
得
喪
に
関
す
る
ル
ー
ル
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

２
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
の
目
的
に
照
ら
し
、
不
当
に
差
別
的
な
ル
ー
ル
と
な
ら
な
い
よ

う
に
し
て
く
だ
さ
い
。

３
記
載
欄
中
の
記
述
は
記
載
例
で
す
。

①
社
会
福
祉
連
携
推
進
業
務
を

適
切
か
つ
確
実
に
行
う
に

足
り
る
知
識
及
び
能
力

社
会
福
祉
法
に
定
め
る
組
織
機
関
を
全
て
備
え
る
と
と
も

に
、
会
費
収
入
に
よ
り
、
法
人
本
部
に
職
員
２
名
を
配
置
し
て

い
る
。

②
財

産
的

基
礎

会
費
に
よ
り
、
年
間
事
業
費
○
千
万
円
を
確
保
す
る
こ
と
に

し
て
い
る
。

①
社
員
の
資
格
の
取
得
ル
ー
ル

定
款
第
○
条
の
規
定
に
よ
り
、
社
員
に
な
ろ
う
と
す
る
者

は
、
理
事
会
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
申
込
み
を
し
、
理
事
会

の
承
認
を
得
る
必
要
が
あ
る
。

②
社
員
の
資
格
の
喪
失
ル
ー
ル

〈
退
社
〉

定
款
第
○
条
の
規
定
に
よ
り
、
社
員
は
、
社
員
総
会
に
お
い

て
定
め
る
退
社
届
を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
、
い
つ
で
も
退
社

で
き
る
。

〈
除
名
〉

定
款
第
○
条
の
規
定
に
よ
り
、

・
定
款
そ
の
他
の
規
則
に
違
反
し
た
と
き

・
本
法
人
の
名
誉
を
傷
つ
け
、
又
は
目
的
に
反
す
る
行
為

を
し
た
と
き

・
そ
の
他
除
名
す
べ
き
正
当
な
理
由
が
あ
る
と
き
に
は
、

社
員
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
当
該
社
員
を
除
名
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

〈
社
員
資
格
の
喪
失
〉

定
款
第
○
条
の
規
定
に
よ
り
、

・
会
費
の
支
払
義
務
を
２
年
以
上
履
行
し
な
か
っ
た
と
き

・
総
社
員
が
同
意
し
た
と
き

・
当
該
社
員
に
係
る
法
人
が
解
散
し
た
と
き
に
は
、
そ
の

資
格
を
喪
失
す
る
。

５
定
款
に
必
要
事
項
が
記
載
さ
れ
て
い
る
こ
と
（
第
５
号
）

（
注
）

上
記
事
項
の
ほ
か
、
一
般
法
人
法
第
１
１
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
事
項
の
記
載
が

必
要
で
す
。

ア
目
的

イ
名
称

ウ
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

エ
設
立
時
社
員
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所

オ
社
員
の
資
格
の
得
喪
に
関
す
る
規
定

カ
公
告
方
法

キ
事
業
年
度

定
款

記
載

事
項

記
載
の
有
無

①
社
員
の
議
決
権
に
関
す
る
事
項

有
・
無

②
役
員
に
関
す
る
事
項

有
・
無

③
代
表
理
事
を
１
人
置
く
旨

有
・
無

④
理
事
会
を
置
く
旨
及
び
理
事
会
に
関
す
る
事
項

有
・
無

⑤
事
業
の
規
模
が
政
令
で
定
め
る
基
準
を
超
え
る
一
般
社
団
法
人
の
記
載
事
項

有
・
無

⑥
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
を
置
く
旨
及
び
構
成
員
の
選
任
・
解
任
の
方
法

有
・
無

⑦
貸
付
対
象
社
員
が
予
算
の
決
定
又
は
変
更
等
を
決
定
す
る
に
当
た
っ
て
、
あ

ら
か
じ
め
当
該
一
般
社
団
法
人
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
す

る
旨

有
・
無

⑧
資
産
に
関
す
る
事
項

有
・
無

⑨
会
計
に
関
す
る
事
項

有
・
無

⑩
解
散
に
関
す
る
事
項

有
・
無

⑪
社
会
福
祉
連
携
目
的
取
得
財
産
残
額
は
国
又
は
地
方
公
共
団
体
等
に
贈
与
す

る
旨

有
・
無

⑫
清
算
時
に
残
余
財
産
を
国
等
に
帰
属
さ
せ
る
旨

有
・
無

⑬
定
款
の
変
更
に
関
す
る
事
項

有
・
無
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様
式
第
２
０

法
第
１
２
８
条
各
号
に
規
定
す
る
欠
格
事
由
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
を
証
す
る
書
類

（
別
記
様
式
５
）

法
第
１
２
８
条
各
号
に
規
定
す
る
欠
格
事
由
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
を
証
す
る
書
類

（
注
）
１

①
の
ロ
に
い
う
「
そ
の
他
社
会
福
祉
に
関
す
る
法
律
」
と
は
、
社
会
福
祉
法
施
行
令
第
３

４
条
に
掲
げ
る
法
律
で
す
。

※
児
童
福
祉
法
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
、
精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法

律
、
生
活
保
護
法
、
老
人
福
祉
法
、
社
会
福
祉
士
及
び
介
護
福
祉
士
法
、
介
護
保
険
法
、

精
神
保
健
福
祉
士
法
、
児
童
買
春
・
児
童
ポ
ル
ノ
に
係
る
行
為
等
の
規
制
及
び
処
罰
並
び

に
児
童
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
、
児
童
虐
待
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
、
障
害
者
の
日

常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
、
高
齢
者
虐
待
の
防
止
、
高

齢
者
の
養
護
者
に
対
す
る
支
援
等
に
関
す
る
法
律
、
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、

保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
、
障
害
者
虐
待
の
防
止
、
障
害
者
の
養

護
者
に
対
す
る
支
援
等
に
関
す
る
法
律
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
、
国
家
戦
略
特
別
区

域
法
（
第
１
２
条
の
５
第
１
５
項
及
び
第
１
７
項
か
ら
第
１
９
項
ま
で
の
規
定
に
限
る
。）
、

公
認
心
理
師
法
、
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
に
よ
る
養
子
縁
組
の
あ
っ
せ
ん
に
係
る
児
童
の
保

護
等
に
関
す
る
法
律
、
自
殺
対
策
の
総
合
的
か
つ
効
果
的
な
実
施
に
資
す
る
た
め
の
調
査

研
究
及
び
そ
の
成
果
の
活
用
等
の
推
進
に
関
す
る
法
律

２
①
の
ニ
及
び
③
の
証
明
に
当
た
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
者
に
よ
る
表
明
・
確
約
書
を
添
付

し
て
く
だ
さ
い
。

・
当
該
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
の
理
事
及
び
監
事
（
別
添
１
）

・
当
該
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
の
社
員
（
別
添
２
）

区
分

事
実
の
有
無

①
理
事
及
び
監
事
の
う
ち
に
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
の
有
無

イ
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
が
社
会
福
祉
連
携
推
進
認
定
を
取
り
消
さ
れ
た

場
合
に
お
い
て
、
そ
の
取
消
し
の
原
因
と
な
っ
た
事
実
が
あ
っ
た
日
以
前
１

年
内
に
当
該
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
の
業
務
を
行
う
理
事
で
あ
っ
た
者
で

そ
の
取
消
し
の
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い
も
の

有
・
無

ロ
社
会
福
祉
法
そ
の
他
社
会
福
祉
に
関
す
る
法
律
で
政
令
で
定
め
る
も
の
の

規
定
に
よ
り
罰
金
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
執

行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
っ
た
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い
者
（
ハ
に
該

当
す
る
者
を
除
く
。）

有
・
無

ハ
禁
錮
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
刑
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
刑
の
執

行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
っ
た
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い
者

有
・
無

ニ
暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行
為
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
第
２
条
第
６
号

に
規
定
す
る
暴
力
団
員
又
は
暴
力
団
員
で
な
く
な
っ
た
日
か
ら
５
年
を
経
過

し
な
い
者
（
以
下
「
暴
力
団
員
等
」
と
い
う
。）

有
・
無

②
社
会
福
祉
連
携
推
進
認
定
を
取
り
消
さ
れ
、
そ
の
取
消
し
の
日
か
ら
五
年
を
経

過
し
な
い
も
の

有
・
無

③
暴
力
団
員
等
が
そ
の
事
業
活
動
を
支
配
す
る
も
の

有
・
無

様
式
例
５
５
表
明
・
確
約
書

（
別
添
１
）
※
役
員
用

表
明
・
確
約
書

伊
勢
市
長
〇
○
○
○
様

所
属

〇
〇
〇
〇

職
名

○
○
○
〇

氏
名

○
○
○
〇

私
は
、
現
在
及
び
将
来
に
わ
た
っ
て
、
次
に
掲
げ
る
事
項
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
を
表

明
、
確
約
し
ま
す
。

（
１
）
暴
力
団
員

（
２
）
暴
力
団
員
で
な
く
な
っ
た
日
か
ら
５
年
を
経
過
し
な
い
者

令
和
〇
〇
年
〇
○
月
〇
○
日

氏
名

（
自
署
）

（
別
添
２
）
※
社
員
用

表
明
・
確
約
書

伊
勢
市
長
○
○
○
○
様

所
属

〇
〇
〇
〇

職
名

○
○
○
〇

氏
名

○
○
○
〇

当
法
人
は
、
現
在
及
び
将
来
に
わ
た
っ
て
、
次
に
掲
げ
る
事
項
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
を

表
明
、
確
約
し
ま
す
。

（
１
）
暴
力
団

（
２
）
暴
力
団
又
は
暴
力
団
員
と
社
会
的
に
非
難
さ
れ
る
べ
き
関
係
を
有
す
る
法
人

令
和
〇
〇
年
〇
○
月
〇
○
日

氏
名

（
自
署
）
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＜
様
式
例
５
６
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
定
款
例
に
つ
い
て
の
説
明
＞

１
．
定
款
例
に
つ
い
て

・
各
連
携
推
進
法
人
の
定
款
に
記
載
さ
れ
る
こ
と
が
一
般
的
に
多
い
と
思
わ
れ
る
事
項
に
つ
い
て
、
定
款
の

定
め
方
の
一
例
を
記
載
し
て
い
ま
す
。

・
各
連
携
推
進
法
人
の
定
款
の
記
載
内
容
に
つ
い
て
は
、
当
該
定
款
例
の
文
言
に
拘
束
さ
れ
る
も
の
で
は
あ

り
ま
せ
ん
が
、
定
款
に
お
い
て
定
め
る
こ
と
が
必
要
な
事
項
が
入
っ
て
い
る
か
、
そ
の
内
容
が
法
令
に
沿
っ

た
も
の
で
あ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

２
．
記
載
事
項
の
種
類

・
必
要
的
記
載
事
項
（
実
線
）
→
必
ず
定
款
に
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
で
あ
り
、
そ
の
一
つ
で
も

記
載
が
欠
け
る
と
、
定
款
の
効
力
が
生
じ
な
い
事
項
（
法
第
１
２
７
条
第
５

号
に
掲
げ
る
事
項
等
）

※
内
容
が
法
令
に
沿
っ
た
も
の
で
あ
れ
ば
よ
く
、
当
該
定
款
例
の
文
言
に

拘
束
さ
れ
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

・
相
対
的
記
載
事
項
（
点
線
）
→
必
要
的
記
載
事
項
と
異
な
り
、
記
載
が
な
く
て
も
定
款
の
効
力
に
影
響
は

な
い
が
、
法
令
上
、
定
款
の
定
め
が
な
け
れ
ば
そ
の
効
力
を
生
じ
な
い
事

項

・
任
意
的
記
載
事
項

→
法
令
に
違
反
し
な
い
範
囲
で
任
意
に
記
載
す
る
こ
と
が
で
き
る
事
項

３
．
社
員
総
会
及
び
理
事
会
に
お
け
る
決
議
事
項

理
事

会
社
員
総
会

決 議 事 項

・
社
員
総
会
の
日
時
及
び
場
所
並
び
に
議
題
・
議
案
等
の
決
定
（
一
般
社

団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
一
般
法
人
法
」
と
い
う
。）
第
３
８
条

第
２
項
）

・
代
表
理
事
及
び
業
務
執
行
理
事
の
選
定
及
び
解
職
（
理
事
長
：
一
般
法

人
法
第
９
０
条
第
２
項
第
３
号
、
業
務
執
行
理
事
：
一
般
法
人
法
第
９
１
条
第
１
項
第
２
号
）

・
重
要
な
財
産
の
処
分
及
び
譲
受
け
（
一
般
法
人
法
第
９
０
条
第
４
項
第
１
号
）

・
多
額
の
借
財
（
一
般
法
人
法
第
９
０
条
第
４
項
第
２
号
）

・
重
要
な
使
用
人
の
選
任
及
び
解
任
（
一
般
法
人
法
第
９
０
条
第
４
項
第
３
号
）

・
従
た
る
事
務
所
そ
の
他
の
重
要
な
組
織
の
設
置
、
変
更
及
び
廃
止

（
一
般
法
人
法
第
９
０
条
第
４
項
第
４
号
）

・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
（
法
令
遵
守
等
）
の
体
制
の
整
備
（
一
般
法
人
法
第

９
０
条
第
４
項
第
５
号
）
※
一
定
規
模
を
超
え
る
法
人
の
み

・
定
款
の
定
め
及
び
理
事
会
決
議
（
一
般
法
人
法
第
１
１
４
条
）
に
基

づ
く
役
員
等
の
責
任
の
一
部
免
除
（
一
般
法
人
法
第
９
０
条
第
４
項
第
６
号
）

・
競
業
及
び
利
益
相
反
取
引
（
一
般
法
人
法
第
第
９
２
条
第
１
項
）

・
補
償
契
約
の
内
容
の
決
定
（
一
般
法
人
法
第
１
１
８
条
の
２
第
１
項
）

・
役
員
等
の
た
め
に
締
結
さ
れ
る
保
険
契
約
の
内
容
の
決
定
（
一
般
法
人

法
第
１
１
８
条
の
３
第
１
項
）

・
計
算
書
類
及
び
事
業
報
告
等
の
承
認
（
法
第
１
２
４
条
第
３
項
）

・
貸
付
け
を
受
け
た
社
員
に
お
け
る
重
要
事
項
に
係
る
決
定
の
承
認

（
本
通
知
別
紙
１
の
６
（
４
））

・
そ
の
他
重
要
な
業
務
執
行
の
決
定

・
社
員
の
除
名
（
一
般
法
人
法
第
３
０
条
第
１
項
）
★

・
社
員
総
会
提
出
資
料
の
調
査
者
の
選
任
（
一
般
法
人
法
第
５
５
条
）

・
理
事
、
監
事
、
会
計
監
査
人
の
選
任
（
一
般
法
人
法
第
６
３
条
、
第
６
９
条
第

２
項
）

・
理
事
、
監
事
、
会
計
監
査
人
の
解
任
（
一
般
法
人
法
第
70
条
）
★

・
役
員
等
の
責
任
の
一
部
免
除
（
一
般
法
人
法
第
１
１
３
条
）
★

・
計
算
書
類
の
承
認
（
一
般
法
人
法
第
１
２
６
条
第
２
項
）

・
基
金
の
返
還
（
一
般
法
人
法
第
１
４
１
条
）

・
定
款
の
変
更
（
一
般
法
人
法
第
１
４
６
条
）
★

・
事
業
の
全
部
の
譲
渡
（
一
般
法
人
法
第
１
４
７
条
）
★

・
解
散
の
決
議
（
解
散
：
一
般
法
人
法
第
１
４
８
条
第
３
号
、
継
続
：
一
般
法
人
法
第
１
５

０
条
）
★

・
清
算
人
の
選
任
（
一
般
法
人
法
第
２
０
９
条
第
１
項
第
３
号
）

・
清
算
人
の
解
任
（
一
般
法
人
法
第
２
１
０
条
第
１
項
）

・
残
余
財
産
の
帰
属
先
の
決
定
（
一
般
法
人
法
第
２
３
９
条
第
２
項
）

・
役
員
報
酬
等
基
準
の
承
認
（
法
第
１
３
８
条
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
４
５
条
の
３

５
第
２
項
）

・
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
の
構
成
員
の
選
任
・
解
任
（
本
通
知
第
３

の
６
（
２
）
②
）

・
会
費
等
の
使
途
及
び
金
額
（
本
通
知
第
４
の
３
（
２
））

・
社
会
福
祉
連
携
推
進
方
針
の
策
定
（
本
通
知
第
５
の
３
（
１
））

・
社
会
福
祉
連
携
推
進
方
針
の
変
更
（
本
通
知
第
５
の
８
（
１
））

・
貸
付
け
に
係
る
合
意
内
容
の
承
認
（
本
通
知
別
紙
１
の
３
（
１
））

・
そ
の
他
定
款
で
定
め
た
事
項

★
：
一
般
法
人
法
第
４
９
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
、
社
員
の
総
議

決
権
の
３
分
の
２
（
こ
れ
を
上
回
る
割
合
を
定
款
で
定
め
た
場
合

に
あ
っ
て
は
、
そ
の
割
合
）
以
上
に
当
た
る
多
数
を
も
つ
て
決
議

を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項

様
式
例
５
６
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
定
款
例

社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
〇
〇
○
○
定
款

第
１
章

名
称
及
び
事
務
所

（
名
称
）

第
１
条
本
法
人
は
、
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
○
○
○
○
と
称
す
る
。

（
事
務
所
）

第
２
条
本
法
人
は
、
主
た
る
事
務
所
を
三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地
に
置
く
。

（
備
考
）

従
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
次
の
と
お
り
記
載
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

２
本
法
人
は
、
理
事
会
の
決
議
に
よ
っ
て
従
た
る
事
務
所
を
三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地
に
置
く
。

第
２
章

目
的
及
び
業
務

（
目
的
）

第
３
条
本
法
人
は
、
社
会
福
祉
連
携
推
進
方
針
に
基
づ
き
、
社
員
の
社
会
福
祉
に
係
る
業
務
の
連
携
を

推
進
し
、
並
び
に
地
域
に
お
け
る
良
質
か
つ
適
切
な
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
及
び
社
会
福
祉
法
人
の
経

営
基
盤
の
強
化
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（
社
会
福
祉
連
携
推
進
業
務
）

第
４
条
本
法
人
は
、
前
条
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
、
次
の
業
務
を
行
う
。

（
１
）
地
域
福
祉
の
推
進
に
係
る
取
組
を
社
員
が
共
同
し
て
行
う
た
め
の
支
援

（
２
）
災
害
が
発
生
し
た
場
合
に
お
け
る
社
員
が
提
供
す
る
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
の
安
全
を
社

員
が
共
同
し
て
確
保
す
る
た
め
の
支
援

（
３
）
社
員
が
経
営
す
る
社
会
福
祉
事
業
の
経
営
方
法
に
関
す
る
知
識
の
共
有
を
図
る
た
め
の
支
援

（
４
）
資
金
の
貸
付
け
を
通
じ
た
社
会
福
祉
事
業
に
係
る
業
務
を
行
う
の
に
必
要
な
資
金
を
調
達
す

る
た
め
の
支
援

（
５
）
社
員
が
経
営
す
る
社
会
福
祉
事
業
の
従
事
者
の
確
保
の
た
め
の
支
援
及
び
そ
の
資
質
の
向
上

を
図
る
た
め
の
研
修

（
６
）
社
員
が
経
営
す
る
社
会
福
祉
事
業
に
必
要
な
設
備
又
は
物
資
の
供
給

（
備
考
）

実
際
に
実
施
す
る
事
業
の
み
を
記
載
す
る
こ
と
。
ま
た
、
社
会
福
祉
連
携
推
進
方
針
に
記
載
し
た
よ
り
詳
細
な
事
業
内
容

を
記
載
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

（
そ
の
他
業
務
）

第
５
条
本
法
人
は
、
社
会
福
祉
連
携
推
進
方
針
に
沿
っ
た
連
携
を
推
進
す
る
た
め
、
前
条
に
掲
げ
る
業

務
の
ほ
か
、
○
○
に
関
す
る
業
務
を
行
う
。

（
備
考
）

そ
の
他
業
務
を
行
わ
な
い
場
合
は
、
記
載
不
要
で
あ
る
。

167



第
３
章

基
金

（
基
金
）

第
６
条
本
法
人
は
、
基
金
を
引
き
受
け
る
者
の
募
集
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
拠
出
さ
れ
た
基
金
は
、
基
金
の
拠
出
者
と
合
意
し
た
期
日
ま
で
返
還
し
な
い
。

３
基
金
の
返
還
の
手
続
に
つ
い
て
は
、
返
還
す
る
基
金
の
総
額
に
つ
い
て
定
時
社
員
総
会
の
決
議
を
経

る
も
の
と
す
る
ほ
か
、
基
金
の
返
還
を
行
う
場
所
及
び
方
法
そ
の
他
の
必
要
な
事
項
を
理
事
会
に
お
い

て
別
に
定
め
る
も
の
と
す
る
。

（
備
考
）

①
一
般
法
人
法
第
1
3
1
条
参
照
。
基
金
の
募
集
を
行
う
場
合
は
定
款
に
記
載
す
る
必
要
が
あ
る
。
た
だ
し
、
社
会
福
祉
法

人
で
あ
る
社
員
は
、
当
該
基
金
に
対
す
る
資
金
の
拠
出
が
で
き
な
い
。

②
基
金
の
返
還
に
つ
い
て
は
、
法
人
の
解
散
ま
で
と
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。
こ
の
場
合
、
第
２
項
及
び
第
3
項
を
次

の
と
お
り
と
す
る
こ
と
。

2
拠
出
さ
れ
た
基
金
は
、
本
法
人
が
解
散
す
る
ま
で
返
還
し
な
い
。

3
基
金
の
返
還
の
手
続
に
つ
い
て
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
第
2
3
6
条
の
規
定
に
従
い
、

基
金
の
返
還
を
行
う
場
所
及
び
方
法
そ
の
他
の
必
要
な
事
項
を
清
算
人
に
お
い
て
別
に
定
め
る
も
の
と
す
る
。

第
４
章

社
員

（
法
人
の
構
成
員
）

第
７
条
本
法
人
は
、
本
法
人
の
社
会
福
祉
連
携
推
進
方
針
に
賛
同
し
、
次
に
該
当
す
る
法
人
で
あ
っ
て
、

次
条
の
規
定
に
よ
り
、
本
法
人
の
社
員
と
な
っ
た
者
を
も
っ
て
構
成
す
る
。

（
１
）
本
法
人
の
社
会
福
祉
連
携
推
進
区
域
に
お
け
る
社
会
福
祉
法
人

（
２
）
本
法
人
の
社
会
福
祉
連
携
推
進
区
域
に
お
い
て
社
会
福
祉
事
業
を
経
営
す
る
法
人
（（
１
）
に

該
当
す
る
法
人
を
除
く
。）

（
３
）
本
法
人
の
社
会
福
祉
連
携
推
進
区
域
に
お
い
て
社
会
福
祉
を
目
的
と
す
る
事
業
（
社
会
福
祉

事
業
を
除
く
。）
を
経
営
す
る
法
人
（（
１
）
及
び
（
２
）
に
該
当
す
る
法
人
を
除
く
。）

（
４
）
本
法
人
の
社
会
福
祉
連
携
推
進
区
域
に
お
い
て
社
会
福
祉
事
業
等
従
事
者
の
養
成
機
関
を
経

営
す
る
法
人
（（
１
）
か
ら
（
３
）
ま
で
に
該
当
す
る
法
人
を
除
く
。）

（
社
員
の
資
格
の
取
得
）

第
８
条
本
法
人
の
社
員
に
な
ろ
う
と
す
る
者
は
、
理
事
会
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
申
込
み
を
し
、
そ

の
承
認
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
本
法
人
は
、
社
員
名
簿
を
備
え
置
き
、
社
員
の
変
更
が
あ
る
ご
と
に
必
要
な
変
更
を
加
え
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

（
備
考
）

第
１
項
に
つ
い
て
、
社
員
総
会
の
承
認
を
必
要
と
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

第
９
条
前
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
地
方
公
共
団
体
に
つ
い
て
は
社
員
と
し
な
い
。

（
経
費
の
負
担
）

第
１
０
条
本
法
人
の
事
業
活
動
に
経
常
的
に
生
じ
る
費
用
に
充
て
る
た
め
、
社
員
に
な
っ
た
時
及
び
毎

年
、
社
員
は
、
社
員
総
会
に
お
い
て
別
に
定
め
る
額
を
支
払
う
義
務
を
負
う
。

（
備
考
）

①
一
般
法
人
法
第
2
7
条
参
照
。
経
費
の
負
担
を
生
じ
さ
せ
る
場
合
は
定
款
に
記
載
が
必
要
で
あ
る
。

②
事
業
活
動
に
経
常
的
に
生
じ
る
費
用
」
と
は
、
本
法
人
の
本
部
運
営
に
当
た
っ
て
発
生
す
る
事
務
的
経
費
等
で
あ
り
、

社
会
福
祉
連
携
推
進
業
務
に
要
す
る
費
用
に
つ
い
て
は
、
業
務
委
託
費
等
に
よ
り
別
途
確
保
す
る
必
要
が
あ
る
。

（
貸
付
け
を
受
け
た
社
員
の
責
務
）

第
１
１
条
第
４
条
（
４
）
に
規
定
す
る
支
援
を
受
け
た
社
員
が
、
次
の
事
項
を
決
定
す
る
に
当
た
っ
て

は
、
あ
ら
か
じ
め
理
事
会
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
１
）
予
算
（
補
正
予
算
を
含
む
。）
の
決
定
又
は
変
更

（
２
）
決
算
の
決
定

（
３
）
借
入
金
（
当
該
会
計
年
度
内
の
収
入
を
も
っ
て
償
還
す
る
一
時
の
借
入
金
を
除
く
。）
の
借
入

れ

（
４
）
重
要
な
資
産
の
処
分

（
５
）
合
併

（
６
）
目
的
た
る
事
業
の
成
功
の
不
能
に
よ
る
解
散

（
備
考
）

第
４
条
（
４
）
に
規
定
す
る
業
務
を
行
う
場
合
は
、
本
規
定
を
必
ず
記
載
す
る
必
要
が
あ
る
。

（
任
意
退
社
）

第
１
２
条
社
員
は
、
社
員
総
会
に
お
い
て
別
に
定
め
る
退
社
届
を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
、
任
意
に
い

つ
で
も
退
社
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
備
考
）

①
一
般
法
人
法
第
2
8
条
参
照
。
退
社
に
当
た
っ
て
書
面
に
よ
る
意
思
表
示
を
求
め
る
な
ど
の
場
合
は
、
定
款
に
本
条
の
よ

う
な
記
載
が
必
要
で
あ
る
。

②
貸
付
業
務
を
行
う
場
合
は
、
第
２
項
と
し
て
、
次
の
規
定
を
追
加
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

２
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
本
法
人
か
ら
第
４
条
（
４
）
に
規
定
す
る
支
援
を
受
け
た
社
員
に
つ
い
て
は
、
社
員

総
会
に
お
い
て
社
員
全
員
の
同
意
を
得
な
け
れ
ば
、
退
社
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

（
除
名
）

第
１
３
条
社
員
が
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
当
該

社
員
を
除
名
す
る
こ
と
で
き
る
。

（
１
）
こ
の
定
款
そ
の
他
の
規
則
に
違
反
し
た
と
き
。

（
２
）
本
法
人
の
名
誉
を
傷
つ
け
、
又
は
目
的
に
反
す
る
行
為
を
し
た
と
き
。

（
３
）
そ
の
他
除
名
す
べ
き
正
当
な
事
由
が
あ
る
と
き
。

（
備
考
）

一
般
法
人
法
第
3
0
条
、
第
4
9
条
第
２
項
参
照
。

（
社
員
資
格
の
喪
失
）

第
１
４
条
前
２
条
の
場
合
の
ほ
か
、
社
員
は
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
そ
の

資
格
を
喪
失
す
る
。

（
１
）
第
１
０
条
の
支
払
義
務
を
２
年
以
上
履
行
し
な
か
っ
た
と
き
。

（
２
）
総
社
員
が
同
意
し
た
と
き
。

（
３
）
当
該
社
員
に
係
る
法
人
が
解
散
し
た
と
き
。
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第
５
章

社
員
総
会

（
構
成
）

第
１
５
条
社
員
総
会
は
、
全
て
の
社
員
を
も
っ
て
構
成
す
る
。

（
権
限
）

第
１
６
条
社
員
総
会
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
決
議
す
る
。

（
１
）
社
員
の
除
名

（
２
）
理
事
及
び
監
事
並
び
に
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
の
構
成
員
の
選
任
又
は
解
任

（
３
）
理
事
及
び
監
事
の
報
酬
等
の
額

（
４
）
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
の
承
認

（
５
）
定
款
の
変
更

（
６
）
解
散
及
び
残
余
財
産
の
処
分

（
７
）
基
本
財
産
の
処
分
又
は
担
保
に
供
す
る
こ
と
に
係
る
承
認

（
８
）
会
費
等
の
使
途
及
び
金
額

（
９
）
社
会
福
祉
連
携
推
進
方
針
の
変
更

（
10
）
貸
付
け
に
係
る
合
意
内
容
の
承
認

（
11
）
そ
の
他
社
員
総
会
で
決
議
す
る
も
の
と
し
て
法
令
又
は
こ
の
定
款
で
定
め
ら
れ
た
事
項

（
備
考
）

会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
第
２
号
を
次
の
よ
う
に
記
載
す
る
。

（
２
）
理
事
及
び
監
事
、
会
計
監
査
人
並
び
に
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
の
構
成
員
の
選
任
又
は
解
任

（
開
催
）

第
１
７
条
社
員
総
会
は
、
定
時
社
員
総
会
と
し
て
毎
年
度
○
月
に
１
回
開
催
す
る
ほ
か
、
必
要
が
あ
る

場
合
に
開
催
す
る
。

（
備
考
）

一
般
法
人
法
第
3
6
条
第
１
項
参
照
。
定
時
社
員
総
会
は
、
の
規
定
に
よ
り
、
毎
会
計
年
度
終
了
後
一
定
の
時
期
に
招
集

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め
、
開
催
時
期
を
定
め
て
お
く
こ
と
が
望
ま
し
い
。
他
方
、
臨
時
社
員
総
会
は
、
い
つ
で
も
招
集

す
る
こ
と
が
で
き
る
。（
一
般
法
人
法
第
3
6
条
第
２
項
）

（
招
集
）

第
１
８
条
社
員
総
会
は
、
法
令
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
理
事
会
の
決
議
に
基
づ
き
代
表

理
事
が
招
集
す
る
。

２
総
社
員
の
議
決
権
の
１
０
分
の
１
以
上
の
議
決
権
を
有
す
る
社
員
は
、
代
表
理
事
に
対
し
、
社
員
総

会
の
目
的
で
あ
る
事
項
及
び
招
集
の
理
由
を
示
し
て
、
社
員
総
会
の
招
集
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
備
考
）

①
一
般
法
人
法
第
３
６
条
か
ら
第
３
８
条
ま
で
参
照
。

②
第
２
項
に
い
う
「
総
社
員
の
議
決
権
の
１
０
分
の
１
以
上
の
議
決
権
を
有
す
る
社
員
」
は
、
単
独
の
社
員
の
み
な
ら
ず
、

複
数
の
社
員
で
も
可
能
で
あ
る
。
ま
た
、「
１
０
分
の
１
」
は
５
分
の
１
以
下
の
割
合
と
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

（
議
長
）

第
１
９
条
社
員
総
会
の
議
長
は
、
当
該
社
員
総
会
に
お
い
て
社
員
の
中
か
ら
選
出
す
る
。

（
備
考
）

一
般
法
人
法
第
５
４
条
参
照
。「
社
員
総
会
の
議
長
は
、
代
表
理
事
が
こ
れ
に
当
た
る
。」
と
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

（
議
決
権
）

第
２
０
条
社
員
総
会
に
お
け
る
議
決
権
は
、
社
員
１
名
に
つ
き
１
個
と
す
る
。

（
備
考
）

議
決
権
の
数
に
つ
い
て
、
定
款
で
別
段
の
定
め
を
す
る
場
合
は
、「
社
員
○
○
に
つ
き
○
個
、
社
員
○
○
に
つ
き
○
個
と
す

る
。」
な
ど
の
記
載
と
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

な
お
、
こ
の
場
合
、
次
の
い
ず
れ
も
満
た
し
て
い
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

①
社
会
福
祉
連
携
推
進
目
的
に
照
ら
し
、
不
当
に
差
別
的
な
取
扱
い
を
し
な
い
こ
と
。

②
社
員
が
連
携
推
進
法
人
に
対
し
て
提
供
し
た
金
銭
そ
の
他
の
財
産
の
価
額
に
応
じ
て
異
な
る
取
扱
い
を
し
な
い
こ
と
。

③
１
の
社
員
に
対
し
、
総
社
員
の
議
決
権
の
過
半
数
を
配
分
し
な
い
こ
と
。
ま
た
、
併
せ
て
第
１
項
の
次
に
次
の
１
項

を
加
え
る
。

２
総
社
員
の
議
決
権
の
過
半
数
は
、
社
員
で
あ
る
社
会
福
祉
法
人
が
保
有
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
決
議
）

第
２
１
条
社
員
総
会
の
決
議
は
、
総
社
員
の
議
決
権
の
過
半
数
を
有
す
る
社
員
が
出
席
し
、
出
席
し
た

当
該
社
員
の
議
決
権
の
過
半
数
を
も
っ
て
行
う
。

２
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
決
議
は
、
総
社
員
の
半
数
以
上
で
あ
っ
て
、
総
社
員
の
議
決
権

の
３
分
の
２
以
上
に
当
た
る
多
数
を
も
っ
て
行
う
。

（
１
）
社
員
の
除
名

（
２
）
監
事
の
解
任

（
３
）
定
款
の
変
更

（
４
）
そ
の
他
法
令
で
定
め
ら
れ
た
事
項

（
備
考
）

①
一
般
法
人
法
第
４
９
条
参
照
。

②
第
２
項
に
い
う
「
総
社
員
の
議
決
権
の
３
分
の
２
以
上
」
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
が
、
定
款
に
よ
り
こ
れ
を
上
回
る
割

合
を
定
め
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

（
議
事
録
）

第
２
２
条
社
員
総
会
の
議
事
に
つ
い
て
は
、
法
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
議
事
録
を
作
成
す
る
。

（
備
考
）

①
一
般
法
人
法
第
５
７
条
参
照
。

②
こ
の
ほ
か
、
一
般
法
人
法
第
５
０
条
（
議
決
権
の
代
理
行
使
）、
第
５
１
条
（
書
面
に
よ
る
議
決
権
の
行
使
）、
第
５
２

条
（
電
磁
的
方
法
に
よ
る
議
決
権
の
行
使
）、
第
５
８
条
（
社
員
総
会
の
決
議
の
省
略
）、
第
５
９
条
（
社
員
総
会
へ
の
報

告
の
省
略
）
等
が
定
め
ら
れ
て
お
り
、
そ
れ
ら
の
手
続
に
つ
い
て
定
款
に
規
定
し
て
お
く
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

第
６
章

役
員

（
役
員
〈
及
び
会
計
監
査
人
〉
の
設
置
）

第
２
３
条
本
法
人
に
、
次
の
役
員
を
置
く
。

（
１
）
理
事
○
名
以
上
○
名
以
内

（
２
）
監
事
○
名
以
内

２
理
事
の
う
ち
１
名
を
代
表
理
事
と
す
る
。

３
代
表
理
事
以
外
の
理
事
の
う
ち
、
○
名
を
業
務
執
行
理
事
と
す
る
。

（
備
考
）

①
理
事
は
６
名
以
上
、
監
事
は
２
名
以
上
と
す
る
こ
と
。
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②
理
事
及
び
監
事
の
定
数
は
確
定
数
と
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

③
業
務
執
行
理
事
に
つ
い
て
は
、「
代
表
理
事
以
外
の
理
事
の
う
ち
、
○
名
を
業
務
執
行
理
事
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。」

と
定
め
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

④
会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
第
３
項
の
次
に
次
の
１
項
を
加
え
る
。

４
本
法
人
に
会
計
監
査
人
を
置
く
。

⑤
代
表
理
事
を
理
事
長
と
す
る
な
ど
、
一
般
法
人
法
と
は
異
な
る
呼
称
と
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
が
、
法
令
上
の
名
称

と
、
定
款
上
の
名
称
が
ど
の
よ
う
な
関
係
に
あ
る
の
か
を
明
確
に
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
の
場
合
、
次
の
よ
う
な
記
載
と

す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

２
理
事
の
う
ち
１
名
を
会
長
、
○
名
を
常
務
理
事
と
す
る
。

３
前
項
の
会
長
を
も
っ
て
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
に
規
定
す
る
代
表
理
事
と
し
、
常
務

理
事
を
も
っ
て
同
法
に
規
定
す
る
業
務
執
行
理
事
と
す
る
。

（
役
員
の
選
任
）

第
２
４
条
理
事
及
び
監
事
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
選
任
す
る
。

２
理
事
及
び
監
事
は
、
次
に
掲
げ
る
者
が
含
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
１
）
理
事
に
あ
っ
て
は
、
社
会
福
祉
連
携
推
進
業
務
に
識
見
を
有
す
る
者
又
は
社
会
福
祉
連
携
推

進
区
域
に
お
け
る
福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
実
情
に
通
じ
て
い
る
者

（
２
）
監
事
に
あ
っ
て
は
、
財
務
管
理
に
識
見
を
有
す
る
者

３
理
事
及
び
監
事
の
選
任
に
当
た
っ
て
、
そ
れ
に
含
ま
れ
る
各
役
員
の
親
族
等
の
特
殊
の
関
係
が
あ
る

者
の
数
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（
１
）
各
理
事
に
つ
い
て
、
親
族
等
の
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
が
３
人
を
超
え
て
含
ま
れ
ず
、
当
該

理
事
並
び
に
親
族
等
の
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
が
理
事
の
総
数
の
３
分
の
１
超
え
て
含
ま
れ
て
い

な
い
こ
と
。

（
２
）
監
事
の
う
ち
に
、
各
役
員
の
親
族
等
の
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
が
含
ま
れ
て
い
な
い
こ
と
。

４
代
表
理
事
及
び
業
務
執
行
理
事
は
、
理
事
会
の
決
議
に
よ
っ
て
理
事
の
中
か
ら
選
任
す
る
。

（
備
考
）

①
会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
第
２
４
条
の
見
出
し
を
「（
役
員
及
び
会
計
監
査
人
の
選
任
）」
と
す
る
こ
と
。
ま
た
、

第
２
４
条
第
１
項
を
次
の
よ
う
に
記
載
す
る
こ
と
。

第
２
４
条
理
事
及
び
監
事
並
び
に
会
計
監
査
人
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
選
任
す
る
。

②
「
親
族
等
の
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
」
と
は
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

（
１
）
配
偶
者

（
２
）
三
親
等
以
内
の
親
族

（
３
）
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者

（
４
）
使
用
人

（
５
）
当
該
役
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

（
６
）
（
４
）
及
び
（
５
）
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

（
７
）
（
３
）
か
ら
（
５
）
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
三
親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
、
こ
れ
ら
の
者
と
生
計
を
一
に
す

る
も
の

（
理
事
の
職
務
及
び
権
限
）

第
２
５
条
理
事
は
、
理
事
会
を
構
成
し
、
法
令
及
び
こ
の
定
款
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
職
務
を
執

行
す
る
。

２
代
表
理
事
は
、
法
令
及
び
こ
の
定
款
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
本
法
人
を
代
表
し
、
そ
の
業
務
を

執
行
し
、
業
務
執
行
理
事
は
、
理
事
会
に
お
い
て
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
本
法
人
の
業
務
を
分

担
執
行
す
る
。

３
代
表
理
事
及
び
業
務
執
行
理
事
は
、
毎
会
計
年
度
に
３
箇
月
に
１
回
以
上
、
自
己
の
職
務
の
執
行
の

状
況
を
理
事
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
備
考
）

①
一
般
法
人
法
第
９
１
条
参
照
。

②
代
表
理
事
及
び
業
務
執
行
理
事
が
自
己
の
職
務
の
執
行
の
状
況
を
理
事
会
に
報
告
す
る
頻
度
に
つ
い
て
は
、
第
３
項
に

つ
い
て
、
毎
会
計
年
度
に
４
月
を
超
え
る
間
隔
で
２
回
以
上
と
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

な
お
、
こ
の
報
告
は
現
実
に
開
催
さ
れ
た
理
事
会
に
お
い
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
報
告
の
省
略
を
す
る
こ
と
は
で

き
な
い
。（
一
般
法
人
法
第
９
８
条
第
２
項
）

（
監
事
の
職
務
及
び
権
限
）

第
２
６
条
監
事
は
、
理
事
の
職
務
の
執
行
を
監
査
し
、
法
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
監
査
報
告
を

作
成
す
る
。

２
監
事
は
、
い
つ
で
も
、
理
事
及
び
使
用
人
に
対
し
て
事
業
の
報
告
を
求
め
、
本
法
人
の
業
務
及
び
財

産
の
状
況
の
調
査
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
備
考
）

①
会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
次
の
条
を
追
加
す
る
こ
と
。

（
会
計
監
査
人
の
職
務
及
び
権
限
）

第
〇
条
会
計
監
査
人
は
、
法
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
本
法
人
の
計
算
書
類
（
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
）

並
び
に
そ
の
附
属
明
細
書
及
び
財
産
目
録
を
監
査
し
、
会
計
監
査
報
告
を
作
成
す
る
。

２
会
計
監
査
人
は
、
そ
の
職
務
を
適
切
に
遂
行
す
る
た
め
、
次
に
掲
げ
る
者
と
の
意
思
疎
通
を
図
り
、
情
報
の
収
集
及

び
監
査
の
環
境
の
整
備
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
１
）
本
法
人
の
理
事
及
び
職
員

（
２
）
そ
の
他
会
計
監
査
人
が
適
切
に
職
務
を
遂
行
す
る
に
当
た
り
意
思
疎
通
を
図
る
べ
き
者

３
会
計
監
査
人
は
、
い
つ
で
も
、
次
に
掲
げ
る
も
の
の
閲
覧
及
び
謄
写
を
し
、
又
は
理
事
及
び
職
員
に
対
し
、
会
計
に

関
す
る
報
告
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
１
）
会
計
帳
簿
又
は
こ
れ
に
関
す
る
資
料
が
書
面
を
も
っ
て
作
成
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
書
面

（
２
）
会
計
帳
簿
又
は
こ
れ
に
関
す
る
資
料
が
電
磁
的
記
録
を
も
っ
て
作
成
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
電
磁
的
記

録
に
記
録
さ
れ
た
事
項
を
法
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
表
示
し
た
も
の
。

②
一
般
法
人
法
第
９
９
条
第
１
項
及
び
第
２
項
参
照
。

（
役
員
の
任
期
）

第
２
７
条
理
事
又
は
監
事
の
任
期
は
、
選
任
後
２
年
以
内
に
終
了
す
る
会
計
年
度
の
う
ち
最
終
の
も
の

に
関
す
る
定
時
社
員
総
会
の
終
結
の
時
ま
で
と
す
る
。
た
だ
し
、
再
任
を
妨
げ
な
い
。

２
理
事
又
は
監
事
は
、
第
２
３
条
に
定
め
る
定
数
に
足
り
な
く
な
る
と
き
は
、
任
期
の
満
了
又
は
辞
任

に
よ
り
退
任
し
た
後
も
、
新
た
に
選
任
さ
れ
た
者
が
就
任
す
る
ま
で
、
な
お
、
理
事
又
は
監
事
と
し
て

の
権
利
義
務
を
有
す
る
。

（
備
考
）

①
会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
第
２
７
条
の
見
出
し
を
「（
役
員
及
び
会
計
監
査
人
の
任
期
）」
と
す
る
こ
と
。
ま
た
、

第
２
項
の
次
に
次
の
１
項
を
加
え
る
こ
と
。

３
会
計
監
査
人
の
任
期
は
、
選
任
後
１
年
以
内
に
終
了
す
る
会
計
年
度
の
う
ち
最
終
の
も
の
に
関
す
る
定
時
社
員
総
会

の
終
結
の
時
ま
で
と
す
る
。
た
だ
し
、
そ
の
定
時
社
員
総
会
に
お
い
て
別
段
の
決
議
が
さ
れ
な
か
っ
た
と
き
は
、
再
任

さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。

②
一
般
法
人
法
第
６
６
条
参
照
。
理
事
の
任
期
は
、
定
款
の
定
め
に
よ
り
短
縮
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。

③
一
般
法
人
法
第
６
７
条
第
2
項
に
基
づ
き
、
補
欠
理
事
又
は
監
事
の
任
期
を
退
任
し
た
理
事
又
は
監
事
の
任
期
満
了
時

と
す
る
場
合
は
、
第
１
項
の
次
に
次
の
１
項
を
加
え
る
こ
と
。
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２
補
欠
と
し
て
選
任
さ
れ
た
役
員
の
任
期
は
、
前
任
者
の
任
期
の
満
了
す
る
時
ま
で
と
す
る
。

（
役
員
の
解
任
）

第
２
８
条
役
員
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
解
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
備
考
）

①
会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
第
２
８
条
の
見
出
し
を
「（
役
員
及
び
会
計
監
査
人
の
解
任
）」
と
す
る
こ
と
。
ま
た
、

第
２
８
条
第
１
項
を
次
の
よ
う
に
記
載
し
、
第
１
項
の
次
に
次
の
１
項
を
加
え
る
こ
と
。

第
２
８
条
役
員
及
び
会
計
監
査
人
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
解
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
監
事
は
、
会
計
監
査
人
が
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
監
事
全
員
の
同
意
に
よ
り
、
会
計
監

査
人
を
解
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
、
監
事
は
、
解
任
し
た
旨
及
び
解
任
の
理
由
を
、
解
任
後
最
初
に
招

集
さ
れ
る
評
議
員
会
に
報
告
す
る
も
の
と
す
る
。

（
１
）
職
務
上
の
義
務
に
違
反
し
、
又
は
職
務
を
怠
っ
た
と
き
。

（
２
）
会
計
監
査
人
と
し
て
ふ
さ
わ
し
く
な
い
非
行
が
あ
っ
た
と
き
。

（
３
）
心
身
の
故
障
の
た
め
、
職
務
の
執
行
に
支
障
が
あ
り
、
又
は
こ
れ
に
堪
え
な
い
と
き
。

②
一
般
法
人
法
第
７
０
条
第
１
項
参
照
。

③
監
事
を
解
任
す
る
場
合
は
特
別
決
議
が
必
要
。（
一
般
法
人
法
第
４
９
条
第
２
項
）

④
第
２
項
は
、
一
般
法
人
法
第
７
１
条
参
照
。

（
役
員
の
報
酬
等
）

第
２
９
条
理
事
及
び
監
事
に
対
し
て
、
社
員
総
会
に
お
い
て
定
め
る
総
額
の
範
囲
内
で
、
社
員
総
会
に

お
い
て
別
に
定
め
る
報
酬
等
の
支
給
の
基
準
に
従
っ
て
算
定
し
た
額
を
報
酬
等
と
し
て
支
給
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

（
備
考
）

①
会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
第
２
９
条
の
見
出
し
を
「（
役
員
及
び
会
計
監
査
人
の
報
酬
等
）」
と
す
る
こ
と
。
ま
た
、

第
１
項
の
次
に
次
の
１
項
を
加
え
る
こ
と
。

２
会
計
監
査
人
に
対
す
る
報
酬
等
は
、
監
事
の
過
半
数
の
同
意
を
得
て
、
理
事
会
に
お
い
て
定
め
る
。

②
第
１
項
の
よ
う
に
、
理
事
及
び
監
事
の
報
酬
等
の
額
に
つ
い
て
定
款
に
定
め
な
い
と
き
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
っ

て
定
め
る
必
要
が
あ
る
。

③
費
用
弁
償
分
に
つ
い
て
は
報
酬
等
に
含
ま
れ
な
い
。

第
７
七
章

理
事
会

（
構
成
）

第
３
０
条
本
法
人
に
理
事
会
を
置
く
。

２
理
事
会
は
、
全
て
の
理
事
を
も
っ
て
構
成
す
る
。

（
権
限
）

第
３
１
条
理
事
会
は
、
次
の
職
務
を
行
う
。

（
１
）
本
法
人
の
業
務
執
行
の
決
定

（
２
）
理
事
の
職
務
の
執
行
の
監
督

（
３
）
代
表
理
事
の
選
定
及
び
解
職

（
備
考
）

①
会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
第
１
項
の
次
に
次
の
１
項
を
加
え
る
。

２
前
項
に
掲
げ
る
職
務
の
ほ
か
、
理
事
の
職
務
の
執
行
が
法
令
及
び
定
款
に
適
合
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
体

制
そ
の
他
業
務
の
適
正
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
体
制
の
整
備
に
関
す
る
事
項
は
、
理
事
会
に
お
い
て
定
め
る
。

②
第
２
項
に
規
定
す
る
「
理
事
の
職
務
の
執
行
が
法
令
及
び
定
款
に
適
合
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
そ
の
他
業

務
の
適
正
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
体
制
の
整
備
に
関
す
る
事
項
」
と
は
次
の
事
項
を
い
う
。

（
１
）
理
事
の
職
務
の
執
行
に
係
る
情
報
の
保
存
及
び
管
理
に
関
す
る
体
制

（
２
）
損
失
の
危
険
の
管
理
に
関
す
る
規
程
そ
の
他
の
体
制

（
３
）
理
事
の
職
務
の
執
行
が
効
率
的
に
行
わ
れ
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制

（
４
）
職
員
の
職
務
の
執
行
が
法
令
及
び
定
款
に
適
合
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制

（
５
）
監
事
が
そ
の
職
務
を
補
助
す
べ
き
職
員
を
置
く
こ
と
を
求
め
た
場
合
に
お
け
る
当
該
職
員
に
関
す
る
事
項

（
６
）
前
号
の
職
員
の
理
事
か
ら
の
独
立
性
に
関
す
る
事
項

（
７
）
監
事
の
第
五
号
の
職
員
に
対
す
る
指
示
の
実
効
性
の
確
保
に
関
す
る
事
項

（
８
）
理
事
及
び
職
員
が
監
事
に
報
告
を
す
る
た
め
の
体
制
そ
の
他
の
監
事
へ
の
報
告
に
関
す
る
体
制

（
９
）
前
号
の
報
告
を
し
た
者
が
当
該
報
告
を
し
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
不
利
な
取
扱
い
を
受
け
な
い
こ
と
を
確
保
す

る
た
め
の
体
制

（
1
0
）
監
事
の
職
務
の
執
行
に
つ
い
て
生
ず
る
費
用
の
前
払
又
は
償
還
の
手
続
そ
の
他
の
当
該
職
務
の
執
行
に
つ
い
て

生
ず
る
費
用
又
は
債
務
の
処
理
に
係
る
方
針
に
関
す
る
事
項

（
1
1
）
そ
の
他
監
事
の
監
査
が
実
効
的
に
行
わ
れ
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制

第
３
２
条
代
表
理
事
の
選
定
及
び
解
職
は
、
認
定
所
轄
庁
の
認
可
を
も
っ
て
、
そ
の
効
力
を
生
じ
る
。

（
招
集
）

第
３
３
条
理
事
会
は
代
表
理
事
が
招
集
す
る
。

２
代
表
理
事
が
欠
け
た
と
き
又
は
代
表
理
事
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
各
理
事
が
理
事
会
を
招
集
す
る
。

（
備
考
）

一
般
法
人
法
第
９
３
条
第
１
項
参
照
。
原
則
と
し
て
、
各
理
事
が
理
事
会
を
招
集
す
る
が
、
理
事
会
を
招
集
す
る
理
事
を

定
款
又
は
理
事
会
で
定
め
る
こ
と
も
可
能
。

（
決
議
）

第
３
４
条
理
事
会
の
決
議
は
、
決
議
に
つ
い
て
特
別
の
利
害
関
係
を
有
す
る
理
事
を
除
く
理
事
の
過
半

数
が
出
席
し
、
そ
の
過
半
数
を
も
っ
て
行
う
。

２
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
第
96
条
の
要
件

を
満
た
し
た
と
き
は
、
理
事
会
の
決
議
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
す
。

（
備
考
）

①
一
般
法
人
法
第
9
5
条
第
１
項
参
照
。
第
1
項
に
つ
い
て
は
、
過
半
数
に
代
え
て
、
こ
れ
を
上
回
る
割
合
を
定
款
で
定

め
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

②
特
別
の
利
害
を
有
す
る
理
事
が
議
決
に
加
わ
る
こ
と
は
で
き
な
い
。（
一
般
法
人
法
第
９
５
条
第
２
項
）

③
理
事
会
に
つ
い
て
は
、
代
理
人
に
よ
る
議
決
権
の
行
使
、
書
面
に
よ
る
議
決
権
の
行
使
は
認
め
ら
れ
な
い
。

④
可
否
同
数
の
場
合
に
、
議
長
に
２
票
を
与
え
る
よ
う
な
定
款
の
定
め
は
不
可
。

⑤
第
２
項
で
は
、
理
事
が
理
事
会
の
決
議
の
目
的
で
あ
る
事
項
に
つ
い
て
提
案
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
提
案
に
つ

き
理
事
（
当
該
事
項
に
つ
い
て
議
決
に
加
わ
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
に
限
る
。）
の
全
員
が
書
面
又
は
電
磁
的
記
録
に
よ
り

同
意
の
意
思
表
示
を
し
た
と
き
（
監
事
が
当
該
提
案
に
つ
い
て
異
議
を
述
べ
た
と
き
を
除
く
。）
は
、
当
該
提
案
を
可
決
す

る
旨
の
理
事
会
の
決
議
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
す
旨
を
定
款
に
定
め
る
こ
と
も
で
き
る
。（
一
般
法
人
法
第
９
６
条
）

な
お
、
本
項
を
定
款
に
定
め
な
い
場
合
、
同
条
に
基
づ
く
決
議
の
省
略
を
行
う
こ
と
は
で
き
な
い
の
で
留
意
の
こ
と
。

（
議
事
録
）

第
３
５
条
理
事
会
の
議
事
に
つ
い
て
は
、
法
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
議
事
録
を
作
成
す
る
。
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２
出
席
し
た
理
事
及
び
監
事
は
、
前
項
の
議
事
録
に
記
名
押
印
す
る
。

（
備
考
）

定
款
で
、
記
名
押
印
す
る
者
を
、
当
該
理
事
会
に
出
席
し
た
代
表
理
事
及
び
監
事
と
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。（
一
般
法

人
法
第
９
５
条
第
３
項
）

第
８
章

社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会

（
構
成
）

第
３
６
条
本
法
人
に
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
を
置
く
。

２
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
は
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
立
場
に
あ
る
者
、
社
会
福
祉
に
関
す
る

団
体
、
学
識
経
験
を
有
す
る
者
そ
の
他
の
関
係
者
を
も
っ
て
構
成
す
る
。

３
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
の
定
員
は
、
○
人
以
内
と
す
る
。

４
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
の
構
成
員
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
、
第
２
項
に
掲
げ
る
者
の

中
か
ら
選
任
し
、
ま
た
は
解
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
備
考
）

①
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
の
定
員
は
３
人
以
上
と
す
る
こ
と
。

②
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
の
構
成
員
は
、
当
該
法
人
が
行
う
業
務
の
内
容
に
応
じ
、
例
え
ば
、
次
の
よ
う
な
者
か
ら

構
成
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

（
１
）
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
団
体
か
ら
推
薦
を
受
け
る
者

（
２
）
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
経
営
者
団
体
か
ら
推
薦
を
受
け
る
者

（
３
）
学
識
有
識
者

（
４
）
介
護
福
祉
士
・
社
会
福
祉
士
等
の
職
能
団
体
か
ら
推
薦
を
受
け
る
者

（
５
）
社
会
福
祉
協
議
会
か
ら
推
薦
を
受
け
る
者

（
６
）
共
同
募
金
会
か
ら
推
薦
を
受
け
る
者

（
７
）
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
か
ら
推
薦
を
受
け
る
者

（
８
）
自
治
会
か
ら
推
薦
を
受
け
る
者

（
9
）
民
生
委
員
・
児
童
委
員

（
1
0
）
福
祉
人
材
の
養
成
機
関
か
ら
推
薦
を
受
け
る
者

（
1
1
）
就
労
支
援
機
関
か
ら
推
薦
を
受
け
る
者

（
1
2
）
商
工
会
議
所
か
ら
推
薦
を
受
け
る
者

（
1
3
）
地
方
公
共
団
体
か
ら
推
薦
を
受
け
る
者

（
1
4
）
そ
の
他
地
域
福
祉
に
関
し
て
中
立
公
正
な
立
場
か
ら
意
見
を
述
べ
ら
れ
る
団
体
か
ら
推
薦
を
受
け
る
者
又
は
個
人

（
権
限
）

第
３
７
条
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
は
、
本
法
人
に
対
し
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
社
員
総
会
及
び

理
事
会
に
お
い
て
必
要
な
意
見
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
１
）
第
１
１
条
の
承
認
の
適
否

（
２
）
事
業
計
画
の
内
容

（
３
）
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
の
定
数
の
変
更

（
４
）
構
成
員
の
過
半
数
の
賛
成
に
よ
り
、
意
見
を
述
べ
る
必
要
が
あ
る
と
さ
れ
た
事
項

（
５
）
代
表
理
事
か
ら
求
め
が
あ
っ
た
事
項

２
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
は
、
社
会
福
祉
連
携
推
進
方
針
に
照
ら
し
、
本
法
人
の
業
務
の
実
施
の

状
況
に
つ
い
て
評
価
を
行
い
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
社
員
総
会
及
び
理
事
会
に
お
い
て
意

見
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
本
法
人
は
、
前
項
の
意
見
を
尊
重
す
る
も
の
と
す
る
。

（
開
催
）

第
３
８
条
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
は
、
毎
年
度
○
月
に
１
回
開
催
す
る
ほ
か
、
必
要
が
あ
る
場
合

に
開
催
す
る
。

（
招
集
）

第
３
９
条
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
は
、
理
事
会
の
決
議
に
基
づ
き
代
表
理
事
が
招
集
す
る
。

２
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
の
構
成
員
は
、
代
表
理
事
に
対
し
、
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
の
目

的
で
あ
る
事
項
及
び
招
集
の
理
由
を
示
し
て
、
社
会
福
祉
連
携
推
進
評
議
会
の
招
集
を
請
求
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

第
９
章

資
産
及
び
会
計

第
４
０
条
本
法
人
の
資
産
は
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（
１
）
設
立
当
時
の
財
産

（
２
）
設
立
後
寄
附
さ
れ
た
金
品

（
３
）
事
業
に
伴
う
収
入

（
４
）
そ
の
他
の
収
入

２
本
法
人
の
設
立
当
時
の
財
産
目
録
は
、
主
た
る
事
務
所
に
お
い
て
備
え
置
く
も
の
と
す
る
。

第
４
１
条
本
法
人
の
資
産
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
財
産
を
基
本
財
産
と
す
る
。

（
１
）・
・
・

（
２
）・
・
・

（
３
）・
・
・

２
基
本
財
産
は
処
分
し
、
又
は
担
保
に
供
し
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
特
別
の
理
由
の
あ
る
場
合
に

は
、
理
事
会
及
び
社
員
総
会
の
承
認
を
得
て
、
処
分
し
、
又
は
担
保
に
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
備
考
）

基
本
財
産
を
定
め
な
い
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

（
資
産
の
管
理
）

第
４
２
条
本
法
人
の
資
産
は
、
理
事
会
の
定
め
る
方
法
に
よ
り
、
代
表
理
事
が
管
理
す
る
。

２
資
産
の
う
ち
現
金
は
、
確
実
な
金
融
機
関
に
預
け
入
れ
、
確
実
な
信
託
会
社
に
信
託
し
、
又
は
確
実

な
有
価
証
券
に
換
え
て
、
保
管
す
る
。

（
備
考
）

基
本
財
産
以
外
の
資
産
に
お
い
て
、
株
式
投
資
又
は
株
式
を
含
む
投
資
信
託
等
に
よ
る
管
理
運
用
を
行
う
場
合
に
は
、
第

２
項
の
次
に
次
の
１
項
を
加
え
る
。

３
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
基
本
財
産
以
外
の
資
産
の
う
ち
の
現
金
に
つ
い
て
は
、
理
事
会
の
議
決
を
経
て
、
株
式

に
換
え
て
保
管
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
事
業
計
画
及
び
収
支
予
算
）

第
４
３
条
本
法
人
の
事
業
計
画
書
、
収
支
予
算
書
に
つ
い
て
は
、
毎
会
計
年
度
の
開
始
の
日
の
前
日
ま

で
に
、
代
表
理
事
が
作
成
し
、
理
事
会
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
を
変
更
す
る
場
合

も
、
同
様
と
す
る
。

２
前
項
の
書
類
に
つ
い
て
は
、
主
た
る
事
務
所
に
、
当
該
会
計
年
度
が
終
了
す
る
ま
で
の
間
備
え
置
き
、
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一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
。

（
備
考
）

①
社
員
総
会
の
承
認
を
受
け
る
こ
と
と
す
る
場
合
は
、
第
１
項
を
次
の
よ
う
に
記
載
す
る
。

第
４
３
条
本
法
人
の
事
業
計
画
書
、
収
支
予
算
書
に
つ
い
て
は
、
毎
会
計
年
度
の
開
始
の
日
の
前
日
ま
で
に
、
代
表

理
事
が
作
成
し
、
理
事
会
の
決
議
を
経
て
、
社
員
総
会
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
を
変
更
す
る
場

合
も
、
同
様
と
す
る
。

②
書
類
の
備
え
置
き
及
び
閲
覧
に
つ
い
て
、
法
務
局
に
従
た
る
事
務
所
の
登
記
が
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
主
た
る
事
務
所

の
次
に
「
及
び
従
た
る
事
務
所
」
を
加
え
る
こ
と
。

（
事
業
報
告
及
び
決
算
）

第
４
４
条
本
法
人
の
事
業
報
告
及
び
決
算
に
つ
い
て
は
、
毎
会
計
年
度
終
了
後
、
代
表
理
事
が
次
の
書

類
を
作
成
し
、
監
事
の
監
査
を
受
け
た
上
で
、
理
事
会
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
１
）
事
業
報
告

（
２
）
事
業
報
告
の
附
属
明
細
書

（
３
）
貸
借
対
照
表

（
４
）
損
益
計
算
書

（
５
）
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
の
附
属
明
細
書

（
６
）
財
産
目
録

２
前
項
の
承
認
を
受
け
た
書
類
の
う
ち
、
第
１
号
、
第
３
号
、
第
４
号
及
び
第
６
号
の
書
類
に
つ
い
て

は
、
定
時
社
員
総
会
に
提
出
し
、
第
１
号
の
書
類
に
つ
い
て
は
そ
の
内
容
を
報
告
し
、
そ
の
他
の
書
類

に
つ
い
て
は
、
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
第
１
項
に
掲
げ
る
書
類
の
ほ
か
、
次
の
書
類
を
主
た
る
事
務
所
に
５
年
間
備
え
置
き
、
一
般
の
閲
覧

に
供
す
る
と
と
も
に
、
定
款
を
主
た
る
事
務
所
に
備
え
置
き
、
一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
。

（
１
）
監
査
報
告

（
２
）
理
事
及
び
監
事
の
名
簿

（
３
）
理
事
及
び
監
事
の
報
酬
等
の
支
給
の
基
準
を
記
載
し
た
書
類

（
４
）
事
業
の
概
要
等
を
記
載
し
た
書
類

（
備
考
）

①
法
務
局
に
従
た
る
事
務
所
の
登
記
が
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
第
３
項
を
次
の
よ
う
に
記
載
す
る
。

３
第
１
項
に
掲
げ
る
書
類
の
ほ
か
、
次
の
書
類
を
主
た
る
事
務
所
に
５
年
間
、
ま
た
従
た
る
事
務
所
に
３
年
間
備
え

置
き
、
一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
と
と
も
に
、
定
款
を
主
た
る
事
務
所
及
び
従
た
る
事
務
所
に
備
え
置
き
、
一
般
の
閲

覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
。

②
会
計
監
査
人
を
置
い
て
い
る
場
合
は
例
え
ば
次
の
よ
う
な
規
定
と
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

第
４
５
条
本
法
人
の
事
業
報
告
及
び
決
算
に
つ
い
て
は
、
毎
会
計
年
度
終
了
後
、
代
表
理
事
が
次
の
書
類
を
作
成
し
、

監
事
の
監
査
を
受
け
、
か
つ
、
第
３
号
か
ら
第
６
号
ま
で
の
書
類
に
つ
い
て
会
計
監
査
人
の
監
査
を
受
け
た
上
で
、

理
事
会
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
１
）
事
業
報
告

（
２
）
事
業
報
告
の
附
属
明
細
書

（
３
）
貸
借
対
照
表

（
４
）
損
益
計
算
書

（
５
）
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
の
附
属
明
細
書

（
６
）
財
産
目
録

２
前
項
の
承
認
を
受
け
た
書
類
の
う
ち
、
第
１
号
、
第
３
号
、
第
４
号
及
び
第
６
号
の
書
類
に
つ
い
て
は
、
定
時
社

員
総
会
に
報
告
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
第
１
２
７
条
の

適
用
を
受
け
な
い
場
合
に
は
、
第
１
号
の
書
類
を
除
き
、
定
時
社
員
総
会
へ
の
報
告
に
代
え
て
、
定
時
社
員
総
会
の

承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
第
１
項
の
書
類
の
ほ
か
、
次
の
書
類
を
主
た
る
事
務
所
に
５
年
間
備
え
置
き
、
一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
と
と
も
に
、

定
款
を
主
た
る
事
務
所
に
備
え
置
き
、
一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
。

（
１
）
監
査
報
告

（
２
）
会
計
監
査
報
告

（
３
）
理
事
及
び
監
事
の
名
簿

（
４
）
理
事
及
び
監
事
の
報
酬
等
の
支
給
の
基
準
を
記
載
し
た
書
類

（
５
）
事
業
の
概
要
等
を
記
載
し
た
書
類

③
法
務
局
に
従
た
る
事
務
所
の
登
記
が
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
第
３
項
を
次
の
よ
う
に
記
載
す
る
。

３
第
１
項
の
書
類
の
ほ
か
、
次
の
書
類
を
主
た
る
事
務
所
に
５
年
間
、
ま
た
従
た
る
事
務
所
に
３
年
間
備
え
置

き
、
一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
と
と
も
に
、
定
款
を
主
た
る
事
務
所
及
び
従
た
る
事
務
所
に
備
え
置
き
、
一
般
の

閲
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
。

第
４
５
条
決
算
の
結
果
、
剰
余
金
を
生
じ
た
と
し
て
も
、
配
当
し
て
は
な
ら
な
い
。

（
会
計
年
度
）

第
４
６
条
本
法
人
の
会
計
年
度
は
、
毎
年
４
月
１
日
に
始
ま
り
、
翌
年
３
月
３
１
日
を
も
っ
て
終
わ
る
。

（
会
計
処
理
の
基
準
）

第
４
７
条
本
法
人
の
会
計
に
関
し
て
は
、
法
令
等
及
び
こ
の
定
款
に
定
め
の
あ
る
も
の
の
ほ
か
、
理
事

会
に
お
い
て
定
め
る
経
理
規
程
に
よ
り
処
理
す
る
。

（
臨
機
の
措
置
）

第
４
８
条
予
算
を
も
っ
て
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
新
た
に
義
務
の
負
担
を
し
、
又
は
権
利
の
放
棄
を
し

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
理
事
総
数
の
３
分
の
２
以
上
の
同
意
が
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
４
９
条
本
法
人
は
、
毎
会
計
年
度
終
了
後
３
月
以
内
に
、
次
の
書
類
を
認
定
所
轄
庁
に
届
け
出
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

（
１
）
第
４
４
条
第
１
項
第
１
号
か
ら
第
６
号
ま
で
に
掲
げ
る
書
類

（
２
）
第
４
４
条
第
３
項
第
１
号
か
ら
第
４
号
ま
で
に
掲
げ
る
書
類

（
社
会
福
祉
連
携
推
進
目
的
取
得
財
産
残
額
の
算
定
）

第
５
０
条
代
表
理
事
は
、
毎
会
計
年
度
、
当
該
会
計
年
度
の
末
日
に
お
け
る
社
会
福
祉
連
携
推
進
目
的

取
得
財
産
残
額
を
算
定
し
、
財
産
目
録
に
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

第
１
０
章

定
款
の
変
更
及
び
解
散

（
定
款
の
変
更
）

第
５
１
条
こ
の
定
款
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
備
考
）

一
般
法
人
法
第
４
９
条
第
２
項
及
び
第
１
４
６
条
参
照
。
定
款
変
更
は
特
別
決
議
が
必
要
で
あ
る
。

第
５
２
条
こ
の
定
款
の
変
更
は
、
認
定
所
轄
庁
の
認
可
を
も
っ
て
、
そ
の
効
力
を
生
じ
る
。
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第
５
３
条
本
法
人
は
、
事
務
所
の
所
在
地
又
は
公
告
の
方
法
に
係
る
定
款
の
変
更
を
し
た
と
き
は
、
遅

滞
な
く
、
そ
の
旨
を
認
定
所
轄
庁
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
解
散
）

第
５
４
条
本
法
人
は
、
次
の
事
由
に
よ
っ
て
解
散
す
る
。

（
１
）
目
的
た
る
業
務
の
成
功
の
不
能

（
２
）
社
員
総
会
の
決
議

（
３
）
社
員
の
欠
亡

（
４
）
破
産
手
続
開
始
の
決
定

２
本
法
人
は
、
総
社
員
の
３
分
の
２
以
上
の
賛
成
が
な
け
れ
ば
、
前
項
第
２
号
の
社
員
総
会
の
決
議
を

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

３
第
１
項
第
１
号
か
ら
第
３
号
ま
で
の
事
由
に
よ
り
解
散
す
る
場
合
は
、
あ
ら
か
じ
め
認
定
所
轄
庁
に

社
会
福
祉
連
携
推
進
認
定
の
取
消
し
を
申
請
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
５
５
条
本
法
人
が
解
散
し
た
と
き
は
、
破
産
手
続
開
始
の
決
定
に
よ
る
解
散
の
場
合
を
除
き
、
理
事

が
そ
の
清
算
人
と
な
る
。
た
だ
し
、
社
員
総
会
の
議
決
に
よ
っ
て
理
事
以
外
の
者
を
選
任
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

２
清
算
人
は
、
次
の
第
１
号
か
ら
第
３
号
ま
で
に
掲
げ
る
職
務
を
行
い
、
ま
た
当
該
職
務
を
行
う
た
め

に
必
要
な
一
切
の
行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
１
）
現
務
の
結
了

（
２
）
債
権
の
取
立
て
及
び
債
務
の
弁
済

（
３
）
残
余
財
産
の
引
渡
し

（
備
考
）

①
一
般
法
人
法
第
２
０
９
条
第
１
項
参
照
。

②
第
１
項
た
だ
し
書
き
に
つ
い
て
、
清
算
人
を
定
款
に
お
い
て
あ
ら
か
じ
め
定
め
て
お
く
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

（
社
会
福
祉
連
携
推
進
認
定
の
取
消
し
等
に
伴
う
贈
与
）

第
５
６
条
本
法
人
が
社
会
福
祉
連
携
推
進
認
定
の
取
消
し
の
処
分
を
受
け
た
場
合
に
は
、
社
員
総
会
の

決
議
を
経
て
、
社
会
福
祉
連
携
推
進
目
的
取
得
財
産
残
額
に
相
当
す
る
額
の
財
産
を
、
当
該
社
会
福
祉

連
携
推
認
定
の
取
消
し
の
日
か
ら
１
箇
月
以
内
に
、
国
若
し
く
は
地
方
公
共
団
体
、
他
の
社
会
福
祉
連

携
推
進
法
人
、
社
会
福
祉
法
人
の
い
ず
れ
か
に
贈
与
す
る
も
の
と
す
る
。

（
備
考
）

公
益
認
定
法
第
４
条
に
よ
る
公
益
認
定
を
受
け
た
法
人
で
あ
る
場
合
、
本
条
は
適
用
し
な
い
。

（
残
余
財
産
の
帰
属
）

第
５
７
条
本
法
人
が
清
算
を
す
る
場
合
に
お
い
て
有
す
る
残
余
財
産
は
、
社
員
総
会
の
決
議
を
経
て
、

国
若
し
く
は
地
方
公
共
団
体
、
他
の
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
又
は
社
会
福
祉
法
人
（
社
員
を
除
く
。）

の
い
ず
れ
か
に
贈
与
す
る
も
の
と
す
る
。

（
備
考
）

公
益
認
定
法
第
４
条
に
よ
る
公
益
認
定
を
受
け
た
法
人
で
あ
る
場
合
、
本
条
は
適
用
し
な
い
。

第
１
１
章

公
告
の
方
法

（
公
告
の
方
法
）

第
５
８
条
本
法
人
の
公
告
は
、
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
○
○
○
の
掲
示
場
に
掲
示
す
る
と
と
も
に
、

官
報
、
新
聞
又
は
電
子
公
告
に
掲
載
し
て
行
う
。

（
備
考
）

解
散
時
の
債
権
申
出
の
催
告
及
び
破
産
手
続
の
開
始
に
つ
い
て
は
、
官
報
に
よ
っ
て
公
告
す
る
こ
と
。

第
１
２
章

雑
則

第
５
９
条
こ
の
定
款
の
施
行
に
つ
い
て
の
細
則
は
、
理
事
会
に
お
い
て
定
め
る
。

附
則

１
本
法
人
の
設
立
時
社
員
の
名
称
又
は
氏
名
及
び
住
所
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

三
重
県
伊
勢
市
○
〇
町
○
〇
番
地

社
会
福
祉
法
人
〇
〇
○
会

三
重
県
伊
勢
市
○
〇
町
○
丁
目
○
番
○
号

社
会
福
祉
法
人
○
〇
〇
会

三
重
県
伊
勢
市
○
〇
町
○
〇
番
地

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
〇
〇
○
会

三
重
県
伊
勢
市
○
〇
町
〇
〇
番
地

株
式
会
社
〇
〇
〇
〇

三
重
県
伊
勢
市
○
〇
町
○
丁
目
○
番
○
号

株
式
会
社
○
〇
〇
〇

２
本
法
人
の
設
立
時
役
員
の
氏
名
及
び
住
所
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

代
表
理
事

三
重
県
伊
勢
市
〇
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
〇
〇
〇
会

○
○
○
○

理
事

三
重
県
伊
勢
市
〇
○
町
○
丁
目
○
番
○
号

社
会
福
祉
法
人
×
×
×
会

○
○
○
○

三
重
県
伊
勢
市
○
〇
町
○
〇
番
地

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
△
△
△

○
○
○
○

三
重
県
伊
勢
市
○
〇
町
〇
〇
番
地

株
式
会
社
□
□

○
○
○
○

三
重
県
伊
勢
市
○
〇
町
○
丁
目
○
番
○
号

株
式
会
社
◇
◇

○
○
○
○

監
事

三
重
県
伊
勢
市
○
〇
町
○
丁
目
○
番
○
号

○
○
○
○

（
備
考
）

①
会
計
監
査
人
を
置
か
な
い
法
人
に
あ
っ
て
は
、「
会
計
監
査
人
」
を
削
る
。

②
定
款
を
変
更
す
る
場
合
は
、
現
行
定
款
の
附
則
の
最
後
に
、
次
の
と
お
り
記
載
を
追
加
す
る
こ
と
。

附
則

こ
の
定
款
は
、
伊
勢
市
長
の
認
可
の
日
(令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

③
定
款
を
変
更
す
る
場
合
に
お
い
て
、
附
則
に
複
数
の
事
項
を
規
定
す
る
場
合
は
、
番
号
を
付
し
て
記
載
す
る
こ
と
。

（
注
）
社
会
福
祉
連
携
推
進
認
定
を
受
け
た
後
も
引
き
続
き
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に

関
す
る
法
律
（
以
下
「
一
般
法
人
法
」
と
い
う
。）
に
定
め
る
一
般
社
団
法
人
の
要
件
等
を
満
た
す

必
要
が
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
法
人
の
状
況
に
よ
っ
て
は
、
本
定
款
例
に
規
定
の
な
い
事
項
に
つ

い
て
も
、
一
般
法
人
法
に
基
づ
い
て
定
め
る
必
要
が
あ
り
得
る
。
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様
式
第
２
１
貸
付
事
前
合
意
書

（
別
紙
１
様
式
）

貸
付
事
前
合
意
書

（
注
）
記
載
欄
中
の
記
述
は
記
載
例
で
す
。

貸
付

件
名

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日
の
社
員
○
○
〇
〇
に
対
す
る
○
○
円

の
貸
付
け

社
員
総
会
に
お
け
る
承
認
日

〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

貸
付
契
約
締
結
日

〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

貸
付
対
象
社
員
の
名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
〇
会

貸
付
原
資
提
供
社
員
の
名
称

社
会
福
祉
法
人
×
×
×
会
、
社
会
福
祉
法
人
△
△
△
会
、
社
会
福
祉

法
人
□
□
□
会
、

貸 付 条 件

貸
付
対
象
社
員

へ
の
貸
付
総
額

○
○
〇
〇
円

貸
付
原
資
提
供

社
員
の
提
供
額

社
会
福
祉
法
人
×
×
×
会
：
○
○
円

社
会
福
祉
法
人
△
△
△
会
：
○
○
円

社
会
福
祉
法
人
□
□
□
会
：
○
○
円

返
済

期
限

〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

返
済

方
法

一
括
償
還

利
率

１
．
０
％

担
保

社
会
福
祉
法
人
○
○
〇
会
が
保
有
す
る
三
重
県
伊
勢
市
〇
〇
町
〇

〇
番
地
に
所
在
す
る
建
物

延
滞
時
の
取
扱
い

遅
延
利
息
〇
〇
％

貸
付
金
回
収

不
能
時
の
取
扱
い

貸
付
金
額
に
応
じ
て
、
各
貸
付
原
資
提
供
社
員
が
リ
ス
ク
を
負
う
。

貸
付
実
行
予
定
日

〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

貸
付
対
象
社
員
に
お
け
る

貸
付

金
の

使
途

地
域
共
生
関
連
事
業
の
実
施
に
当
た
っ
て
必
要
と
な
る
施
設
内
の

レ
イ
ア
ウ
ト
変
更
及
び
配
線
工
事
に
必
要
な
費
用

貸
付
対
象
社
員
に
お
け
る

重
要
事
項
に
係
る
承
認
の
方
法

貸
付
対
象
社
員
の
評
議
員
会
に
お
い
て
、
各
年
度
の
予
算
・
決
算

等
を
決
議
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
あ
ら
か
じ
め
社
会
福
祉
連
携
推
進

法
人
の
理
事
会
に
お
い
て
、
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の

と
す
る
。
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第２ 定款変更認可申請手続き、届出手続き

１ 定款変更認可申請

定款に記載された事項に変更が生じた場合には、定款の変更が必要になります。

（１）申請書類提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正 本 ２部

提出されたもののうち１部は承認後、承認書として交付します。

（３）提出書類

ア 社会福祉連携推進法人定款変更認可申請書（様式第２２・１７７頁）

イ 添付書類（「社会福祉連携推進法人定款変更認可申請書一覧表」（１７６

頁参照）

社会福祉連携推進法人定款変更認可申請書一覧表

１ 添付書類に漏れのないように確認してください。

２ 添付書類はこの順序で編綴してください。

（注） 上記の様式例３２は、社会福祉法人用の様式例ですので、社会福祉連携推進法

人用に適宜文言を修正してください。

添 付 書 類 様式及び記載例

１ 社会福祉連携推進法人定款変更認可申請書（別記様式６） 様式第22・177頁

２

添
付
書
類

(1) 変更後の定款 様式例56・167頁

(2) 理事会議事録 様式例 32(2)・74 頁

(3) 社員総会議事録 様式例 32(1)・74 頁

(4) その他定款変更に関する参考資料 －
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様
式
第
２
２
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
定
款
変
更
認
可
申
請
書

（
別
記
様
式
６
）

令
和
○
〇
年
○
〇
月
〇
○
日

伊
勢
市
長
○
○
○
○
様

社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
○
○
○
会

代
表
理
事

○
○
○
○

定
款
変
更
の
認
可
申
請
に
つ
い
て

社
会
福
祉
法
第
１
３
９
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
定
款
変
更
の
認
可
を
受
け
た
い
の
で
、
別
添

の
申
請
書
に
関
係
書
類
を
添
え
て
、
貴
庁
の
認
可
を
申
請
す
る
。

（
添
付
資
料
）

①
当
該
定
款
変
更
後
の
定
款
全
文

②
当
該
定
款
変
更
に
係
る
理
事
会
議
事
録

③
当
該
定
款
変
更
に
係
る
社
員
総
会
議
事
録

④
そ
の
他
当
該
定
款
変
更
に
関
す
る
参
考
資
料

（
別
添
）

定
款
変
更
認
可
申
請
書

（
注
）
１

行
が
不
足
す
る
場
合
は
、
適
宜
追
加
し
て
く
だ
さ
い
。

２
変
更
前
の
条
文
と
変
更
後
の
条
文
と
を
対
比
表
と
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
に
は
、
対
比

表
の
形
式
に
よ
ら
な
い
こ
と
も
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。

申 請 者

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

ふ
り
が
な

法
人
の
名
称

法
人
番
号

ふ
り
が
な

代
表
理
事
の
氏
名

定 款 変 更 の 内 容 及 び 理 由

内
容

理
由

変
更
前
の
条
文

変
更
後
の
条
文
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２ 定款変更届出

定款に記載された事項に変更が生じた場合には、定款の変更が必要になりますが、

次の事項については、伊勢市長への届出で足りるとされています。

ア 事務所の所在地の変更

イ 社会福祉連携推進認定による法人の名称の変更

ウ 公告の方法の変更

（１）届出書提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は受理後、受理書として交付します。

（３）提出書類

ア 定款変更届書（様式第２３・１７９頁）

イ 添付書類（「社会福祉連携推進法人定款変更届出書類書一覧表」１７８頁

参照）

社会福祉連携推進法人定款変更届出書類書一覧表

１ 添付書類に漏れのないように確認してください。

２ 添付書類はこの順序で編綴してください。

（注） 上記の様式例３２は、社会福祉法人用の様式例ですので、社会福祉連携推進法

人用に適宜文言を修正してください。

添 付 書 類 様式及び記載例

１ 社会福祉連携推進法人定款変更届 様式第23・179頁

２

添
付
書
類

(1) 変更後の定款 様式例56・167頁

(2) 理事会議事録 様式例 32(2)・74 頁

(3) 社員総会議事録 様式例 32(1)・74 頁

(4) その他定款変更に関する参考資料 －
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様
式
第
２
３
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
定
款
変
更
届

（
別
記
様
式
７
）

令
和
〇
○
年
〇
○
月
〇
○
日

伊
勢
市
長
〇
○
○
○
様

社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
○
○
○
会

代
表
理
事

○
○
○
○

定
款
変
更
の
届
出
に
つ
い
て

社
会
福
祉
法
第
１
３
９
条
第
３
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
定
款
変
更
を
行
っ
た
の
で
、
別
添
の
届
出
書

に
関
係
書
類
を
添
え
て
、
貴
庁
に
届
出
を
行
う
。

（
添
付
資
料
）

①
当
該
定
款
変
更
後
の
定
款
全
文

②
当
該
定
款
変
更
に
係
る
理
事
会
議
事
録

③
当
該
定
款
変
更
に
係
る
社
員
総
会
議
事
録

④
そ
の
他
当
該
定
款
変
更
に
関
す
る
参
考
資
料

（
別
添
）

定
款
変
更
届
出
書

（
注
）
１

行
が
不
足
す
る
場
合
は
、
適
宜
追
加
し
て
く
だ
さ
い
。

２
変
更
前
の
条
文
と
変
更
後
の
条
文
と
を
対
比
表
と
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
に
は
、
対
比

表
の
形
式
に
よ
ら
な
い
こ
と
も
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。

届 出 者

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

ふ
り
が
な

法
人
の
名
称

法
人
番
号

ふ
り
が
な

代
表
理
事
の
氏
名

定 款 変 更 の 内 容

変
更
前
の
条
文

変
更
後
の
条
文
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　　合は、変更となる側（変更後）の所轄庁へ申請を行います。申請に関するご質問等

　　の連絡先は下記のとおりです。

令和6年4月1日現在

F A X 番 号

〒514-8570 津市広明町１３番地（県庁４階）

０５９－２２８－２０８５

〒511-8601 桑名市中央町２丁目３７番地

０５９４－２４－１３５１

〒511-0498 いなべ市北勢町阿下喜３１番地

０５９４－８６－７８６４

〒510-8601 四日市市諏訪町１番５号

０５９－３５９－０２８８

〒513-8701 鈴鹿市神戸１丁目１８番１８号

０５９－３８２－７６０７

〒519-0164 亀山市羽若町５４５番地

０５９５－８２－８１８０

〒514-8611 津市西丸之内２３番１号

０５９－２２９－３３３４

〒515-8515 松阪市殿町１３４０番地１

０５９８－２６－９１１３

〒516-8601 伊勢市岩渕１丁目７番２９号

０５９６－２１－５５５５

〒517-0022 鳥羽市大明東町２番５号

０５９９－２５－１１５４

〒517-0592 志摩市阿児町鵜方３０９８番地２２

０５９９－４４－５２６０

〒518-8501 伊賀市四十九町３１８４番地

０５９５－２２－９６７３

〒518-0492 名張市鴻之台１番町１番地

０５９５－６２－５０５８

〒519-3696 尾鷲市中央町１０番４３号

０５９７－２３－８２０４

 社会福祉係 〒519-4392 熊野市井戸町７９６番地

 児童福祉係 ０５９７－８９－３３０４

〒519-4324 熊野市井戸町１１５０番地

０５９７－８９－５８８５

　※　伊勢市外において新たな施設を経営する等の理由により、所轄庁が変更となる場

所　   　在   　　地

電 話 番 号

子ども・福祉部

福祉監査課 法人監査班 ０５９－２２４－２２５８

保健福祉部

福祉総務課 福祉総務係 ０５９４－２４－１１６８

福祉部

人権福祉課 福祉総務係 ０５９４－８６－７８１５

健康福祉部

福祉総務課 福祉監査室 ０５９－３５４－８１０１

健康福祉部 健康福祉政策課

福祉法人監査室 ０５９－３８２－９０１２

健康福祉部 地域福祉課

福祉総務グループ ０５９５－８４－３３１１

０５９－２２９－３３５１

健康福祉部 健康福祉総務課

社会福祉法人指導監査係 ０５９８－５３－４６７４

０５９６－２１－５５８４

０５９９－２５－１１８１

健康福祉部

地域福祉課 高齢者福祉係 ０５９９－４４－０２８３

０５９５－２２－９７０８

福祉子ども部

医療福祉総務室 ０５９５－６３－７５７９

０５９７－２３－８２０１

０５９７－８９－４１１１

健康・長寿課

いきがい健康支援係 ０５９７－８９－３１１３

三  重  県  内  所  轄  庁  一  覧

所 轄 庁 担　 当　 部 　署

三重県知事

桑名市長

いなべ市長

四日市市長

鈴鹿市長

亀山市長

津市長 健康福祉部 福祉監査室

松阪市長

伊勢市長 健康福祉部 福祉監査室

鳥羽市長 健康福祉課 生活支援係

志摩市長

伊賀市長 健康福祉部 医療福祉政策課

名張市長

尾鷲市長 福祉保健課 高齢者福祉係

熊野市長

福祉事務所
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社会福祉法人

認可申請ハンドブック（本編）

令和６年４月

伊勢市健康福祉部 福祉監査室

〒５１６－８６１０ 伊勢市岩渕１丁目７番２９号

電 話 （０５９６）２１－５５８４

ファックス （０５９６）２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp




